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○ 中期計画の別表 
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別表１．予算 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

収入  

運営費交付金 7,389 
施設整備費補助金 2,313 
受託収入 6,398 
その他の収入 164 
  

合計 16,264 
支出  
業務経費 1,342 
人件費 5,809 
施設整備費 2,313 
受託関係経費 6,272 
一般管理費 528 
  

合計 16,264 
 
 

〔人件費の見積もり〕  

   中期目標期間中、「行政改革の重要方針」（平成 17年 12月 24日閣議決定）び 

「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成 18 

年法律第 47号）において削減対象とされた人件費について、総人件費改革の取 

組の削減対象外となる任期付研究者等の人件費を除き、総額４，３３５百万円を 

支出する。なお、上記の削減対象とされた人件費と総人件費改革の取組の削減対 

象外となる任期付研究者等の人件費とを合わせた総額は、４，５９５百万円であ 

る。 

但し、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当、 

休職者給与及び国際機関派遣職員給与に相当する範囲の費用である。 

 

別紙「運営費交付金算定のルール」に従い算定した。 
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別紙 

運営費交付金の算定ルール 

 
○運営費交付金＝人件費＋一般管理費＋業務経費－自己収入 
１．人件費＝当年度人件費相当額＋前年度給与改定分等 

（１）当年度人件費相当額＝基準給与総額±新陳代謝所要額＋退職手当所要額 
（イ）基準給与総額 

１８年度・・・所要額を積み上げ積算 
１９年度以降・・・前年度人件費相当額-前年度退職手当所要額  

（ロ）新陳代謝所要額 
新規採用給与総額（予定）の当年度分＋前年度新規採用者給与総額のうち平年度化額－前年度

退職者の給与総額のうち平年度化額－当年度退職者の給与総額のうち当年度分 
（ハ）退職手当所要額 

当年度に退職が想定される人員ごとに積算 
（２）前年度給与改定分等（１９年度以降適用） 

昇給原資額、給与改定額、退職手当等当初見込み得なかった人件費の不足額 
なお、昇給原資額及び給与改定額は、運営状況等を勘案して措置することとする。運営状況等によっては、

措置を行わないことも排除されない。 
２．一般管理費 

前年度一般管理費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×一般管理費の効率化係数（α）×消費者

物価指数（γ）＋当年度の所要額計上経費±特殊要因 
３．業務経費 

研究経費 
前年度研究経費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×業務経費の効率化係数（β）×消費者物価

指数（γ）×政策係数（δ）＋当年度の所要額計上経費±特殊要因 
４．自己収入 

過去実績等を勘案し、当年度に想定される収入見込額を計上 
 

・ 一般管理費の効率化係数（α）：毎年度の予算編成過程において決定 
・ 業務経費の効率化係数（β）：毎年度の予算編成過程において決定 
・ 消費者物価指数（γ）：毎年度の予算編成過程において決定 
・ 政策係数（δ）：法人の研究進捗状況や財務状況、新たな政策ニーズへの対応の必要性、独立行政法人評価委員

会による評価等を総合的に勘案し、毎年度の予算編成過程において決定 
・ 所要額計上経費：公租公課等の所要額計上を必要とする経費 
・ 特殊要因：法令改正等に伴い必要となる措置、現時点で予測不可能な事由により、特定の年度に一時的に発生

する資金需要に応じ計上 
 

[注記] 前提条件： 
・ 一般管理費の効率化係数（α）：中期計画期間中は 0.97 として推計 
・ 業務経費の効率化係数（β）：中期計画期間中は 0.99 として推計 
・ 消費者物価指数（γ）：中期計画期間中は 1.00 として推計 
・ 政策係数（δ）：中期計画期間中は 1.00 として推計 
・ 人件費（２）前年度給与改定分等：中期計画期間中は 0 として推計 
・ 特殊要因：中期計画期間中は 0 として推計 
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別表２．収支計画 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

費用の部 13,882 
経常費用 7,610 
研究業務費 5,684 
一般管理費 1,748 
減価償却費 178 

受託研究業務費 6,272 
財務費用 0 
臨時損失 0 

収益の部 13,882 
運営費交付金収益 7,142 
受託収入 6,398 
資産見返負債戻入 178 
臨時利益 0 
その他の収入 164 

純利益 0 
目的積立金取崩額 0 
総利益 0 
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別表３．資金計画 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

資金支出 16,264 
業務活動による支出 13,951 
投資活動による支出 2,313 
財務活動による支出 0 
次期中期目標の期間への繰越金 0 

資金収入 16,264 
業務活動による収入 13,951 
運営費交付金による収入 7,389 
受託収入 6,398 
その他の収入 164 

投資活動による収入 2,313 
施設整備費補助金による収入 2,313 
その他の収入 0 

財務活動による収入 0 
前期よりの繰越金 0 
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別表４．施設整備計画 

（単位：百万円） 

施設・整備の内容 予定額 財 源 

港湾空港関係研究施設整備費   

１．大規模地震津波実験施設 952 独立行政法人港湾空港技術研究所 

施設整備費補助金 

２．沿岸防災実験施設 751 独立行政法人港湾空港技術研究所 

施設整備費補助金 

３．長期暴露試験施設の改修 100 独立行政法人港湾空港技術研究所 

施設整備費補助金 

４．環境水理実験水槽 200 独立行政法人港湾空港技術研究所 

施設整備費補助金 

５．受電施設等更新 310 独立行政法人港湾空港技術研究所 

施設整備費補助金 

合 計 2,313  

 
 



 
 

 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 年度計画の別表 
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別表１．平成２２年度の研究実施項目 

研究分野１：安心して暮らせる国土の形成に資する研究分野 

ア） 大規模地震防災に関する研究テーマ 

①地震観測・被害調査・被災モニタリングによる地震被災メカニズムの把握 

i) 港湾地域および空港における強震観測と記録の整理解析 

ii) 地震災害調査 

②強震動予測手法の精度向上 

i) 大きな延長を有する施設に適した照査用地震動設定手法の開発 

③地震時の地盤の挙動予測と対策 

i) 大規模地震に対する既設構造物直下地盤の液状化対策の検討 

ii) 破壊応力状態付近での土の動的特性に関する検討 

iii) 岸壁背後の格子状地盤改良の耐震効果の検討 

④地震時の構造物の挙動予測と対策 

i) 矢板式係船岸等における杭を用いた耐震補強工法に関する検討 

ii) 既存港湾・海岸施設の耐震性能評価・向上に関する研究 

イ）津波防災に関する研究テーマ 

①災害の予測技術の開発 

i) 遠心力場における水・地盤・構造物の相互作用実験技術の構築 

ii) 港湾の業務継続計画（BCP)における地震及び津波複合被害想定技術の開発 

iii) 津波に対する早期避難促進に関する基礎的研究 

②革新的なソフト技術の開発 

i) リアルタイム津波被害予測手法の開発 

③効果的なハード技術の開発 

i) グリーンベルトによる津波対策施設の適用性評価 

ウ）高潮・高波防災に関する研究テーマ 

①効率的な海象観測と波浪推算技術の高精度化の組合せによる沿岸海象の把握 

i) アシカ島等における気象・海象の観測と解析および全国沿岸波浪・津波・潮位・風況観測データの

集中処理解析による資料および統計報の作成 

ii) 波浪推算に基づく日本沿岸高波データベースの構築と高波浪出現特性の検討 

iii) リアルタイム海象情報を用いた流出油の高精度漂流予測に関する研究 

②越波算定精度の高精度化など高潮・高波被害の予測と対策の検討 

i) リアルタイム海象情報を活用した高潮・高波被害予測システムの試設計 

③高潮・高波による地盤も含めた外郭施設の破壊現象等の解明 

i) 数値波動水槽を用いた港湾外郭施設の性能照査手法の構築 

ii) 既存防波堤の高潮に対する地盤補強に関する研究 

④地球温暖化の影響の解明と将来予測 

i) 気候変動適応策の検討を目的とした波浪・潮位の極値の解析 

その他 

i) プログラムライブラリおよび関連するデータベースの構築・改良および運用（海洋・水工関係） 

エ）海上流出油対策等，沿岸域の人為的災害への対応に関する研究テーマ 

①海上流出油対策に関する研究 

i) 油回収除去における水蒸気の利用に関する応用研究 

ii) 流出油のリアルタイム追跡システムの開発 

iii) 直轄船等による油濁防除技術に関する研究開発 

②港湾セキュリティに関する研究 

i) 不審物等の探知のための水中視認装置の実用化開発 
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研究分野２：快適な国土の形成に資する研究分野 

ア）閉鎖性海域の水質・底質の改善に関する研究テーマ 

①水堆積物界面近傍での物理・化学過程の解明 

i) 内湾に集積する新規残留性化学物質の管理手法に関する提案 

ii) 沿岸自然基盤の安定性と健全性に関する数値指標の検討 

iii) 内湾域における高含水比底泥挙動のモデル化に関する研究 

②外洋と内湾の結合（湾口での境界におけるモニタリング） 

i) 閉鎖性内湾における環境の常時連続観測とその統計解析 

イ）沿岸生態系の保全・回復に関する研究テーマ 

①干潟における地盤等物理特性と生物生息の関係 

i) 干潟生態地盤学の展開による生物住環境診断チャートの作成 

ii) 沿岸生態系における高次栄養段階生物の食性に関する調査及び実験 

iii) 豊かな海の実現に向けた内湾水質・生態系シミュレーターの開発 

iv) 沿岸生態系によるCO2吸収量の定量化とその強化に関する調査及び実験 

②浚渫にかかわる環境修復技術の開発 

i) 浚渫土を利用した環境修復効果の予測手法の提案 

ウ）広域的・長期的な海浜変形に関する研究テーマ 

①地形変動特性・底質移動特性の把握 

i) 波崎海洋研究施設（HORS）による沿岸海象の長期変動に関する現地観測 

②地形変動に関する数値シミュレーションモデルの開発 

i) 沿岸漂砂による長期的海浜変形の予測手法の検討 

③効率的な海岸の維持管理手法の検討 

i) 長期変動特性を考慮した砂浜の維持管理設計法の開発 

研究分野３：活力ある社会・経済の実現に資する研究分野 

ア）港湾・空港施設の高度化に関する研究テーマ 

①港湾施設の性能照査技術の開発および改良 

i) 暴露試験によるコンクリート，鋼材および各種材料の長期耐久性の評価 

ii) 埋立地盤維持管理のための不同沈下予測手法の提案 

iii) 鉄鋼スラグ等を杭材とした杭式改良地盤の安定性の評価 

iv) 衝撃力を受けるコンクリート部材の性能照査法の提案 

v) 港湾構造物の部材設計に対する信頼性設計法の導入のための解析 

vi) 長周期波およびうねりに対する構造物の性能照査に関する検討 

②港湾施設の機能性向上に関わる技術開発 

i) 港湾鋼構造物の防食方法・防食設計の合理化に関する検討 

ii) 重力式岸壁の増深工法に関する研究 

iii) スーパー高規格コンテナターミナルの評価に関する研究 

③空港舗装の高機能化に関わる技術開発 

i) 空港オーバーレイ舗装の設計・品質管理の高度化 

その他 

i) プログラムライブラリおよび関連するデータベースの構築・改良および運用（地盤・構造関係） 

イ）ライフサイクルマネジメントに関する研究テーマ 

①点検・診断技術の高度化 

i) 非破壊試験技術の活用による港湾構造物の点検診断・モニタリングの高精度化に関する検討 

②構造物の性能低下の予測と補修効果の定量化 

i) ライフサイクルエコノミーを導入したＬＣＭシナリオの評価 

ii) 矢板式および重力式係船岸等へのＬＣＭの展開 

ウ）水中工事等の無人化に関する研究テーマ 
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①鋼構造物の点検作業の無人化に関する技術開発 

i) 鋼構造物の肉厚を非接触で計測する装置の実用化に向けた開発 

②海洋における水中作業の無人化に関する技術開発 

ⅰ) ＧＰＳ波浪計の係留装置点検システムの開発 

ⅱ) 網チェーンを用いた水中物体回収装置の実用化開発 

ⅲ)  水中作業用マニピュレータの多機能化に関する研究 

エ）海洋空間高度利用技術，環境対応型技術等に関する研究テーマ 

①海洋空間の有効利用に関する技術開発 

i) 大水深域における極大波浪の特性と海洋構造物へのインパクト荷重の推定 

ii) 利用と防災をかねた人工サーフィンリーフに関する研究 

②廃棄物海面処分場の長期安定性の評価および活用に関する技術開発 

ⅰ) 廃棄物海面処分場の遮水工の品質管理手法の提案 

③リサイクル技術の推進による環境負荷低減に関する技術開発 

i) 浚渫土を利用したリサイクル地盤材料の再利用に関する研究 
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別表２．予算 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

収入  

運営費交付金 1,385 

施設整備費補助金 132 

受託収入 1,139 

その他の収入 35 

前年度よりの繰越金 70 

  

合計 2,761 

支出  

業務経費 223 

人件費 1,122 

施設整備費 202 

受託関係経費 1,114 

一般管理費 100 

  

合計 2,761 
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別表３．収支計画 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

費用の部 2,554 

経常費用 1,440 

研究業務費 1,081 

一般管理費 315 

減価償却費 44 

受託研究業務費 1,114 

財務費用 0 

臨時損失 0 

収益の部 2,554 

運営費交付金収益 1,336 

受託収入 1,139 

資産見返負債戻入 44 

臨時利益 0 

その他の収入 35 

純利益 0 

目的積立金取崩額 0 

総利益 0 
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別表４．資金計画 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

資金支出 2,761 

業務活動による支出 2,509 

投資活動による支出 252 

財務活動による支出 0 

翌年度への繰越金 0 

資金収入 2,761 

業務活動による収入 2,559 

運営費交付金による収入 1,385 

受託収入 1,139 

その他の収入 35 

投資活動による収入 132 

施設整備費補助金による収入 132 

その他の収入 0 

財務活動による収入 0 

前年度よりの繰越金 70 

 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 中期目標、中期計画及び 

平成 22年度計画と業務運営評価の項目 
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中期目標、中期計画及び平成２２年度計画と業務運営評価の項目 

中期目標 中期計画 平成２２年度計画 評価項目 

（まえがき） 
独立行政法人港湾空港技

術研究所（以下｢研究所｣とい

う。）は、港湾及び空港の整

備等に関する調査、研究及び

技術の開発等（以下「研究」

という。）を行うことにより、

効率的かつ円滑な港湾及び

空港の整備等に資するとと

もに、港湾及び空港の整備等

に関する技術の向上を図る

ことを目的とする機関であ

る。その運営に当たっては、

自律性、自発性及び透明性を

備え、業務をより効率的かつ

効果的に行うという独立行

政法人化の趣旨及び組織･業

務の見直しの結果を十分に

踏まえつつ、本中期目標に従

って、適正かつ効率的にその

業務を遂行することにより、

国土交通政策に係るその任

務を的確に遂行するものと

する。 
 

（まえがき） 
独立行政法人通則法（平成 11 年法

律第103号）第30条の規定に基づき、

国土交通大臣から指示を受けた平成

18 年 4 月 1 日から平成 23 年 3 月 31
日までの 5 年間における独立行政法

人港湾空港技術研究所（以下「研究

所」という。）の中期目標を達成する

ための計画（以下「中期計画」とい

う。）を以下の通り定める。 
 

（まえがき） 
独立行政法人通則法（平成11年法

律第103号）第31条の規定に基づき、

国土交通大臣から認可を受けた平成

18 年 4 月 1 日から平成 23 年 3 月 31

日までの 5 年間における独立行政法

人港湾空港技術研究所（以下「研究

所」という。）の中期目標を達成する

ための計画（以下「中期計画」とい

う。）に基づいた平成 22 年度の業務

運営に関する計画を以下のとおり定

める。 

 

１．中期目標の期間 

平成 18 年 4 月 1 日から平

成 23 年 3 月 31 日までの 5
年間とする。 
 

   

２．業務運営の効率化に関す

る事項 

（１）戦略的な研究所運営 

 

総合科学技術会議におい

て、科学技術全般にわたって

戦略的な業務運営が求めら

れていることから、研究所の

業務運営の基本方針の明確

化、社会・行政ニーズを速や

かかつ適切に把握するため

の関係行政機関や外部有識

者との連携、研究環境の整備

等の措置を通じて、戦略的な

研究所運営の推進を図る。 
 

１．業務運営の効率化に関する目標

を達成するためとるべき措置 

（１）戦略的な研究所運営のためと

るべき措置 

①研究所の戦略的な業務運営を推進

するため、研究所幹部による経営戦

略会議、外部有識者からなる評議員

会等での議論も踏まえて、研究所運

営の基本方針を明確にする。 
②社会・行政ニーズを速やかかつ適

切に把握するため、関係行政機関・

外部有識者との情報交換、関係行政

機関との人事交流等、緊密な連携を

推進する。また、研究所の研究企画

能力の向上を図るため、研究関連情

報の収集・分析等を行う。 
③研究所の役員と研究職員の間で十

分な意見交換を行い、創造的な研究

実施に有用な研究環境の整備に努め

る。 
 

１．業務運営の効率化に関する目標

を達成するためとるべき措置 

（１）戦略的な研究所運営のためと

るべき措置 

①「研究開発システムの改革等によ

る研究開発能力の強化及び研究開発

等の効率的推進等に関する法律」（平

成20年 10月 21日施行）の趣旨を踏

まえつつ、平成18年度に策定した研

究所運営の基本方針に基づき、研究

所の戦略的な業務運営を推進する。 

②社会・行政ニーズを速やかかつ適

切に把握するため、関係行政機関・ 

外部有識者との情報交換、関係行政 

機関との人事交流等、関係行政機 

関・外部有識者との緊密な連携を推 

進する。また、研究所の研究企画能 

力の向上を図るため、研究関連情報 

の収集・分析等を行う。 

③研究所の役員と研究職員の意見交 

換会を開催して十分な意見交換を行 

い、創造的な研究実施に有用な研究 

環境の整備に努める。 

 

 
 
 

 

 

１】戦略的な研究

所運営 

 

資料－1 
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中期目標 中期計画 平成２２年度計画 評価項目 

（２）効率的な研究体制の整

備 

高度化・多様化する研究ニ

ーズに迅速かつ効果的に対

応できるよう、また研究業務

の重点化を踏まえ、研究所に

おける研究体制について不

断に検討・点検を加えること

により、効率的な研究体制の

整備を図る。 
 

（２）効率的な研究体制の整備 

 
研究所における研究体制は部・室

体制を基本としつつ、高度化・多様

化する研究ニーズに迅速かつ効果的

に対応できるよう不断に検討・点検

を行う。その結果、緊急な研究課題

への対応や円滑な研究実施の観点か

ら必要と判断された場合には、研究

センターの設立や領域制の導入等、

部・室にとらわれない横断的な研究

体制を整備する。 
 

（２）効率的な研究体制の整備のた

めとるべき措置 

高度化・多様化する研究ニーズに

適切に対応した研究を実施するた

め、基本的組織として以下の組織を

編成する。また、必要に応じて経営

戦略会議を開催し、研究所の基本的

組織の枠を越えたフレキシブルな研

究体制の編成について検討する 

２】研究体制の整

備 
 

 

研究主監 
統括研究官 
研究連携等を担当する 

若干名の特別研究官 
企画管理部 研究企画や研究評価等を担

当する若干名の研究計画官 
総務課 企画課 業務課 

海洋・水工部 沿岸環境研究領域 
         沿岸環境研究チーム 
        沿岸土砂管理研究チー

ム 
海洋情報研究領域 
海象情報研究チーム 
海洋環境情報研究チー

ム 
混相流体研究チーム 

       海洋研究領域 
         海洋研究チーム 

波浪研究チーム 
耐波研究チーム 

地盤・構造部 地盤研究領域 
土質研究チーム 
地盤改良研究チーム 
基礎工研究チーム 

地震防災研究領域 
地震動研究チーム 
耐震構造研究チーム 
動土質研究チーム 

構造研究領域 
構造研究チーム 
材料研究チーム 

施工・制御技術部 
新技術研究官 
計測・制御研究チーム 
油濁対策研究チーム 

空港研究センター 
アジア・太平洋沿岸防災研究センター 
ＬＣＭ研究センター 
波崎分室 
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中期目標 中期計画 平成２２年度計画 評価項目 

（３）管理業務の効率化 

 

定型的業務の外部委託、業務

経費の削減等の方策を講ず

ることにより管理業務の効

率化を図る。 

具体的には、一般管理費（人

件費、公租公課等の所要額計

上を必要とする経費及び特

殊要因により増減する経費

を除く。）について、中期目

標期間中に見込まれる総額

を初年度の当該経費相当分

に５を乗じた額に対し、6%

程度抑制する。また、業務経

費（人件費、公租公課等の所

要額計上を必要とする経費

及び特殊要因により増減す

る経費を除く。）について、

中期目標期間中に見込まれ

る総額を初年度の当該経費

相当分に 5 を乗じた額に対

し、2%程度抑制する。 

（３）管理業務の効率化のためのと

るべき措置 

①管理業務の効率化の状況について

定期的な見直しを行い、業務の簡素

化・電子化、定型的業務の外部委託

等を図ることにより管理業務の一層

の効率化を推進する。 

 

②一般管理費（人件費、公租公課等

の所要額計上を必要とする経費及び

特殊要因により増減する経費を除

く。）について、中期目標期間中に見

込まれる総額を初年度の当該経費相

当分に５を乗じた額に対し、６％程

度抑制する。 

 

③業務経費（人件費、公租公課等の

所要額計上を必要とする経費及び特

殊要因により増減する経費を除く。）

について、中期目標期間中に見込ま

れる総額を初年度の当該経費相当分

に 5 を乗じた額に対し、2%程度抑制

する。 

 

（３）管理業務の効率化のためのと

るべき措置 

契約、経理等に関する事務の簡素

化や電子化、定型業務の外部委託等

の実施について業務改善委員会で検

討し、業務運営の一層の効率化を図

る。 

 

一般管理費（人件費、公租公課等の

所要額計上を必要とする経費及び特

殊要因により増減する経費を除く。）

及び業務経費（人件費、公租公課等

の所要額計上を必要とする経費及び

特殊要因により増減する経費を除

く。）について、平成 18 年度から平

成21年度の実績を踏まえ、過年度の

実績程度を目指す。 

 

３】管理業務の効

率化 

（４）非公務員化への適切な

対応 

非公務員化後においても

関係行政機関との人事交流

や情報交換を従前のとおり

継続しつつ、大学の研究者等

との人事交流や職員の勤務

体制の見直し等の措置を通

じて、非公務員化の利点を生

かした業務運営を行う。 

（４）非公務員化への適切な対応の

ためとるべき措置 

①非公務員化後も社会・行政ニーズ

に適切に対応した業務運営が可能と

なるよう、関係行政機関との人事交

流や情報交換を従前のとおり円滑に

実施する。 

②非公務員型独立行政法人の利点を

生かした大学教員等の非公務員との

人事交流、研究所の人事制度・勤務

体制の見直しを必要に応じて行う。

（４）非公務員化への適切な対応の

ためとるべき措置 

非公務員化後も社会・行政ニーズ

に適切に対応した業務運営が可能と

なるよう、関係行政機関との人事交

流や情報交換を従前のとおり円滑に

実施する。また、非公務員型独立行

政法人の利点を生かした大学教員等

の非公務員との人事交流の可能性に

ついて検討するとともに、平成18年

度に導入した裁量労働制及びフレッ

クスタイム制度を基本としつつ、さ

らに効率的な研究実施体制の実現の

ための人事制度・勤務体制の見直し

を必要に応じて行う。 

 

４】人事交流・情

報交換 

３．国民に対して提供するサ

ービスその他の業務の質の

向上に関する事項 

（１）質の高い研究成果の創

出に関する事項 

質の高い研究成果の創出

を図るため、以下の方策を講

ずることとする。 

１） 研究の重点的実施 

研究所の目的である「港湾

及び空港整備等に関する調

査、研究及び技術の開発等を

行うことにより、効率的かつ

円滑な港湾及び空港の整備

等に資するとともに、港湾及

び空港の整備等に関する技

術の向上を図ること」（独立

行政法人港湾空港技術研究

所法第 3 条）を達成するた

め、国との役割分担を明確に

２．国民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上に関する目

標を達成するためとるべき措置 

（１）質の高い研究成果の創出のた

めとるべき措置 

 

 

 

１） 研究の重点的実施 

中期目標に示された研究分野のそ

れぞれについて、社会・行政ニーズ

及び重要性・緊急性を踏まえ下記の

通り研究テーマを設定する。 

研究分野１：安心して暮らせる国土

の形成に資する研究分野 

ア）大規模地震防災に関する研究テ

ーマ 

イ）津波防災に関する研究テーマ 

２．国民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上に関する目

標を達成するためとるべき措置 

（１）質の高い研究成果の創出のた

めとるべき措置 

 

 

 

１） 研究の重点的実施 

中期計画において設定したそれぞ

れの研究テーマについて、他の研究

開発型の独立行政法人、大学及び民

間との相異・役割分担等の明確化を

図ることを念頭において策定した別

表 1 に示す研究実施項目の研究を実

施する。また、研究テーマの中で特

に重要性・緊急性の高い下記の研究

を重点研究課題として設定し、平成

22 年度における重点研究課題の研究

費の全研究費に対する配分比率を

 

 

 

 

 

 

 

 

５】研究の重点的

実施 
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中期目標 中期計画 平成２２年度計画 評価項目 

しつつ独立行政法人が真に

担うべき研究として本中期

目標の期間中に取り組むべ

き研究分野を、社会・行政ニ

ーズ等を踏まえ以下の通り

設定し、重点的に実施する。

なお、民間では実施されてい

ない研究、及び共同研究や大

規模実験施設の貸出等によ

っても民間による実施が期

待できない、又は独立行政法

人が行う必要があり民間に

よる実施がなじまない研究

を実施するものとする。 

 

・安心して暮らせる国土の形

成に資する研究分野 

沿岸域においては東海、東

南海・南海地震及び津波等の

自然災害や人為的災害に対

する防災への国民の関心は

高く、安心して暮らせる国土

の形成が求められている。研

究所においては、大規模地

震・津波等の沿岸域の自然災

害や海上での油流出事故等

の人為的災害に対応するた

めの研究を実施する。 

 

・快適な国土の形成に資する

研究分野 

沿岸域の環境の保全・創

造・再生等、沿岸域の自然環

境が回復され良好な状態に

保たれた快適な国土の形成

が求められている。研究所に

おいては、閉鎖性海域の水

質・底質の改善、沿岸生態系

の保全・回復、広域的・長期

的な海浜変形に関する研究

等を実施する。 

 

・活力ある社会・経済の実現

に資する研究分野 

港湾・空港施設の整備・維

持管理の効率化等を通じて、

我が国に必要な社会資本を

適正に確保する等、活力ある

社会・経済の実現への取り組

みが求められている。研究所

においては、港湾・空港施設

の整備・維持管理の効率化等

を実現するため、ライフサイ

クルマネジメントに関する

研究、水中工事等の無人化に

関する研究等を実施する。 

 

 

ウ）高潮・高波防災に関する研究テ

ーマ 

エ）海上流出油対策等、沿岸域の人

為的災害への対応に関する研究

テーマ 

研究分野２：快適な国土の形成に資

する研究分野 

ア）閉鎖性海域の水質・底質の改善

に関する研究テーマ 

イ）沿岸生態系の保全・回復に関す

る研究テーマ 

ウ）広域的・長期的な海浜変形に関

する研究テーマ 

研究分野３：活力ある社会・経済の

実現に資する研究分野 

ア）港湾･空港施設の高度化に関する

研究テーマ 

イ）ライフサイクルマネジメントに

関する研究テーマ 

ウ）水中工事等の無人化に関する研

究テーマ 

エ）海洋空間高度利用技術、環境対

応型技術等に関する研究テーマ

 
中期目標期間中を通じて、上記の

研究テーマの中で特に重要性・緊急

性の高い研究を重点研究課題として

毎年度設定し、重点研究課題の研究

費の各年度の全研究費に対する配分

比率を 60%程度以上とする。また、

重点研究課題の中でも特に緊急に実

施すべき研究を特別研究と位置づ

け、人員及び資金を重点的に投入し

て迅速な研究の推進を図る。 
なお、民間では実施されていない

研究、及び共同研究や大規模実験施

設の貸出等によっても民間による実

施が期待できない、又は独立行政法

人が行う必要があり民間による実施

がなじまない研究を実施するものと

する。 
 

60％程度以上とする。 

① 地震により強い港湾・海岸・空

港施設の実現に関する研究 

② 巨大な津波から地域社会を守る

研究 

③ 地球規模の環境変化と高潮・高

波防災のための高精度な沿岸海

象把握に関する研究 

④ 沿岸域の流出油対策技術に関す

る研究 

⑤ 閉鎖性海域の環境改善と沿岸生

態系による CO2 吸収に関する研

究 

⑥ 複数の流れと波が重合した場で

の海浜変形予測に関する研究 

⑦ 港湾施設の性能設計手法の国際

標準化の研究 

⑧ 物流改革推進のためのターミナ

ル機能の高度化に関する研究 

⑨ 港湾・海岸・空港施設のライフ

サイクルマネジメントに関する

研究 

 

⑩ 港湾における水中作業の無人化

に関する研究 

 

⑪ 大水深海域の有効利用に関する

研究 

 

なお、重点研究課題の中で特に緊

急に実施すべき下記の研究項目を特

別研究と位置づけて実施する。 

① 遠心力場における流体・地盤・

構造物の相互作用に関する実験

的研究 

② 港湾の業務継続計画(BCP)にお

ける地震及び津波複合被害想定

技術の開発 

③ リアルタイム海象情報を用いた

流出油の高精度漂流予測に関す

る研究 

④ 気候変動適応策の検討を目的と

した波浪・高潮数値実験と海象

観測値の解析 

⑤ 流出油のリアルタイム追跡シス

テムの開発 

⑥ 沿岸生態系による CO2 吸収量の

強化に関する調査および実験 

⑦ 矢板式及び重力式係船岸等への

LCMの展開 
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中期目標 中期計画 平成２２年度計画 評価項目 

２）基礎研究の重視 

研究所が対象としている

波浪・海浜・地盤・地震・環

境等に関する基礎研究は、研

究所が取り組むあらゆる研

究の基盤であることや特に

民間による実施がなじまな

い内容であることから、科学

技術基本計画も踏まえつつ

中期目標期間中を通じて推

進し、自然現象のメカニズム

や地盤・構造物の力学的挙動

等の原理・現象の解明に向け

て積極的に取り組む。 

 

２）基礎研究の重視 

波浪・海浜・地盤・地震・環境等

に関する基礎研究は研究所が取り組

むあらゆる研究の基盤であることか

ら、自然現象のメカニズムや地盤・

構造物の力学的挙動等の原理・現象

の解明に向けて積極的に取り組む。

なお、中期目標期間中を通じて、基

礎研究の研究費の各年度の全研究費

に対する配分比率を 25％程度以上と

する。 

２）基礎研究の重視 

波浪・海浜・地盤・地震・環境等

に関する基礎研究は研究所が取り組

むあらゆる研究の基盤であることか

ら、自然現象のメカニズムや地盤・

構造物の力学的挙動等の原理・現象

の解明に向けて積極的に取り組む。

なお、平成22年度における基礎研究

の研究費の全研究費に対する配分比

率を25％程度以上とする。 

 

６】基礎研究の重

視 

３）萌芽的研究の実施 

将来の発展の可能性があ

ると想定される萌芽的研究

に対しては、先見性と機動性

をもって的確に対応する。 

 

 

 

 

 

３）萌芽的研究の実施 

将来の発展の可能性があると想定

される萌芽的研究については、適切

な評価とこれに基づく予算配分を行

い、先見性と機動性をもって推進す

る。 

３）萌芽的研究の実施 

将来の発展の可能性があると想定

される萌芽的研究のうち、特に重点

的に予算配分するものを特定萌芽的

研究と位置づけ、下記の研究を行う。 

① 港湾構造物の劣化・変状検出の

ための接触型点検診断手法の開

発 

② 犠牲陽極の新たな残存質量計測

手法の開発 

なお、年度途中においても、必要

に応じ新たな特定萌芽的研究を追加

し、実施する。 

 

 

７】萌芽的研究の

実施 
 

４）外部資金の導入 

研究資金の充実と多様性

の確保を図る観点から、外部

の競争的資金等、外部資金の

積極的な導入を図る。 

 

 

４）外部資金の導入 

研究資金の充実と多様性の確保を

図る観点から、外部の競争的資金の

獲得に積極的に取り組むとともに、

外部からの技術課題解決の要請に応

えること等を通じて、受託研究資金

等の獲得を図る。 

４）外部資金の導入 

研究資金の充実と多様性の確保を

図る観点から、外部の競争的資金の

獲得に積極的に取り組む。その際、

幹部研究者が助言・指導する所内ア

ドバイザー制度を活用するととも

に、外部有識者による研究者向けの

講習会を実施する。また、国等から

の技術課題解決の要請に応えること

等を通じて、受託研究資金等の獲得

を図る。 

 

８】外部資金の導

入 

 

５）国内外の研究機関・研究

者との幅広い交流・連携 

産学官連携による共同研

究や国際会議への積極的な

参加等により、国内外の研究

機関・研究者との交流・連携

を推進する。 

５）国内外の研究機関・研究者との

幅広い交流・連携 

産学官連携による共同研究を推進

し、中期目標期間中にのべ 290 件程

度の共同研究（外部の競争的資金に

よるものを含む）を実施する。また、

国際会議の主催・共催、国際会議へ

の積極的な参加、在外研究の促進等

により、国内外の研究者との幅広い

交流ならびに国内外の研究機関との

連携を推進する。これらのうち国外

で実施される国際会議においては、

中期目標期間中に合計 310 件程度の

研究発表を行う。 

５）国内外の研究機関・研究者との

幅広い交流・連携 

産学官連携による共同研究（外部

の競争的資金によるものを含む）を

60件程度実施する。また、「第７回国

際沿岸防災ワークショップ」等の国

際会議の主催・共催、国際会議への

積極的な参加、在外研究の促進等に

より、国内外の研究者との幅広い交

流ならびに国内外の研究機関との連

携を推進する。これらのうち国外で

開催される国際会議においては、60

件程度の研究発表を行う。 

 

 

 

 

 

９】国内外の研究

機関・研究者との

幅広い交流・連携
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中期目標 中期計画 平成２２年度計画 評価項目 

６）適切な研究評価の実施と
評価結果の公表 
独立行政法人が真に担う

べき研究に取り組むとの観
点から、国との役割分担を明
確にするとともに、民間では
実施されていない研究、及び
共同研究や大規模実験施設
の貸出等によっても民間に
よる実施が期待できない、又
は独立行政法人が行う必要
があり民間による実施がな
じまない研究を実施するこ
とについて、研究の事前、中
間、事後の評価において、外
部から検証が可能となるよ
う、評価プロセス、評価結果
等を適切に公表する等の措
置を講ずる。 

６）適切な研究評価の実施と評価結
果の公表 
研究評価は、研究部内の評価会、

研究所として行う評価委員会、外部
有識者による評価委員会による３層
で、研究の事前・中間・事後の各段
階において、研究目的、研究内容の
妥当性等について実施する。また、
独立行政法人が真に担うべき研究に
取り組むとの観点から、国との役割
分担を明確にするとともに、民間で
は実施されていない研究、及び共同
研究や大規模実験施設の貸出等によ
っても民間による実施が期待できな
い、又は独立行政法人が行う必要が
あり民間による実施がなじまない研
究を実施することについて、評価の
各段階において外部から検証が可能
となるよう、評価のプロセス、評価
結果等をインターネット等を通じて
公表する。なお、得られた評価結果
は研究に速やかにフィードバック
し、質の高い研究成果の創出を図る。
 

６）適切な研究評価の実施と評価結
果の公表 
独立行政法人が真に担うべき研究

に取り組むとの観点から、国との役
割分担を明確にするとともに、民間
では実施されていない研究及び共同
研究や大規模実験施設の貸出等によ
っても民間による実施が期待できな
い又は独立行政法人が行う必要があ
り民間による実施がなじまない研究
を実施すること等、他の研究開発型
の独立行政法人、大学及び民間との
相異・役割分担等の明確化を念頭に
置き、研究目的、研究内容の妥当性
等について、研究部内の評価会、研
究所として行う評価委員会、外部有
識者による評価委員会による３層
で、研究の事前・中間・事後の各段
階において研究評価を実施する。そ
の際、実施状況について外部からの
検証が可能となるよう、インターネ
ット等を通じて、評価プロセス、評
価結果等を公表する。なお、得られ
た評価結果は研究に速やかにフィー
ドバックし、質の高い研究成果の創
出を図る。 

10】研究評価の実

施と公表 

（２）研究成果の広範な普

及・活用に関する事項 

研究活動によって得られ

た成果は、国内外に広く還元

されることが極めて重要で

あることから、以下の方策を

講ずることにより研究成果

の広範な普及・活用に努め

る。 

1) 研究成果の公表 

国内外の学会等における

論文発表の奨励、ホームペー

ジの充実や講演会等の開催

等により、研究成果を積極的

に公表する。 

 
 
 

（２）研究成果の広範な普及・活用

のためとるべき措置 

1) 研究成果の公表 

（２）研究成果の広範な普及・活用

のためとるべき措置 

1) 研究成果の公表 

 

 

①研究成果の幅広い普及を図るた

め、研究成果を研究所報告及び研究

所資料としてとりまとめ、年４回定

期的に刊行して国内外の大学・研究

機関等に配布するとともに、インタ

ーネットを通じて公表する。 

①研究成果の幅広い普及を図るた

め、研究成果を港湾空港技術研究所

報告及び港湾空港技術研究所資料と

してとりまとめ、定期的に 4 回刊行

して国内外の大学・研究機関等に配

布するとともに、インターネットを

通じて公表する。 

11】港空研報告・

港空研資料の刊

行と公表 

 

②国内外の専門誌への論文投稿やシ

ンポジウム・国際会議等での研究発

表を奨励し、研究成果の幅広い普及

を図る。また、英語等の外国語によ

る論文の積極的な発表により海外へ

の研究成果の普及を促進する。具体

的には、中期目標期間中の査読付論

文の発表数を合計 620 編程度とする

とともに、そのうち 340 編程度を英

語等の外国語によるものとする。 

②国内外の専門誌への論文投稿やシ

ンポジウム・国際会議等での研究発

表を奨励し、研究成果の幅広い普及

を図る。また、英語等の外国語によ

る論文の積極的な発表により海外へ

の研究成果の普及を促進する。具体

的には、査読付論文の発表数を合計

125編程度とするとともに、そのうち

70 編程度を英語等の外国語によるも

のとする。 

12】査読付論文の

発表 

 

 

 

 

 

 

 

 

③研究所の諸活動や 新の話題等を

掲載した広報誌を発行するととも

に、研究所のホームページの内容を

充実し、一般国民に対して情報提供

を図る。また、研究所の施設の一般

公開を年 1 回以上実施するほか、

新の研究を一般国民向けに分かりや

すく説明・紹介する講演会を年１回

以上開催する。施設の一般公開にお

いては、中期目標期間中にのべ 5200

人以上の来場者を見込む。さらに、

研究者のアウトリーチ活動の推進を

図る。 

③研究所の諸活動や 新の話題等を

掲載した広報誌を発行するととも

に、研究所のホームページの内容を

充実し、国民に対して情報提供を図

る。また、国民が見学できる公開実

験を含む研究所の施設の一般公開を

2 回実施し、のべ 1040 人以上の来場

者を見込む。加えて、 新の研究を

国民向けに分かりやすく説明・紹介

する講演会を５回開催する。さらに、

市民講座の開催等さまざまな機会を

捉えて、研究所の諸活動に対する幅

広い理解を得るための研究者による

アウトリーチ活動を積極的に実施す

る。 

 

13】一般国民への

情報の提供 
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中期目標 中期計画 平成２２年度計画 評価項目 

２）知的財産権の取得・活用 

特許の出願・取得等、知的

財産権の取得・活用を積極的

に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

２）知的財産権の取得・活用 

特許の出願・取得を奨励し、中期

目標期間中に合計50件程度の特許出

願を行う。また、特許に関するパン

フレットの作成等により保有特許の

利用促進を図るとともに、特許を含

む知的財産全般について適切な管理

を行う。 

 

 

 

 

２）知的財産権の取得・活用 

特許の出願・取得を奨励し、10 件

程度の出願を行う。また、特許の円

滑な出願・取得のため、特許に関連

した所内研修や弁理士による個別の

特許相談等を実施する。さらに、講

演会やホームページ上での広報等に

より保有特許の利用促進を図るとと

もに、知的財産管理活用委員会にお

いて、知的財産の管理・活用のあり

方について検討する。 

14】知的財産権の

取得・活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）関連学会の活動への参加

及び民間への技術移転、大学

等への支援 

国内外の関連する学会や

各種委員会等における研究

者の活動を奨励するととも

に、民間企業への技術移転及

び大学等、高等教育機関への

支援の推進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）関連学会の活動への参加及び民

間への技術移転、大学等への支援 

①関連する学会や各種委員会へ研究

者を派遣し連携を強化するととも

に、技術に関する各種規格・基準の

策定に参画する。 

②民間企業の技術者等を研修生とし

て受け入れ、また技術講演を行う等、

民間への技術移転の推進を図る。大

学等の教員としての研究者の派遣、

研究者による大学等での特別講義の

実施、連携大学院制度の充実・活用、

大学等の学生の実習生としての受入

れ等の方策により、高等教育機関へ

の技術移転を積極的に推進する。民

間企業からの研修生及び大学等から

の実習生を中期目標期間中にのべ

290人程度受け入れる。 

 

３）関連学会の活動への参加及び民

間への技術移転、大学等への支援 

関連する学会や各種委員会へ研究

者を派遣し関連学会との連携を強化

するとともに、技術に関する各種規

格・基準の策定に参画する。 

また、民間企業の技術者等を研修

生として受け入れるとともに、技術

講演を行う等、民間への技術移転の

推進を図る。 

さらに、大学等の教員としての研

究者の派遣、研究者による大学等で

の特別講義の実施、連携大学院制度

の充実・活用、大学等の学生の実習

生としての受入れ等の方策により、

高等教育機関への技術移転を積極的

に推進する。民間企業からの研修生

及び大学等からの実習生を50人程度

受け入れる。 

 

15】学会活動・民

間 へ の 技 術 移

転・大学等への支

援 

 

４）国際貢献の推進 

科学技術基本計画を踏ま

えつつ、技術の国際標準化へ

の貢献等、国際的な技術協力

の推進を図る。 

４）国際貢献の推進 

技術的な情報提供や関係する委員

会への研究者の派遣等を通じて、技

術の国際標準化に貢献する。また、

外国人技術者を対象とした研修への

講師派遣等、国際的な技術協力の推

進を図る。 

４）国際貢献の推進 

国際標準に関係する委員会への研

究者の派遣等により技術の国際標準

化に貢献する。また、技術協力のた

めに国際協力機構が実施する外国人

技術者を対象とした研修等に研究者

を委員や講師等として派遣する等、

積極的に技術移転を図る。 

16】国際貢献の推

進 

５）行政支援の推進 

非公務員化後においても、

民間にはなじまない、独立行

政法人として真に担うべき

事務を実施することを踏ま

えつつ、公共事業の実施上の

技術的課題への対応や国、地

方公共団体等の技術者の指

導等、行政支援を積極的に行

う。また、災害時の技術支援

等の要請に対して、迅速かつ

適切に対応する。 

 

５）行政支援の推進 

①国、地方公共団体等がかかえる技

術課題について受託研究を実施する

とともに、これらが設置する各種技

術委員会へ研究者を派遣する等、公

共事業の実施上の技術的課題等の解

決に的確に対応する。また、国、地

方公共団体等の技術者を対象とした

講演の実施、研修等への講師として

の研究者派遣により、技術情報の提

供及び技術指導等を行い、行政への

研究成果の反映及び技術移転の推進

を図る。その他、我が国の港湾・海

岸・空港に関する技術基準の策定業

務を支援するとともに、国等が実施

する新技術の評価業務等を必要に応

じ支援する。 

５）行政支援の推進 

①国等がかかえる技術課題について

受託研究を実施するとともに、これ

らが設置する各種技術委員会へ研究

者を派遣する等、公共事業の実施上

の技術的課題等の解決に的確に対応

する。また、国等の技術者を対象と

した講演会の開催及び研修等への講

師としての研究者派遣により、技術

情報の提供及び技術指導等を行い、

行政への研究成果の反映及び技術移

転の推進を図る。その他、我が国の

港湾等に関する技術基準の策定業務

を支援するとともに、国等が実施す

る新技術の評価業務等を必要に応じ

支援する。 

17】国等が抱える

技術課題解決の

ための積極的な

支援 
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中期目標 中期計画 平成２２年度計画 評価項目 

 ②災害時における国、地方公共団体

等からの要請に対し、被災地への研

究者の派遣、被災原因の解明、復旧

等に必要な技術指導等を迅速かつ適

切に行う。また、災害対策マニュア

ルに沿った予行演習を実施するとと

もに、その結果に基づいて当該マニ

ュアルの改善を行う等、緊急時の技

術支援に万全を期する。 

②災害時における国、地方公共団体

等からの要請に対し、被災地への研

究者の派遣、被災原因の解明、復旧

等に必要な技術指導等を迅速かつ適

切に行う。このため、「独立行政法人

港湾空港技術研究所災害対策マニュ

アル」に基づく予行演習を実施する

とともに、その結果等をもとに、情

報連絡体制、指揮系統、初動体制、

所内の災害時対応用備品等に対して

点検・見直しを行い、必要に応じて、

上記マニュアルの充実及び災害の発

生時における所内の対応体制の充実

を図る。 

 

 

18】災害発生時の

迅速な支援 

（３）人材の確保・育成に関

する事項 

非公務員化にも配慮しつ

つ、多様な方策により優秀な

人材の確保に努めるととも

に、適切な研究者評価の実施

や競争的環境の醸成等を通

じて、人材の育成を図る。 

 

（３）人材の確保・育成のためとる

べき措置 

①優秀な人材を確保する方策とし

て、勤務時間の弾力化等の勤務体制

の見直しを行う。 

 

 

（３）人材の確保・育成のためとる

べき措置 

①研究者の独創性と創造性を伸ばす

ことを目的として、研究業務の多様

性に十分留意しつつ研究者評価を実

施する。 

 

19】研究者評価の

実施 

 

 

 

 

 

②研究者評価及び研究評価等を通じ

研究者の研究活動について、PDCA サ

イクルの形成に努めるとともに、所

内の研究資金の多様な競争的配分制

度を活用し研究者の育成を図る。 

 

 

②任期付研究員制度等多様な採用制

度の活用、所内の研究資金の多様な

競争的配分制度の活用、在外研究制

度を活用した研究者の国内外の優れ

た大学・研究機関等への派遣、国内

外の研究者を招聘しての講演や研究

者への指導、勤務時間の弾力化等必 

20】その他の人材

確保・育成策の実

施 

③研究者の在外研究の実施、外部の

著名な研究者等による講演会の開催

や研究者への指導等、多様な方策に

より研究者の能力向上を図る。 

 

 

要に応じた勤務体制の見直し等によ

り優秀な研究者の確保と育成に取り

組む。 

 なお、研究評価、研究者評価等の

実施を通じて、ＰＤＣＡサイクルの

形成に努める。 

 

 

４．財務内容の改善に関する

事項 

運営費交付金を充当して

行う事業については、「２．

業務運営の効率化に関する

事項」で定めた事項について

配慮した中期計画の予算を

作成し、当該予算による運営

を行う。 

 

 

３．予算（人件費の見積りを含む。）

収支計画及び資金計画 

以下の項目について計画し、適正

にこれらの計画を実施するととも

に、経費の抑制に努めることにより、

財務内容の改善に努める。 

１）予  算：別表１のとおり 

２）収支計画：別表２のとおり 

３）資金計画：別表３のとおり 

３．予算（人件費の見積りを含む。）

収支計画及び資金計画 

以下の項目について計画し、適正

にこれらの計画を実施するととも

に、経費の抑制に努めることにより、

財務内容の改善に努める。 

１）予  算：別表２のとおり 

２）収支計画：別表３のとおり 

３）資金計画：別表４のとおり 

 

 

21】適切な予算執

行 

４．短期借入金の限度額 

予見しがたい事故等の事由に限

り、資金不足となる場合における短

期借入金の限度額は、300百万円とす

る。 

 

４．短期借入金の限度額 

予見しがたい事故等の事由に限

り、資金不足となる場合における短

期借入金の限度額は、300百万円とす

る。 

 

 

５．重要な財産を譲渡し、又は担保

に供しようとするときは、その計画

 なし 

 

５．重要な財産を譲渡し、又は担保

に供しようとするときは、その計画 

 なし 
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中期目標 中期計画 平成２２年度計画 評価項目 

６．剰余金の使途 

① 研究基盤の整備 

② 研究活動の充実 

６．剰余金の使途 

剰余金が発生した場合には、独立

行政法人通則法、独立行政法人港湾

空港技術研究所法及び中期計画に従

い、適切な処理を行う。 

 

 

５．その他業務運営に関する

重要事項 

（１）施設・設備に関する事

項 

業務の確実な遂行のため、

研究施設の計画的な整備を

進めるとともに、研究施設の

機能を長期間発揮できるよ

う、適切な維持・補修に努め

る。 

 

７．その他主務省令で定める業務運

営に関する事項 

（１）施設・設備に関する事項 

別表４のとおり 

なお、別表４に掲げる施設整備のほ

か、既存施設の維持・補修、機能向

上に努める。 

 

 

 

 

７．その他主務省令で定める業務運

営に関する事項 

（１）施設・設備に関する事項 

中期計画の施設整備計画に基づ

き、沿岸防災実験施設の整備等を引

き続き進める。また、既存施設の維

持・補修、機能向上に努める。 

 

 

22】施設・設備に

関する事項 

 

（２）人事に関する事項 

人件費（退職手当等を除

く。）について、「行政改革の

重要方針」（平成 17 年 12 月

24 日閣議決定）を踏まえ、

前中期目標期間の 終年度

予算額に対し、本中期目標期

間の 終年度までに、業務運

営の効率化を通じて国家公

務員に準じた人件費削減の

取り組みを行う。さらに、役

職員の給与に関し、国家公務

員の給与構造改革を踏まえ

た給与体系の見直しを進め

る。 

また、業務を確実かつ効率

的に遂行するために、研究者

をはじめとする職員を、その

適性に照らし、適切な部門に

配置する。 

 

 

（２）人事に関する事項 

「行政改革の重要方針」（平成 17

年 12 月 24 日閣議決定）及び「簡素

で効率的な政府を実現するための行

政改革の推進に関する法律」（平成18

年法律第47号）において削減対象と

された人件費については、前中期目

標期間の 終年度予算額に対し、本

中期目標期間の 終年度までに、人

件費（退職手当等を除く。）について

5%以上の削減を行う。 

ただし、今後の人事院勧告を踏ま

えた給与改定分及び以下に該当する

者に係る人件費（以下「総人件費改

革の取組の削減対象外となる任期付

研究者等」という）については削減

対象から除くこととする。 

・競争的資金又は受託研究若しくは

共同研究のための民間からの外部資

金により雇用される任期付職員 

・国から委託費及び補助金により雇

用される任期付研究官 

・運営費交付金により雇用される任

期付研究者のうち、国策上重要な研

究課題（第三期科学技術基本計画（平

成 18 年 3 月 28 日閣議決定）におい

て指定されている戦略重点科学技術

をいう）に従事する者及び若手研究

者（平成 17 年度末において 37 歳以

下の研究者をいう） 

 

さらに、役職員の給与に関し、国

家公務員の給与構造改革を踏まえた

給与体系の見直しを進める。 

また、業務を確実かつ効率的に遂

行するために、研究者をはじめとす

る職員を、その適性に照らし、適切

な部門に配置する。 

（参考） 

人件費削減の取り組みによる前年

度実績に対する各年度の人件費削減

率は以下のとおり（％） 

（２）人事に関する事項 

「行政改革の重要方針」（平成１７

年１２月２４日閣議決定）を踏まえ、

人件費（退職手当等を除く。）につい

て平成２１年度実績程度を目指す。

さらに、役職員の給与に関し、国家

公務員の給与構造改革を踏まえた給

与体系の見直しを進める。 

また、業務を確実かつ効率的に遂

行するために、研究者をはじめとす

る職員を、その適性に照らし、適切

な部門に配置する。 

23】人事に関する

事項 
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中期目標 中期計画 平成２２年度計画 評価項目 

１８年度 △５．６％ 

１９年度 － 

２０年度 － 

２１年度 － 

２２年度 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 研究実施項目 
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中期目標期間中の研究実施項目のスケジュール（平成２２年度時点の計画） 

■中期目標で示された研究分野 

１．安心して暮らせる国土の形成に資する研究分野 

■中期計画で定めた研究テーマ 

ア）大規模地震防災に関する研究テーマ 

①強震観測・被害調査・被災モニタリングによる地震被災メカニズムの把握 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (1 ｱ-6201-ｷ-35)  

①－１ 港湾地域及び空港における強震観測と記録の整理解析      

 (1 ｱ-xxxx-ｷ-35)  

①－２ 地震災害調査      

②強震動予測手法の精度向上 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (1 ｱ-1001-ｷ-35)  

②－１ 大きな延長を有する施設に適した照査用地震動設定手法の開発      

③地震時の地盤の挙動予測と対策 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (1 ｱ-0801-ｵ-32)  

③－１ 大規模地震に対する既設構造物直下地盤の液状化対策の検討      

 (1 ｱ-0802-ｷ-32)  

③－２ 破壊応力状態付近での土の動的特性に関する検討      

 (1 ｱ-0901-ｶ-33)  

③－３ 岸壁背後の格子状地盤改良の耐震効果の検討      

④地震時の構造物の挙動予測と対策 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (1 ｱ-0803-ｵ-34)  

④－１ 矢板式係船岸等における杭を用いた耐震補強工法に関する検討      

 (1 ｱ-0804-ｷ-35)  

④－２ 既存港湾・海岸施設の耐震性能評価・向上に関する研究     

■中期計画で定めた研究テーマ 

イ）津波防災に関する研究テーマ 

①災害の予測技術の開発 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (1 ｲ-0903-ｵ-24)  

①－１ 津波に対する早期避難促進に関する基礎的研究      

 (1 ｲ-1001-ｷ-35)  

①－２ 遠心力場における水・地盤・構造物の相互作用実験技術の構築      

 (1 ｲ-1002-ｵ-61)  

①－３ 港湾の業務継続計画（BCP）における地震及び津波複合被害想定技術の開発      

②革新的なソフト技術の開発 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (1 ｲ-0801-ｶｰ 61)  

②－１ リアルタイム津波浸水予測手法の開発      

 

 

 

 

資料－2.1 
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■中期計画で定めた研究テーマ 

ウ）高潮・高波防災に関する研究テーマ 

①効率的な海象観測と波浪推算技術の高精度化の組み合わせによる沿岸海象の把握 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (1 ｳ-0605-ｷ-29)  

①－１ アシカ島等における気象・海象の観測と解析及び全国沿岸波浪・津波・潮位・風
況観測データの集中処理解析による資料および統計報の作成 

     

 (1 ｳ-0801-ｶ-29)  

①－２ 波浪推算に基づく日本沿岸高波データベースの構築と高波浪出現特性の検討      

 (1 ｳ-0904-ｶ-19)  

①－３ リアルタイム海象情報を用いた流出油の高精度漂流予測に関する研究      

②越波算定精度の高精度化など高潮・高波被害の予測と対策の検討 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (1 ｳ-0901-ｶ-23)  

②－１ リアルタイム海象情報を活用した高潮・高波被害予測システムの試設計      

③高潮・高波による地盤も含めた外郭施設の破壊現象等の解明 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (1 ｳ-0902-ｶ-32)  

③－１ 既存防波堤の高潮に対する地盤補強に関する検討      

 (1 ｳ-1001-ｵ-24)  

③－２ 数値波動水槽を用いた港湾外郭施設の性能照査手法の構築      

④地球温暖化の影響の解明と将来予測 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (1 ｳ-0903-ｶ-29)  

④－１気候変動適応策の検討を目的とした波浪・潮位の極値解析 
 

     

⑤その他 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (1 ｳ-0701-ｶ-11)  

⑤－１ プログラムライブラリおよび関連するデータベースの構築・改良および運用（海
洋・水工関係） 

     

■中期計画で定めた研究テーマ 

エ）海上流出油対策等、沿岸域の人為的災害への対応に関する研究テーマ 

①海上流出油対策に関する研究 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (1 ｴ-0701-ｵ-44)  

①－１ 油回収除去における水蒸気の利用に関する応用研究      

 (1 ｴ-0702-ｶ-44)  

①－２ 流出油のリアルタイム追跡システムの開発      

 (1 ｴ-0802-ｶ-44)  

①－３ 直轄船等による油濁防除技術に関する研究開発      

②港湾セキュリティに関する研究 
 研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (1 ｴ-0801-ｶ-42)  

②－1 不審物等の探知のための水中視認装置の実用化開発      
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■中期目標で示された研究分野 

２．快適な国土の形成に資する研究分野 

■中期計画で定めた研究テーマ 

ア）閉鎖性海域の水質・底質の改善に関する研究テーマ 

①水堆積物界面近傍での物理・化学過程の解明 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (2 ｱ-0901-ｷ-27)  

①－１ 内湾に集積する新規残留性化学物質の管理手法に関する提案      

 (2 ｱ-0801-ｷ-28)  

①－２ 沿岸自然基盤の安定性と健全性に関する数値指標の検討      

 (2 ｱ-1001-ｵ-28)  

①－３ 内湾域における高含水比底泥挙動のモデル化に関する研究      

②外洋と内湾の結合（湾口での境界におけるモニタリング） 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (2 ｱ-0604-ｷ-29)  

②－１ 閉鎖性内湾における環境の常時連続観測とその統計解析      

■中期計画で定めた研究テーマ 

イ）沿岸生態系の保全・回復に関する研究テーマ 

①干潟における地盤等物理特性と生物生息の関係 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (2 ｲ-1001-ｷ-31)  

①－１ 干潟生態地盤学の展開による生物住環境診断チャートの作成      

 (2 ｲ-0801-ｷ-27)  

①－２ 沿岸生態系における高次栄養段階生物の食性に関する調査及び実験      

 (2 ｲ-0802-ｵ-31)  

①－３ 豊かな海の実現に向けた内湾水質・生態系シミュレーターの開発      

 (2 ｲ-0902-ｷ-27)  

①－４ 沿岸生態系による CO2 吸収量の定量化とその強化に関する調査および実験      

②浚渫にかかわる環境修復技術の開発 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (2 ｲ-0901-ｵ-27)  

②－１ 浚渫土を利用した環境修復効果の予測手法の提案      

■中期計画で定めた研究テーマ 

ウ）広域的・長期的な海浜変形に関する研究テーマ 

①地形変動特性・底質移動特性の把握 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (2 ｳ-0101-ｷ-28)  

①－１ 波崎海洋研究施設(HORS)等における沿岸域の地形変動や土砂輸送に関する
観測と解析 

     

②地形変動に関する数値シミュレーションモデルの開発 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (2 ｳ-0901-ｶ-28)   

②－１ 沿岸漂砂による長期的海浜変形の予測手法の検討      

③効率的な海岸の維持管理手法の検討 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (2 ｳ-1001-ｶ-28)  

③－１ 長期変動特性を考慮した砂浜の維持管理設計法の開発      
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■中期目標で示された研究分野 

３．活力ある社会・経済の実現に資する研究分野 

■中期計画で定めた研究テーマ 

ア）港湾・空港施設の高度化に関する研究テーマ 

①港湾施設の性能照査技術の開発および改良 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (3 ｱ-0606-ｷ-39)  

①－１ 暴露試験によるコンクリート、鋼材及び各種材料の長期耐久性の評価      

 (3 ｱ-0902-ｷ-31)  

①－２ 埋立地盤維持管理のための不動沈下予測手法の提案      

  (3 ｱ-1001-ｶ-33)  

①－３ 鉄鋼スラグ等を杭材とした杭式改良地盤の安定性の評価      

 (3 ｱ-0802-ｵ-39)  

①－４ 衝撃力を受けるコンクリート部材の性能照査法の提案      

  (3 ｱ-0901-ｶ-39)  

①－５ 港湾構造物の部材設計に対する信頼性設計法の導入のための解析      

  (3 ｱ-0801-ｵ-23)  

①－６ 長周期波およびうねりに対する構造物の性能照査に関する検討      

②港湾施設の機能向上に関わる技術開発 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (3 ｱ-0903-ｷ-39)  

②－１ 港湾鋼構造物の防食方法・防食設計の合理化に関する検討      

 (3 ｱ-1002-ｵ-34)  

②－２ 重力式岸壁増深工法に関する研究      

 (3 ｱ-1003-ｵ-42)  

②－３ スーパー高規格コンテナターミナルの評価に関する研究      

③空港舗装の機能向上に関わる技術開発 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

   (3 ｱ-0803-ｶ-51)  

③－１ 空港オーバーレイ舗装の設計・品質管理の高度化      

④その他 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (3 ｱ-0702-ｶ-11)  

④－１ プログラムライブラリおよび関連するデータベースの構築・改良および運用(地
盤・構造関係) 

     

■中期計画で定めた研究テーマ 

イ）ライフサイクルマネジメントに関する研究テーマ 

①点検・診断技術の高度化 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

  (3 ｲ-1001-ｵ-71)  

①－１ 非破壊試験技術の活用による港湾構造物の点検診断・モニタリングの高精度
化に関する検討 

     

②構造物の性能低下の予測と補修効果の定量化 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (3 ｲ-0901-ｵ-71)  

②－１ ライフサイクルエコノミーを導入した LCM シナリオの評価      

 (3 ｲ-0902-ｵ-71)  

②－２ 矢板式および重力式係船岸等への LCM の展開      
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■中期計画で定めた研究テーマ 

ウ）水中工事等の無人化に関する研究テーマ 

①鋼構造物の点検作業の無人化に関する技術開発 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (3 ｳ-0801-ｶ-42)  

①－１ 鋼構造物の肉厚を非接触型で計測する装置の実用化開発      

②海洋における水中作業の無人化に関する技術開発 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (3 ｳ-0802-ｶ-42)  

②－１ GPS 波浪計の係留装置点検システムの開発      

 (3 ｳ-0901-ｵ-42)  

②－ 水中作業用マニピュレータの多機能化に関する研究      

 

■中期計画で定めた研究テーマ 

エ）海洋空間高度利用技術、環境対応型技術等に関する研究テーマ 

①海洋空間の有効利用に関する技術開発 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (3 ｴ-0801-ｵ-23)  

①－１ 大水深海域における極大波浪の特性と海洋構造物へのインパクト荷重の推定      

 (3 ｴ-0903-ｶ-29)  

①－２ 利用と防災をかねた人工サーフィンリーフに関する研究      

②廃棄物海面処分場の長期安定性の評価および活用に関する技術開発 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (3 ｴ-0901-ｵ-31)  

②－１ 廃棄物海面処分場の遮水工の品質管理手法の提案      

③リサイクル技術の推進による環境負荷低減に関する技術開発 
研究実施項目 Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

 (3 ｴ-0902-ｷ-31)  

③－１ 浚渫土を利用したリサイクル地盤材料の再利用に関する研究      
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平成２２年度研究計画の概要 

１．安心して暮らせる国土の形成に資する研究分野 

ア）大規模地震防災に関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考

 
ア）①強震観測・被害調査・被災モニタリングによる地震被災メカニズムの把握 
 
1 ｱ-6201 
-ｷ-35 

ⅰ）港湾地域及び空港におけ

る強震観測と記録の整理解

析 

野津厚 
菅野高弘 

S37.4－ 港湾・空港に展開された強震観測網により強震記録を収集・整
理し、定められた方法に従って、計器特性を取り除くための補正
や、加速度波形から速度・変位波形を得る等の定常的な処理を行
う。次に、得られた記録についての分析を行い、強震観測年報と
してとりまとめを行う。さらに港湾局のトップページからアクセ
スできるウェブサイトを通じてデータの流通促進を図る（web サ
ーバーは2009年度に国総研から港空研へ移設）。 
2010年の 1年間には約300の強震記録が取得された。この中で
も 大加速度の大きい記録は、2010 年 6 月 13 日 12:32 に福島

県沖で発生した M6.2 の地震による相馬港の記録であり、NS 成分
は202Galであった。 

 

1 ｱ-xxxx 
-ｷ-35 

ⅱ）地震災害調査 菅野高弘 
竹信正寛 
中澤博志 
大矢陽介 
野津厚 

（継続調査） 2009 年 4 月 1 日 0:00～2009 年 12 月 4 日 24:00 までの間に、
震度 5 弱 1 回、震度 6 弱 1 回の地震が発生しており、発生直後か
ら情報収集、強震記録の取得・関係機関への送信を実施した。こ
のうち、震度 6 弱を記録した 2009 年 8 月 11 日駿河湾の地震に際
しては、国土交通大臣の要請により TecForce 先遣隊として現地調
査を実施した。 

 

 

ア）②強震動予測手法の精度向上 
 
1 ｱ-1001 
-ｷ-35 

ⅰ）大きな延長を有する施

設に適した照査用地震動

設定手法の開発 

野津厚 
菅野高弘 
田中政典 

H22.4－H25.3 対象施設の全延長をカバーするような微動観測結果に基づいて
ゾーニングを行うとともに、微動 H/V スペクトルとサイト増幅特
性の関係に関する検討を行い、地震観測記録の得られていないゾ
ーンに関して、微動観測結果および土質データのみからでもサイ
ト特性および地震動の概略推定を行うことが出来るようにするな
ど、シナリオ地震に対する地震動予測手法を一層適用しやすいも
のとするための検討を行う。なお、地震動予測手法の実務への適
用において生じる可能性のある諸課題についても軽微なものにつ
いては本実施項目の中で対応する。このうち、平成22年度は、ま
ず既往研究の整理を行い、微動データの収集を行う。 

 

 
ア）③地震時の地盤の挙動予測と対策 
 

1 ｱ-0801 
-オ-32 

ⅰ）大規模地震に対する既設

構造物直下地盤の液状化対

策の検討 

山﨑浩之 
江本翔一 

H20.4－H23.3 注入固化、静的圧入のいずれも模型試験を行うが、別途実施の
1 ｱ-0802-ｷ-32 での要素試験で得られる情報を反映させて模型試
験を行う。模型試験では、振動台試験により改良仕様の違いによ
る地盤の液状化特性の変化等を調べる。特に、静的圧入締固めに
ついては施工課程を再現し、土圧増加や盛上り挙動などを調べ締
固め特性を解明する。この場合、細粒分含有率などの地盤特性の
影響も調べる。 

 

1 ｱ-0802 
-キ-32 

ⅱ）破壊応力状態付近での土

の動的特性に関する検討 
山﨑浩之 
江本翔一 

H20.4－H23.3 単純せん断試験機、三軸試験機などを用いて、供試体を破壊応
力に近い状態まで載荷し、その状態で微少振幅から大振幅まで動
的変形試験を行い、動的パラメータと応力状態の関係を調べる。
そして従来の通常の応力状態での動的パラメータと比較する。ま
た、大振幅での動的試験では残留変形や液状化発生などと対応力
が非常に低い、低拘束圧状態で圧密を行い動的試験を実施する。
そして、通常の応力状態での動的パラメータと比較する。 
以上について、供試体密度や試料などの試験条件もいろいろ変

えて行う。さらに、砂や粘土など、種々の土質材料に対して行う。
上記の試験は特殊な試験となることから、試験法の検討からは

じめ、試験法の確認が出来た後、試験を進めていく。 

 

資料－2.2 
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1 ｱ-0901 
-ｶ-33 

ⅲ）岸壁背後の格子状地盤改

良の耐震効果の検討 
森川嘉之 
西村聡 
二宮裕介 

H21.4－H24.3 まず、背後地盤を局部的に地盤改良した岸壁の挙動を調べるた
めに、現地の応力状態を再現できる遠心模型実験を系統的に行
う。ついで、模型実験結果に基づいてモデル化した数値解析を実
施し、実験結果と比較して数値解析の精度を確認する。さらに多
種多様な条件下で数値解析を実施し、背後を局部的に地盤改良し
た岸壁の挙動について、地震時を含めより広範に調べる。そして、
一連の実験および解析をもとに、岸壁背後の局部的な地盤改良工
に関する設計法の検討を行う。 

 

 
 

ア）④地震時の構造物の挙動予測と対策 
 

1 ｱ-0803 
-ｵ-34 

ⅰ) 矢板式係船岸等におけ

る杭を用いた耐震補強工法

に関する検討 

水谷崇亮 
菊池喜昭 
森川嘉之 
西村聡 
菅野高弘 
竹信正寛 

H20.4－H23.3 常時の矢板式係船岸の挙動について増設控え杭の挙動を考慮
した数値解析を行い、増設控え杭の形式について検討する。次い
で、模型実験により増設控え杭の形式と控え工増設後の矢板式岸
壁の地震時挙動の関係について検討するとともに、控え工増設後
の矢板式岸壁の地震時挙動に関する数値解析手法を検討する。さ
らに、以上の結果を基に、耐震補強工法として合理的な増設控え
工の形式について検討、提案する。 

 

1 ｱ-0804 
-ｷ-35 

ⅱ）既存港湾・海岸施設の耐

震性能評価・向上に関する研

究 

菅野高弘 
竹信正寛 
中澤博志 
大矢陽介 
野津厚 

H20.4－H23.3 有効応力地震応答解析手法の、被災調査結果、模型振動実験等
による高度化および精度確認を実施。高度経済成長時代に整備さ
れた施設の更新・補強スケジュールおよび施工制約条件等に合わ
せた耐震補強技術を性能設計体系の中で整理提案する。 
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イ）津波防災に関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考

 
イ）①災害の予測技術の開発 
 
1 ｲ-0903 
-ｵ-24 

ⅰ）津波に対する早期避難促

進に関する基礎的研究 
有川太郎 
鷲崎誠 
鈴木智憲 
水谷雅裕 
富田孝史 

H21.4－H23.3 本研究では、現況の認識度に関する把握、認識度向上のために
提案されている既存手法の効果について検討、実験・数値シミュ
レーションが津波災害の認識に与える影響を調べ、津波に対して
早期避難を促進させるために必要な要素を検討する。そのうえ
で、早期避難を支援するためのツールについて提案する。具体的
には、以下の４つの項目について研究を行う。 
 ①津波警報発令後における市民の避難判断基準に関する調査 
  を行い、現状の認識度合の把握する。 
 ②既存の防災訓練ツール(ハザードマップ等)と避難行動のリス
  クとの関係に関する調査を行い、現状の避難行動に関する意
  識レベルを把握する。 
 ③水理模型実験およびコンピュータグラフィックスが津波災 
  害の認識度合に与える効果の検討を行う。 
 ④津波災害認識のための疑似体験シミュレータの構成要素を 
  提案する。 

 

1 ｲ-1001 
-ｷ-35 
 

ⅱ）遠心力場における水・地

盤・構造物の相互作用実験技

術の構築 

菅野高弘 
中澤博志 
森川嘉之 
富田孝史 
有川太郎 

H22.4－H24.3  流体・地盤・構造物から構成される模型の地震及び津波作用時
の挙動を把握することを目的として新たに開発・設置された遠心
場に水路・造波装置・振動台を有する「大規模地震津波実験施設」
において水理学・地盤工学・地震工学・構造工学分野を融合させ、
遠心力場における流体挙動把握、地震時挙動把握、被災メカニズ
ム解明、対策工法技術開発及び性能照査が可能となるよう段階的
な実験的検討を以下のように実施する。 
 ①新たに開発された遠心力場に水路・造波装置・振動台を有す
  る「大規模地震津波実験施設」の安全管理マニュアル・実験
  計画策定及び実施マニュアルを検討・整備する。 
 ②地震と津波という異なった事象を一元的に取り扱うための 
  相似則の検討。 
 ③大規模地震津波対策施設として海岸保全施設について、地震
  作用と津波作用の連成作用を検討・確認し、性能設計思想に
  基づく対策工法の評価を実施する。特に、施設の基礎地盤の
  挙動と津波の関連を中心に検討する。 

特別研究

1 ｲ-1002 
-ｵ-61 

ⅲ）港湾の業務継続計画

(BCP)における地震及び津

波複合被害想定技術の開発 

富田孝史 
廉慶善 
有川太郎 
辰巳大介 
菅野高弘 
高橋重雄 

H22.4－H24.3 実港湾をモデル地域に設定し、港湾の BCP 策定における被害
想定に関するニーズを把握し、その結果を考慮して起こりうる地
震及び津波被害を推定する。その際、大規模地震津波実験施設に
よる成果を導入して、地震・津波複合被害についても推定可能に
する。想定された被害結果は多種多様な人が容易に理解できるこ
とが大切であるため。そのような可視化手法を検討し、開発する。
さらに、構築した手法を必要な人が容易に使えるようにするため
に GUI を整備するとともに、マニュアルをとりまとめる。 

特別研究

 
イ）②革新的なソフト技術の開発 
 
1 ｲ-0801 
-ｶ-61 

ⅰ）リアルタイム津波浸水予

測手法の開発 
富田孝史 
辰巳大介 
高橋重雄 

H20.4－H23.3 津波来襲時の津波を特定するために、これまで開発したリアル
タイム津波予測手法を利用する。リアルタイム津波予測手法の推
定結果から浸水を計算するための数値モデルを検討して、即時的
に浸水域を推定するシステムを構築する。数値モデルの開発で
は、浸水予測手法を実際のモデル海域に適用し実用性を検証す
る。 

特別研究
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ウ）高潮・高波防災に関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考

 
ウ）①効率的な海象観測と波浪推算技術の高精度化の組み合わせによる沿岸海象の把握 
 
1 ｳ-0605 
-ｷ-29 
 

ⅰ）アシカ島等における気

象・海象の観測と解析及び全

国沿岸波浪・津波・潮位・風

況観測データの集中処理解

析による資料および統計報

の作成 

河合弘泰 
佐藤真 
鈴木高二朗 
川口浩二 
田中陽二 
清水勝義 
永井紀彦 

H18.4－H23.3 前期中期計画期間中（2001-2006）においては、スペクトル周
期帯解析に伴う長周期波および方向スペクトル観測情報のとり
まとめおよび情報発信システムの確立を行なうとともに、インタ
ーネット常時接続方式による連続的かつリアルタイム性の高い
情報収集システムの開発を行なった。 
今期中期計画期間中（2006-2011）においては、防災により一

層貢献する情報発信法を確立するとともに、20 分毎の切れ目のな
い波浪観測情報をもととした波浪の継続時間統計法を確立し、信
頼性設計等の設計の高度化に適応した海象情報発信を行う。同時
に全国潮位観測データの集中処理によって、国際的な取り組みが
必要である海水面上昇モニタリング等の防災活動にも、より一層
の貢献をはかることとする。さらに，沿岸域における津波監視や
風況観測情報の蓄積を通じて風力エネルギーの有効活用にも資
する海象情報発信を行う。 

 

1 ｳ-0801-ｶ
-29 
 

ⅱ）波浪推算に基づく日本沿

岸高波データベースの構築

と高波浪出現特性の検討 

川口浩二 
河合弘泰 
永井紀彦 

H20.4－H23.3 波浪モデルによる波浪の推算精度向上のため、局地気象モデル
による気象場の推算、波浪モデルにおける非線形相互作用の改
良、強風下における海面抵抗係数の推定法の検討を行うととも
に、日本周辺海域における長期間の波浪推算データベースを作成
し、日本沿岸における年平均有義波や高波上位の高波などの出現
特性を検討する。 

 

1 ｳ-0904 
-ｶ-19 

ⅲ）リアルタイム海象情報を

用いた流出油の高精度漂流

予測に関する研究 

松崎義孝 
藤田勇 
鈴木高二朗 
田中陽二 

H21.4－H24.3 流出油の漂流予測シミュレータ開発に必要となるベースモデ
ルを構築する。ベースモデルとしては「流況シミュレーション」、
「流出油漂流シミュレーション」、「浮遊油の漂流物理モデル」な
どに関して検討する。漂流予測の高度化に関しては観測データを
漂流予測シミュレーションに取り込み、精度の向上等の効果に関
して検討する。 

特別研究

 
ウ）②越波算定精度の高精度化など高潮・高波被害の予測と対策の検討 
 
1 ｳ-0901 
-カ-23 

ⅰ）リアルタイム海象情報を

活用した高潮・高波被害予測

システムの試設計 

平山克也 
齋藤英治 
加島寛章 
河合弘康 
川口浩二 

H21.4－H24.3 ブシネスクモデルを並列処理化し計算時間の大幅な短縮を図
るとともに、沖側の入射境界では空間的に展開された観測スペク
トルあるいは推算スペクトルを与え、岸側の構造物周辺では３次
元流体直接解析法を接続して、リアルタイムで得られた沖波の観
測値あるいは推算値から、高波による港湾・海岸構造物の被害や
越波量を予測するシステムの基本設計を行う。 

 

 
ウ）③高潮・高波による地盤も含めた外郭施設の破壊現象等の解明 
 
1 ｳ-0902 
-カ-32 

ⅰ）既存防波堤の高波に対す

る地盤補強に関する検討 
山﨑 浩之 
江本 翔一 

H21.4－H24.3 既設構造物直下地盤へ適用可能な工法として、地震時の液状化
対策を主眼に開発された工法がある。また、既存施設下部地盤以
外でしか適用できないが多くの地盤改良工法がある。これらを波
浪を外力とし、既存防波堤基礎地盤の補強のためにどのように適
用するのが効率的かを検討する。また、透水性コラムについては
現地試験を行い、その結果を解析し、透水性コラム工法が 適と
なる地盤条件、海象条件等を解明する。 
既存の地盤改良工法のうち、地震時の既設構造物直下地盤の液

状化対策として開発されたものについて、外力が地震力でなく波
力となった場合に、改良強度あるいは改良範囲の設定法がどのよ
うに変わるかを、数値解析や円弧すべりなどの安定解析法を用い
て検討する。その他の地盤改良工法については、防波堤直下でな
く周辺に適用した場合にどの程度の改良範囲や改良強度が必要
になるかを、上記と同様な方法で検討する。また、必要に応じて
模型実験などを実施する。 

 

1 ｳ-1001 
-ｵ-24 

ⅱ)数値波動水槽を用いた港

湾外郭施設の性能照査手法

の構築 

有川太郎 
水谷雅裕 
関克己 
鷲崎誠 
鈴木智德 
山崎浩之 
平山克也 

H22.4－H25.3 小規模から大規模に至る様々な規模の防波堤・護岸の波浪によ
る変形・破壊実験を行い、シミュレーションのバックデータとす
るとともに、安定した連成計算手法の開発、精度向上、速度向上
のための研究を行う。 
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ウ）④地球温暖化の影響の解明と将来予測 
 
1 ｳ-0903 
-カ-29 

ⅰ）気候変動適応策の検討を

目的とした波浪・潮位の極値

解析 

河合弘泰 
川口浩二 
鈴木高二朗 
永井紀彦 

H21.4－H24.3 既往の確率台風・高潮・波浪推算モデルに含まれる経験的台風
モデル、風による海面のせん断応力のモデルを改良するととも
に、モンテカルロシミュレーションに耐える高潮・潮汐・波浪結
合モデルを構築する。このモデルと構内検潮所、アシカ島など東
京湾口を中心とした気象・海象観測データの解析結果を用いて、
現在と将来の気候条件下の潮位と波浪の極値を推定する。 

特別研究

 
ウ）⑤その他 
 
1 ｳ-0701 
-ｶ-11 
 

ⅰ）プログラムライブラリお

よび関連するデータベース

の構築・改良および運用（海

洋・水工関係） 

佐々木芳寛 H19.4－H28.3 共同利用プログラムライブラリについて、港湾・海岸・空港の
建設や維持管理に必要な 新技術を導入した新規プログラム開
発や既存プログラムの改良、更にパソコンの新 OS 対応へのバー
ジョンアップを行い、プログラムライブラリのレベルアップ、操
作性や汎用性の向上等を図る。また、プログラムライブラリの利
便性の向上等のため、,土質・水深データ等のデータベースの充実
を図る。さらに、共同利用プログラムライブラリを地方整備局等
の調査設計業務に活かすため、地方整備局等の技術者を対象とし
たプログラムライブラリ講習会を実施する。また、有効活用促進
のため各種相談や配信等の情報サービスも行う。 
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エ）海上流出油対策等、沿岸域の人為的災害への対応に関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考

 
エ）①海上流出油対策に関する研究 
 
1 ｴ-0701 
-ｵ-44 
 

ⅰ）油回収除去における水蒸

気の利用に関する応用研究 
藤田勇 
松崎義孝 
吉江宗生 

H19.4－H23.3 2006 年度まで行った研究(1 ｴ-0403-ｵ-44:水蒸気吸引式油回収
装置に関する基礎実施)において得られた基礎的知見をもとに、水
蒸気の利用をはじめとした油回収処理への具体的な応用を試み
る。漂流油回収装置、漂流油分散処理装置、エマルジョン油処理
装置、あるいは油汚染物質の洗浄装置等への展開を図る。また、
関連する技術として蒸気等を用いた高粘土油の輸送促進技術な
どについても視野に入れる。 

 

1 ｴ-0702 
-ｶ-44 

ⅱ）流出油のリアルタイム追

跡システムの開発 
吉江宗生 
田中敏成 
藤田勇 
松崎義孝 

H19.4－H23.3 研究内容は、流出油挙動モデルに対して、漂流油の現在位置の
リアルタイムデータと海象データを漂流油追跡ブイにより海上
で油を追跡して取得する手法を開発する。刻々と得られる現位置
データを流出油挙動モデルのアシミレーションに用いられるよ
うにデータ取得方法を工夫する。なお、漂流油追跡ブイは主に大
阪大学加藤直三教授が開発し、これに搭載する画像センサ等は三
井造船昭島研究所(2007 年度まで）および海上技術安全研究所と
連携して開発する。これらを統合した全体システムにより回収作
業に当たる船舶に対して情報提供が行われることを検証するた
めに、擬似ターゲットによる海上実験を行い、取りまとめる。 

特別研究

1 ｴ-0802 
-ｶ-44 

ⅲ）直轄船等による油濁防除

技術に関する研究開発 
藤田勇 
吉江宗生 
藤咲秀可 
松崎義孝 

H20.4－H24.3 大型油回収船や中・小型の油回収船を対象に、これまで開発し
てきた装置のフォロー、新規に開発する、あるいは更新する装置
等に関して技術的支援を行う。油回収装置等現状分析と将来展望
から搭載すべき 適な油濁防除資機材の設計・実装のありかたを
提示する。 

 

 
エ）②港湾セキュリティに関する研究 
 
1 ｴ-0801 
-ｶ-42 

ⅰ）不審物等の探知のための

水中視認装置の実用化開発 
松本さゆり 
吉住夏樹 
片倉景義 

H20.4－H23.3 水中視認を実現するため、可能とする水中視認装置を開発す
る。2007 年度に試作した水中視認装置に対し、実海域での水中
視認と測量データの取得を可能とする改良を行う。主に、処理速
度向上、S/N 向上、表示法の工夫である。水槽及び海上にて、性
能の確認を行なう。 
さらに、実運用に向けて、ジグ、周辺機器、解析ソフトの整備

をし全て合わせてシステム一式とする。さらに、使用船舶の要件、
計測時の海象等の整理を行い運用方法をまとめる。 
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２．快適な国土の形成に資する研究分野 

ア）閉鎖性海域の水質・底質の改善に関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考

 
ア）①水堆積物界面近傍での物理・化学過程の解明 
 
2 ｱ-0901 
-ｷ-27 

ⅰ）内湾に集積する新規残留

性化学物質の管理手法に関

する提案 

中村由行 
三好英一 
内藤了二 

H21.4－H24.3 化審法による第一種監視化学物質の中から、環境の挙動を推定
する既存の簡易法をベースに、影響が懸念される数種類の新規候
補物質を選定する。次いで、それらの物質の一部について、東京
湾等における汚染実態を把握する。また、これまでに研究を実施
した、有害性が既知の代表的な化学物質について、その海域での
堆積物から底生生物及び水生生物への暴露経路と生態系への影
響に関する知見を整理し、その環境挙動を表現する一般的手法を
新たに提案する。これらの知見を基に、新規化学物質についても、
その環境動態と生態系影響をおおまかに推定する手法を提案す
る。 

 

2 ｱ-0801 
-ｷ-28 

ⅱ）沿岸自然基盤の安定性と

健全性に関する数値指標の

検討 

中村聡志 H20.4－H23.3 沿岸地形や底質構成など自然基盤の物理的変動を荒天時の撹
乱と静穏時の修復の過程について計算し、砂浜や干潟に生じる自
然基盤の変動傾向を数値化する。また，年間を通じて繰り返す侵
食と堆積による自然基盤の変動分布を用いた動的安定性を表す
指標を提案し、沿岸の環境保全と施設設計における数値評価に資
する。 

 

2 ｱ-1001 
-ｵ-28 

ⅲ）内湾域における高含水比

底泥挙動のモデル化に関す

る研究 

中川康之 
有路隆一 
桑江朝比呂 
三好英一 

H22.4－H25.3 現地観測および実験データの解析を通じて、底泥巻上げ、侵
食・堆積機構を把握し、波浪や潮汐流による移動過程を表現可能
なモデルを構築・検証をふまえ、実海域での数値シミュレーショ
ンへの応用を試みる。 

 

 
ア）②外洋と内湾の結合（湾口での境界におけるモニタリング） 
 
2 ｱ-0604 
-ｷ-29 

ⅰ）閉鎖性内湾における環境

の常時連続観測とその統計

解析 

鈴木高二朗 
田中陽二 

H18.4－H30.3 本研究は、東京湾を対象にした常時連続観測とその他の閉鎖性
内湾の連続観測の２つに大きく分けられる。東京湾では羽田空港
再拡張事業や東京湾蘇生プロジェクトの評価のために、現在行っ
ている湾口フェリーによる常時連続観測を引き続き行っていく。
また、新たに羽田空港再拡張事業の環境評価のために、多摩川河
口にビデオ観測による連続モニタリングシステムを設置し、解析
を行う。 
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イ）沿岸生態系の保全・回復に関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考

 
イ）①干潟における地盤等物理特性と生物生息の関係 
 
2 ｲ-1001 
-ｷ-31 

ⅰ）干潟生態地盤学の展開に

よる生物住環境診断チャー

トの作成 

佐々真志 
渡部要一 
桑江朝比呂 
梁順普 

H22.4－H25.3 本研究では、上述のように担当研究者らが開拓した“干潟生態
地盤学”を、生物多様性を構成する重要種でありかつ住活動の形
態や好む土質が典型的に異なる二枚貝(アサリ) 、多毛類(ゴカ
イ) 、底生魚類(トビハゼ) 、カニ (ヤマトオサガニ、 コメツキガ
ニ)および甲殻十脚類(スナモグリ)などに展開し知見を体系化す
る。具体的には、これらの底生生物の住活動と土砂物理環境の関
わりを一連の生態地盤実験を通じて詳しく調べることによって、
住活動の適合条件ならびに土砂環境の選択行動を明らかにし、こ
れまで調査・観測を実施してきた各地の砂質・泥質干潟の土砂環
境／底生生物分布との整合性の検証を通じて、生物種に対応した
土砂環境の適合場・不適合場の相互関係が浮き彫りになるような
生物住環境診断チャートを作成する。 

 

2 ｲ-0801- 
ｷ-27 

ⅱ）沿岸生態系における高次

栄養段階生物の食性に関す

る調査および実験 

桑江朝比呂 
三好英一 
佐々真志 
細川真也 

H20.4－H24.3 盤洲干潟やバンクーバー近郊干潟で、超望遠ビデオカメラや水
中ビデオカメラを用いて採餌行動を実測する。現地において、高
次生物の採餌場所や餌選択に関する検証実験を実施する。餌密
度・地盤硬さ・温度などが時々刻々変化するなかで餌摂取が 適
化されるような意志決定ルール（採餌場所・採餌時間の決定）に
基づいた行動を高次生物がとると仮定し、「餌の摂取 適度パラ
メータ」を状態変数とした動態モデルを試作する。 

 

2 ｲ-0802- 
ｵ-31 

ⅲ）豊かな海の実現に向けた

内湾水質・生態系シミュレー

ターの開発 

中村由行 
鈴木高二朗 
井上徹教 
田中陽二 
細川真也 
西村洋子 

H20.4－H23.3 伊勢湾（三河湾を含む）を主たる対象として、内湾水質・生態
系シミュレーションモデルを構築する。2007 年度までに実施し
た環境省公防費による「内湾窒素循環過程における干潟・浅海域
ー湾央域生態系の相互作用の解明」により得られた、東京湾を対
象とした生態系モデル構築とモデル解析の成果を発展させ、複数
の環境修復メニューの比較・評価が可能な、内湾水質・生態系シ
ミュレーターを開発するものである。 

 

2 ｲ-0902 
-キ-27 

ⅳ）沿岸生態系による CO2
吸収量の定量化とその強化

に関する調査および実験 

桑江朝比呂 
細川真也 
三好英一 
中川康之 
所立樹 

H21.4－H25.3 ヨシ・アマモ・微細藻類による CO2 吸収・放出実験・貝類に
よる炭素固定実験を干潟実験施設・メソコスム実験装置にて実施
する。干潟・海草藻場において、CO2 吸収生物の密度および CO2
吸収速度の時空間変動に関する現地観測・データ解析を実施す
る。海洋生物を用いた代替燃料や代替原料、海洋生物回収や系外
隔離の将来性について情報を収集する。また、オフセットクレジ
ット・ファンド枠組みづくりのための情報収集を行う。 

特別研究

 
イ）②浚渫にかかわる環境修復技術の開発 
 
2 ｲ-0901 
-ｵ-27 

ⅰ）浚渫土を利用した環境修

復効果の予測手法の提案 
中村由行 
桑江朝比呂 
井上徹教 
内藤了二 
渡部要一 

H21.4－H24.3 本研究では、まず、浚渫土砂の発生・海洋投入処分や有効利用
の実態把握を通して、主要港湾毎にその発生から利用までの流れ
を把握する。環境修復メニューのうち、特に利用が遅れている窪
地の埋め戻しに着目し、まず三河湾での埋め戻しを例にその修復
効果を定量化する。さらに、他の海域での窪地やその修復事例を
収集し、海域の特性や窪地の幾何形状などから、窪地の環境影響
を類型化する。それらの成果をとりまとめ、一般的な窪地修復効
果を予測する手法を提案する。 
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ウ）広域的・長期的な海浜変形に関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考

 
ウ）①地形変動特性・底質移動特性の把握 
 
2 ｳ-0101 
-ｷ-28 

ⅰ ） 波 崎 海 洋 研 究 施 設

(HORS)等における沿岸域の

地形変動や土砂輸送に関す

る観測と解析  

栗山善昭 
鵜崎賢一 
有路隆一 
中村聡志 
柳嶋慎一 
中川康之 
鈴木高二朗 

H13.4―H24.3 波崎海洋研究施設(HORS)において波、流れ、断面地形などを
長期的に観測し、その長期変動特性（15 か年、25 か年）を明ら
かにする。 

 

 
ウ）②地形変動に関する数値シミュレーションモデルの開発 
 
2 ｳ-0901 
-ｶ-28 

ⅰ）沿岸漂砂による長期的海

浜変形の予測手法の検討 
栗山善昭 
中村聡志 
柳嶋慎一 

H21.4－H24.3 まずは、風による吹送流と波浪による海浜流とが混在する場に
おける沿岸漂砂量の推定方法を検討する。続いて、吹送流、海浜
流に潮汐流が加わった場における沿岸漂砂量の推定方法を検討
するとともに、それによる長期の地形変化を予測する手法を検討
する。 

 

 
ウ）③効率的な海岸の維持管理手法の検討 
 
2 ｳ-1001 
-ｶ-28 

ⅰ）長期変動特性を考慮した

砂浜の維持管理設計法の開

発 

栗山善昭 
伴野雅之 
中村聡志 
柳嶋慎一 

H22.4－H25.3 まず、波崎海洋研究施設で取得された 1986 年～2007 年までの
海浜断面データを基に、汀線がどこに位置していたかの確率分布
特性を検討し、汀線が大きく前進したり、大きく後退したりした
場合の確率分布形状を極値分布関数と比較する。続いて、沖波の
諸元（波高、周期）などを入力条件とした汀線変動の長期シミュ
レーションモデルを構築し、波崎海岸の汀線位置データを基にモ
デルに含まれる諸係数を決定する。その後、そのモデルを新潟西
海岸の汀線位置変動に適用し、モデルが新潟西海岸の汀線位置変
動をどの程度再現できているかを検討し、必要に応じてモデルの
修正を行う。 後に、以上の検討を経て構築したモデルを用いて
岸沖方向の土砂移動に対して安全な砂浜を維持管理する方法を
提案する。 

 



25 
 

３．活力ある社会・経済の実現に資する研究分野 
ア）港湾・空港施設の高度化に関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考

 
ア）①港湾施設の性能照査技術の開発および改良 
 
3 ｱ-0606 
-ｷ-39 

ⅰ）暴露試験によるコンクリ

ート、鋼材及び各種材料の長

期耐久性の評価 

岩波光保 
加藤絵万 
川端雄一郎 
審良善和 
山田昌郎 
山路 徹 

H18.4－H23.3 ①港湾空港技術研究所構内の海水循環水槽や自然海水を貯留し 
 た室内水槽等において暴露を実施している各種試験体の物理 
 的・化学的・電気化学的な評価試験を実施し、コンクリート自
 身の長期挙動および内部鉄筋の腐食状況に関する知見を取得 
 する。 
②波崎観測桟橋等において暴露を継続している鋼管杭および防 
 食材料のモニタリング調査を実施し、海洋環境下における鋼材
 の腐食性状および防食材料の耐久性の評価を行う。 
③木質材料の海洋環境下における暴露試験を実施し、港湾・空港
 施設の建設材料としての耐久性評価を行う。 
④各種リサイクル材料を用いたコンクリートの諸性能（主に耐久
 性）に関する評価を行う。 

 

3 ｱ-0902 
-ｷ-31 

ⅱ）埋立地盤維持管理のため

の不同沈下予測手法の提案 
渡部要一 
田中政典 
佐々真志 

H21.4－H24.3 地盤の不均質性を定量化するための調査手法、地盤表面形状を
面的に捉える測量手法とのリンクの下に、FEM を用いた汎用性
のある不同沈下予測手法を確立することを目的とする。 

 

3 ｱ-1001 
-ｶ-33 

ⅲ）鉄鋼スラグ等を杭材とし

た杭式改良地盤の安定性の

評価 

森川嘉之 
西村聡 
二宮裕介 

H22.4－H25.3 杭式地盤改良における杭材の種類や改良率を変化させた場合
の改良地盤の変形・破壊挙動について検討する。具体的には、遠
心模型実験ならびに数値解析を実施し、改良地盤の変形・破壊形
態の検討を行う。数値解析の実施に当たっては、遠心模型実験を
モデル化した数値解析を行い、解析精度の検証・向上を行う。一
連の研究を基に、改良地盤の安定性に関する評価手法を開発す
る。 

 

3 ｱ-0802 
-ｵ-39 

ⅳ）衝撃力を受けるコンクリ

ート部材の性能照査法の提

案 

岩波光保 
加藤絵万 
川端雄一郎 
下迫健一郎 

H20.4－H23.3 鉄筋コンクリート製の版部材およびはり部材に繰返し衝撃荷
重を作用させる載荷実験を行うことで、耐荷力やじん性といった
構造性能と衝撃力の特性の関係を調べて、両者の相互作用につい
て検討を行う。また、衝撃砕波力のような衝撃荷重の面的な作用
やケーソン中詰材の緩衝効果など、実際の防波堤ケーソンを対象
とした実験についても実施する。 終的には、防波堤ケーソンを
対象として、衝撃力に対する設計・照査方法を提案する。 

 
 

3 ｱ-0901 
-ｶ-39 

ⅴ）港湾構造物の部材設計に

対する信頼性設計法の導入

のための解析 

岩波光保 
加藤絵万 
川端雄一郎 

H21.4－H24.3 ①港湾構造物の部材の性能照査における不確定要因の抽出と 
 そのモデル化 
②信頼性解析の導入のためのパラメタ解析と部材設計への反 
 映方法の検討 
③コンクリート部材の耐久性照査のための不確定性を考慮し 
 た部分係数の検討 
④偶発荷重を受ける部材の安全性照査のための不確定性を考 
 慮した部分係数の検討 

 

3 ｱ-0801 
-ｵ-23 

ⅵ）長周期波およびうねりに

対する構造物の性能照査に

関する検討 

平山克也 
斎藤英治 
加島寛章 
平石哲也 

H20.4－H23.3 ①長周期波の水位上昇が構造物の安定性に与える影響 
②長周期のうねりによる越波と越流および打ち上げ高の推定 
③構造物の性能を基準とする対策法の提案 
④観測桟橋・点検通路など海上空港付帯施設の安全性と使用性の
 評価と設計波 
⑤修復が容易な護岸構造の提案 

 

 
ア）②港湾施設の機能向上に関わる技術開発 
 
3 ｱ-0903 
-ｷ-39 

ⅰ）港湾鋼構造物の防食方

法・防食設計の合理化に関す

る検討 

岩波光保 
審良善和 

H21.4－H24.3 ①金属被覆工法を併用した場合の電気防食設計法に関する検討 
 を行う。 
②海底土中部における防食電流密度の適切な設定方法に関する 
 実験を行う。 
③過去の被覆防食に関する調査データの収集整理を行い、防食性
 能の定量化およびその評価手法に関する検討を行う。 
④海洋環境下における被覆防食工の暴露実験および劣化促進実 
 験を行い、長期耐久性を評価する。 
⑤防食性能に着目した被覆防食工法に対する性能照査型設計法 
 を検討する。 

 

3 ｱ-1002 
-ｵ-34 

ⅱ）重力式岸壁増深工法に関

する研究 

水谷崇亮 
菊池喜昭 
杉本貴之 

H22.4－H25.3 本研究では、まず既存の地盤改良工法の収集・整理・検討し、
これを生かした捨石マウンドの改良工法の検討、改良済マウンド
の力学特性の検討を行う。また、各種増深構造の挙動特性と設計
法を検討し、さらにその施工方法及び施工管理手法についても検
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渡部要一 
森川嘉之 

討を行う。 

3 ｱ-1003 
-ｵ-42 

ⅲ）スーパー高規格コンテナ

ターミナルの評価に関する

研究 

吉江宗生 
平林丈嗣 
田中敏成 
白石哲也 

H22.4－H25.3 まずスーパー高規格ターミナルに関する周辺状況を関係部署
から取材、整理する。目標値にあわせてターミナルレイアウトの
想定や、各荷役機械の動作ロジック、動作速度の範囲の設定を行
い、ターミナルレイアウトのシミュレーションモデル化を行う。
本シミュレータを用い、各ケースに関する荷役効率や環境負荷量
のシミュレーション等総合的な検討を行う。 
コンテナクレーン荷役作業の効率化については、現状の遠隔操

作型コンテナクレーンに関する構造などを調査し、現実的な改造
範囲（センサや制御機器の設置コスト等）を設定する。ハードウ
ェア改造の制約を勘案した条件で、シミュレーション装置を製作
し、遠隔操作に有効な視点や情報呈示方法、またオペレータ操作
の補助となる動揺補正や操作装置の形状について検討を行う。 

 

 
ア）③空港舗装の機能向上に関わる技術開発 
 
3 ｱ-0803 
-ｶ-51 

ⅰ）空港オーバーレイ舗装の

設計・品質管理の高度化 
前川亮太 
川名太 
金澤寛 
北詰昌樹 

H20.4－H23.3 ①オーバーレイ舗装の耐久性向上に資する研究 
・耐久性に優れることが期待される新材料の適用性について検
 討する。具体的には、植物性短繊維およびポリマーを添加し
 たアスファルトを対象とする。 
・一般的に舗装は高温時に軟化し耐久性が損なわれるため，供
 用中の路面温度低減技術について検討する。 
②施工所要時間の短縮および施工可能時間の延長に資する研究 
・交通開放温度を現行規定以上にすることの可能性について検
 討する。 
・アスファルトコンクリートの製造温度を低下可能となるよう
 な中温化材料の適用性について検討する。 

 

 
ア）④その他 
 
3 ｱ-0702 
-ｶ-11 

ⅰ）プログラムライブラリお

よび関連するデータベース

の構築・改良および運用（地

盤・構造関係） 

佐々木芳寛 H19.4－28.3  共同利用プログラムライブラリについて、港湾・海岸・空港の
建設や維持管理に必要な 新技術を導入した新規プログラム開
発や既存プログラムの改良、更にパソコンの新ＯＳ対応へのバー
ジョンアップを行い、プログラムライブラリのレベルアップ、操
作性や汎用性の向上等を図る。また、プログラムライブラリの利
便性の向上等のため,土質・水深データ等のデータベースの充実を
図る。さらに、共同利用プログラムライブラリを地方整備局等の
調査設計業務に活かすため、地方整備局等の技術者を対象とした
プログラムライブラリ講習会を実施する。また、有効活用促進の
ため各種相談や配信等の情報サービスも行う。 
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イ）ライフサイクルマネジメントに関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考

 
イ）①点検・診断技術の高度化 
 
3 ｲ-1001 
-ｵ-71 

ⅰ)非破壊試験技術の活用に

よる港湾構造物の点検診

断・モニタリングの高精度化

に関する検討 

岩波光保 
加藤絵万 
審良善和 
川端雄一郎 
吉江宗生 

H22.4－H25.3 ①コンクリート中の鉄筋腐食の非破壊評価手法の再評価 
②鋼材の腐食減量の非破壊評価手法の再評価 
③電気防食用陽極の発生電流量のモニタリング技術の検討 
④コンクリート部材および鋼部材の健全性モニタリング手法 
 の検討 
⑤非破壊試験技術を活用した港湾構造物の点検診断・モニタリ 
 ングシステムの開発 

 

  
イ）②構造物の性能低下の予測と補修効果の定量化 
 
3 ｲ-0901 
-ｵ-71 

ⅰ）ライフサイクルエコノミ

ーを導入したLCM シナリオ

の評価 

古市正彦 
岩波光保 
加藤絵万 
審良善和 

H21.4－H24.3 LCM シナリオとして想定される次の三つのシナリオ（①高耐
久＋簡易維持、②通常耐久＋予防保全、③通常耐久＋事後保全）
を具体的に設定する。とりわけ、既発表論文（港空研報告）で報
告済みの「リプレィサブル床版」を導入したシナリオについては、
従来のＬＣＣ（ライフサイクルコスト）だけではその優位性をう
まく示すことが出来なかったが、純現在価値 NPV（Net Present 
Value）を用いることで適切な評価を行えることが期待される。
また、急速な船舶の大型化などを背景として、設計供用期間（50

年間）の途中で施設への機能上の要請が変化し、機能の陳腐化を
引き起こした事例を経験してきた。こういう情勢に合理的に対応
するためには、ライフサイクルエコノミーの観点から純現在価値
NPV（Net Present Value）を用いることで、①施設の機能が陳
腐化したまま放置した場合と②設計供用期間中であっても機能
増強を行う場合の比較が可能となり、供用開始後の情勢変化に柔
軟に対応することが合理的であること示すことが期待される。 
さらに、ライフサイクルエコノミーの導入することで LCM シ

ナリオの合理的な選択が可能となるが、初期投資と維持管理投資
の費用負担スキームによってその合理的選択結果に大きく影響
することから、港湾施設の投資に関する費用負担スキームの国際
比較に関する共同研究を国際港湾協会（IAPH）と共同で行う。

 

3 ｲ-0902-ｵ
-71 

ⅱ）矢板式および重力式係船

岸等への LCM の展開 
加藤絵万 
岩波光保 
審良善和 

H21.4－H24.3 これまで係留施設に見られた変状事例とその要因から係留施
設に求められる性能を再整理し、各種構造形式で生じる変状が施
設の保有性能に及ぼす影響ならびにその評価手法について検討
する。ここでいう「性能」は、施設としての性能および施設の構
成部材（例えば、矢板などの鋼部材、ケーソンなどの鉄筋コンク
リート部材、附帯設備、背後地など）の性能を示す。また、施設
および構成部材の保有性能を大きく左右する変状を捉えるため
必要な指標（点検診断項目・方法）の抽出を試み、点検診断に基
づいた施設の保有性能評価および性能低下予測に関する統合的
なシステム構築を目指す。 

特別研究
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ウ）水中工事等の無人化に関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考

  
ウ）①鋼構造物の点検作業の無人化に関する技術開発 
 

3 ｳ-0801 
-ｶ-42 

ⅰ）鋼構造物の肉厚を非接触

で計測する装置の実用化開

発 

松本さゆり 
吉住夏樹 
片倉景義 

H20.4－H23.3 2007 年度までの成果（備考欄参照）を基に装置の目標性能を
定め、計測装置の設計・試作、性能確認試験を行う。試作機の改
良製作を行った後、海上実験を行う。成果品の概要及びその性能
を報告書にまとめる。 

 

 
ウ）②海洋における水中作業の無人化に関する技術開発 
 

3 ｳ-0802- 
ｶ-42 

ⅰ）GPS 波浪計の係留装置

点検システムの開発 
田中敏成 
平林丈嗣 

H20.4－H24.3 点検対象物を捕捉し点検対象物近傍まで当該システムを半自動で誘導す
る技術、ならびに点検装置を安定保持しながら水中部無人で係留系の状態を
確認する手法を確立し、GPS 波浪計の係留系点検システムを開発する。 

3 ｳ-0901 
-ｵ-42 

ⅱ）水中作業用マニピュレ

ータの多機能化に関する研

究 

平林丈嗣 
田中敏成 
吉江宗生 

H21.4－H24.3 ベースは筑波で行ってきた把持作業の研究、新規に電動アームを搭載する
ことで把持だけではなく、様々な作業へ適応範囲を広げる。 
過年度より研究開発を行ってきた水中バックホウの遠隔操作に関する研

究により、油圧制御、インタフェースなどの基幹システムは構築されている。
このシステムは汎用的な部分に関するものであり、作業に応じた様々なア

タッチメントを利用することで、今後予想される大水深下での作業の無人化
が期待できる。 
そこで本研究では、当所所有のフォークグラブアタッチメントに電動アー

ムを取り付け、重作業と精密作業を行うシステムを開発し、将来的な作業の
一例として、コンクリート塊へのアンカリング、ジョイント結合などの作業
実験によりその有効性を実証する。 
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エ）海洋空間高度利用技術、環境対応型技術等に関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究内容 備 考

 
エ）①海洋空間の有効利用に関する技術開発 
 
3 ｴ-0801 
-ｵ-23 

ⅰ）大水深海域における極大

波浪の特性と海洋構造物へ

のインパクト荷重の推定 

平山克也 
斎藤栄治 
加島寛章 
平石哲也 

H20.4－H23.3 ①フリークウェイブの変形実験 
②フリークウェーブの発生密度の検討 
③杭式構造物に作用する荷重の検討 
④確率的な大水深構造物の安全度評価 

 

3 ｴ-0903 
-ｶ-29 

ⅱ）利用と防災をかねた人工

サーフィンリーフに関する

研究 

鈴木高二朗 H21.4－H24.3 ①人工サーフィンリーフの局所形状と波の変形に関する実験を 
 行う。 
②自然のサーフィンリーフの地形を測量し、サーフィンに適した
 地形を整理する。 
③人工サーフィンリーフの安全性に関する検討を行う。サーファ
 ー等がリーフに衝突することによる事故を防ぐため、リーフを
 構成する材料（ゴム材等）の検討を実施する。 

 

 
エ）②廃棄物海面処分場の長期安定性の評価および活用に関する技術開発 
 
3 ｴ-0901 
-ｵ-31 

ⅰ）廃棄物海面処分場の遮水

工の品質管理手法の提案 
渡部要一 
田中政典 
佐々真志 

H21.4－H24.3 サンプル抽出による遮水性能の検査方法。遮水工の施工管理方
法に関する情報を収集し、これらの組合せやデータ管理・処理方
法を検討することにより、遮水性能を保証するための品質管理手
法を提案する。実際の施工事例を通じて施工管理情報を収集し、
品質管理手法の有効性を検証する。 

 

 
エ）③リサイクル技術の推進による環境負荷低減に関する技術開発 
 

3 ｴ-0902 
-ｷ-31 

ⅰ）浚渫土を活用したリサイ

クル地盤材料の再利用に関

する検討 

渡部要一 
田中政典 
佐々真志 

H21.4－H24.3  固化処理土（SGM 含む）の配合（強度や密度に関連）、養生時
間などを第１のパラメータ。固化処理土の骨格構造を消去する練
返し時間などを第２のパラメータ、再固化の配合を第３のパラメ
ータとして一連の室内試験（圧密やせん断）を実施することによ
って、リサイクル土の再利用について検討する。 
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平成２２年度終了研究実施項目の成果活用概要 

１．安心して暮らせる国土の形成に資する研究分野 

ア）大規模地震防災に関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究成果の活用（研究テーマへの貢献） 備 考

 
ア）③地震時の地盤の挙動予測と対策 
 

1 ｱ-0801 
-オ-32 

ⅰ）大規模地震に対する既設

構造物直下地盤の液状化対

策の検討 

山﨑浩之 
江本翔一 

H20.4－H23.3 静的圧入施工時の地盤変形予測法は、静的圧入工法で特に問題
となる、施工時の地盤変形を事前に予測することが可能となり、
既設構造物の液状化対策を実施する際の設計、施工計画に活用で
きる。また、水平圧入による締固め効果についての知見は、既設
構造部の下部を水平ボーリングを利用して行う場合に活用でき
る。 

 

1 ｱ-0802 
-キ-32 

ⅱ）破壊応力状態付近での土

の動的特性に関する検討 
山﨑浩之 
江本翔一 

H20.4－H23.3 粒度 N 値法による液状化予測判定法の改良は、東日本大震災の
ような巨大地震でみられた継続時間の長い地震動に対しての液
状化判定の精度を向上させることができ、液状化に関する設計に
活用できる。 

 

 
ア）④地震時の構造物の挙動予測と対策 
 

1 ｱ-0803 
-ｵ-34 

ⅰ) 矢板式係船岸等におけ

る杭を用いた耐震補強工法

に関する検討 

水谷崇亮 
菊池喜昭 
森川嘉之 
西村聡 
菅野高弘 
竹信正寛 

H20.4－H23.3 控え工増設時の矢板背後土圧をモデル化するとともに、矢板前
面の地盤反力として港研方式S型が合理的に根入長を決定できる
ことを確認した。これを導入した数値計算結果が、矢板のたわみ
や曲げモーメントの収束深さをよく表現できていたことから、本
研究の成果は今後の控え工増設による矢板壁の耐震強化の設計
合理化につながると考えられる。実務的には、仙台塩釜港（仙台
港区）雷神埠頭の耐震強化に採用された。3 月の東北地方太平洋
沖地震においても大きな損傷は無く、耐震強化岸壁としての機能
を発揮したと考えられる。 

 

1 ｱ-0804 
-ｷ-35 

ⅱ）既存港湾・海岸施設の耐

震性能評価・向上に関する研

究 

菅野高弘 
竹信正寛 
中澤博志 
大矢陽介 
野津厚 

H20.4－H23.3 高度経済成長時代に整備された既存施設の耐震性向上を目的
として、技術基準が仕様設計から性能設計へ移行した事に伴う耐
震性能の考え方を十分に活かし、高度化した施設の耐震診断（コ
ンピュータシミュレーション、模型実験等）に基づく耐震補強法
技術開発、長周期成分を有する地震動に対するコンテナクレーン
の耐震性向上を行うことができた。 
実務で用いられている有効応力解析プログラムの入力パラメー
タチェック方法について検討できた。地震後の岸壁変状を把握で
きる手法について検討し、GPS を応用して、地殻変動を伴う大規
模地震においても岸壁構造に影響する岸壁周辺の地震後変形を
計測できる手法を取りまとめた。 

 

 

資料－2.3 



31 
 

 

イ）津波防災に関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究成果の活用（研究テーマへの貢献） 備 考

 
イ）①災害の予測技術の開発 
 
1 ｲ-0903 
-ｵ-24 

ⅰ）津波に対する早期避難促

進に関する基礎的研究 
有川太郎 
鷲崎誠 
鈴木智憲 
水谷雅裕 
富田孝史 

H21.4－H23.3 一般の方に対する津波に関する講演のなかで，避難の実態やそ
の行動パターンの説明を行った。また、メディアを通して、津波
の力の怖さやその力を認識する難しさを訴えた。 

 

 
イ）②革新的なソフト技術の開発 
 
1 ｲ-0801 
-ｶ-61 

ⅰ）リアルタイム津波浸水予

測手法の開発 
富田孝史 
辰巳大介 
高橋重雄 

H20.4－H23.3 気象庁による津波警報等を補足する情報として、沖合に設置さ
れた GPS 波浪計で津波を観測してから数分で沿岸に来襲する津
波高や到達時間、さらに浸水域を推定する手法から得られる情報
は、市民の避難のためだけでなく、避難支援を行う防災担当者の
避難のための情報としても有用である。さらに、水門・陸閘等の
閉鎖、避難情報発表地区の決定等のきめ細かな防災行政への活用
も期待される。 

特別研究
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ウ）高潮・高波防災に関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究成果の活用（研究テーマへの貢献） 備 考

 
ウ）①効率的な海象観測と波浪推算技術の高精度化の組み合わせによる沿岸海象の把握 
 
1 ｳ-0605 
-ｷ-29 
 

ⅰ）アシカ島等における気

象・海象の観測と解析及び全

国沿岸波浪・津波・潮位・風

況観測データの集中処理解

析による資料および統計報

の作成 

河合弘泰 
佐藤真 
鈴木高二朗 
川口浩二 
田中陽二 
清水勝義 
永井紀彦 

H18.4－H23.3 リアルタイムに web などを通じて発信した波浪・潮位の情報
は、海上工事や荷役の安全性確保、高潮・高波・津波の監視に活
用された。事後に刊行した波浪観測年報には各港の波高・周期・
波向の出現頻度表、顕著な高波の一覧表などを掲載しており、各
港湾の計画や施設の設計に活用された。風の統計資料も風力エネ
ルギーの活用を検討する基礎資料となった。 

 

1 ｳ-0801-ｶ
-29 
 

ⅱ）波浪推算に基づく日本沿

岸高波データベースの構築

と高波浪出現特性の検討 

川口浩二 
河合弘泰 
永井紀彦 

H20.4－H23.3 本研究で構築した波浪モデルによる日本周辺の長期間の波浪
データベースにより、日本周辺海域における波浪（年平均波浪、
高波浪など）の長期間の出現特性（経年変化）の検討が可能とな
った。本データベースはこれまで波浪観測を実施していない地点
で港湾構造物を設計する際に必要となる過去数十年間における
高波擾乱の抽出など、既に実務でも活用されている。 
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エ）海上流出油対策等、沿岸域の人為的災害への対応に関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究成果の活用（研究テーマへの貢献） 備 考

 
エ）①海上流出油対策に関する研究 
 
1 ｴ-0701 
-ｵ-44 
 

ⅰ）油回収除去における水蒸

気の利用に関する応用研究 
藤田勇 
松崎義孝 
吉江宗生 

H19.4－H23.3 本研究により、熱流体である水蒸気は高粘度化した海上流出油
への対応において有効であることが明らかにされた。将来的に
は、回収、分散処理、エマルジョン分解、洗浄等、種々の場面に
おける活用が期待される。またジェットポンプを用いた油回収装
置を開発し、中国地整備局の環境整備船「おんど 2000」におい
て実用化された。 

 

1 ｴ-0702 
-ｶ-44 

ⅱ）流出油のリアルタイム追

跡システムの開発 
吉江宗生 
田中敏成 
藤田勇 
松崎義孝 

H19.4－H23.3 ナホトカ号事故やメキシコ湾での油流出事故などで、流出し浮
流する油の位置は現地の海象・気象条件で変化するため、有効な
資機材の配置等を検討するためのリアルタイムの浮流油の位置
データ及びその海面の風向・風速・潮流データを得ることはきわ
めて重要であり、また漂流予測の精度の向上に大きく貢献する。
本研究成果はこうした目標を達成するために必要な技術の研究
開発を大きく進展させ、自律制御のロボットブイによるデータ取
得システムの提案をするものである。 

特別研究

 
エ）②港湾セキュリティに関する研究 
 
1 ｴ-0801 
-ｶ-42 

ⅰ）不審物等の探知のための

水中視認装置の実用化開発 
松本さゆり 
吉住夏樹 
片倉景義 

H20.4－H23.3 東京国際空港 D 滑走路の建造に際し、施工後検査（埋立部の法
面高さ測量）や維持管理のための視認（ジャケット水中部等）に
活用された。その際、水中でのダイバーの挙動を捉えることが確
認出来ており、当初の目的であった水中セキュリティーへの活用
も可能と考える。 
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２．快適な国土の形成に資する研究分野 

ア）閉鎖性海域の水質・底質の改善に関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究成果の活用（研究テーマへの貢献） 備 考

 
ア）①水堆積物界面近傍での物理・化学過程の解明 
 
2 ｱ-0801 
-ｷ-28 

ⅱ）沿岸自然基盤の安定性と

健全性に関する数値指標の

検討 

中村聡志 H20.4－H23.3 田子の浦港港口部の漂砂量予測および航路埋没対策検討に活
用された。今後、構造物周辺の波と流れ、底質の移動の空間特性
と変動特性を数値化することによって、沿岸地形や底質構成など
安定性の評価、干潟や覆砂事業の効果予測に活用できる。 
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イ）沿岸生態系の保全・回復に関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究成果の活用（研究テーマへの貢献） 備 考

 
イ）①干潟における地盤等物理特性と生物生息の関係 
 
2 ｲ-0802- 
ｵ-31 

ⅲ）豊かな海の実現に向けた

内湾水質・生態系シミュレー

ターの開発 

中村由行 
鈴木高二朗 
井上徹教 
田中陽二 
細川真也 
西村洋子 

H20.4－H23.3 開発されたモデルは、港湾や空港島の建設に伴う水質の変化予
測、貧酸素水塊・青潮などの水質悪化現象の解明、干潟・藻場・
覆砂などの様々な環境施策を相互に比較・評価するためのツール
として使用できる。特に、本モデルは、三大湾などの内湾再生の
目標として掲げられている「豊かな海」を達成するために必要な
施策を選択し、それらを効果的に配置する具体案を示すことが可
能となる。 
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３．活力ある社会・経済の実現に資する研究分野 

ア）港湾・空港施設の高度化に関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究成果の活用（研究テーマへの貢献） 備 考

 
ア）①港湾施設の性能照査技術の開発および改良 
 
3 ｱ-0606 
-ｷ-39 

ⅰ）暴露試験によるコンクリ

ート，鋼材及び各種材料の長

期耐久性の評価 

岩波光保 
加藤絵万 
川端雄一郎 
審良善和 
山田昌郎 
山路 徹 

H18.4－H23.3 本研究の実施により、海洋環境下での各種材料の長期耐久性に
関する情報（ステンレス鉄筋の耐食性、コンクリートの塩化物イ
オン拡散係数、ホタテ貝殻・各種スラグ等のリサイクル材料を用
いたコンクリートの耐久性、木質材料の耐久性等）を提供できた。
これらの成果は、港湾構造物の建設時に使用する材料を選択する
際の有益な情報となる。 

 

3 ｱ-0802 
-ｵ-39 

ⅳ）衝撃力を受けるコンクリ

ート部材の性能照査法の提

案 

岩波光保 
加藤絵万 
川端雄一郎 
下迫健一郎 

H20.4－H23.3 本研究の実施により、ブロックの衝突などによって繰返し衝撃
荷重を受けるコンクリート部材の耐衝撃性を照査する手法が提
供できた。これにより、防波堤ケーソンがブロック衝突などによ
って穴あき損傷を受ける場合を対象として、損傷原因やメカニズ
ムを検討することが可能となり、補修等の対策や設計時の事前対
策の方法を的確に選定できるようになることが期待される。 

 
 

3 ｱ-0801 
-ｵ-23 

ⅳ）長周期波およびうねりに

対する構造物の性能照査に

関する検討 

平山克也 
齋藤英治 
加島寛章 

H20.4－H23.3 これまで想定されていなかった周期の長い波（長周期うねり）
による波浪災害が 近多くみられる現状を鑑み，沿岸域における
波浪変形過程や越波特性などについて、通常波浪との違いを明ら
かにするとともに、これらを考慮した設計手法ならびに対策案の
検討を行った。これらの知見は、論文発表やシンポジウムなどに
よる成果の公表や港湾技術ＷＧ活動を通じ、行政，民間が行う今
後の海岸・港湾施設設計に広く活用されることが大いに期待され
る。 

 

 
ア）③空港舗装の機能向上に関わる技術開発 
 
3 ｱ-0803 
-ｶ-51 

ⅰ）空港オーバーレイ舗装の

設計・品質管理の高度化 
前川亮太 
川名太 
金澤寛 
北詰昌樹 

H20.4－H23.3  空港舗装の耐久性向上および施工効率の向上という2つの観点
で、空港舗装の維持管理の高度化を実現できた。具体的には、路
面温度低減技術等の耐久性向上策により、維持補修工事の頻度低
減を図ることができる。同時に、交通解放温度の高温化等による
施工効率の向上策により、限られた施工時間の中で個々の維持補
修工事を一層確実に行うことが可能となる。これらの成果は、全
国の空港の中でも特に、航空機の運用頻度の高い大都市部混雑空
港を中心として、空港運用の安全性向上に貢献するものである。
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ウ）水中工事等の無人化に関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究成果の活用（研究テーマへの貢献） 備 考

  
ウ）①鋼構造物の点検作業の無人化に関する技術開発 
 

3 ｳ-0801 
-ｶ-42 

ⅰ）鋼構造物の肉厚を非接触

で計測する装置の実用化開

発 

松本さゆり 
吉住夏樹 
片倉景義 

H20.4－H23.3 本研究ではセンサ部についての技術的開発をほぼ終えている
が、その測定方法（運用）や自動解析アルゴリズム（ヒューマン
インタフェースを含む）など、実運用時の課題が残っている。そ
のため実際に肉厚計測を行う民間会社との共同研究により、それ
らの課題を解決することで、成果の普及を行う。 
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エ）海洋空間高度利用技術、環境対応型技術等に関する研究テーマ 

研究実施 

項目番号 
研究項目 担当者 期 間 研究成果の活用（研究テーマへの貢献） 備 考

 
エ）①海洋空間の有効利用に関する技術開発 
 
3 ｴ-0801 
-ｵ-23 

ⅰ）大水深海域における極大

波浪の特性と海洋構造物へ

のインパクト荷重の推定 

平山克也 
斎藤栄治 
加島寛章 
平石哲也 

H20.4－H23.3 深海域で発生し、海洋構造物や航行船舶の安全を脅かすとされ
る極大波（フリークウェーブ）の発生条件及び発生確率について、
断面水路、平面水槽での造波実験により検証するとともに、それ
らが浅海域へ伝播した際の挙動を明らかにした。その結果、
kh=1.36 程度よりも深い海域を伝播するうねり性波浪では、極大
波の発生確率が増加することが明らかとなった。これらの成果
は、スペクトル法に基づく波浪予報などへの応用が期待される。

 

 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 研究評価 
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平成１３年４月１日 

（平成２０年４月１日 改正） 

独立行政法人港湾空港技術研究所研究評価要領 

 

第１章 総則 

 

第１条 目的 

 この要領は、独立行政法人港湾空港技術研究所（以下、「研究所」という。）が実施する研究の評価にあ

たり、必要となる事項を定めることを目的とする。 

 

第２条 研究評価の対象 

研究評価は、研究実施項目(特別研究を含む)と中期計画（独立行政法人通則法 第３０条に定める中期

計画をいう。以下同じ。）に定める研究テーマ（以下研究テーマという。）の双方を対象として実施する。 

 

第３条 テーマ内評価会 

１．研究所が実施する研究を評価するため、研究テーマごとにテーマ内評価会を設置する。 

２．テーマ内評価会の委員長は理事長が指名するテーマリーダーとし、委員はテーマリーダーが指名する。 

３．テーマ内評価会は、テーマに属する全ての研究実施項目について評価し、テーマリーダーはその評価

結果を第４条に規定する独立行政法人港湾空港技術研究所内部評価委員会に報告する。 

４．テーマ内評価会の事務はテーマリーダーが執るものとする。 

 

第４条 独立行政法人港湾空港技術研究所内部評価委員会 

１．研究所が実施する研究を評価するため、独立行政法人港湾空港技術研究所内部評価委員会（以下、「内

部評価委員会」という。）を設置する。 

２．内部評価委員会の委員長は理事長とする。 

３．委員は理事、研究主監、統括研究官、企画管理部長、海洋・水工部長、地盤・構造部長、施工・制御

技術部長及び特別研究官とする。 

４．内部評価委員会は、全ての研究テーマ及び研究実施項目について評価し、理事長はその結果を第４条

に規定する独立行政法人港湾空港技術研究所外部評価委員会に報告する。 

５．内部評価委員会の事務局は、企画管理部企画課に置く。 

 

第５条 独立行政法人港湾空港技術研究所外部評価委員会 

１．研究所が実施する研究について、外部有識者による評価を行うため、独立行政法人港湾空港技術研究

所外部評価委員会（以下、「外部評価委員会」という。）を設置する。 

２．外部評価委員会は、研究所が行う研究について総合的に評価すると共に、理事長の選定する研究項目

について個別に評価する。 

３．その他、外部評価委員会の詳細については、独立行政法人港湾空港技術研究所外部評価委員会規程（研

究所規則第３３号）によるものとする。 

 

第２章 研究評価の段階、時期及び項目 

 

第６条 研究テーマの評価の段階と時期 

研究テーマの評価は、内部評価委員会及び外部評価委員会において、①事前評価、②中間評価、③事後

評価を行うものとし、次に掲げる時期に実施する｡ 

① 事前評価・・・新たに研究テーマを設定する前年度 

② 中間評価・・・当該年度において、まずその前年度に行った研究テーマの成果に関して評価を行い   

資料－3.1 
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（前年度成果評価）、次に次年度実施する予定の研究テーマの計画について評価を

行う（次年度計画評価）。 

③ 事後評価・・・中期計画期間終了の翌年度 

④ その他、テーマ内評価会、内部評価委員会及び外部評価委員会が必要と認めた時期 

 

第７条 研究テーマの事前評価の項目 

研究テーマの事前評価は、以下の項目について行う。 

① 研究計画の妥当性 

② 研究体制の妥当性 

③ その他研究内容に応じて必要となる事項  

 

第８条 研究テーマの中間評価の項目 

１．次年度計画評価は、以下の項目について評価する。 

① 研究計画の妥当性 

② 研究体制の妥当性 

③ 次年度に着手する研究実施項目 

④ その他研究内容に応じて必要となる事項 

 

２．前年度成果評価は、以下の項目について評価する。 

 前年度に終了した研究実施項目に注目した研究テーマ毎の評価 

ただし、前年度成果評価を行うにあたって、前年度において終了した研究テーマを構成する研究

実施項目がない場合には、当該研究テーマの前年度成果評価は省略する。 

 

第９条 研究テーマの事後評価の項目 

研究テーマの事後評価は、以下の項目について行う。 

① 研究成果の妥当性 

② その他研究内容に応じて必要となる事項 

 

第１０条 研究実施項目の研究評価の段階と時期 

テーマ内評価会、内部評価委員会及び外部評価委員会による研究の評価は、①事前評価、②中間評価、

③事後評価を行うものとし、次に掲げる時期に実施する｡ただし、研究期間が３年以下の研究については、

中間評価を省略することができる｡ 

① 事前評価・・・研究の着手前（原則として研究を開始する年度の前年度） 

② 中間評価・・・研究の中間段階（研究期間が 4 年間の研究実施項目は研究開始から 2 年度目、研究

期間が5年間の研究実施項目は3年度目に実施する。但し、研究開始時に予定して

いた研究期間を延長しようとする場合には、延長しようとする年度の前年度とする。

また、継続的研究にあっては、新たな中期計画が開始される前年度及び中期計画開

始後3年度目とする。この他、研究期間が6年間以上の研究実施項目については別

途テーマ内評価会、内部評価委員会において検討して決定する。） 

③ 事後評価・・・研究の完了後（原則として研究を完了した年度の翌年度） 

④ その他、テーマ内評価会、内部評価委員会及び外部評価委員会が必要と認めた時期 

 

第１１条 研究実施項目の事前評価の項目 

事前評価においては、次の事項について審議し、研究の実施の適否を評価する。 

① 研究の必要性 

② 実施しようとする研究内容 

③ 研究の実施体制 
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④ 自己評価結果 

⑤ その他、研究の内容に応じて必要となる事項 

 

第１２条 研究実施項目の中間評価の項目 

中間評価においては、次の事項について審議し、研究の継続の適否を評価する｡ 

① 研究の進捗状況 

② 研究計画の修正の必要性 

③ 自己評価結果 

④ その他、研究の内容に応じて必要となる事項 

 

第１３条 研究実施項目の事後評価の項目 

事後評価においては、次の事項について審議し、評価する｡ 

① 研究の成果 

② 自己評価結果 

③ その他、研究の内容に応じて必要となる事項 

 

第３章 評価結果の公表 

 

第１４条 評価結果の公表 

内部評価委員会及び外部評価委員会の評価結果は、研究所ホームページに掲載する｡
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研究所規則第３３号 
平成１３年４月１日 

（ 終改正：平成１８年４月１日） 
 

独立行政法人港湾空港技術研究所外部評価委員会規程 

 
（設置） 
第１条 独立行政法人港湾空港技術研究所中期計画（（平成１８年４月１日～平成２２年３月３１日）以下

「中期計画」という。）の２．（１）６）に基づき、港湾空港技術研究所（以下「研究所」という。）

に港湾空港技術研究所外部評価委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
（任務） 
第２条 委員会は、研究所の行う主要な研究課題に係る事前、中間及び事後評価を行う。 
（組織） 
第３条 委員会は、委員六人をもって組織する。 

２ 委員の代理出席は認めない。 
（委員） 
第４条 委員は、研究所の行う研究に係る外部専門家のなかから港湾空港技術研究所理事長（以下「理事

長」という。）が委嘱する。 
２ 委員の任期は二年とする。ただし、任期中に退任した委員の後任の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 
３ 委員は、再任されることができる。 

（委員長） 
第５条 委員会に、委員長を置く。委員長は、理事長が委嘱する。 
（開催及び召集） 
第６条 委員会は、委員長の同意を得て理事長が召集する。 

２ 理事長は、委員会を招集しようとするときは、開催通知及び必要とする会議資料を会議の開催日

の７日前までに委員に送付する。 
３ 委員が委員会を欠席する場合は、事務局が事前に説明を行い、当該委員の意見等を委員長に報告

する。 
（庶務） 
第７条 委員会の庶務は、企画管理部企画課において処理する。 
（雑則） 
第８条 この規程に定めるもののほか、委員会の議事の手続その他委員会の運営に関し必要な事項は、理

事長が定める。 
 
附則 
この規程は、平成１３年４月１日から施行する。 
 
附則 
この規程は、平成１４年３月１日から施行する。 
 
附則 
この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 
 

資料－3.2 
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研究計画書等の資料及び自己評価書の様式 

 
１．研究計画書の様式 
 

特定萌芽的研究編

研究項目名

担当者氏名

研究期間

当初 当初 研究体制

変更 変更 予算計画

公表用 公表用 中期計画の研究テーマとの関係

内部用 内部用 研究目標

研究内容

関連する研究のこれまでの経緯と
この研究の将来的な発展の可能性

備考

2010年度以降の研究内容 備考

年度毎の予算計画備考

研究体制

2011年度以降の計画

実施状況

年度毎の研究内容

2011年度以降の計画

備考

関連する研究のこれまでの経緯と
この研究の将来的な発展の可能性

予算計画 予算計画

研究内容

研究体制 研究体制

2011年度の新規研究実施項目

研究実施項目名 研究実施項目名

テーマリーダー 担当研究者 担当研究者

研究目標

研究期間 研究期間

2011年度のサブテーマ目標

研究計画書の様式

研究テーマ編 研究実施項目編 特別研究編

2010年度までの研究の成果

研究分野名 研究実施項目番号 研究実施項目番号

研究テーマ名

2010年度終了研究実施項目

研究テーマとの関係 研究テーマとの関係

研究内容

特別研究の要件
注）本研究計画書は2010年度の研究計画書である。

2010年度までの成果公表

2010年度までの成果活用 実施状況

研究内容

 
 
 
 
 

資料－3.3 
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２．研究計画自己評価書（事前評価）の様式 
 

研究分野名 研究実施項目番号 研究項目名

研究テーマ名 研究実施項目名 自己評価者

テーマリーダー 自己評価者

ある・ややある・あまりない・ない

適切･やや適切･やや不適切･不適切 ある・ややある・あまりない・ない 　コメント欄

　コメント欄 　コメント欄 大きい･ややき大きい･やや小さい･小さい

適切･やや適切･やや不適切･不適切 ある・ややある・あまりない・ない 　コメント欄

　コメント欄 　コメント欄 ある・ややある・あまりない・ない

適切･やや適切･やや不適切･不適切 ある・ややある・あまりない・ない 　コメント欄

　コメント欄 　コメント欄 十分･やや十分･やや不十分・不十分

適切･やや適切･やや不適切･不適切 ある・ややある・あまりない・ない 　コメント欄

　コメント欄 　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適切 ある・ややある・あまりない・ない 適切･やや適切･やや不適切･不適切

　コメント欄 　コメント欄 　コメント欄

十分･やや十分･やや不十分・不十分

適切･やや適切･やや不適切･不適切 高い･やや高い･やや低い･低い 　コメント欄

　コメント欄 　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適切 高い･やや高い･やや低い･低い

　コメント欄 　コメント欄

高い･やや高い･やや低い･低い

　コメント欄

十分･やや十分･やや不十分・不十分

　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適切

　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適切

　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適切

　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適切

　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適切

　コメント欄

研究資源(研究者)

研究資源（予算･施
設)

3．研究実施体制

関連研究機関との連
携

研究手順･手法

年度毎の研究計画

研究資源
研究内容の学術的

水準

研究内容の実現可
能性

関連研究動向調査

2011年度における研
究実施項目

研究成果の波及効
果

研究方法の妥当性

2．研究体制の妥当性 2．実施しようとする研究内容 周辺研究事情の把
握の度合い

研究連携 研究内容の明確性

将来性・波及効果の
大きさ

サブテーマ目標 科学技術上の意義

ノウハウの蓄積の度
合い

研究内容
本研究所が行う必要

性

研究意欲の高さ

研究実施項目の構成
研究ポテンシャルの

向上 2．計画の妥当性等

研究計画自己評価書（事前評価）の様式

研究テーマ編 研究実施項目編、特別研究編 特定萌芽的研究編

1．研究の将来性等

1．研究計画の妥当性 1．研究の必要性
独創性・先進性

研究目標
社会的意義(研究
テーマへの貢献）
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３．中間評価自己評価書の様式 
４．研究終了報告書の様式 
 

特定萌芽的研究編

研究実施項目
番号

研究実施項目名

研究実施項目名 担当者

自己評価者 研究期間

当初 研究体制

達成・やや達成・やや不十分・不十分 変更 使用予算

　コメント欄 公表用 中期計画の研究テーマとの関係

高い・やや高い・やや低い・低い 内部用 研究目標

　コメント欄 研究内容

当初 研究成果

少ない･やや少ない･やや多い･多い 変更
研究の将来的な発展の可能性と今後の

研究の取り組み方針

　コメント欄 備考

少ない･やや少ない･やや多い･多い

　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適切

　コメント欄

成果の活用

研究の将来的な発展の可能性と今後の
研究の取り組み方針

備考

研究遂行上の問題
点に伴う修正の必

要性

研究内容

年度ごとの研究内容

上記必要性に対す
る対応

研究成果
(アウトプット）

成果の公表

2．研究計画の修正の必要性

研究テーマとの関係
研究を取り巻く内外
の環境の変化に伴
う計画修正の必要

性 研究目標

研究実施項目番号

研究実施項目名

担当研究者

1．研究の進捗状況

研究期間

当初計画で期待さ
れた成果

研究体制

研究内容の実現可
能性

予算計画

中間評価自己評価書の様式 研究終了報告書の様式

研究実施項目編及び特別研究編 研究実施項目編及び特別研究編
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５．研究成果自己評価書（事後評価）の様式 
 

研究分野名 研究実施項目番号 特定萌芽的研究名

研究テーマ名 研究実施項目名 自己評価者

テーマリーダー 自己評価者

高い･やや高い･やや低い･低い 高い･やや高い･やや低い･低い

高い･やや高い･やや低い･低い 　コメント欄 　コメント欄

　コメント欄 高い･やや高い･やや低い･低い

適切･やや適切･やや不適切･不適切 　コメント欄
研究計画上の問題点とその
対応状況，今後の改善策

　コメント欄

　コメント欄 高い･やや高い･やや低い･低い その他 　コメント欄

高い･やや高い･やや低い･低い 　コメント欄

　コメント欄 高い･やや高い･やや低い･低い 学術上の将来性 　コメント欄

　コメント欄 実用上の将来性 　コメント欄

高い･やや高い･やや低い･低い 研究のポテンシャルの向上 　コメント欄

　コメント欄 その他 　コメント欄

ある・ややある・あまりない・ない（自
己評価の場合は評価しない）

　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適
切（自己評価の場合は評価しない）

　コメント欄

適切･やや適切･やや不適切･不適
切（自己評価の場合は評価しない）

　コメント欄

備考

2．研究の問題点の把握

成果のレベル研究目標の達成度

学術上の成果のレベル

研究成果の妥当性

3．研究の将来性

成果の活用

研究管理　問題点の
有無

問題点とその対応把
握

研究成果自己評価書（事後評価）の様式

研究テーマ編 研究実施項目編及び特別研究編 特定萌芽的研究編

1．研究成果の自己評価

問題点に対する今後
の改善策の把握

目標の達成度

成果の活用のレベル

成果の公表

研究ポテンシャルの向上

実用上の成果のレベル
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【平成２２年度研究評価の概要と評価結果】 

 

平成２２年度 第１回 内部評価委員会の研究評価結果 

 

１．平成 22 年度第 1 回内部評価委員会の概要 

 

平成22年度第1回内部評価委員会においては、港湾空港技術研究所理事長をはじめとする研究所役職員

で構成する委員により、21年度に終了した研究実施項目（特別研究を含む。）を含む研究テーマの事後評

価、22年度の特定萌芽的研究（追加分）の採用候補の選定などを行うものである。 

なお、研究テーマの事後評価に当たっては、終了した研究実施項目に注目して評価を実施するため、

21 年度に終了した研究実施項目が無い研究テーマである「１エ 海上流出油対策等､沿岸域の人為的災

害への対応に関する研究テーマ」「３ウ 水中工事等の無人化に関する研究テーマ」については、評価を

実施しないこととした。 

事後評価は、21年度に終了する研究実施項目を有する研究テーマ（計９テーマ）を対象に研究成果の妥

当性について評価した。 

 

資料－3.4 
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２．内部評価委員会の結果 

 

２．１ テーマ内評価会の開催状況 

内部評価委員会に先立ち、研究テーマ毎にテーマ内評価会を開催し、主に各研究テーマに属する研究

実施項目（特別研究を含む。）について平成21年度の研究成果について報告、とりまとめを実施した。 

表－１ テーマ内評価会の開催状況 

研究分野 研究テーマ 分類番号 開催日時

大規模地震防災に関する研究テーマ １ア ４月２３日 13:30～15:00

津波防災に関する研究テーマ １イ ４月1５日　13:00～15:30

高潮・高波防災に関する研究テーマ １ウ ４月１３日　13:20～15:30

海上流出油対策等､沿岸域の人為的災害への対応に関する研究テーマ １エ ４月２０日　10:00～12:00

閉鎖性海域の水質・底質の改善に関する研究テーマ ２ア ４月２６日　13:15～14:55

沿岸生態系の保全・回復に関する研究テーマ ２イ ４月１５日　10:00～12:00

広域的・長期的な海浜変形に関する研究テーマ ２ウ ４月７日　13:10～14:30

港湾空港施設の高度化に関する研究テーマ ３ア ４月２３日　15:50～17：00

ライフサイクルマネジメントに関する研究テーマ ３イ ４月１６日　13:00～15:00

水中工事等の無人化に関する研究テーマ ３ウ ４月２０日　13：00～15：00

海洋空間高度利用技術、環境対応型技術等に関する研究テーマ ３エ ４月６日　15:30～16:45

１　安心して暮らせる国土の形成に
　　資する研究分野

２　快適な国土の形成に資する
　　研究分野

３　活力ある社会･経済の実現に
　　資する研究分野

 
２．２ 内部評価委員会の開催状況 

① 開催日時 

平成 22年 5月 18日 9:45～17:00 

平成 22年 5月 19日 9:45～16:00  

② 評価対象 

  研究テーマ（全11テーマのうち９テーマ）   

研究実施項目（平成21年度終了 14件） 

特別研究（平成21年度終了１件） 

特定萌芽的研究（平成21年度追加分応募数８件） 

③ 出席者 

委員長 金澤理事長 

委 員 永井理事､高橋研究主監、中村研究主監､北詰研究主監、石井統括研究官､ 

内藤企画管理部長､栗山海洋･水工部長､菊池地盤・構造部長､ 

白石施工･制御技術部長、古市特別研究官、菅野特別研究官 

オブザーバー 小宮山監事 

事務局 宮井研究計画官､坂井企画課長､遠藤企画係長 
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２．３ 研究テーマ別評価結果 
それぞれの研究テーマリーダーより、平成 21 年度の研究成果について説明し、その後 21 年度で終了

した研究実施項目（特別研究１件を含む）について、担当研究責任者より説明が行われ、委員会メンバ

ーによる評価が行われた。 

評価対象である９テーマの評価結果は、総合評価では、８テーマについて「高い」とされ、１テーマ

については「やや高い」と判定された。「やや高い」と判定された１テーマ（３エ）については、「テー

マ全体としては進捗度にバラツキがあるものの、着実に成果を挙げている。本テーマには海洋開発に関

連する研究などの重要なサブテーマが含まれており、研究の更なる進展を期待する。」との指摘があった。 

 
表－２ 研究テーマの内部評価結果

目標の
達成度

成果の
公表

成果の
活用

１ア　大規模地震防災に関する研究テーマ 高い 適切 高い 高い
１イ　津波防災に関する研究テーマ やや高い 適切 高い 高い

１ウ　高潮・高波防災に関する研究テーマ 高い 適切 高い 高い
１エ　海上流出油対策等､沿岸域の人為的災害への対応
に関する研究テーマ
２ア　閉鎖性海域の水質・底質の改善に関する研究テーマ 高い 適切 高い 高い
２イ　沿岸生態系の保全・回復に関する研究テーマ 高い 適切 高い 高い

２ウ　広域的・長期的な海浜変形に関する研究テーマ やや高い 適切 やや高い 高い
３ア　港湾空港施設の高度化に関する研究テーマ 高い 適切 やや高い 高い
３イ　ライフサイクルマネジメントに関する研究テーマ 高い 適切 高い 高い
３ウ　水中工事等の無人化に関する研究テーマ
３エ　海洋空間高度利用技術、環境対応型技術等に関す
る研究テーマ

やや高い ほぼ適切 やや高い やや高い

研究テーマ
研究成果の妥当性

総合評価
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２．４ 特別研究の評価結果  

平成21年度に終了した特別研究は、研究テーマ２アの研究実施項目「海底境界層内での物質輸送機構の

解明」の１件である。 

評価の結果は、総合評価については「高い」と判定された。また、「海底流動実験水槽を用いた検証・追

加実験によって裏づけされた物質輸送機構のモデリングについての課題が残されているが、全体像の把握

に向かって大きく前進したと思われる。モデル構築と現場（航路埋没）への成果の活用について、今後の

発展を期待する。」との指摘があった。 

 
表－３ 特別研究の内部評価結果 

目標の達
成度

学術上の
成果のレベ

ル

実用上の
成果のレベ

ル

成果の活
用のレベル
（将来性を

含む）

研究ポテン
シャルの向

上

問題点の
有無

問題点の
把握とその

対応

問題点に
対する

改善策の
把握

2ｱ-0601
海底境界層内での物質輸
送機構の解明

やや
高い

高い 高い 高い 高い ない 適切 適切 高い

研究実施項目

研究成果 研究管理

総合評価
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２．５ 特定萌芽的研究（追加分）の評価結果 

特定萌芽研究は、将来研究所が取り組む可能性がある萌芽的研究であり、平成22年度の充当可能と見込

まれる研究費を勘案の上、特定萌芽的研究の候補を選定するものである。 

既に、昨年度末に開催された 21 年度第２回の内部評価委員会において、22 年度の特定萌芽的研究２件

（「港湾鋼構造物の劣化・変状検出のための接触型点検診断手法の開発」「犠牲陽極の新たな残存質量計測

手法の開発」を選定している。 

今回は、22年度追加分として特定萌芽的研究を所内公募し、応募があった８件の中から、内部評価委員

会で評価した結果、表－４の通り「脳活動を用いた避難行動メカニズムに関する研究」、「光学計測による

港湾構造物のマルチタイムモニタリング」、「新形式把持装置（マニュピレータ）の開発」、「水中物体識別

用超音波センサに関する基礎的検討」の４件を選定した。なお、このうち「新形式把持装置（マニュピレ

ータ）の開発」、「水中物体識別用超音波センサに関する基礎的検討」の２件については、新規の特許取得

に繋がる可能性があるとのことから、情報の扱いには配慮する特定萌芽的研究Bとして扱うこととした。 

 
表－４ 特定萌芽的研究（追加分）の内部評価結果 

  研 究 名 
得票

数 

１ 塩性植物（アイスプラント）の砂浜安定効果に関する研究 ３ 

２ 極値データを用いない極値波浪統計手法の開発 ２ 

③ 脳活動を用いた避難行動メカニズムに関する研究 ４ 

４ 浚渫粘土埋立処分時の減容化技術への化学的アプローチ手法の検討 ０ 

５ コンクリート構造物への表面”被服”工法の適用に関する研究 １ 

⑥ 光学計測による港湾構造物のマルチタイムモニタリング 11 

⑦ Ｂ新形式把持装置（マニュピレータ）の開発 ５ 

⑧ Ｂ水中物体識別用超音波センサに関する基礎的検討 10 

     ○ 印 ： 採用 
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２．６ 総括審議 

 
１）平成 21 年度の研究エフォートについて 
事務局からは、平成21年度の研究エフォートのとりまとめ結果について次の通り報告が行われた。  

① 「研究の実施」と「研究の管理・支援」の比率については、平成18年度以降ほぼ６対４の割合で

推移してきている。このうち、平成18年度から平成20年度までは「研究の管理・支援」に若干の

増加傾向が見られたが、21年度は一転して対前年比で若干減少している。 

 

② 「研究遂行の管理」に関するエフォートが全体の3割強を占め、平成18年度から平成20年度ま

では「研究遂行の管理」、「行政の支援」の割合が増加していたが、21年度は若干減少しており、「成

果の普及」についても21年度は減少している。また、事前と事後調査を比較すると、差はあまりな

くほぼ計画通りに研究の管理・支援がなされたものと思われる。 

 

③ 平成 21年度の重点研究課題のエフォートの割合は69.7％であった。平成18～20年度にかけては

重点研究課題への研究エフォートの比重が高くなってきていたが、平成21年度は平成19年度と同

程度の割合となっている。 

 

   以上 
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平成 22 年度 第 1 回外部評価委員会の概要と評価結果 

 

1． 外部評価委員会の概要 

 

独立行政法人港湾空港技術研究所（以下、研究所という）外部評価委員会は、研究所が実施する研究につ

いて、第三者による客観的及び専門的視点から評価を行うことを目的として「独立行政法人港湾空港技術研究

所外部評価委員会規程」に基づき設置している。当委員会は、各年度２回開催し、研究所が実施する研究の実

施前（事前）、実施途中（中間）、及び終了後（事後）の三段階について総合的に評価するとともに、特定の研究

項目については個別に評価を実施している。 

当委員会の委員は研究所が行う研究分野に係る外部の専門家であり、以下のメンバーで構成されている。 

 

委員長  酒匂 敏次    東海大学名誉教授 

委員    加藤 直三    大阪大学大学院工学研究科教授 

委員    日下部 治    東京工業大学大学院理工学研究科教授 

委員    坂井 利充    東京空港冷暖房（株）副社長 

委員   佐藤 慎司    東京大学大学院工学系研究科教授 

委員    野田 節男    （株）シーラム 顧問 

 

※委員長以外は五十音順、敬称略、平成22年6月10日現在 
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２．研究体系及び評価方法について 

 

（１）研究テーマとテーマリーダーの配置 

研究所では、第 2 期中期目標に掲げられた３つの「研究分野」に、各々３～４の「研究テーマ」（計 11 テーマ）を

設定し「テーマリーダー」を配置している（表－１）。 

各研究テーマ毎に研究責任者として各テーマリーダーのリーダーシップの下で円滑な研究の推進と研究成果

のとりまとめを実施している。 

 

表－１  第 2 期中期計画の研究体系と平成 21 年度のテーマリーダー 

研究分野 研究テーマ
分類
番号

大規模地震防災に関する研究テーマ １ア

津波防災に関する研究テーマ １イ

高潮・高波防災に関する研究テーマ １ウ

海上流出油対策等､沿岸域の人為的災害への対応に関する研究テーマ １エ

閉鎖性海域の水質・底質の改善に関する研究テーマ ２ア

沿岸生態系の保全・回復に関する研究テーマ ２イ

広域的・長期的な海浜変形に関する研究テーマ ２ウ

港湾空港施設の高度化に関する研究テーマ ３ア

ライフサイクルマネジメントに関する研究テーマ ３イ

水中工事等の無人化に関する研究テーマ ３ウ

海洋空間高度利用技術、環境対応型技術等に関する研究テーマ ３エ

テーマリーダー

地盤・構造部長

高橋研究主監

海洋・水工部長

施工・制御技術部長

１ 安心して暮ら
せる国土の形成
に資する研究分
野

２ 快適な国土の
形成に資する研
究分野

中村研究主監

中村研究主監

中村研究主監

３　活力ある社会･
経済の実現に資
する研究分野

北詰研究主監

施工・制御技術部長

海洋・水工部長

地盤・構造部長

 

 

（２） 3 層 3 段階の評価方式研究テーマごとの評価方式の採用 

研究評価は、3 層（テーマ内評価会、内部評価委員会、外部評価委員会）3 段階（事前、中間、事後）の評価方

式によって実施している。３層の研究評価は以下のように位置づけられている。 

① テーマ内評価会 

研究テーマを構成する研究実施項目の個別具体の研究の進め方などについて、当該テーマを担当する研

究者らが自ら討議を行い、事前、中間、事後の評価を行う。 

② 内部評価委員会 

研究テーマに対する研究目標の立て方、実施する研究内容、研究実施項目の構成など、研究所の取り組み

などについて、テーマ内評価会での討議結果を踏まえ、外部の理解を得る上で修正すべき事項を明らかに

する観点から研究所幹部が研究テーマ毎に事前、中間、事後の評価を行う。 

③ 外部評価委員会 

研究所の取り組みに関し、客観的及び専門的視点から研究テーマに対する研究目標の立て方、実施する研

究内容、研究実施項目の構成などについて事前、中間、事後の評価を行う。 
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（３）テーマ内評価会及び内部評価委員会の開催経緯 

 

（３）－１ テーマ内評価会の開催状況 

テーマ内評価会については、表－２に示す通り開催した。 

 

表－２  テーマ内評価会の開催状況 

研究分野 研究テーマ
分類
番号

開催日時

大規模地震防災に関する研究テーマ １ア 平成22年4月23日　13:30～15:00

津波防災に関する研究テーマ １イ 平成22年4月15日　13:00～15:30

高潮・高波防災に関する研究テーマ １ウ 平成22年4月13日　13:20～15:30

海上流出油対策等､沿岸域の人為的災害への対応
に関する研究テーマ

１エ 平成22年4月20日　10:00～12:00

閉鎖性海域の水質・底質の改善に関する研究テーマ ２ア 平成22年4月26日　13:15～14:55

沿岸生態系の保全・回復に関する研究テーマ ２イ 平成22年4月15日　10:00～12:00

広域的・長期的な海浜変形に関する研究テーマ ２ウ 平成22年4月 7日　13:10～14:30

港湾空港施設の高度化に関する研究テーマ ３ア 平成22年4月23日　15:50～17:00

ライフサイクルマネジメントに関する研究テーマ ３イ 平成22年4月16日　13:00～15:00

水中工事等の無人化に関する研究テーマ ３ウ 平成22年4月20日　13:00～15:00

海洋空間高度利用技術、環境対応型技術等に関す
る研究テーマ

３エ 平成22年4月 6日　15:30～16:45

１ 安 心 して 暮ら
せ る国 土の 形成
に 資す る研 究分
野

２ 快適な国土の
形成に資 する研
究分野

３ 活力ある社会･
経済の実現に資
する研究分野

 

 

（３)－２ 内部評価委員会の開催状況 

内部評価委員会については、以下に示す通り開催した。 

 

① 開催日時 

平成 22 年 5 月 18 日 10:00～17:00 

平成 22 年 5 月 19 日 10:00～17:00 

② 評価対象研究 

研究テーマ １ア、１イ、１ウ、２ア、２イ、２ウ、３ア、３イ、３エ 

（今回１エ、３ウは平成 21 年度終了研究実施項目が無いため評価対象としていない。） 

研究実施項目（平成 21 年度終了 14 件） 

特別研究（平成 21 年度終了１件、ただし研究実施項目 14 件の内数） 

特定萌芽的研究（平成 22 年度追加分８件） 

③ 出席者 

理事長、理事、監事（２名）、研究主監（３名）、統括研究官、特別研究官（２名）、部長（４名） 
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３． 平成22度第１回外部評価委員会 

 

平成22年度の第1回外部評価委員会を平成22年6月10日（水）に研究所会議室において開催し、別添資料の

「平成21年度研究実施項目一覧」に示すように、平成21年度の研究テーマ（計11テーマ）、平成21年度終了研究

実施項目（14件、うち特別研究１件）及び平成22年度特定萌芽的研究（追加分）の評価を行った。さらに、21年度

のエフォート調査、評価全般についての総括審議を行った。 

 

（１） 研究テーマ別の外部評価結果（総括） 

各テーマリーダーより研究目標、平成 21 年度終了研究実施項目について説明を行い、委員による質疑の後、

研究テーマ毎に評価が行われた。研究テーマ別の外部評価結果を表－３に示す。 

表－３ 研究テーマ別の外部評価結果

目標の
達成度

成果の
公表

成果の
活用

大規模地震防災に関する研究テーマ １ア 高い 適切 高い 高い

津波防災に関する研究テーマ １イ 高い
ほぼ
適切

高い 高い

高潮・高波防災に関する研究テーマ １ウ 高い 適切 高い 高い

海上流出油対策等､沿岸域の人為的災害
への対応に関する研究テーマ

１エ

閉鎖性海域の水質・底質の改善に関する
研究テーマ

２ア 高い 適切 高い 高い

沿岸生態系の保全・回復に関する研究
テーマ

２イ 高い 適切 高い 高い

広域的・長期的な海浜変形に関する研究
テーマ

２ウ
やや
高い

ほぼ
適切

やや
高い

やや
高い

港湾空港施設の高度化に関する研究テー
マ

３ア 高い 適切 高い 高い

ライフサイクルマネジメントに関する研究
テーマ

３イ 高い 適切 高い 高い

水中工事等の無人化に関する研究テーマ ３ウ

海洋空間高度利用技術、環境対応型技術
等に関する研究テーマ

３エ
やや
高い

ほぼ
適切

やや
高い

やや
高い

１ 安 心 し
て暮らせる
国 土 の 形
成 に 資 す
る 研 究 分
野

２ 快適な
国 土 の 形
成に資 す
る 研 究 分
野

３ 活 力あ
る社会･経
済 の 実 現
に 資 す る
研究分野

研究分野 研究テーマ

研究成果の妥当性
総合評

価
分類番

号

 
注：研究テーマ１エ、３ウについては終了した研究実施項目がないため評価していない。 
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（２） 研究テーマ別の外部評価結果 

以下、各研究テーマの外部評価結果の詳細について示す。 

 

表－３.１   1 ア「大規模地震防災に関する研究テーマ」の外部評価結果 

評価の視点 講評

目標の達成度 ○高い 5 やや高い 0 やや低い 0 低い 0

成果の公表 ○適切 5 ほぼ適切 0 やや適切でない 0 適切でない 0

成果の活用 ○高い 5 やや高い 0 やや低い 0 低い 0

○高い 5 やや高い 0 やや低い 0 低い 0

評価項目

成
果
評
価
時
項
目

総合判定

評価結果（数字は得票数）

研究成果
の妥当性

 

表－３.２   １イ「津波防災に関する研究テーマ」の外部評価結果 

評価の視点 講評

目標の達成度 ○高い 3 やや高い 2 やや低い 0 低い 0
・人的資源の恒常的
確保が必要である。

成果の公表 適切 2
○ほぼ適

切
3

やや適切
でない

0
適切で
ない

0
・アウトリーチ努力は
高く評価する。

成果の活用 ○高い 5 やや高い 0 やや低い 0 低い 0

○高い 5 やや高い 0 やや低い 0 低い 0

評価結果（数字は得票数）

研究成果
の妥当性

総合判定

評価項目

成
果
評
価
時
項
目

 

表－３.３   １ウ「高潮・高波防災に関する研究テーマ」の外部評価結果 

評価の視点 講評

目標の達成度 ○高い 4 やや高い 1 やや低い 0 低い 0

成果の公表 ○適切 5 ほぼ適切 0
やや適切でな

い
0 適切でない 0

成果の活用 ○高い 5 やや高い 0 やや低い 0 低い 0

○高い 5 やや高い 0 やや低い 0 低い 0総合判定

評価結果（数字は得票数）

研究成果
の妥当性

評価項目

成
果
評
価
時
項
目

 

 

 

注：１エ「海上流出油対策等、沿岸域の人為的災害への対応に関する研究テーマ」については終了した研

究実施項目がないため評価していない。 
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表－３.４   ２ア「閉鎖性海域の水質・底質の改善に関する研究テーマ」の外部評価結果 

評価の視点 講評

目標の達成度 ○高い 4 やや高い 2 やや低い 0 低い 0
・成果として期待されている工法の
提案に対する成果が十分に見えな
い。

成果の公表 ○適切 6 ほぼ適切 0
やや適切
でない

0
適切で
ない

0

成果の活用 ○高い 6 やや高い 0 やや低い 0 低い 0

○高い 6 やや高い 0 やや低い 0 低い 0

成
果
評
価
時
項
目

評価結果（数字は得票数）

研究成果
の妥当性

評価項目

総合判定
 

表－３.５   ２イ「沿岸生態系の保全・回復に関する研究テーマ」の外部評価結果 

評価の視点 講評

目標の達成度 ○高い 6 やや高い 0 やや低い 0 低い 0

成果の公表 ○適切 6 ほぼ適切 0
やや適切

でない
0

適切で
ない

0

成果の活用 ○高い 6 やや高い 0 やや低い 0 低い 0

○高い 6 やや高い 0 やや低い 0 低い 0
・地盤環境設計技術の開発は高く評価
できる。適用事例の例示が望まれる。
・地盤工学とのリンクを高く評価する。

総合判定

評価項目

成
果
評
価
時
項
目

評価結果（数字は得票数）

研究成果
の妥当性

 
表－３.６   ２ウ「広域的･長期的な海浜変形に関する研究テーマ」の外部評価結果 

評価の視点 講評

目標の達成度 高い 0
○やや
高い

6 やや低い 0 低い 0

成果の公表 適切 3
○ほぼ
適切

3
やや適切

でない
0

適切で
ない

0

成果の活用 高い 3
○やや
高い

3 やや低い 0 低い 0

・電気代などトータルコスト検討も
進めてほしい。
・「有孔管」実用化に向けた更な
る組織的支援を望む。

高い 2
○やや
高い

4 やや低い 0 低い 0
・広域的、長期的な変形への局
所的、短期的モデル開発の位置
付けを明確にされたい。

総合判定

評価結果（数字は得票数）

研究成果
の妥当性

評価項目

成
果
評
価
時
項
目
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表－３.７  ３ア「港湾・空港施設の高度化に関する研究テーマ」の外部評価結果 

評価の視点 講評

目標の達成度 ○高い 5 やや高い 0 やや低い 0 低い 0

成果の公表 ○適切 5 ほぼ適切 0 やや適切でない 0 適切でない 0

成果の活用 ○高い 4 やや高い 1 やや低い 0 低い 0

○高い 5 やや高い 0 やや低い 0 低い 0

評価項目

成
果
評
価
時
項
目

総合判定

評価結果（数字は得票数）

研究成果
の妥当性

 
表－３.８  ３イ「ライフサイクルマネジメントに関する研究テーマ」の外部評価結果 

評価の視点 講評

目標の達成度 ○高い 3
やや
高い

2
やや
低い

0 低い 0

成果の公表 ○適切 3
ほぼ
適切

2
やや

適切で
ない

0
適切で
ない

0
・ビークルに関する成果の公表
には更に努力が必要である。

成果の活用 ○高い 3
やや
高い

2
やや
低い

0 低い 0

○高い 3
やや
高い

2
やや
低い

0 低い 0
・研究実施項目毎の成果にバラ
ツキが見られる。

評価項目

成
果
評
価
時
項
目

総合判定

評価結果（数字は得票数）

研究成果
の妥当性

 

 

注：３ウ「水中工事等の無人化に関する研究テーマ」については終了した研究実施項目がないため評価してい

ない。 

 

 

表－３.９  ３エ｢海洋空間高度利用技術、環境対応型技術等に関する研究テーマ｣の 

外部評価結果 

評価の視点 講評

目標の達成度 高い 0
○やや
高い

5 やや低い 0 低い 0

成果の公表 適切 0
○ほぼ
適切

5
やや適切

でない
0

適切で
ない

0

成果の活用 高い 0
○やや
高い

5 やや低い 0 低い 0

高い 0
○やや
高い

5 やや低い 0 低い 0
・大水深海域については
低い。

評価項目

成
果
評
価
時
項
目

総合判定

評価結果（数字は得票数）

研究成果
の妥当性
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  （３） 特別研究の外部評価結果 

平成 21 年度終了の特別研究は、「海底境界層内での物質輸送機構の解明」の１件であり、研究責任者による

研究目標、成果と管理の説明後、外部評価委員による質疑及び評価を実施した。外部評価委員による評価結果

と講評は表－４の通りである。 

 

表－４  「海底境界層内での物質輸送機構の解明」の外部評価結果 

評価項目 評価の視点

研究成果の達成度 高い 1 ○やや高い 5 やや低い 0 低い 0

学術上の成果のレベル ○高い 5 やや高い 1 やや低い 0 低い 0

実用上の成果のレベルと将来性 ○高い 4 やや高い 2 やや低い 0 低い 0

研究ポテンシャルの向上 ○高い 6 やや高い 0 やや低い 0 低い 0

問題点の有無 ○ない 5 あまりない 1 ややある 0 ある 0

問題点の把握とその対応 ○適切 6 ほぼ適切 0 やや不適切 0 不適切 0

総合評価 ○高い 5 やや高い 1 やや低い 0 低い 0

講　評

研 究 成 果

研究管理

・難しいテーマで今後引き続き研究の推進が必要になると思う。
・現場の計測技術開発と水槽実験で検証を行っており、またそれらをもとにモデル構築へつなげ理想的な科学手法をとっ
ていると評価できる。
・多様な室内、現場における観測により、機構解明に大きく貢献している。
・研究目的のひとつである「水質影響」の部分がどの程度解明できたのかが不明瞭である。「底泥の挙動」については、現
地調査・室内試験のどちらにおいても格段の進歩が認められる。

評価結果（数字は得票数）
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（４） 特定萌芽的研究（追加分）の外部評価結果 

前回の平成 21 年度第２回の外部評価委員会においては、平成 22 年度特定萌芽的研究として「港湾鋼構造物

の劣化・変状検出のための接触型点検診断手法の開発」、「犠牲陽極の新たな残存質量計測手法の開発」の２件

を選定した。 

今回、平成 22 年度特定萌芽的研究の追加分として所内公募したところ８件の応募があった。それら８件につい

て平成 22 年度第１回内部評価委員会において検討を行った結果、「脳活動を用いた避難行動メカニズムに関す

る研究」、「光学計測による港湾構造物のマルチタイムモニタリング」、「新形式把持装置（マニュピレータ）の開発」、

「水中物体識別用超音波センサに関する基礎的検討」の４件を平成 22 年度の特定萌芽的研究（追加分）として選

定した。 

今回の外部委員会では、これら４件について、研究責任者から説明を行い、外部評価委員から表－５のとおり

コメントをいただいた。 

 

表－５ 特定萌芽的研究（追加分）外部評価結果 

  研 究 名 コメント 

1 

脳活動を用い

た避難行動メカ

ニズムに関する

研究 

・個人、グループ、定住者、観光客等被験者の属性による違いが想定され、充分な事前

検討が必要である。 

・個人体験を共有化できる仕組みを構築するのに資する方向を探ってほしい。 

・共同研究を想定しているが、津波体験者等多様な属性の被験者をカバーする必要が

あろう。 

・避難行動を起こさせる情報提供について、有効な情報提示の可能性がある。 

・責任者の他研究課題への注力も不可欠であり、研究協力を有効に活用してほしい。 

2 

光学計測によ

る港湾構造物

のマルチタイム

モニタリング 

・着眼点は面白い。データをどう整理して実用化に結びつけるかが大きな課題だが、当

面ＦＳとして実施の価値があるだろう。 

・対象全体の挙動把握と局所的精度が必要な箇所の計測との整合性が課題となる。 

・基礎研究として研究成果を期待する。共同研究を想定しているようだが、実構造物に適

用する際の視野の範囲、位置、モニタリング期間、計測精度レベルも頭に入れて研究を

進めてほしい。 

・新たなモニタリングシステムの要素技術研究として萌芽的研究にふさわしい。 

・若手の共同研究で互いに良い影響を受けることを期待する。 

3 

新形式把持装

置（マニュピレ

ータ）の開発 

・把持物体から離す場合を考慮する必要がある。 

・萌芽的研究というより、既往研究、発展的研究に近い。 

・網チェーンのようなこれまでのポテンシャルがあるので成果を期待する。 

4 

水中物体識別

用超音波セン

サに関する基

礎的検討 

・おもしろい発想であり、今後の進展に期待が持てる。 

・港湾関係で応用範囲が広く、実用化を期待している。 
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（５） 総括審議 

総括審議においては、平成21年度のエフォート調査結果と研究評価全般に関する審議が行われた。外部評価

委員による指摘事項とその対応（概要）については、表－６の通りである。 

 

表－６  外部評価委員による指摘事項とその対応 

指  摘  事  項 対 応 

・人事異動により充分な体制が確保できない

ために当初の研究目標に対して十分な研究成

果が得られない場合、どのように評価するの

か。 
 
・研究テーマ３アの成果公表において、報告

書や論文、特許の具体的な成果がない研究実

施項目があるが、どういう状況なのか。 
 
 
・研究テーマ３エは、ロードマップを見ると

各研究実施項目の成果が研究実施項目３エ－

0802 に集約されるようになっているが、既に

前倒しで平成 21 年度に終了している。ロー

ドマップの修正が必要ではないか。 
 
・エフォートの分析において、論文の執筆は

どの項目にあたるのか明確にされたい。また、

研究遂行の管理と研究のための環境創出の差

をわかりやすくしてほしい。 
 

・今後の評価において評価項目に反映できるよう

検討する。 

 

 

 

・人事異動等により、成果公表が十分になされて

いない項目もある。これらの項目の成果について

は、他の研究実施項目の実施に活用したり、今

後の公表を検討したい。 

 

・ロードマップの見直しを検討する。 

 

 

 

 

 

・エフォートの事前、事後調査において調査項目

及びその定義を再検討する。 

 

以上 



63 
 

２０１０年度(平成22年度)第２回内部評価委員会の経緯

１．２０１０年度（平成22年度）第２回内部評価委員会の概要
2010年度第２回の内部評価委員会においては、港湾空港技術研究所理事長をはじめとする研究所

役職員で構成する委員により、2011年度実施予定の研究について事前・中間評価を行うものであ
る。評価は、研究テーマ（事前評価９テーマ）、重点研究課題、特別研究（中間評価１件）、特定
萌芽的研究について行われた。

２．内部評価委員会の結果
２．１　テーマ内評価会の開催状況

　内部評価委員会に先立ち、研究テーマ毎にテーマ内評価会を開催し、主に各研究テーマに属する
研究実施項目（特別研究を含む。）について2011年度の研究計画について報告、とりまとめを実施
した。

　表－１　テーマ内評価会の開催状況

２．２　内部評価委員会の開催状況
①　開催日時
　2011年2月16日 9:45～16:30
　2011年2月17日 10:30～18:00 
②       評価対象
　研究テーマ（全９テーマ）
　研究実施項目（事前評価１８件、中間評価５件）
　特別研究（中間評価１件、継続４件）
　重点研究課題（2011年度）
　特定萌芽的研究（2011年度応募数３件）
③　出席者
　委員長　金澤理事長
　委　員　藤田理事、高橋研究主監、永井研究主監、中村研究主監、北詰研究主監、
　　石井統括研究官、内藤企画管理部長、栗山海洋･水工部長、菊池地盤・構造部長、
　　白石施工・制御技術部長、戸田特別研究官、古市特別研究官、菅野特別研究官
　オブザーバー　小宮山監事
　事務局　宮井研究計画官、坂井企画課長、遠藤企画係長、寺本係員

開催日時

１Ａ 地震災害の防止、軽減に関する研究 2010年12月3日　10:00～12:00

１Ｂ 津波災害の防止、軽減に関する研究 2010年12月8日　10:00～12:45

１Ｃ 高波・高潮災害の防止、軽減に関する研究 2010年12月13日　13:00～15:00

２Ａ 海域環境の保全、回復に関する研究 2010年12月20日　13:15～16:30

２Ｂ 海上流出油・漂流物対策に関する研究 2010年12月22日　11:00～12:00

２Ｃ 安定的で美しい海岸の保全、形成に関する研究 2010年12月9日　13:00～14:00

３Ａ 港湾・空港施設等の高度化に関する研究 2010年12月3日　13:30～15:00

３Ｂ 港湾・空港施設等の戦略的維持管理に関する研究 2010年12月6日　13:30～15:30

３Ｃ 海洋空間・海洋エネルギーの有効利用に関する研究 2010年12月9日　9:30～11:30

安全・安心な
社会を形成す
るための研究

研究テーマ

沿岸域の良好
な環境を保
全、形成する
ための研究

活力ある経済
社会を形成す
るための研究

研究分野

３

１

２
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２．３　研究テーマ別の評価結果

それぞれの研究テーマリーダーより、2011～2015年度の研究計画について説明し、その後、事前
評価、中間評価の研究実施項目（特別研究１件を含む）について、担当研究責任者より説明が行わ
れ、委員会メンバーによる評価が行われた。

評価対象である９テーマの評価結果は、総合評価では、７テーマについて「計画通り推進」とさ
れ、２Ｃ、３Ｃの２テーマについては「軽微な変更が必要」と判定された。

個別項目の指摘として、２Ｂは研究テーマ名「海上流出油・漂流物対策に関する研究」を踏まえ
て、サブテーマ名「海上浮遊ゴミ対策等に関する研究」を再検討する必要がある」、２Ｃは「海浜
の維持管理手法の開発をサブテーマに掲げる必要がある。地球温暖化の影響についても十分考慮し
てほしい」、３Ｂは「現中期計画の成果を踏まえた新中期計画の目標設定がわかる説明を行う必要
がある」、３Ｃは「再生可能エネルギーの研究対象を拡げること。研究期間と研究目標を適切に設
定すること」との指摘があった。

表－２　研究テーマ別の評価結果

 

研究目標
サブテーマ
研究目標

研究内容 研究実施項目の構成
２０１１年度における

研究実施項目

研究連携への取り組
みの妥当性

（他機関の研究との
重複の有無を含む）

研究資源の確保への
取り組みの妥当性

１A
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ、ｱｳﾄｶﾑとも

に修正なし
修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 計画通り推進

１B
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ、ｱｳﾄｶﾑとも

に修正なし
修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 計画通り推進

１C
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ、ｱｳﾄｶﾑとも

に修正なし
修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 計画通り推進

２A
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ、ｱｳﾄｶﾑとも

に修正なし
修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 計画通り推進

２B
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ、ｱｳﾄｶﾑとも

に修正なし
表現の修正必要 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 計画通り推進

２C
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ、ｱｳﾄｶﾑとも

に修正なし
表現の修正必要 表現の修正必要 表現の修正必要 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし

軽微な見直しが
必要

３A
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ、ｱｳﾄｶﾑとも

に修正なし
修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 計画通り推進

３B
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ、ｱｳﾄｶﾑに表

現の修正必要
修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 計画通り推進

３C
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ、ｱｳﾄｶﾑに表

現の修正必要
表現の修正必要 表現の修正必要 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし

軽微な見直しが
必要

研究
テーマ

研究計画の妥当性 研究体制の妥当性

総合判定
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２．４　重点研究課題の選定

　2011年度の重点研究課題として、社会的な貢献を果たすために国との役割分担を明確にしつつ港湾、空
港、海岸施設に関する独立行政法人が真に担うべき重点的研究として３研究分野、９研究テーマの中から社
会･行政ニーズや重要性や緊急性等の優先度等を踏まえ、表－３のとおり７重点研究課題を設定することと
した。

表－３ 　2011年度の重点研究課題（案）

番号 重点研究課題名 研究の内容

1 大規模地震・津波から地域社会を守る研究

・強震動予測手法の精度向上（１Ａ②）
・地震災害軽減のための地盤と構造物の挙動予測と対策技術の開発（１Ａ③）
・地震・津波複合災害に関する研究（１Ｂ①）
・津波災害シナリオ作成と活用に関する研究（１Ｂ③）

2
気候変動等による高潮・高波・地形変形等の予

測と対策に関する研究

・沖合波浪観測網と高精度気象・波浪推算モデルを活用した沿岸海象のモニタリング（１Ｃ①）
・高潮・高波による沿岸部の被災防止のための外郭施設の設計技術の高度化（１Ｃ②）
・地球温暖化が沿岸部にもたらすリスク予測と対策（１Ｃ③）
・沿岸の地形変形に関する数理モデル解析（２Ｃ②）
・地球温暖化を考慮した効果的な海浜維持管理手法の開発（２Ｃ③）

3
沿岸生態系の保全・回復とＣＯ2吸収、および閉

鎖性海域の環境改善に関する研究

・沿岸域が有する地球温暖化緩和機能の評価に関する研究（２Ａ①）
・生物多様性を実現する干潟・浅場の修復技術に関する研究（２Ａ②）
・閉鎖性海域の水環境改善技術に関する研究（２Ａ③）
・海底境界層における物理・化学過程の解明と堆積物管理に関する研究（２Ａ⑤）

4 沿岸域の流出油対策技術に関する研究 ・海上流出油対策に関する研究（２Ｂ①）

5
国際競争力強化のための港湾・空港施設の機

能向上に関する研究

・港湾・空港施設の性能照査技術の開発および改良（３Ａ①）
・港湾・空港施設の機能向上に関する技術開発（３Ａ②）
・物流改革の推進に関する研究（３Ａ③）

6
港湾・空港施設等の戦略的維持管理に関する

研究

・材料の劣化および性能低下予測に関する研究（３Ｂ①）
・構造物の性能照査技術の開発および改良に関する研究（３Ｂ②）
・構造物のライフサイクルマネジメントのための点検診断手法に関する研究（３Ｂ③）

7
海洋空間・海洋エネルギーの有効利用に関す

る研究

・海洋空間の有効利用に関する研究（３Ｃ①）
・海洋エネルギーの有効利用に関する研究（３Ｃ②）
・海洋における調査・施工のための新技術開発（３Ｃ③）
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２．５　特別研究の評価結果

特別研究の評価は、研究所内で研究費の重点配分がなされることから、特別研究として採用する
か否かの判定を行う。

今回は新たに研究テーマを設定する前年度であり、特別研究の審議については、2011年度に継続
実施する「遠心力場における水・地盤・構造物の相互作用実験技術の構築」、「港湾の津波災害･復
旧における津波複合被害想定技術の開発」、「気候変動適応策の検討を目的とした波浪・潮位の極
値の解析」、「矢板式および重力式係船岸等へのＬＣＭの展開」の４件及び中間評価を実施する
「沿岸生態系によるＣＯ2吸収量の定量化とその強化に関する調査及び実験」の１件を対象とした。

審議の結果、継続実施の４件及び中間評価の１件はともに緊急性・重要性があり、特別研究とし
て引き続き推進することとなった。また「沿岸生態系によるＣＯ2吸収量の定量化とその強化に関す
る調査及び実験」は中間評価の結果、総合判定においては「計画通り推進」という判定となった。

　表－４　特別研究の中間評価結果

２．６　特定萌芽的研究の評価結果

特定萌芽研究は、将来研究所が取り組む可能性がある萌芽的研究であり、2011年度の充当可能と
見込まれる研究費を勘案の上、特定萌芽的研究の候補を選定するものである。

　評価の結果、「海洋開発・離島等での施工に向けた水中音響レンズの検討」の１件を選定した。

表－５　特定萌芽的研究の評価結果

○印　：　採用予定

以　上

社会的意
義

科学技術
上の意義

本研究所
が行う必
要性

研究ポテ
ンシャルの

向上

研究成果
の波及効

果

研究内容
の明確性

研究内容
の学術的

水準

研究内容
の実現可

能性

関連研究
動向調査

関連研究
機関との
連携

研究手順・
手法

年度毎の
研究計画

研究資源
（研究者）

研究資源
（予算・
施設）

2A-0901
沿岸生態系によるＣＯ２吸収
量の定量化とその強化に関す

る調査および実験

ある ある ある ある ある 明確 高い 高い 十分 適切 適切 適切 適切 適切
計画通り
推進

総合
判定

特別研究
研究実施項目名

研究の必要性 実施しようとする研究内容 研究実施体制

番号 研究項目名 得票数 理由等

①
海洋開発・離島等での施
工に向けた水中音響レン
ズの検討

12

水中音響レンズの基礎的開発は完了し応用開発段階にあるが、小型軽
量化のために取り組むべき２つの視点での研究であり、特定萌芽的研究
に相応しいことから「選定」とする。なお、研究の実施に当たり、所外の研
究パートナーと知的財産権の取り扱いで問題が生じないよう、事前に十
分な調整を行うこと。

2
化学的反応を利用した新
しいタイプの地盤材料の
研究

3

浚渫土砂に添加剤を加え所定の強度を有する材料として活用することを
目的とした研究開発は、港湾等の整備現場において有用な技術である。
しかしながら、当該技術は、これまで民間企業等において研究開発が進
められ、また、一定の評価も行われていることから非選定とする。貴殿の
研究意欲を高く評価しており、既存技術の動向を調査し課題を整理した
上で、これを解決することを目的とした特定萌芽的研究の提案を次回に
期待している。

3
地震により被災した桟橋
の応急的補強工法の提案

9

震災後の桟橋の応急復旧工法を開発する優れた研究であるが、特定萌
芽的研究として短期間で研究するのではなく、復旧の目標（短期間の復
旧なのか、２～３年間の供用なのか）を明確にするとともに、構造物の変
形特性の把握、施工方法の検討、性能照査方法の確立など、構造研究
領域・地震防災研究領域など領域を越えた研究体制を構築し、３年程度
の本格的な研究として取り組むべきである。このため、特定萌芽的研究
としては非選定とする。
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２０１０年度（平成22年度）第２回外部評価委員会の概要と評価結果

1．  外部評価委員会の概要

　独立行政法人港湾空港技術研究所（以下、研究所という）外部評価委員会は、研究所が実施する研究につ
いて、第三者による客観的及び専門的視点から評価を行うことを目的として「独立行政法人港湾空港技術研
究所外部評価委員会規程」に基づき設置されている。当委員会は、各年度２回開催し、研究所が実施する研
究の実施前（事前）、実施途中（中間）、及び終了後（事後）の三段階について総合的に評価するとともに、特
定の研究項目については個別に評価を実施している。

当委員会の委員は研究所が行う研究分野に係る外部の専門家であり、以下のメンバーで構成されている。

 委員長　 酒匂 敏次　　東海大学名誉教授
 委 員  　加藤 直三　　大阪大学大学院工学研究科教授
 委 員  　日下部 治　　東京工業大学大学院理工学研究科教授
 委 員    坂井 利充　　東京空港冷暖房（株）副社長
 委 員    佐藤 慎司　　東京大学大学院工学系研究科教授
 委 員  　野田 節男　　（株）シーラム　顧問
 ※委員長以外は五十音順、敬称略、２０１１年３月２日現在

２．研究体系及び評価方法について

（１）研究テーマとテーマリーダーの配置

　研究所では、平成２３年度を初年度とする新たな中期目標（独立行政法人通則法に基づき、国土交通大臣よ
り指示）に掲げられた３つの「研究分野」に対して、それぞれ「研究テーマ」（計９テーマ）を設定するとともにし
「テーマリーダー」を表－１のとおり配置した。各研究テーマの研究責任者である各テーマリーダーのリーダー
シップの下で円滑な研究の推進と研究成果のとりまとめを実施する。

表－１　　新中期計画の研究体系と２０１１年度（平成２３年度）のテーマリーダー

（２）　3層3段階の評価方式研究テーマごとの評価方式の採用

　研究評価は、3層（テーマ内評価会、内部評価委員会、外部評価委員会）3段階（事前、中間、事後）の評価
方式によって実施している。３層の研究評価は以下のように位置づけられている。

① テーマ内評価会

研究テーマを構成する研究実施項目の個別具体の研究の進め方などについて、当該テーマを担当する研
究者らが自ら討議を行い、事前、中間、事後の評価を行う。

② 内部評価委員会

研究テーマに対する研究目標の立て方、実施する研究内容、研究実施項目の構成など、研究所の取り組
みなどについて、テーマ内評価会での討議結果を踏まえ、外部の理解を得る上で修正すべき事項を明らか
にする観点から研究所幹部が研究テーマ毎に事前、中間、事後の評価を行う。

③ 外部評価委員会

研究所の取り組みに関し、客観的及び専門的視点から研究テーマに対する研究目標の立て方、実施する
研究内容、研究実施項目の構成などについて事前、中間、事後の評価を行う。

１Ａ 地震災害の防止、軽減に関する研究
１Ｂ 津波災害の防止、軽減に関する研究
１Ｃ 高波・高潮災害の防止、軽減に関する研究
２Ａ 海域環境の保全、回復に関する研究
２Ｂ 海上流出油・漂流物対策に関する研究
２Ｃ 安定的で美しい海岸の保全、形成に関する研究
３Ａ 港湾・空港施設等の高度化に関する研究
３Ｂ 港湾・空港施設等の戦略的維持管理に関する研究
３Ｃ 海洋空間・海洋エネルギーの有効利用に関する研究

研究テーマ

沿岸域の良好な
環境を保全、形成
するための研究

活力ある経済社
会を形成するた
めの研究

研究分野

３

１

２

安全・安心な社会
を形成するため
の研究

テーマリーダー

菊池　地盤・構造部長
北詰　研究主監
永井　研究主監

菅野　特別研究官
高橋　研究主監
栗山　海洋・水工部長
中村　研究主監
白石　施工・制御技術部長
栗山　海洋・水工部長
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（３）テーマ内評価会及び内部評価委員会の開催経緯

（３）－１　テーマ内評価会の開催状況
　テーマ内評価会については、表－２に示す通り開催した。

表－２　　テーマ内評価会の開催状況

（３)－２　内部評価委員会の開催状況

　内部評価委員会については、以下に示す通り開催した。
○　開催日時
　2011年2月16日 9:45～16:30
　2011年2月17日 10:30～18:00 
○　開催場所
　研究所会議室
○　評価対象研究
　研究テーマ（全９テーマ）
　研究実施項目（事前評価１８件、中間評価５件）
　特別研究（中間評価１件、継続４件）
　重点研究課題（2011年度）
　特定萌芽的研究（2011年度応募数３件）
○　出席者
　理事長、理事、監事（２名）、研究主監（４名）、統括研究官、特別研究官（３名）、部長（４名）

開催日時

１Ａ 地震災害の防止、軽減に関する研究 2010年12月3日　10:00～12:00

１Ｂ 津波災害の防止、軽減に関する研究 2010年12月8日　10:00～12:45

１Ｃ 高波・高潮災害の防止、軽減に関する研究 2010年12月13日　13:00～15:00

２Ａ 海域環境の保全、回復に関する研究 2010年12月20日　13:15～16:30

２Ｂ 海上流出油・漂流物対策に関する研究 2010年12月22日　11:00～12:00

２Ｃ 安定的で美しい海岸の保全、形成に関する研究 2010年12月9日　13:00～14:00

３Ａ 港湾・空港施設等の高度化に関する研究 2010年12月3日　13:30～15:00

３Ｂ 港湾・空港施設等の戦略的維持管理に関する研究 2010年12月6日　13:30～15:30

３Ｃ 海洋空間・海洋エネルギーの有効利用に関する研究 2010年12月9日　9:30～11:30

安全・安心な社会
を形成するため
の研究

研究テーマ

沿岸域の良好な
環境を保全、形
成するための研
究

活力ある経済社
会を形成するた
めの研究

研究分野

３

１

２
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３．２０１０年度（平成22年度）第２回外部評価委員会

　2010年度の第2回外部評価委員会を以下のとおり開催し、2011年度の研究テーマ（計９テーマ）、事前評価
研究実施項目（18件）、中間評価研究実施項目（5件、うち特別研究１件）及び2011年度重点研究課題、2011
年度特定萌芽的研究の評価を行った。さらに、評価全般についての総括審議を行った。

○　開催日時
　2011年3月2日 10:30～17:30
○　開催場所
　研究所会議室
○　出席者
　委員（５名）、理事長、理事、監事（２名）、研究主監（４名）、統括研究官、特別研究官（３名）、部長（４
○　議事次第
　１．評価委員会の審議事項及び次期中期計画の概要
　２．研究テーマ別評価
　３．重点研究課題の選定
　４．特定萌芽的研究の評価
　５．その他

（１）　研究テーマ別の外部評価結果

　各テーマリーダーより研究目標、事前評価研究実施項目、中間評価研究実施項目について説明を行い、委
員による質疑の後、研究テーマ毎に評価が行われた。研究テーマ別の外部評価結果を表－３に示す。

表－３　研究テーマ別の外部評価結果

研究目標
サブテーマ
研究目標

研究内容 研究実施項目の構成
２０１１年度における

研究実施項目

研究連携への取り組
みの妥当性

（他機関の研究との
重複の有無を含む）

研究資源の確保への
取り組みの妥当性

１A
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ、ｱｳﾄｶﾑとも

に修正なし
修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 計画通り推進

１B
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ、ｱｳﾄｶﾑとも

に修正なし
修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 計画通り推進

１C
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ、ｱｳﾄｶﾑとも

に修正なし
修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 計画通り推進

２A
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ、ｱｳﾄｶﾑとも

に修正なし
修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 計画通り推進

２B
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ、ｱｳﾄｶﾑとも

に修正なし
修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 計画通り推進

２C
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ、ｱｳﾄｶﾑとも

に修正なし
修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 計画通り推進

３A
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ、ｱｳﾄｶﾑとも

に修正なし
修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 計画通り推進

３B
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ、ｱｳﾄｶﾑとも

に修正なし
修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 計画通り推進

３C
ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ、ｱｳﾄｶﾑとも

に修正なし
修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 修正の必要なし 計画通り推進

研究
テーマ

研究計画の妥当性 研究体制の妥当性

総合評価
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　以下、各研究テーマの外部評価結果の詳細について示す。

表－３.１　１Ａ「地震災害の防止、軽減に関する研究」の外部評価結果

表－３.２　１Ｂ「津波災害の防止、軽減に関する研究」の外部評価結果

表－３.３　１Ｃ「高波・高潮災害の防止、軽減に関する研究」の外部評価結果

評価の視点 講評

研究目標
アウトプット、アウト
カムともに修正なし

⑤
アウトプット、アウト
カムに表現の修正

必要
0

アウトプット、アウト
カムの内容に修正

必要
0

研究目標がテーマ
に即していないので

見直し必要
0

サブテーマ研究目標 修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
研究内容に修正必

要
0 見直し必要 0

1A-1501「海岸保全施設の防災性能効果の早
期発現のための対策技術開発」の研究実施項
目名はわかりにくいので検討されたい。

研究内容 修正の必要なし ④ 表現の修正必要 1
研究内容に修正必

要
0 見直し必要 0

研究実施項目の構成 修正の必要なし ⑤
表現・期間に修正

必要
0

研究実施項目の追
加・削除など修正必

要
0 見直し必要 0

新年度における研究実施
項目

修正の必要なし ⑤
研究名称等の修正

必要
0

研究計画の追加・
削除など修正必要

0 見直し必要 0

研究連携への取り組みの
妥当性（他機関の研究と
の重複の有無を含む）

修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
連携先の追加・削
除など修正必要

0 見直し必要 0

研究資源の確保への取り
組みの妥当性

修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
人材・資金の確保
の追加・削除など修

正必要
0 見直し必要 0

計画通り推進 ⑤
軽微な見直し

が必要
0 見直しが必要 0 取りやめ 0

評価結果（数字は得票数）

総合評価

評価項目

計
画
時
評
価
項
目

研究計画
の妥当性

研究体制
の妥当性

評価の視点 講評

研究目標
アウトプット、アウト
カムともに修正なし

⑤
アウトプット、アウト
カムに表現の修正

必要
0

アウトプット、アウト
カムの内容に修正

必要
0

研究目標がテーマ
に即していないので

見直し必要
0

サブテーマ研究目標 修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
研究内容に修正必

要
0 見直し必要 0

研究内容 修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
研究内容に修正必

要
0 見直し必要 0

研究実施項目の構成 修正の必要なし ⑤
表現・期間に修正

必要
0

研究実施項目の追
加・削除など修正必

要
0 見直し必要 0

新年度における研究実施
項目

修正の必要なし ⑤
研究名称等の修正

必要
0

研究計画の追加・
削除など修正必要

0 見直し必要 0

研究連携への取り組みの
妥当性（他機関の研究と
の重複の有無を含む）

修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
連携先の追加・削
除など修正必要

0 見直し必要 0

研究資源の確保への取り
組みの妥当性

修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
人材・資金の確保
の追加・削除など修

正必要
0 見直し必要 0

計画通り推進 ⑤
軽微な見直し

が必要
0 見直しが必要 0 取りやめ 0

評価結果（数字は得票数）

総合評価

評価項目

計
画
時
評
価
項
目

研究計画
の妥当性

研究体制
の妥当性

評価の視点 講評

研究目標
アウトプット、アウト
カムともに修正なし

⑤
アウトプット、アウト
カムに表現の修正

必要
0

アウトプット、アウト
カムの内容に修正

必要
0

研究目標がテーマ
に即していないので

見直し必要
0

サブテーマ研究目標 修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
研究内容に修正必

要
0 見直し必要 0

研究内容 修正の必要なし ④ 表現の修正必要 1
研究内容に修正必

要
0 見直し必要 0

研究実施項目の構成 修正の必要なし ⑤
表現・期間に修正

必要
0

研究実施項目の追
加・削除など修正必

要
0 見直し必要 0

新年度における研究実施
項目

修正の必要なし ⑤
研究名称等の修正

必要
0

研究計画の追加・
削除など修正必要

0 見直し必要 0

研究連携への取り組みの
妥当性（他機関の研究と
の重複の有無を含む）

修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
連携先の追加・削
除など修正必要

0 見直し必要 0

研究資源の確保への取り
組みの妥当性

修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
人材・資金の確保
の追加・削除など修

正必要
0 見直し必要 0

計画通り推進 ⑤
軽微な見直し

が必要
0 見直しが必要 0 取りやめ 0

評価結果（数字は得票数）

総合評価

評価項目

計
画
時
評
価
項
目

研究計画
の妥当性

研究体制
の妥当性
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表－３.４　２Ａ「海域環境の保全、回復に関する研究」の外部評価結果

表－３.５　２Ｂ「海上流出油・漂流物対策に関する研究」の外部評価結果

表－３.６　２Ｃ「安定的で美しい海岸の保全、形成に関する研究」の外部評価結果

評価の視点 講評

研究目標
アウトプット、アウト
カムともに修正なし

⑤
アウトプット、アウト
カムに表現の修正

必要
0

アウトプット、アウト
カムの内容に修正

必要
0

研究目標がテーマ
に即していないので

見直し必要
0

サブテーマ研究目標 修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
研究内容に修正必

要
0 見直し必要 0

研究内容 修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
研究内容に修正必

要
0 見直し必要 0

研究実施項目の構成 修正の必要なし ⑤
表現・期間に修正

必要
0

研究実施項目の追
加・削除など修正必

要
0 見直し必要 0

新年度における研究実施
項目

修正の必要なし ⑤
研究名称等の修正

必要
0

研究計画の追加・
削除など修正必要

0 見直し必要 0

研究連携への取り組みの
妥当性（他機関の研究と
の重複の有無を含む）

修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
連携先の追加・削
除など修正必要

0 見直し必要 0

研究資源の確保への取り
組みの妥当性

修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
人材・資金の確保
の追加・削除など修

正必要
0 見直し必要 0

計画通り推進 ⑤
軽微な見直し

が必要
0 見直しが必要 0 取りやめ 0

評価結果（数字は得票数）

総合評価

評価項目

計
画
時
評
価
項
目

研究計画
の妥当性

研究体制
の妥当性

評価の視点 講評

研究目標
アウトプット、アウト
カムともに修正なし

⑤
アウトプット、アウト
カムに表現の修正

必要
0

アウトプット、アウト
カムの内容に修正

必要
0

研究目標がテーマ
に即していないので

見直し必要
0

サブテーマ研究目標 修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
研究内容に修正必

要
0 見直し必要 0

研究内容 修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
研究内容に修正必

要
0 見直し必要 0

研究実施項目の構成 修正の必要なし ⑤
表現・期間に修正

必要
0

研究実施項目の追
加・削除など修正必

要
0 見直し必要 0

新年度における研究実施
項目

修正の必要なし ⑤
研究名称等の修正

必要
0

研究計画の追加・
削除など修正必要

0 見直し必要 0

研究連携への取り組みの
妥当性（他機関の研究と
の重複の有無を含む）

修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
連携先の追加・削
除など修正必要

0 見直し必要 0
コンテナの津波による流出など、1Bの研究との
連携も十分配慮する必要がある。

研究資源の確保への取り
組みの妥当性

修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
人材・資金の確保
の追加・削除など修

正必要
0 見直し必要 0

計画通り推進 ⑤
軽微な見直し

が必要
0 見直しが必要 0 取りやめ 0

評価結果（数字は得票数）

総合評価

評価項目

計
画
時
評
価
項
目

研究計画
の妥当性

研究体制
の妥当性

評価の視点 講評

研究目標
アウトプット、アウト
カムともに修正なし

⑤
アウトプット、アウト
カムに表現の修正

必要
0

アウトプット、アウト
カムの内容に修正

必要
0

研究目標がテーマ
に即していないので

見直し必要
0

サブテーマ研究目標 修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
研究内容に修正必

要
0 見直し必要 0

研究内容 修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
研究内容に修正必

要
0 見直し必要 0

研究実施項目の構成 修正の必要なし ⑤
表現・期間に修正

必要
0

研究実施項目の追
加・削除など修正必

要
0 見直し必要 0

現地観測でも３Dデータの収集が必要となりそう
である。

新年度における研究実施
項目

修正の必要なし ⑤
研究名称等の修正

必要
0

研究計画の追加・
削除など修正必要

0 見直し必要 0

研究連携への取り組みの
妥当性（他機関の研究と
の重複の有無を含む）

修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
連携先の追加・削
除など修正必要

0 見直し必要 0

研究資源の確保への取り
組みの妥当性

修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
人材・資金の確保
の追加・削除など修

正必要
0 見直し必要 0

計画通り推進 ⑤
軽微な見直し

が必要
0 見直しが必要 0 取りやめ 0

評価結果（数字は得票数）

総合評価

評価項目

計
画
時
評
価
項
目

研究計画
の妥当性

研究体制
の妥当性
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表－３.７　３Ａ「港湾・空港施設等の高度化に関する研究」の外部評価結果

表－３.８　３Ｂ「港湾・海岸・空港施設の戦略的維持管理に関する研究」の外部評価結果

表－３.９　３Ｃ「海洋空間・海洋エネルギーの有効利用に関する研究」の外部評価結果

評価の視点 講評

研究目標
アウトプット、アウト
カムともに修正なし

⑤
アウトプット、アウト
カムに表現の修正

必要
0

アウトプット、アウト
カムの内容に修正

必要
0

研究目標がテーマ
に即していないので

見直し必要
0

サブテーマ研究目標 修正の必要なし ③ 表現の修正必要 2
研究内容に修正必

要
0 見直し必要 0

サブテーマ③「物流改革の推進」の名称を見
直す必要がある。

研究内容 修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
研究内容に修正必

要
0 見直し必要 0

研究実施項目の構成 修正の必要なし ⑤
表現・期間に修正

必要
0

研究実施項目の追
加・削除など修正必

要
0 見直し必要 0

新年度における研究実施
項目

修正の必要なし ⑤
研究名称等の修正

必要
0

研究計画の追加・
削除など修正必要

0 見直し必要 0

研究連携への取り組みの
妥当性（他機関の研究と
の重複の有無を含む）

修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
連携先の追加・削
除など修正必要

0 見直し必要 0

研究資源の確保への取り
組みの妥当性

修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
人材・資金の確保
の追加・削除など修

正必要
0 見直し必要 0

計画通り推進 ⑤
軽微な見直し

が必要
0 見直しが必要 0 取りやめ 0

評価結果（数字は得票数）

総合評価

評価項目

計
画
時
評
価
項
目

研究計画
の妥当性

研究体制
の妥当性

評価の視点 講評

研究目標
アウトプット、アウト
カムともに修正なし

⑤
アウトプット、アウト
カムに表現の修正

必要
0

アウトプット、アウト
カムの内容に修正

必要
0

研究目標がテーマ
に即していないので

見直し必要
0

サブテーマ研究目標 修正の必要なし ④ 表現の修正必要 1
研究内容に修正必

要
0 見直し必要 0

サブテーマ②「性能照査技術については、３Ａ
サブテーマ①と重複している印象があるので双
方再検討をお願いする。」

研究内容 修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
研究内容に修正必

要
0 見直し必要 0

研究実施項目の構成 修正の必要なし ⑤
表現・期間に修正

必要
0

研究実施項目の追
加・削除など修正必

要
0 見直し必要 0

新年度における研究実施
項目

修正の必要なし ⑤
研究名称等の修正

必要
0

研究計画の追加・
削除など修正必要

0 見直し必要 0

研究連携への取り組みの
妥当性（他機関の研究と
の重複の有無を含む）

修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
連携先の追加・削
除など修正必要

0 見直し必要 0

研究資源の確保への取り
組みの妥当性

修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
人材・資金の確保
の追加・削除など修

正必要
0 見直し必要 0

計画通り推進 ⑤
軽微な見直し

が必要
0 見直しが必要 0 取りやめ 0

評価結果（数字は得票数）

総合評価

評価項目

計
画
時
評
価
項
目

研究計画
の妥当性

研究体制
の妥当性

評価の視点 講評

研究目標
アウトプット、アウト
カムともに修正なし

⑤
アウトプット、アウト
カムに表現の修正

必要
0

アウトプット、アウト
カムの内容に修正

必要
0

研究目標がテーマ
に即していないので

見直し必要
0

サブテーマ研究目標 修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
研究内容に修正必

要
0 見直し必要 0

研究内容 修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
研究内容に修正必

要
0 見直し必要 0

研究実施項目の構成 修正の必要なし ⑤
表現・期間に修正

必要
0

研究実施項目の追
加・削除など修正必

要
0 見直し必要 0

新年度における研究実施
項目

修正の必要なし ⑤
研究名称等の修正

必要
0

研究計画の追加・
削除など修正必要

0 見直し必要 0

研究連携への取り組みの
妥当性（他機関の研究と
の重複の有無を含む）

修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
連携先の追加・削
除など修正必要

0 見直し必要 0

研究資源の確保への取り
組みの妥当性

修正の必要なし ⑤ 表現の修正必要 0
人材・資金の確保
の追加・削除など修

正必要
0 見直し必要 0

計画通り推進 ⑤
軽微な見直し

が必要
0 見直しが必要 0 取りやめ 0

評価結果（数字は得票数）

総合評価

評価項目

計
画
時
評
価
項
目

研究計画
の妥当性

研究体制
の妥当性
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（２）　特別研究の外部評価結果

　評価対象の特別研究は、「沿岸生態系によるＣＯ2吸収量の定量化とその強化に関する調査及び実験」の中
間評価１件であり、研究責任者による研究目標、成果と管理の説明後、外部評価委員による質疑及び評価を
実施した。外部評価委員による評価結果と講評は表－４の通りである。

表－４　　特別研究「「沿岸生態系によるＣＯ2吸収量の定量化とその強化に関する調査及び実験」の中間評
価結果

社会的意
義

科学技術
上の意義

本研究所
が行う必
要性

研究ポテ
ンシャルの

向上

研究成果
の波及効

果

研究内容
の明確性

研究内容
の学術的

水準

研究内容
の実現可

能性

関連研究
動向調査

関連研究
機関との
連携

研究手順・
手法

年度毎の
研究計画

研究資源
（研究者）

研究資源
（予算・
施設）

2A-0901
沿岸生態系によるＣＯ２吸収量
の定量化とその強化に関する調

査および実験

ある ある ある ある ある 明確 高い 高い 十分 適切 適切 適切 適切 適切
計画通
り推進

講　評
・大きな研究目標であり、今後の研究にもつながるものである。

総合
評価

特別研究
研究実施項目名

研究の必要性 実施しようとする研究内容 研究実施体制
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（３）　重点研究課題の外部評価結果

　2011年度の重点研究課題として、社会的な貢献を果たすために国との役割分担を明確にしつつ港湾、空
港、海岸施設に関する独立行政法人が真に担うべき重点的研究として３研究分野、９研究テーマの中から社
会･行政ニーズや重要性や緊急性等の優先度等を踏まえ、内部評価委員会において７重点研究課題を設定
することとした。当委員会において、2011年度の重点研究課題案について評価を行い、表－５．１に示す通り
「計画通り推進」との評価結果となった。なお、課題名及び英語標記について各意見を踏まえ、表－５．２の通
りにすることとした。

表－５．１　　2011年度の重点研究課題の外部評価結果

表－５．２　　2011年度の重点研究課題

番号 重点研究課題名 研究の内容

1
大規模地震・津波から地域社会を守る研究

（Research on Tsunami and Earthquake Disaster Resilience）

・強震動予測手法の精度向上（１Ａ②）
・地震災害軽減のための地盤と構造物の挙動予測と対策技術の開発（１Ａ③）
・地震・津波複合災害に関する研究（１Ｂ①）
・津波災害シナリオ作成と活用に関する研究（１Ｂ③）

2

気候変動が高波・高潮・地形変化に及ぼす影響の評価と対策に
関する研究

（Research on Influences of Climate Change on Coastal
Disasters Caused by High Wave, Storm Surge and Beach

Erosion, and Countermeasures）

・沖合波浪観測網と高精度気象・波浪推算モデルを活用した沿岸海象のモニタリング（１Ｃ①）
・高波・高潮による沿岸部の被災防止のための外郭施設の設計技術の高度化（１Ｃ②）
・地球温暖化が沿岸部にもたらすリスク予測と対策（１Ｃ③）
・沿岸の地形変形に関する数理モデル解析（２Ｃ②）
・地球温暖化を考慮した効果的な海浜維持管理手法の開発（２Ｃ③）

3

沿岸生態系の保全・回復とＣＯ2吸収、および閉鎖性海域の環境
改善に関する研究

（Reseach on Preserve, Recovery and Carbon Dioxide
Absorption by Coastal Ecosystems and Environmental

Restoration of Semi-enclosed Embayments ）

・沿岸域が有する地球温暖化緩和機能の評価に関する研究（２Ａ①）
・生物多様性を実現する干潟・浅場の修復技術に関する研究（２Ａ②）
・閉鎖性海域の水環境改善技術に関する研究（２Ａ③）
・海底境界層における物理・化学過程の解明と堆積物管理に関する研究（２Ａ⑤）

4
沿岸域の流出油対策技術に関する研究

（Research on Oil Spill Response Technologies in Coastal Zone）
・海上流出油対策に関する研究（２Ｂ①）

5

国際競争力強化のための港湾・空港施設の機能向上に関する
研究

(Research on Upgrading of Infrastructures for Strengthening
International Competitiveness)

・港湾・空港施設の性能照査技術の開発および改良（３Ａ①）
・港湾・空港施設の機能向上に関する技術開発（３Ａ②）
・物流改革の推進に関する研究（３Ａ③）

6
港湾・空港施設等の戦略的維持管理に関する研究

（Research on Strategic Maintenance for Port and Airport
Facilities）

・材料の劣化および性能低下予測に関する研究（３Ｂ①）
・構造物の性能照査技術の開発および改良に関する研究（３Ｂ②）
・構造物のライフサイクルマネジメントのための点検診断手法に関する研究（３Ｂ③）

7
海洋空間・海洋エネルギーの有効利用に関する研究

（Research on Effective Use of Ocean Space and Renewable
Energy）

・海洋空間の有効利用に関する研究（３Ｃ①）
・海洋エネルギーの有効利用に関する研究（３Ｃ②）
・海洋における調査・施工のための新技術開発（３Ｃ③）

評価の視点 講　評

課題設定の考
え方

適切 ⑤ 　ほぼ適切 0 やや適切でない 0 適切でない 0
課題２は「等」が多
いので見直しを検
討されたい。

本研究所で取
り組む妥当性

適切 ⑤ 　ほぼ適切 0 やや適切でない 0 適切でない 0

設定課題に含
まれる研究実
施項目の妥当

性

適切 ⑤ 　ほぼ適切 0 やや適切でない 0 適切でない 0

総合評価 計画通り推進 ⑤
軽微な見直し

が必要 0 見直しが必要 0

評価結果
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（４）　特定萌芽的研究の外部評価結果

特定萌芽研究は、将来研究所が取り組む可能性がある萌芽的研究であり、2011年度の充当可能と見
込まれる研究費を勘案の上、特定萌芽的研究の候補を選定するものである。

　今回、2011年度特定萌芽的研究として所内公募したところ３件の応募があった。それら３件について2010年
度第１回内部評価委員会において検討を行った結果、「海洋開発・離島等での施工に向けた水中音響レンズ
の検討」の１件を2010年度の特定萌芽的研究として選定した。

　今回の外部委員会では、この１件について、研究責任者から説明を行い、外部評価委員から表－６のとおり
コメントをいただいた。

表－６　特定萌芽的研究「海洋開発・離島等での施工に向けた水中音響レンズの検討」の外部評価結果

（５）　その他

外部評価委員会における指摘事項とその対応については表－７の通りである。

表－７　外部評価委員による指摘事項とその対応

以上

研究項目名 コメント

海洋開発・離島等での
施工に向けた水中音
響レンズの検討

・限られた予算の中で、焦点を絞って研究を進めてほしい。
・新しい技術知見が得られることに期待する。
・屈折率の差が大きいとわずかな入射角の差でも全反射してしまい、視
野が狭くなることはないか？
・小型化、耐熱・耐圧化によるブレークスルーを期待する。

指  摘  事  項 対　応
・研究テーマ1Aを構成する研究実施項目1A-1501「海岸保全施
設の防災性能効果の早期発現のための対策技術開発」の項目
名は研究内容がわかりにくいので再検討されたい。

・研究実施項目名を「海岸保全施設の耐震性能早期
発現のための対策技術開発」とする。

・研究テーマ３Ａのサブテーマ３名「物流改革の推進に関する研
究」は他のサブテーマとの整合を配慮して再検討されたい。

・サブテーマ名は国土交通省との調整の経緯もありこ
のままにしたい。

・研究テーマ３Ａのサブテーマ１「港湾・空港施設の性能照査技術
の開発および改良」と３Ｂのサブテーマ２「構造物の性能照査技術
の開発および改良に関する研究」はともに「性能照査技術」に関
するもので重複している印象があるので双方再検討をお願いす
る。

・３Ａのサブテーマ１はハード的手法、３Ｂのサブテー
マ２は維持管理に関するもので内容の棲み分けがで
きているのでこのままにしたい。

・重点研究課題２「気候変動等による高潮・高波・地形変形等の
予測と対策に関する研究」は課題名に等が多いので再検討され
たい。

・課題名を「気候変動が高波・高潮・地形変化に及ぼ
す影響の評価と対策に関する研究」とする。

・特定萌芽的研究としては非選定となった「地震により被災した桟
橋の応急的補強工法の提案」については本格的な研究として取
り組むこととなっているが、新中期計画においてどのように取り組
むのか？

・研究テーマ１Ａあるいは３Ａの研究実施項目として
国土交通省地方整備局等の関係機関とも連携を図り
つつ、具体的な研究開発に取り組む予定である。
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0
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
→

2
0
1
2

1
ｱ

-
0
8
0
3
-
ｵ

-
3
4

矢
板

式
係

船
岸

等
に

お
け

る
杭

を
用

い
た

耐
震

補
強

工
法

に
関

す
る

検
討

2
00

8
-
-
-
-
→

2
0
1
0

1
ｱ

-
0
8
0
4
-
ｵ

-
3
5

既
存

港
湾

・
海

岸
施

設
の

耐
震

性
能

評
価

・
向

上
に

関
す

る
研

究
2
00

8
-
-
-
-
→

2
0
1
0

1
ｲ
-0

9
0
3
-
ｵ

-2
4

津
波

に
対

す
る

早
期

避
難

促
進

に
関

す
る

基
礎

的
研

究
2
00

9
-
-
-
-
→

2
0
1
0

1
B

-
10

0
1
-
ｷ

-
2
3
4

1
ｲ
-1

0
0
1
-
ｷ

-
3
5

☆
遠

心
力

場
に

お
け

る
水

・
地

盤
・
構

造
物

の
相

互
作

用
実

験
技

術
の

構
築

2
01

0
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
→

2
0
1
2

1
B

-
13

0
1
-
?-

2
3
4

津
波

防
災

施
設

の
地

震
･津

波
に

よ
る

複
合

被
害

の
予

測
技

術
の

開
発

2
01

3
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

1
B

-
12

0
1
-
?-

1
5
6

津
波

防
災

施
設

の
性

能
設

計
法

の
開

発
2
01

2
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
4

1
ｲ
-0

8
0
1
-
ｶ
-
6
1

リ
ア

ル
タ

イ
ム

津
波

浸
水

予
測

手
法

の
開

発
2
00

8
-
-
-
-
→

2
0
1
0

1
B

-
11

0
1
-
ｵ

-
40

0
リ

ア
ル

タ
イ

ム
予

測
技

術
の

実
用

化
研

究
2
01

1
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
3

事
前

評
価

1
B

-
11

0
2
-
ｵ

-
15

2
数

値
波

動
水

槽
を

用
い

た
避

難
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
の

開
発

2
01

1
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
3

事
前

評
価

1
B

-
12

0
2
-
ｵ

-
40

0
津

波
に

対
す

る
船

舶
の

安
全

な
避

難
方

法
の

検
討

2
01

2
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
4

1
B

-
13

0
2
-
?-

1
5
2

簡
易

な
津

波
低

減
施

設
の

開
発

2
01

3
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

1
B

-
10

0
2
-
ｵ

-
40

0
1
ｲ
-1

0
0
2
-
ｵ

-6
1

☆
港

湾
の

津
波

災
害

・
復

旧
に

お
け

る
津

波
複

合
被

害
想

定
技

術
の

開
発

2
01

0
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
→

2
0
1
2

1
B

-
13

0
3
-
ｵ

-
40

0
早

期
復

旧
・
復

興
に

必
要

な
技

術
の

開
発

2
01

3
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

1
ｳ

-
0
6
0
5
-ｷ

-
2
9

ア
シ

カ
島

等
に

お
け

る
気

象
・
海

象
の

観
測

と
解

析
及

び
全

国
沿

岸
波

浪
・
津

波
・
潮

位
・
風

況
観

測
デ

ー
タ

の
集

中
処

理
解

析
に

よ
る

資
料

及
び

統
計

報
の

作
成

2
00

6
-
-
-
-
→

2
0
1
0

1
ｳ

-
0
8
0
1
-ｶ

-
2
9

波
浪

推
算

に
基

づ
く
日

本
沿

岸
高

波
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

構
築

と
高

波
浪

出
現

特
性

の
検

討
2
00

8
-
-
-
-
→

2
0
1
0

1
C

-
1
1
0
1
-
ｷ

-
1
32

海
象

観
測

デ
ー

タ
の

集
中

処
理

・
解

析
と

推
算

値
を

結
合

さ
せ

た
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

構
築

2
01

1
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

事
前

評
価

1
C

-
0
9
0
1
-
ｶ
-
1
5
4

1
ｳ

-
0
9
0
1
-ｶ

-
2
3

リ
ア

ル
タ

イ
ム

海
象

情
報

を
活

用
し

た
マ

ル
チ

ス
ケ

ー
ル

浅
海

域
波

浪
計

算
シ

ス
テ

ム
の

開
発

2
00

9
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
1

1
C

-
1
2
0
1
-
?-

1
56

マ
ル

チ
ス

ケ
ー

ル
浅

海
域

波
浪

計
算

シ
ス

テ
ム

を
活

用
し

た
高

潮
･高

波
災

害
リ

ス
ク

評
価

2
01

2
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
4

1
C

-
1
1
0
2
-
ｵ

-
1
5
4

偶
発

波
浪

を
対

象
と

し
た

実
験

・
計

算
手

法
の

高
度

化
2
01

1
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
3

事
前

評
価

1
C

-
1
4
0
1
-
?-

1
54

偶
発

波
浪

の
特

性
を

考
慮

し
た

設
計

外
力

評
価

と
そ

の
低

減
策

の
提

案
2
01

4
○

-
-

-
-
-
-
-
-

2
0
1
6

1
C

-
0
9
0
2
-
ｶ
-
2
1
8

1
ｳ

-
0
9
0
2
-ｶ

-
3
2

既
存

防
波

堤
の

高
波

に
対

す
る

地
盤

補
強

法
の

検
討

2
00

9
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
1

1
C

-
1
0
0
1
-
ｵ

-
1
5
2

1
ｳ

-
1
0
0
1
-ｵ

-
2
4

数
値

波
動

水
槽

を
用

い
た

港
湾

外
郭

施
設

の
性

能
照

査
手

法
の

構
築

2
01

0
○

-
-

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
2

1
C

-
1
3
0
1
-
?-

1
52

数
値

波
動

水
槽

を
用

い
た

港
湾

外
郭

施
設

の
性

能
照

査
手

法
の

高
度

化
2
01

3
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

3
ｱ

-
0
8
0
1
-
ｵ

-
2
3

長
周

期
波

お
よ

び
う

ね
り

に
対

す
る

構
造

物
の

性
能

照
査

に
関

す
る

検
討

2
00

8
-
-
-
-
→

2
0
1
0

1
C

-
0
9
0
3
-
ｶ
-
1
3
2

1
ｳ

-
0
9
0
3
-ｶ

-
2
9

☆
気

候
変

動
適

応
策

の
検

討
を

目
的

と
し

た
波

浪
・
潮

位
の

極
値

解
析

2
00

9
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
1

1
C

-
1
2
0
2
-
?-

1
32

気
候

変
動

に
よ

る
沿

岸
災

害
の

変
化

の
予

測
2
01

2
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
4

1
C

-
1
4
0
2
-
?-

1
32

沿
岸

域
の

気
候

変
動

適
応

策
の

提
案

2
01

4
○

-
-

-
-
-
-
-
-

2
0
1
6

④
プ

ロ
グ

ラ
ム

や
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

や
シ

ス
テ

ム
改

良
1
C

-
0
7
0
1
-
ｶ
-
9
0
0

1
ｳ

-
0
7
0
1
-ｶ

-
1
1

プ
ロ

グ
ラ

ム
ラ

イ
ブ

ラ
リ

お
よ

び
関

連
す

る
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

構
築

・
改

良
お

よ
び

運
用

 （
海

洋
・
水

工
関

係
）

2
00

7
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

小
　

計
1
7

11
6

3
4

注
）研

究
実

施
項

目
の

中
で

☆
印

の
も

の
は

特
別

研
究

に
位

置
づ

け
ら

れ
る

も
の

。
網

掛
け

の
も

の
は

、
当

該
研

究
テ

ー
マ

以
外

の
研

究
テ

ー
マ

で
主

と
し

て
行

わ
れ

る
も

の
。

参
考

資
料

１

2
1

3

②
高

波
・
高

潮
に

よ
る

沿
岸

部
の

被
災

防
止

の
た

め
の

外
郭

施
設

の
設

計
技

術
の

高
度

化

③
地

球
温

暖
化

が
沿

岸
部

に
も

た
ら

す
リ

ス
ク

予
測

と
対

策

2
0

②
津

波
災

害
低

減
の

た
め

の
ハ

ー
ド

・
ソ

フ
ト

開
発

に
関

す
る

研
究

③
津

波
災

害
シ

ナ
リ

オ
作

成
と

活
用

に
関

す
る

研
究

１
　

大
規

模
地

震
・
津

波
か

ら
地

域
社

会
を

守
る

研
究

１
Ｃ

　
高

波
・
高

潮
災

害
の

防
止

、
軽

減
に

関
す

る
研

究

①
沖

合
波

浪
観

測
網

と
高

精
度

気
象

・
波

浪
推

算
モ

デ
ル

を
活

用
し

た
沿

岸
海

象
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

２
　

気
候

変
動

が
高

波
・
高

潮
・
地

形
変

化
に

及
ぼ

す
影

響
の

評
価

と
対

策
に

関
す

る
研

究
7

5

1

②
強

震
動

予
測

手
法

の
精

度
向

上

１
　

大
規

模
地

震
・
津

波
か

ら
地

域
社

会
を

守
る

研
究

③
地

震
災

害
軽

減
の

た
め

の
地

盤
と

構
造

物
の

挙
動

予
測

と
対

策
技

術
の

開
発

１
Ｂ

　
津

波
災

害
の

防
止

、
軽

減
に

関
す

る
研

究

①
地

震
・
津

波
複

合
災

害
に

関
す

る
研

究
１

　
大

規
模

地
震

・
津

波
か

ら
地

域
社

会
を

守
る

研
究

4
2

2

研
究

期
間

(年
度

)

審
議

事
項

研
究

実
施

項
目

数

１ 　 安 全 ・ 安 心 な 社 会 を 形 成 す る た め の 研 究

１
Ａ

　
地

震
災

害
の

防
止

、
軽

減
に

関
す

る
研

究

①
強

震
観

測
・
被

害
調

査
・
被

災
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
に

よ
る

地
震

被
災

メ
カ

ニ
ズ

ム
の

把
握

6
4

2
0

次
期

中
期

計
画

（
2
0
1
1
～

1
5
年

度
）
の

研
究

実
施

項
目

一
覧

表

研
究

分
野

研
究

テ
ー

マ
研

究
サ

ブ
テ

ー
マ

重
点

研
究

課
題

研
究

実
施

項
目

番
号

旧
研

究
実

施
項

目
番

号
  
研

究
実

施
項

目
（
☆

は
特

別
研

究
）
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開
始

2
0
1
0

年
度

(H
2
2
)

2
0
1
1

年
度

(H
2
3)

2
0
1
2

年
度

(H
2
4
)

2
0
1
3

年
度

(H
2
5
)

2
01

4
年

度
(H

2
6
)

2
0
1
5

年
度

(H
2
7
)

終
了

2
0
1
1

年
度

実
施

件
数

2
0
1
1

年
度

継
続

実
施

件
数

2
0
1
1

年
度

新
規

件
数

2
0
1
1

年
度

特
別

研
究

件
数

(左
の

内
数

)

2
0
1
1

年
度

終
了

予
定

件
数

2
A

-
09

0
1
-
ｷ

-
1
1
2

2
ｲ
-0

9
0
2
-
ｷ

-
2
7

☆
沿

岸
生

態
系

に
よ

る
Ｃ

Ｏ
２

吸
収

量
の

定
量

化
と

そ
の

強
化

に
関

す
る

調
査

お
よ

び
実

験
2
00

9
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
2

中
間

評
価

2
A

-
13

0
1
-
?-

1
1
2

沿
岸

生
態

系
に

よ
る

Ｃ
Ｏ

２
吸

収
に

関
す

る
不

確
実

性
の

検
証

2
01

3
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

2
A

-
08

0
1
-
ｷ

-
1
1
2

2
ｲ
-0

8
0
1
-
ｷ

-
2
7

沿
岸

生
態

系
に

お
け

る
高

次
栄

養
段

階
生

物
の

食
性

に
関

す
る

調
査

及
び

実
験

2
00

8
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
1

2
A

-
12

0
1
-
?-

1
1
2

高
次

生
物

の
食

性
を

考
慮

し
た

食
物

網
モ

デ
ル

構
築

2
01

2
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

2
A

-
10

0
1
-
ｷ

-
2
1
2

2
ｲ
-1

0
0
1
-
ｷ

-
3
1

干
潟

生
態

地
盤

学
の

展
開

に
よ

る
生

物
住

環
境

診
断

チ
ャ

ー
ト

の
作

成
2
01

0
○

-
-

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
2

2
A

-
13

0
2
-
ｵ

-
21

2
干

潟
･砂

浜
海

岸
に

お
け

る
底

生
生

態
系

及
び

地
盤

環
境

の
統

合
評

価
・管

理
手

法
の

開
発

2
01

3
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

2
A

-
06

0
1
-
ｵ

-
13

4
2
ｱ

-
0
6
0
4
-
ｵ

-
2
9

閉
鎖

性
内

湾
に

お
け

る
環

境
の

常
時

連
続

観
測

と
そ

の
統

計
解

析
2
00

6
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

2
0
1
7

中
間

評
価

2
A

-
11

0
1
-
ｶ
-
1
3
4

非
静

水
圧

３
次

元
沿

岸
水

理
モ

デ
ル

の
多

機
能

化
2
01

1
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
3

事
前

評
価

2
ｲ
-0

8
0
2
-
ｵ

-3
1

豊
か

な
海

の
実

現
に

向
け

た
内

湾
水

質
・
生

態
系

シ
ミ

ュ
レ

ー
タ

ー
の

開
発

2
00

8
-
-
-
-
→

2
0
1
0

2
A

-
11

0
2
-
ｵ

-
11

2
内

湾
複

合
生

態
系

モ
デ

ル
に

よ
る

閉
鎖

性
内

湾
の

環
境

修
復

事
業

効
果

の
把

握
2
01

1
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
3

事
前

評
価

2
Ａ

-
0
90

2
-
ｵ

-
1
12

2
ｲ
-0

9
0
1
-
ｵ

-2
7

浚
渫

土
砂

を
利

用
し

た
環

境
修

復
効

果
の

予
測

手
法

の
提

案
2
00

9
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
1

2
A

-
09

0
3
-
ｷ

-
1
1
2

2
ｱ

-
0
9
0
1
-
ｷ

-
2
7

内
湾

に
集

積
す

る
新

規
残

留
性

化
学

物
質

の
管

理
手

法
に

関
す

る
提

案
2
00

9
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
1

2
A

-
12

0
2
-
?-

1
1
2

沿
岸

域
に

お
け

る
化

学
物

質
の

予
防

的
管

理
手

法
に

関
す

る
調

査
及

び
解

析
2
01

2
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

2
ｱ

-
0
8
0
1
-
ｷ

-
2
8

沿
岸

自
然

基
盤

の
安

定
性

と
健

全
性

に
関

す
る

数
値

指
標

の
検

討
2
00

8
-
-
-
-
→

2
0
1
0

2
A

-
10

0
2
-
ｵ

-
11

4
2
ｱ

-
1
0
0
1
-
ｵ

-
2
8

内
湾

域
に

お
け

る
高

含
水

比
底

泥
挙

動
の

モ
デ

ル
化

に
関

す
る

研
究

2
01

0
○

-
-

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
2

2
A

-
13

0
3
-
?-

1
1
4

底
泥

の
巻

上
げ

に
よ

る
濁

り
の

拡
散

と
水

質
へ

の
環

境
評

価
に

関
す

る
研

究
2
01

3
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

2
A

-
11

0
3
-
ｷ

-
1
1
2

海
底

境
界

面
に

お
け

る
物

質
交

換
過

程
に

関
す

る
解

析
2
01

1
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
3

事
前

評
価

2
A

-
13

0
4
-
?-

1
1
2

底
質

の
修

復
と

有
効

利
用

に
関

す
る

調
査

及
び

解
析

2
01

3
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

1
ｴ

-
07

0
1
-
ｵ

-
44

油
回

収
除

去
に

お
け

る
水

蒸
気

の
利

用
に

関
す

る
応

用
研

究
2
00

7
-
-
-
-
→

2
0
1
0

2
B

-
08

0
2
-
ｶ
-
3
1
4

1
ｴ

-
08

0
2
-
ｶ
-
4
4

直
轄

船
等

に
よ

る
油

濁
防

除
技

術
に

関
す

る
研

究
開

発
2
00

8
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
1

2
B

-
12

0
1
-
?-

3
1
4

油
回

収
船

の
高

性
能

化
に

関
す

る
研

究
2
01

2
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

1
ｴ

-
07

0
2
-
ｶ
-
4
4

☆
流

出
油

の
リ

ア
ル

タ
イ

ム
追

跡
シ

ス
テ

ム
の

開
発

2
00

7
-
-
-
-
→

2
0
1
0

2
B

-
09

0
4
-
ｶ
-
1
1
6

1
ｳ

-
0
9
0
4
-ｶ

-
1
9

リ
ア

ル
タ

イ
ム

海
象

情
報

を
用

い
た

流
出

油
の

高
精

度
漂

流
予

測
に

関
す

る
研

究
2
00

9
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
1

2
B

-
12

0
2
-
?-

1
1
6

油
回

収
船

の
高

効
率

運
用

に
関

す
る

研
究

2
01

2
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

1
ｴ

-
08

0
1
-
ｶ
-
4
2

不
審

物
等

の
探

知
の

た
め

の
水

中
視

認
装

置
の

実
用

化
開

発
2
00

8
-
-
-
-
→

2
0
1
0

2
B

-
11

0
1
-
ｵ

-
31

2
海

底
ゴ

ミ
回

収
技

術
の

開
発

2
01

1
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
3

事
前

評
価

2
B

-
13

0
1
-
?-

3
1
2

浮
遊

ゴ
ミ

対
策

に
関

す
る

研
究

2
01

3
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

3
ｳ

-
0
8
0
3
-ｵ

-
4
1

網
チ

ェ
ー

ン
を

用
い

た
水

中
物

体
回

収
装

置
の

実
用

化
開

発
2
00

8
-
-
-
-
→

2
0
1
0

2
C

-
0
1
0
1
-
ｷ

-
1
14

2
ｳ

-
0
1
0
1
-ｷ

-
2
8

波
崎

海
洋

研
究

施
設

（
H

O
R

S
）
等

に
お

け
る

沿
岸

域
の

地
形

変
動

や
土

砂
輸

送
に

関
す

る
観

測
と

解
析

2
00

1
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
1

2
C

-
1
2
0
1
-
?-

1
14

海
浜

流
の

常
時

観
測

に
よ

る
沿

岸
域

地
形

変
化

に
及

ぼ
す

波
と

流
れ

の
影

響
把

握
2
01

2
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
4

2
C

-
1
5
0
1
-
?-

1
14

沿
岸

構
造

物
に

よ
る

地
形

変
化

影
響

把
握

2
01

5
○

-
-

2
0
1
7

2
C

-
0
9
0
1
-
ｶ
-
1
1
4

2
ｳ

-
0
9
0
1
-ｶ

-
2
8

沿
岸

漂
砂

に
よ

る
長

期
的

海
浜

変
形

の
予

測
手

法
の

検
討

2
00

9
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
1

2
C

-
1
2
0
2
-
?-

1
14

海
浜

流
の

変
動

を
精

緻
に

組
み

込
ん

だ
海

浜
地

形
変

化
予

測
手

法
の

開
発

2
01

2
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
4

2
C

-
1
3
0
1
-
?-

1
14

内
湾

・内
海

の
底

質
移

動
の

変
動

予
測

に
関

す
る

研
究

2
01

3
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

2
C

-
1
0
0
1
-
ｶ
-
1
1
4

2
ｳ

-
1
0
0
1
-ｶ

-
2
8

長
期

変
動

特
性

を
考

慮
し

た
砂

浜
の

維
持

管
理

設
計

法
の

開
発

2
01

0
○

-
-

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
2

2
C

-
1
3
0
2
-
?-

1
14

海
岸

侵
食

及
び

航
路

埋
没

に
有

効
な

海
浜

維
持

管
理

手
法

の
開

発
2
01

3
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

小
　

計
1
6

12
4

1
7

注
）研

究
実

施
項

目
の

中
で

☆
印

の
も

の
は

特
別

研
究

に
位

置
づ

け
ら

れ
る

も
の

。
網

掛
け

の
も

の
は

、
当

該
研

究
テ

ー
マ

以
外

の
研

究
テ

ー
マ

で
主

と
し

て
行

わ
れ

る
も

の
。

②
沿

岸
の

地
形

変
形

に
関

す
る

数
理

モ
デ

ル
解

析
２

　
気

候
変

動
が

高
潮

・
高

波
・
地

形
変

化
に

及
ぼ

す
影

響
の

評
価

と
対

策
に

関
す

る
研

究

③
地

球
温

暖
化

を
考

慮
し

た
効

果
的

な
海

浜
維

持
管

理
手

法
の

開
発

0
2

②
漂

流
物

対
策

に
関

す
る

研
究

２
Ｃ

　
安

定
的

で
美

し
い

海
岸

の
保

全
、

形
成

に
関

す
る

研
究

①
現

地
観

測
を

主
体

と
し

た
地

形
変

化
機

構
の

解
明

3
3

0
0

2

２
Ｂ

　
海

上
流

出
油

・漂
流

物
対

策
に

関
す

る
研

究

①
海

上
流

出
油

対
策

に
関

す
る

研
究

４
　

沿
岸

域
の

流
出

油
対

策
技

術
に

関
す

る
研

究

3
2

1

7
3

1
3

②
生

物
多

様
性

を
実

現
す

る
干

潟
・

浅
場

の
修

復
技

術
に

関
す

る
研

究

③
閉

鎖
性

海
域

の
水

環
境

改
善

技
術

に
関

す
る

研
究

④
沿

岸
域

の
化

学
物

質
管

理
に

関
す

る
研

究

⑤
海

底
境

界
層

に
お

け
る

物
理

･化
学

過
程

の
解

明
と

堆
積

物
管

理
に

関
す

る
研

究

３
　

沿
岸

生
態

系
の

保
全

・
回

復
と

Ｃ
Ｏ

2吸
収

、
お

よ
び

閉
鎖

性
海

域
の

環
境

改
善

に
関

す
る

研
究

旧
研

究
実

施
項

目
番

号
  
研

究
実

施
項

目
（
☆

は
特

別
研

究
）

研
究

期
間

(年
度

)

審
議

事
項

研
究

実
施

項
目

数

２ 　 沿 岸 域 の 良 好 な 環 境 を 保 全 、 形 成 す る た め の 研 究

２
Ａ

　
海

域
環

境
の

保
全

、
回

復
に

関
す

る
研

究

①
沿

岸
域

が
有

す
る

地
球

温
暖

化
緩

和
機

能
の

評
価

に
関

す
る

研
究

３
　

沿
岸

生
態

系
の

保
全

・
回

復
と

Ｃ
Ｏ

2吸
収

、
お

よ
び

閉
鎖

性
海

域
の

環
境

改
善

に
関

す
る

研
究

1
0

研
究

分
野

研
究

テ
ー

マ
研

究
サ

ブ
テ

ー
マ

重
点

研
究

課
題

研
究

実
施

項
目

番
号
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開
始

2
0
1
0

年
度

(H
2
2
)

2
0
1
1

年
度

(H
2
3)

2
0
1
2

年
度

(H
2
4
)

2
0
1
3

年
度

(H
2
5
)

2
01

4
年

度
(H

2
6
)

2
0
1
5

年
度

(H
2
7
)

終
了

2
0
1
1

年
度

実
施

件
数

2
0
1
1

年
度

継
続

実
施

件
数

2
0
1
1

年
度

新
規

件
数

2
0
1
1

年
度

特
別

研
究

件
数

(左
の

内
数

)

2
0
1
1

年
度

終
了

予
定

件
数

3
A

-
09

0
3
-
ｵ

-
21

2
3
ｱ

-
0
9
0
2
-
ｷ

-
3
1

埋
立

地
盤

維
持

管
理

の
た

め
の

不
同

沈
下

予
測

手
法

の
提

案
2
00

9
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
1

3
A

-
12

0
1
-
ｷ

-
2
1
2

港
湾

施
設

の
設

計
に

適
し

た
土

質
試

験
方

法
の

提
案

2
01

2
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
4

3
A

-
15

0
1
-
ｵ

-
21

2
長

期
挙

動
予

測
に

基
づ

い
た

地
盤

性
能

の
検

証
手

法
の

開
発

2
01

5
○

-
-

2
0
1
7

3
A

-
10

0
1
-
ｶ
-
2
1
4

3
ｱ

-
1
0
0
1
-
ｶ
-
3
3

鉄
鋼

ス
ラ

グ
等

を
杭

材
と

し
た

杭
式

改
良

地
盤

の
安

定
性

の
評

価
2
01

0
○

-
-

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
2

3
A

-
12

0
2
-
ｶ
-
2
1
4

改
良

地
盤

の
性

能
評

価
に

関
す

る
簡

易
的

手
法

の
開

発
2
01

2
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
4

3
A

-
11

0
1
-
ｵ

-
21

6
固

結
性

地
盤

に
お

け
る

杭
の

軸
方

向
抵

抗
力

の
評

価
手

法
に

関
す

る
研

究
2
01

1
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
3

事
前

評
価

3
A

-
13

0
1
-
ｵ

-
21

6
施

工
履

歴
等

を
考

慮
し

た
地

盤
特

性
の

評
価

手
法

に
関

す
る

研
究

2
01

3
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

3
A

-
10

0
2
-
ｵ

-
21

6
3
ｱ

-
1
0
0
2
-
ｵ

-
3
4

重
力

式
岸

壁
の

増
深

工
法

に
関

す
る

研
究

2
01

0
○

-
-

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
2

3
A

-
14

0
1
-
ｷ

-
2
1
4

既
存

施
設

近
傍

の
地

盤
改

良
技

術
に

関
す

る
研

究
2
01

4
○

-
-

-
-
-
-
-
-

2
0
1
6

3
A

-
09

0
1
-
ｵ

-
21

2
3
ｴ

-
09

0
1
-
ｵ

-
31

廃
棄

物
海

面
処

分
場

の
遮

水
工

の
品

質
管

理
手

法
の

提
案

2
00

9
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
1

3
A

-
13

0
2
-
ｷ

-
2
1
2

水
理

エ
ネ

ル
ギ

ー
を

効
果

的
に

減
衰

さ
せ

る
自

律
安

定
地

形
・
地

層
デ

ザ
イ

ン
に

関
す

る
研

究
2
01

3
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

3
A

-
10

0
3
-
ｵ

-
31

2
3
ｱ

-
1
0
0
3
-
ｵ

-
4
2

ス
ー

パ
ー

高
規

格
コ

ン
テ

ナ
タ

ー
ミ

ナ
ル

の
評

価
に

関
す

る
研

究
2
01

0
○

-
-

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
2

3
A

-
13

0
3
-
ｵ

-
31

2
シ

ー
ム

レ
ス

な
外

内
貿

タ
ー

ミ
ナ

ル
に

よ
る

物
流

展
開

に
関

す
る

研
究

2
01

3
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

3
A

-
13

0
4
-
ｵ

-
31

2
荷

役
シ

ス
テ

ム
の

安
全

性
等

の
評

価
に

関
す

る
研

究
2
01

3
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

3
A

-
09

0
2
-
ｷ

-
2
1
2

3
ｴ

-
09

0
2
-
ｷ

-
3
1

浚
渫

土
を

利
用

し
た

リ
サ

イ
ク

ル
地

盤
材

料
の

再
利

用
に

関
す

る
研

究
2
00

9
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
1

3
A

-
12

0
3
-
ｷ

-
2
1
2

リ
サ

イ
ク

ル
材

料
に

対
す

る
海

域
利

用
環

境
の

影
響

に
関

す
る

研
究

2
01

2
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
4

3
A

-
15

0
2
-
ｷ

-
2
1
2

地
盤

材
料

と
し

て
利

用
さ

れ
た

固
化

処
理

土
の

機
能

向
上

に
関

す
る

研
究

2
01

5
○

-
-

2
0
1
7

3
A

-
12

0
4
-
ｵ

-
21

2
廃

棄
物

地
盤

の
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

を
考

慮
し

た
維

持
管

理
手

法
に

関
す

る
研

究
2
01

2
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
4

⑤
プ

ロ
グ

ラ
ム

や
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

メ
ン

テ
ナ

ン
ス

や
シ

ス
テ

ム
改

良
3
A

-
07

0
2
-
ｶ
-
9
0
0

3
ｱ

-
0
7
0
2
-
ｶ
-
1
1

プ
ロ

グ
ラ

ム
ラ

イ
ブ

ラ
リ

お
よ

び
関

連
す

る
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

構
築

・
改

良
お

よ
び

運
用

（
地

盤
・
構

造
関

係
）

2
00

7
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

3
ｱ

-
0
6
0
6
-
ｷ

-
3
9

暴
露

試
験

に
よ

る
コ

ン
ク

リ
ー

ト
、

鋼
材

及
び

各
種

材
料

の
長

期
耐

久
性

の
評

価
2
00

6
-
-
-
-
→

2
0
1
0

3
B

-
11

0
1
-
ｷ

-
2
5
4

暴
露

試
験

に
よ

る
コ

ン
ク

リ
ー

ト
、

鋼
材

及
び

各
種

材
料

の
長

期
耐

久
性

の
評

価
2
01

1
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

事
前

評
価

3
ｱ

-
0
8
0
3
-
ｶ
-
5
1

空
港

オ
ー

バ
レ

イ
舗

装
の

設
計

・
品

質
管

理
の

高
度

化
2
00

8
-
-
-
-
→

2
0
1
0

3
B

-
11

0
2
-
ｵ

-
25

6
滑

走
路

舗
装

の
走

行
安

全
性

能
に

関
す

る
性

能
低

下
予

測
手

法
の

構
築

2
01

1
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
3

事
前

評
価

3
B

-
09

0
1
-
ｷ

-
2
5
4

3
ｱ

-
0
9
0
3
-
ｷ

-
3
9

港
湾

鋼
構

造
物

の
防

食
方

法
・
防

食
設

計
の

合
理

化
に

関
す

る
検

討
2
00

9
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
1

3
B

-
12

0
1
-
ｷ

-
2
5
4

海
洋

鋼
構

造
物

の
各

種
防

食
方

法
に

お
け

る
性

能
照

査
型

設
計

手
法

お
よ

び
維

持
管

理
手

法
の

高
度

化
2
01

2
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

3
ｱ

-
0
8
0
2
-
ｵ

-
3
9

衝
撃

力
を

受
け

る
コ

ン
ク

リ
ー

ト
部

材
の

性
能

照
査

法
の

提
案

2
00

8
-
-
-
-
→

2
0
1
0

3
B

-
11

0
3
-
ｷ

-
2
5
4

海
洋

コ
ン

ク
リ

ー
ト

構
造

物
に

お
け

る
鉄

筋
腐

食
照

査
手

法
の

高
度

化
2
01

1
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
3

事
前

評
価

3
B

-
09

0
2
-
ｶ
-
2
5
2

3
ｱ

-
0
9
0
1
-
ｶ
-
3
9

港
湾

構
造

物
の

部
材

設
計

に
対

す
る

信
頼

性
設

計
法

の
導

入
の

た
め

の
解

析
2
00

9
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
1

3
B

-
12

0
2
-
ｵ

-
25

2
維

持
管

理
の

高
度

化
・
省

力
化

を
考

慮
し

た
構

造
設

計
手

法
の

開
発

2
01

2
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

3
B

-
09

0
3
-
ｵ

-
50

0
3
ｲ
-0

9
0
1
-
ｵ

-7
1

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
エ

コ
ノ

ミ
ー

を
導

入
し

た
Ｌ

Ｃ
Ｍ

シ
ナ

リ
オ

の
評

価
2
00

9
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
1

3
B

-
12

0
3
-
ｶ
-
2
5
2

港
湾

構
造

物
等

の
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

コ
ス

ト
算

定
手

法
の

高
度

化
に

関
す

る
検

討
2
01

2
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
4

3
B

-
09

0
4
-
ｵ

-
70

0
3
ｲ
-0

9
0
2
-
ｵ

-7
1

☆
矢

板
式

お
よ

び
重

力
式

係
船

岸
等

へ
の

Ｌ
Ｃ

Ｍ
の

展
開

2
00

9
-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
→

2
0
1
1

3
B

-
14

0
1
-
ｵ

-
25

2
港

湾
構

造
物

の
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

モ
デ

ル
の

開
発

2
01

4
○

-
-

-
-
-
→

2
0
1
6

3
B

-
13

0
1
-
ｶ
-
2
5
6

空
港

舗
装

の
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

2
01

3
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

3
B

-
10

0
1
-
ｵ

-
50

0
3
ｲ
-1

0
0
1
-
ｵ

-7
1

非
破

壊
試

験
技

術
の

活
用

に
よ

る
港

湾
構

造
物

の
点

検
診

断
・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

高
精

度
化

に
関

す
る

検
討

2
01

0
○

-
-

-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
2

3
ｳ

-
0
8
0
1
-ｶ

-
4
2

鋼
構

造
物

の
肉

厚
を

非
接

触
型

で
計

測
す

る
装

置
の

実
用

化
開

発
2
00

8
-
-
-
-
→

2
0
1
0

3
B

-
11

0
4
-
ｶ
-
3
1
2

港
湾

・空
港

施
設

の
点

検
技

術
の

高
度

化
に

関
す

る
技

術
開

発
2
01

1
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
3

事
前

評
価

3
B

-
13

0
2
-
ｶ
-
5
0
0

構
造

物
の

ヘ
ル

ス
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
に

よ
る

性
能

評
価

シ
ス

テ
ム

の
開

発
2
01

3
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

3
ｴ

-
08

0
1
-
ｵ

-
23

大
水

深
海

域
に

お
け

る
極

大
波

浪
の

特
性

と
海

洋
構

造
物

へ
の

イ
ン

パ
ク

ト
荷

重
の

推
定

2
00

8
-
-
-
-
→

2
0
1
0

3
C

-
0
9
0
3
-
ｶ
-
1
3
4

3
ｴ

-
09

0
3
-
ｶ
-
2
9

利
用

と
防

災
を

か
ね

た
人

工
サ

ー
フ

ィ
ン

リ
ー

フ
に

関
す

る
研

究
2
00

9
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
1

3
C

-
1
1
0
1
-
ｶ
-
1
5
4

リ
ー

フ
上

等
の

面
的

波
浪

場
の

解
明

と
そ

の
推

定
に

係
る

要
素

技
術

の
開

発
2
01

1
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
3

事
前

評
価

3
C

-
1
4
0
1
-
ｶ
-
1
5
4

リ
ー

フ
上

の
面

的
波

浪
場

の
推

定
に

よ
る

海
洋

空
間

利
用

評
価

シ
ス

テ
ム

の
構

築
2
01

4
○

-
-

-
-
-
-
-
-

2
0
1
6

3
C

-
1
1
0
2
-
ｵ

-
1
5
6

海
洋

エ
ネ

ル
ギ

ー
利

用
シ

ス
テ

ム
の

港
湾

へ
の

適
用

に
関

す
る

課
題

整
理

と
解

析
2
01

1
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
3

事
前

評
価

3
C

-
1
4
0
2
-
ｶ
-
1
5
6

海
洋

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

港
湾

へ
の

実
用

的
利

活
用

に
関

す
る

研
究

2
01

4
○

-
-

-
-
-
-
-
-

2
0
1
6

3
ｴ

-
X
1
ｳ

X
ア

シ
カ

島
等

に
お

け
る

気
象

・
海

象
の

観
測

と
解

析
及

び
全

国
沿

岸
波

浪
・
津

波
・
潮

位
・
風

況
観

測
デ

ー
タ

の
集

中
処

理
解

析
に

よ
る

資
料

及
び

統
計

報
の

作
成

2
00

6
-
-
-
-
→

2
0
1
0

3
C

-
X
1
C

X
海

象
観

測
デ

ー
タ

の
集

中
処

理
・
解

析
と

推
算

値
を

結
合

さ
せ

た
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

構
築

2
01

1
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
5

3
C

-
0
8
0
2
-
ｶ
-
3
1
2

3
ｳ

-
0
8
0
2
-ｶ

-
4
2

G
P

S
波

浪
計

の
係

留
装

置
点

検
シ

ス
テ

ム
の

開
発

2
00

8
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
1

中
間

評
価

3
C

-
0
9
0
1
-
ｵ

-
3
1
2

3
ｳ

-
0
9
0
1
-ｵ

-
4
2

水
中

作
業

用
マ

ニ
ピ

ュ
レ

ー
タ

の
多

機
能

化
に

関
す

る
研

究
2
00

9
-
-
-
-
-
-
-
-
-
-
→

2
0
1
1

3
C

-
1
1
0
3
-
ｵ

-
3
1
2

海
洋

に
お

け
る

調
査

・
施

工
の

信
頼

性
向

上
の

た
め

の
新

技
術

実
証

試
験

2
01

1
○

-
-

-
-
-
-
-
-

-
-
-
→

2
0
1
3

事
前

評
価

3
C

-
1
4
0
3
-
ｶ
-
3
1
2

海
洋

に
お

け
る

調
査

・
施

工
の

信
頼

性
向

上
の

た
め

の
新

技
術

の
実

用
化

2
01

4
○

-
-

-
-
-
-
-
-

2
0
1
6

小
　

計
2
3

15
8

1
1
0

合
　

計
5
6

38
1
8

5
2
1

注
）研

究
実

施
項

目
の

中
で

☆
印

の
も

の
は

特
別

研
究

に
位

置
づ

け
ら

れ
る

も
の

。
網

掛
け

の
も

の
は

、
当

該
研

究
テ

ー
マ

以
外

の
研

究
テ

ー
マ

で
主

と
し

て
行

わ
れ

る
も

の
。

③
海

洋
に

お
け

る
調

査
・
施

工
の

た
め

の
新

技
術

開
発

３
Ｃ

　
海

洋
空

間
・海

洋
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
有

効
利

用
に

関
す

る
研

究

①
海

洋
空

間
の

有
効

利
用

に
関

す
る

研
究

７
　

海
洋

空
間

・
海

洋
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
有

効
利

用
に

関
す

る
研

究
6

3
3

5
4

1
4

②
構

造
物

の
性

能
照

査
技

術
の

開
発

お
よ

び
改

良
に

関
す

る
研

究

③
構

造
物

の
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
た

め
の

点
検

診
断

手
法

に
関

す
る

研
究

0
3

②
海

洋
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
有

効
利

用
に

関
す

る
研

究

1
0

3

②
港

湾
・
空

港
施

設
の

機
能

向
上

に
関

す
る

技
術

開
発

③
物

流
改

革
の

推
進

に
関

す
る

研
究

④
リ

サ
イ

ク
ル

技
術

の
推

進
に

関
す

る
技

術
開

発

３ 　 活 力 あ る 経 済 社 会 を 形 成 す る た め の 研 究

３
Ａ

　
港

湾
・
空

港
施

設
等

の
高

度
化

に
関

す
る

研
究

①
港

湾
・
空

港
施

設
の

性
能

照
査

技
術

の
開

発
お

よ
び

改
良

５
　

国
際

競
争

力
強

化
の

た
め

の
港

湾
・
空

港
施

設
の

機
能

向
上

に
関

す
る

研
究

8
7

３
Ｂ

　
港

湾
・空

港
施

設
等

の
戦

略
的

維
持

管
理

に
関

す
る

研
究

①
材

料
の

劣
化

お
よ

び
性

能
低

下
予

測
に

関
す

る
研

究

６
　

港
湾

・
空

港
施

設
等

の
戦

略
的

維
持

管
理

に
関

す
る

研
究

9

研
究

実
施

項
目

番
号

旧
研

究
実

施
項

目
番

号
  
研

究
実

施
項

目
（
☆

は
特

別
研

究
）

研
究

期
間

(年
度

)

審
議

事
項

研
究

実
施

項
目

数

研
究

分
野

研
究

テ
ー

マ
研

究
サ

ブ
テ

ー
マ

重
点

研
究

課
題
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【研

究
分

野
名

】
　

【
研

究
テ

ー
マ

名
】

そ
の

他
研

究
目

標
研

究
内

容
（五

箇
年

全
体

）
過

年
度

ま
で

の
研

究
実

施
内

容
2
01

1年
度

の
研

究
実

施
内

容
研

究
実

施
体

制
研

究
実

施
項

目
・研

究
代

表
者

全
体

計
画

巨
大

地
震

発
生

の
切

迫
性

が
指

摘
さ

れ
て

い
る

な
か

、
災

害
時

緊
急

拠
点

お
よ

び
経

済
活

動
を

支
え

る
物

流
拠

点
と

し
て

の
港

湾
・空

港
・
海

岸
施

設
の

役
割

が
再

認
識

さ
れ

、
自

治
体

や
企

業
の

B
C

P
の

策
定

時
に

も
重

要
施

設
と

し
て

位
置

づ
け

ら
れ

て
い

る
。

港
湾

・
空

港
・海

岸
施

設
の

設
計

に
つ

い
て

は
、

性
能

規
定

型
設

計
体

系
へ

移
行

し
、

施
設

に
求

め
ら

れ
る

要
求

性
能

・
性

能
規

定
・
性

能
照

査
と

い
う

ス
キ

ー
ム

に
基

づ
く
技

術
的

判
断

が
求

め
ら

れ
て

い
る

。
こ

の
た

め
、

性
能

設
計

の
枠

組
み

に
お

け
る

予
防

保
全

・
耐

震
補

強
お

よ
び

迅
速

な
復

旧
・復

興
へ

資
す

る
研

究
・
技

術
開

発
を

実
施

す
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

。

継
続

的
に

、
強

震
観

測
と

地
震

災
害

調
査

を
行

う
こ

と
に

よ
っ

て
地

震
動

と
構

造
物

被
害

の
関

係
を

明
ら

か
に

す
る

。
ま

た
、

地
震

時
の

地
盤

挙
動

と
構

造
物

の
挙

動
に

関
す

る
研

究
を

推
し

進
め

、
地

震
時

の
構

造
物

の
挙

動
の

把
握

に
努

め
る

。
さ

ら
に

、
港

湾
機

能
維

持
の

観
点

か
ら

、
港

湾
構

造
物

と
荷

役
機

械
の

地
震

時
相

互
作

用
を

考
慮

し
た

耐
震

性
向

上
技

術
開

発
を

実
施

す
る

。
発

災
時

の
復

旧
に

関
し

て
簡

易
耐

震
性

能
評

価
手

法
や

復
旧

技
術

開
発

を
実

施
す

る
。

発
災

時
に

は
、

こ
れ

ら
の

知
見

を
基

に
復

旧
に

関
す

る
技

術
支

援
を

実
施

す
る

。

設
計

に
用

い
る

地
震

波
の

算
定

を
行

う
と

と
も

に
、

想
定

さ
れ

る
シ

ナ
リ

オ
地

震
に

対
す

る
揺

れ
の

特
性

推
定

（地
震

波
算

定
）が

出
来

る
よ

う
に

な
り

、
既

往
地

震
や

研
究

期
間

中
に

発
生

し
た

地
震

記
録

に
よ

る
精

度
確

認
を

実
施

し
、

実
用

精
度

に
あ

る
こ

と
を

確
認

、
実

務
に

用
い

ら
れ

た
。

排
水

を
考

慮
し

た
液

状
化

解
析

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

開
発

す
る

と
と

も
に

、
埋

立
地

に
お

い
て

人
工

的
に

液
状

化
状

態
を

発
生

さ
せ

、
液

状
化

時
の

空
港

施
設

の
挙

動
の

把
握

を
行

っ
た

。
こ

れ
ら

の
結

果
に

よ
り

、
経

済
的

な
液

状
化

対
策

工
法

を
提

案
し

た
。

コ
ン

テ
ナ

ク
レ

ー
ン

の
耐

震
・
補

強
・
免

震
方

法
に

つ
い

て
検

討
・技

術
開

発
を

行
う

ほ
か

、
控

え
工

を
増

設
し

た
矢

板
壁

の
設

計
法

を
開

発
し

た
。

・強
震

記
録

の
収

集
と

整
理

を
行

い
、

港
空

研
資

料
や

W
E
B

サ
イ

ト
等

を
通

じ
て

公
表

す
る

。
ま

た
、

国
内

外
で

被
害

を
伴

う
よ

う
な

地
震

が
発

生
し

た
場

合
に

、
現

地
調

査
・復

旧
へ

の
技

術
支

援
を

実
施

す
る

。
・大

き
な

延
長

を
有

す
る

施
設

用
の

地
震

動
の

合
理

的
な

設
定

す
る

た
め

、
ゾ

ー
ニ

ン
グ

技
術

検
討

を
行

い
、

地
震

動
設

定
に

関
す

る
マ

ニ
ュ

ア
ル

化
を

検
討

す
る

。
・L

2地
震

に
対

応
し

た
港

湾
機

能
の

耐
震

性
向

上
の

た
め

岸
壁

と
岸

壁
上

の
荷

役
機

械
の

動
的

相
互

作
用

へ
の

地
震

時
制

震
制

御
技

術
を

検
討

す
る

。
ま

た
、

細
粒

分
の

多
い

地
盤

の
液

状
化

特
性

に
関

す
る

検
討

の
た

め
に

細
粒

分
の

多
い

土
の

供
試

体
の

作
成

方
法

、
試

験
方

法
を

確
立

す
る

。
さ

ら
に

、
岸

壁
背

後
の

格
子

状
改

良
地

盤
の

耐
震

性
の

検
討

を
行

う
。

テ
ー

マ
リ

ー
ダ

ー
特

別
研

究
官

　
菅

野
高

弘

　
サ

ブ
テ

ー
マ

１
　

①
研

究
目

標

強
震

観
測

・被
害

調
査

・
被

災
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
に

よ
る

地
震

被
災

メ
カ

ニ
ズ

ム
の

把
握

被
害

地
震

発
生

時
の

地
震

波
動

を
明

確
化

す
る

た
め

の
強

震
観

測
の

継
続

的
な

実
施

、
地

震
に

よ
る

被
災

状
況

把
握

や
復

旧
支

援
に

基
づ

く
耐

震
強

化
手

法
に

関
す

る
ノ

ウ
ハ

ウ
蓄

積
の

た
め

の
地

震
後

の
被

害
調

査
に

加
え

、
強

震
動

作
用

中
の

地
盤

・
構

造
物

の
挙

動
を

把
握

す
る

た
め

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
を

実
施

し
、

性
能

設
計

へ
の

適
用

を
考

慮
し

た
具

体
的

な
地

震
防

災
の

基
礎

的
知

見
を

得
る

。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）：

 2
01

1 
～

 1
5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

２
①

研
究

目
標

☆ 強
震

動
予

測
手

法
の

精
度

向
上

海
溝

型
地

震
及

び
内

陸
活

断
層

地
震

か
ら

決
定

さ
れ

る
設

計
地

震
波

動
を

港
湾

・
空

港
・海

岸
施

設
の

設
計

に
適

切
に

設
定

す
る

た
め

、
広

域
的

に
地

震
動

を
評

価
す

る
手

法
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）：

 2
01

1 
～

 1
5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

３
①

研
究

目
標

☆ 地
震

災
害

軽
減

の
た

め
の

地
盤

と
構

造
物

の
挙

動
予

測
と

対
策

技
術

の
開

発

東
海

・
東

南
海

・
南

海
地

震
等

の
巨

大
地

震
発

生
時

に
想

定
さ

れ
る

地
震

災
害

を
軽

減
す

る
た

め
に

、
港

湾
・
空

港
・海

岸
施

設
の

地
震

時
特

性
の

把
握

や
地

盤
の

液
状

化
特

性
の

評
価

を
推

し
進

め
る

。
特

に
地

盤
と

構
造

物
の

相
互

作
用

・
液

状
化

地
盤

上
の

構
造

物
の

挙
動

を
把

握
し

、
地

震
災

害
軽

減
に

資
す

る
。

既
存

施
設

の
地

震
後

の
耐

震
性

能
評

価
手

法
の

開
発

を
行

い
、

迅
速

な
施

設
の

復
旧

に
資

す
る

。
ま

た
、

耐
震

・
対

津
波

防
護

施
設

の
建

設
計

画
策

定
手

法
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）：

 2
01

1 
～

 1
5

☆
印

は
、

重
点

研
究

課
題

「
大

規
模

地
震

・
津

波
か

ら
地

域
社

会
を

守
る

研
究

」
に

指
定

さ
れ

て
い

る
研

究
サ

ブ
テ

ー
マ

２
０

１
１

年
度

（
平

成
２

３
年

度
）
　

研
究

テ
ー

マ
別

　
研

究
計

画
（
事

前
評

価
）
　

総
括

シ
ー

ト

１
　

安
全

・
安

心
な

社
会

を
形

成
す

る
た

め
の

研
究

１
A

　
地

震
災

害
の

防
止

、
軽

減
に

関
す

る
研

究

研
　

　
究

　
　

計
　

　
画

研
　

究
　

体
　

制

入
力

地
震

動
か

ら
施

設
の

被
災

メ
カ

ニ
ズ

ム
ま

で
を

網
羅

し
た

総
合

的
な

技
術

的
検

討
を

実
施

す
る

。
半

経
験

的
強

震
動

評
価

手
法

に
用

い
る

震
源

の
モ

デ
ル

化
手

法
、

非
線

形
挙

動
評

価
手

法
の

改
良

、
よ

り
精

度
の

高
い

強
震

動
評

価
手

法
の

提
案

・
実

用
化

、
被

害
調

査
お

よ
び

計
測

セ
ン

サ
ー

に
よ

る
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
な

ど
に

よ
る

港
湾

・空
港

・海
岸

施
設

の
耐

震
性

評
価

、
地

震
後

の
施

設
の

供
用

の
可

否
判

断
、

被
災

復
旧

方
策

の
提

案
な

ど
地

震
防

災
行

政
の

支
援

に
貢

献
す

る
。

地
震

観
測

結
果

を
取

り
ま

と
め

た
ほ

か
、

鋼
管

杭
の

変
位

観
測

シ
ス

テ
ム

を
開

発
し

た
。

ま
た

、
全

国
を

カ
バ

ー
す

る
港

湾
地

域
強

震
観

測
網

に
よ

る
強

震
観

測
を

実
施

し
、

記
録

の
収

集
・整

理
・
解

析
・
公

表
を

行
っ

た
。

ま
た

、
ア

レ
ー

観
測

記
録

の
解

析
に

基
づ

き
空

港
滑

走
路

を
伝

播
す

る
表

面
波

の
特

性
等

を
明

ら
か

に
し

た
。

さ
ら

に
、

被
害

地
震

発
生

時
に

、
調

査
を

実
施

し
被

害
メ

カ
ニ

ズ
ム

の
解

明
・復

旧
に

関
す

る
技

術
支

援
を

実
施

し
た

。
観

測
記

録
の

効
果

的
な

活
用

の
た

め
、

デ
ー

タ
の

自
動

収
集

・行
政

機
関

等
関

係
機

関
へ

の
自

動
配

信
シ

ス
テ

ム
を

構
築

し
、

試
行

運
用

を
開

始
し

た
。

・強
震

観
測

に
関

し
て

は
、

引
き

続
き

強
震

記
録

の
収

集
と

整
理

を
行

う
。

ま
た

、
収

集
さ

れ
た

デ
ー

タ
の

分
析

を
行

い
、

港
空

研
資

料
や

W
E
B

サ
イ

ト
等

を
通

じ
て

公
表

す
る

。
・観

測
デ

ー
タ

の
自

動
収

集
・配

信
シ

ス
テ

ム
の

信
頼

性
を

確
保

し
た

安
定

的
運

用
を

実
施

す
る

。
・国

内
外

で
被

害
を

伴
う

よ
う

な
地

震
が

発
生

し
た

場
合

に
、

そ
の

被
害

の
程

度
な

ど
に

基
づ

い
て

現
地

調
査

を
実

施
す

る
。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

現
地

観
測

(港
湾

地
域

強
震

観
測

網
他

）
②

外
部

機
関

と
の

連
携

　
文

部
科

学
省

、
気

象
庁

、
土

木
学

会
な

ど ③
外

部
競

争
的

資
金

の
活

用
  
受

託
(国

土
交

通
省

他
)

・1
A

-6
20

1(
野

津
) 

港
湾

地
域

お
よ

び
空

港
に

お
け

る
強

震
観

測
と

記
録

の
整

理
解

析
・1

A
-X

X
X
X
(小

濱
) 
地

震
災

害
調

査

大
き

な
延

長
を

有
す

る
施

設
に

適
し

た
照

査
用

地
震

動
設

定
手

法
の

開
発

す
る

と
と

も
に

、
広

域
で

の
非

線
形

挙
動

が
地

震
動

に
及

ぼ
す

影
響

に
関

す
る

基
礎

的
研

究
を

行
う

。

半
経

験
的

な
強

震
動

評
価

手
法

・
統

計
的

強
震

動
評

価
手

法
の

適
用

性
を

実
地

震
の

強
震

記
録

を
基

に
検

証
し

、
さ

ら
に

そ
の

応
用

と
し

て
シ

ナ
リ

オ
地

震
に

対
す

る
地

震
動

波
形

の
推

定
を

実
施

し
た

。
ま

た
、

半
経

験
的

手
法

・統
計

的
手

法
に

よ
り

、
実

務
設

計
に

用
い

る
地

震
波

動
の

算
定

を
行

っ
た

。

・大
き

な
延

長
を

有
す

る
施

設
用

の
地

震
動

を
設

定
す

る
た

め
に

、
常

時
微

動
デ

ー
タ

な
ど

の
簡

易
な

地
盤

評
価

手
法

を
活

用
し

た
ゾ

ー
ニ

ン
グ

手
法

に
つ

い
て

検
討

し
、

合
理

的
な

設
計

用
地

震
動

作
成

が
可

能
と

な
る

よ
う

に
す

る
と

と
も

に
、

実
務

で
の

利
用

を
想

定
し

て
マ

ニ
ュ

ア
ル

作
成

に
着

手
す

る
。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

現
地

観
測

、
計

算
機

②
外

部
機

関
と

の
連

携
　

土
木

学
会

な
ど

③
外

部
競

争
的

資
金

の
活

用
  
 科

研
費

・1
A

-1
00

1(
野

津
) 

大
き

な
延

長
を

有
す

る
施

設
に

適
し

た
照

査
用

地
震

動
設

定
手

法
の

開
発

・1
A

-1
30

1 
(野

津
)　

広
域

で
の

非
線

形
挙

動
が

地
震

動
に

及
ぼ

す
影

響
に

関
す

る
基

礎
的

研
究

レ
ベ

ル
２

地
震

に
対

応
し

た
港

湾
機

能
の

耐
震

性
向

上
に

関
す

る
検

討
お

よ
び

地
震

後
の

施
設

の
耐

震
性

能
評

価
手

法
の

開
発

を
行

う
。

今
後

の
耐

震
・対

津
波

防
護

施
設

の
整

備
の

緊
急

性
と

近
接

施
工

な
ど

の
施

工
面

で
の

制
約

お
よ

び
財

政
的

な
課

題
と

の
関

連
を

考
慮

し
、

耐
震

・
対

津
波

防
護

施
設

の
機

能
を

早
期

に
発

現
可

能
な

技
術

開
発

を
行

う
。

地
盤

の
液

状
化

挙
動

の
予

測
手

法
を

高
度

化
す

る
た

め
に

、
実

務
面

で
問

題
と

な
っ

て
い

る
細

粒
分

の
多

い
地

盤
の

液
状

化
特

性
に

関
す

る
検

討
し

、
液

状
化

地
盤

上
に

あ
る

構
造

物
の

挙
動

予
測

を
高

度
化

す
る

。
港

湾
・
空

港
施

設
の

耐
震

性
を

高
め

る
た

め
の

地
盤

改
良

工
法

の
合

理
化

を
推

し
進

め
、

経
済

的
に

耐
震

性
を

向
上

さ
せ

る
方

策
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

液
状

化
解

析
手

法
の

確
認

、
排

水
を

考
慮

し
た

有
効

応
力

法
に

基
づ

く
液

状
化

解
析

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

開
発

し
た

。
継

続
時

間
の

長
い

地
震

動
に

よ
る

実
験

を
実

施
し

継
続

時
間

の
影

響
を

解
明

し
た

。
ま

た
、

埋
立

地
に

お
い

て
実

物
大

の
空

港
施

設
を

築
造

し
、

制
御

発
破

に
よ

り
人

工
的

に
液

状
化

状
態

を
再

現
し

、
液

状
化

時
の

挙
動

把
握

、
対

策
技

術
評

価
、

地
震

後
供

用
判

断
技

術
開

発
等

に
関

す
る

世
界

初
・最

大
規

模
の

実
験

を
実

施
し

た
。

さ
ら

に
、

既
存

岸
壁

の
耐

震
性

向
上

を
目

的
と

し
た

岸
壁

前
面

の
地

盤
改

良
工

法
の

効
果

に
つ

い
て

検
討

し
、

そ
の

メ
カ

ニ
ズ

ム
を

明
ら

か
に

す
る

と
と

も
に

簡
易

な
設

計
手

法
を

提
案

し
た

。
繰

返
し

水
平

力
を

受
け

る
杭

及
び

周
辺

地
盤

の
挙

動
予

測
、

コ
ン

テ
ナ

ク
レ

ー
ン

の
耐

震
補

強
・免

震
に

関
す

る
検

討
を

行
い

、
岸

壁
と

コ
ン

テ
ナ

ク
レ

ー
ン

の
動

的
相

互
作

用
を

考
慮

し
た

解
析

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

開
発

、
設

計
ス

キ
ー

ム
提

案
し

た
。

ま
た

、
控

え
工

を
増

設
し

た
矢

板
式

係
船

岸
の

挙
動

に
つ

い
て

、
弾

性
床

上
の

梁
理

論
に

基
づ

い
た

数
値

解
析

を
行

い
、

控
え

工
が

複
数

あ
る

場
合

の
矢

板
壁

の
新

し
い

設
計

法
を

開
発

し
た

。

・L
2地

震
に

対
応

し
た

港
湾

機
能

の
耐

震
性

向
上

で
は

、
巨

大
地

震
（特

に
、

長
周

期
・
超

継
続

時
間

の
地

震
動

）に
対

応
し

た
荷

役
機

械
へ

の
地

震
時

制
震

制
御

技
術

の
適

用
性

に
つ

い
て

、
岸

壁
構

造
と

の
地

震
時

相
互

作
用

を
考

慮
し

た
検

討
・
技

術
開

発
を

実
施

し
、

民
間

へ
の

技
術

移
転

を
図

る
。

・細
粒

分
の

多
い

地
盤

の
液

状
化

特
性

に
関

す
る

検
討

で
は

、
実

験
技

術
上

重
要

な
ポ

イ
ン

ト
と

な
る

、
細

粒
分

の
多

い
土

の
供

試
体

の
作

成
方

法
、

試
験

方
法

を
確

立
す

る
。

・岸
壁

背
後

の
格

子
状

改
良

地
盤

の
耐

震
性

の
検

討
で

は
、

一
連

の
実

験
、

解
析

結
果

を
取

り
ま

と
め

、
設

計
法

の
検

討
を

行
う

。
・空

港
に

お
け

る
主

要
施

設
で

あ
る

既
存

滑
走

路
、

誘
導

路
の

供
用

制
限

を
伴

わ
な

い
液

状
化

対
策

技
術

を
当

該
施

設
の

性
能

に
着

目
し

開
発

し
耐

震
照

査
手

法
を

提
案

す
る

。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

遠
心

模
型

実
験

、
小

型
振

動
台

、
計

算
機

、
三

次
元

水
中

振
動

台
②

外
部

機
関

と
の

連
携

  
民

間
、

国
総

研
と

の
研

究
協

力
③

外
部

競
争

的
資

金
の

活
用

  
受

託
（
国

土
交

通
省

他
）、

運
営

費
交

付
金

・1
A

-1
10

1(
小

濱
) 

レ
ベ

ル
２

地
震

に
対

応
し

た
荷

役
機

械
へ

の
免

震
・制

震
技

術
の

適
用

に
関

す
る

研
究

・1
A

-1
30

2 
(小

濱
) 
既

存
岸

壁
の

簡
易

耐
震

性
能

再
評

価
手

法
の

検
討

・1
A

-1
20

1 
(小

濱
) 
空

港
舗

装
下

地
盤

に
お

け
る

せ
ん

断
抑

制
型

改
良

の
適

用
性

に
関

す
る

研
究

・1
A

-1
50

1(
小

濱
) 

海
岸

保
全

施
設

の
耐

震
性

能
早

期
発

現
の

た
め

の
対

策
技

術
開

発
・1

A
-1

10
2(

山
﨑

) 
細

粒
分

の
多

い
地

盤
の

液
状

化
特

性
に

関
す

る
検

討
・1

A
-1

40
1 

(山
﨑

) 
液

状
化

地
盤

に
お

け
る

構
造

物
の

挙
動

に
関

す
る

検
討

・1
A

-0
90

1 
(森

川
) 
岸

壁
背

後
の

格
子

状
地

盤
改

良
の

耐
震

効
果

の
検

討

参
考

資
料

２
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【研

究
分

野
名

】
　

【研
究

テ
ー

マ
名

】

そ
の

他
研

究
目

標
研

究
内

容
（
五

箇
年

全
体

）
過

年
度

ま
で

の
研

究
実

施
内

容
2
01

1
年

度
の

研
究

実
施

内
容

研
究

実
施

体
制

研
究

実
施

項
目

・研
究

代
表

者

全
体

計
画

　
ア

ジ
ア

･太
平

洋
沿

岸
防

災
研

究
セ

ン
タ

ー
で

は
、

日
本

国
内

だ
け

で
な

く
、

ア
ジ

ア
･太

平
洋

に
お

け
る

大
規

模
地

震
津

波
に

対
応

で
き

る
次

世
代

の
津

波
防

災
を

研
究

す
る

こ
と

を
目

標
と

し
て

い
る

。
特

に
こ

れ
ま

で
、

｢津
波

死
者

ゼ
ロ

｣を
め

ざ
し

て
、

研
究

を
進

め
て

き
た

が
、

さ
ら

に
必

要
な

技
術

開
発

を
進

め
る

と
と

も
に

、
｢地

震
と

津
波

の
複

合
災

害
｣に

関
す

る
す

る
技

術
に

つ
い

て
も

検
討

す
る

。

前
期

五
箇

年
の

研
究

を
引

き
継

ぐ
と

と
も

に
、

津
波

か
ら

の
早

期
復

旧
の

た
め

の
技

術
開

発
を

、
3
つ

の
新

た
な

サ
ブ

テ
ー

マ
に

分
け

て
実

施
す

る
。

す
な

わ
ち

、
①

地
震

・
津

波
複

合
災

害
に

関
す

る
研

究
②

津
波

災
害

低
減

の
た

め
の

ハ
ー

ド
・ソ

フ
ト

開
発

に
関

す
る

研
究

③
津

波
災

害
シ

ナ
リ

オ
作

成
と

活
用

に
関

す
る

研
究

前
期

五
ヵ

年
で

は
、

①
津

波
災

害
を

予
測

し
て

、
市

民
に

分
か

り
易

く
伝

え
る

技
術

、
②

津
波

来
襲

の
リ

ア
ル

タ
イ

ム
情

報
の

作
成

技
術

、
③

津
波

低
減

の
ハ

ー
ド

技
術

の
開

発
を

行
っ

て
い

る
。

特
に

①
の

研
究

は
③

に
つ

な
が

り
、

②
と

③
の

研
究

が
②

に
受

け
継

が
れ

て
い

る
。

前
年

度
か

ら
開

始
し

て
い

る
｢遠

心
力

場
に

お
け

る
水

・地
盤

・
構

造
物

の
相

互
作

用
実

験
技

術
の

構
築

｣及
び

｢港
湾

の
B

C
P

に
お

け
る

地
震

お
よ

び
津

波
複

合
被

害
想

定
技

術
の

開
発

｣を
さ

ら
に

進
め

る
と

と
も

に
、

新
た

に
、

｢リ
ア

ル
タ

イ
ム

予
測

技
術

の
実

用
化

｣と
｢数

値
波

動
水

路
を

用
い

た
避

難
シ

ュ
ミ

レ
ー

タ
ー

の
構

築
｣を

開
始

す
る

。

テ
ー

マ
リ

ー
ダ

ー
ア

ジ
ア

･太
平

洋
沿

岸
防

災
研

究
セ

ン
タ

ー
　

高
橋

重
雄

　
サ

ブ
テ

ー
マ

１
　

①
研

究
目

標

☆ 地
震

・
津

波
複

合
災

害
に

関
す

る
研

究

海
溝

型
巨

大
地

震
に

よ
る

地
震

動
と

津
波

の
複

合
災

害
に

つ
い

て
、

そ
の

実
態

を
明

ら
か

に
す

る
と

と
も

に
、

実
験

で
再

現
し

て
そ

の
メ

カ
ニ

ズ
ム

を
明

ら
か

に
し

、
そ

れ
を

予
測

す
る

技
術

に
つ

い
て

、
数

値
計

算
を

含
め

て
開

発
す

る
。

た
だ

し
、

実
験

的
検

討
に

は
、

遠
心

載
荷

装
置

と
津

波
水

路
を

結
合

し
た

装
置

を
開

発
し

、
そ

の
実

験
手

法
を

確
立

す
る

。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

２
①

研
究

目
標

津
波

災
害

低
減

の
た

め
の

ハ
ー

ド
・ソ

フ
ト

開
発

に
関

す
る

研
究

津
波

の
リ

ア
ル

タ
イ

ム
予

測
技

術
の

実
用

化
を

は
か

る
と

と
も

に
、

新
た

な
津

波
を

低
減

す
る

ハ
ー

ド
技

術
の

開
発

も
行

う
。

ま
た

、
市

民
の

的
確

な
早

期
避

難
を

推
進

す
る

た
め

に
避

難
シ

ュ
ミ

レ
ー

タ
ー

な
ど

の
開

発
も

行
う

。
さ

ら
に

、
船

舶
の

よ
り

安
全

避
難

方
法

を
提

案
す

る
。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

３
①

研
究

目
標

☆ 津
波

災
害

シ
ナ

リ
オ

作
成

と
活

用
に

関
す

る
研

究

港
湾

は
地

域
の

津
波

災
害

か
ら

の
復

旧
に

も
不

可
欠

で
あ

り
、

港
湾

の
早

期
復

旧
を

含
む

シ
ナ

リ
オ

の
作

成
技

術
を

ま
と

め
、

そ
の

具
体

的
な

利
用

を
推

進
す

る
。

港
湾

に
お

け
る

早
期

復
旧

に
不

可
欠

な
新

た
な

技
術

の
開

発
も

行
う

。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

☆
印

は
、

重
点

研
究

課
題

「大
規

模
地

震
・津

波
か

ら
地

域
社

会
を

守
る

研
究

」に
指

定
さ

れ
て

い
る

研
究

サ
ブ

テ
ー

マ

・１
B

-1
0
02

（
富

田
）港

湾
の

津
波

災
害

･
復

旧
に

お
け

る
津

波
複

合
被

害
想

定
技

術
の

開
発

・１
B

-1
3
03

(富
田

）早
期

復
旧

･復
興

に
必

要
な

技
術

の
開

発

・
地

方
整

備
局

や
海

外
の

大
学

や
政

府
機

関
な

ど
と

協
力

し
て

、
港

湾
の

復
旧

･復
興

や
事

業
の

継
続

性
を

考
慮

し
た

災
害

対
策

に
つ

い
て

そ
の

基
本

的
な

考
え

方
や

ケ
ー

ス
ス

タ
デ

ィ
を

含
む

マ
ニ

ュ
ア

ル
を

作
成

す
る

。
ま

た
、

そ
れ

に
必

要
な

シ
ナ

リ
オ

作
成

の
た

め
の

数
値

計
算

技
術

を
改

良
し

、
よ

り
使

い
や

す
い

も
の

と
す

る
。

・
港

湾
に

お
け

る
津

波
災

害
の

復
旧

の
実

態
を

と
り

ま
と

め
る

と
と

も
に

、
早

期
復

旧
に

不
可

欠
な

新
た

な
技

術
を

提
案

し
そ

の
設

計
法

を
検

討
す

る
。

･津
波

予
測

の
た

め
の

数
値

計
算

プ
ロ

グ
ラ

ム
（
S
T
O

C
)を

津
波

の
遡

上
、

破
壊

現
象

ま
で

取
り

込
ん

だ
S
T
O

C
の

拡
張

版
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
作

成
。

・
港

湾
管

理
者

や
利

用
者

と
の

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

行
い

、
港

湾
の

事
業

の
継

続
性

に
必

要
な

事
項

に
つ

い
て

検
討

す
る

。
・
港

湾
に

お
け

る
津

波
災

害
か

ら
の

復
旧

･復
興

の
状

況
を

把
握

し
て

、
そ

の
ボ

ト
ル

ネ
ッ

ク
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

大
規

模
波

動
地

盤
水

路
･数

値
波

動
水

路
・
S
T
O

C
・現

地
調

査
②

外
部

機
関

と
の

連
携

　
国

総
研

・東
京

工
業

大
学

･東
北

大
学

・
山

口
大

学
・J

A
M

S
T
E
C

･カ
ト

リ
カ

大
学

・
チ

ラ
ロ

ン
コ

ン
大

学
等

、
地

方
整

備
局

③
外

部
競

争
的

資
金

の
活

用
　

J
IC

A
-J

S
T
資

金

・１
B

-1
1
01

(富
田

）リ
ア

ル
タ

イ
ム

予
測

技
術

の
実

用
化

研
究

・1
B

-
11

0
2(

有
川

）
数

値
波

動
水

槽
を

用
い

た
避

難
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
の

開
発

・1
B

-
12

0
2（

岡
本

）津
波

に
対

す
る

船
舶

の
安

全
な

避
難

方
法

の
検

討
・１

B
-1

3
02

(有
川

）簡
易

な
津

波
低

減
施

設
の

開
発

・
遠

心
載

荷
装

置
に

よ
る

水
･地

盤
･構

造
物

の
相

互
作

用
に

検
す

る
実

験
手

法
を

確
立

す
る

。
・
地

震
･津

波
の

複
合

災
害

の
実

態
を

調
査

す
る

。
・
地

震
･津

波
の

複
合

災
害

に
つ

い
て

遠
心

載
荷

実
験

を
行

っ
て

、
そ

の
メ

カ
ニ

ズ
ム

を
検

討
す

る
。

･数
値

波
動

水
槽

な
ど

を
用

い
た

地
震

･津
波

の
複

合
災

害
の

再
現

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

開
発

す
る

。
・
津

波
防

災
施

設
の

性
能

設
計

法
の

検
討

を
行

う
。

・
こ

れ
ま

で
特

に
研

究
実

施
項

目
と

し
て

取
り

上
げ

た
こ

と
は

な
い

・
津

波
の

リ
ア

ル
タ

イ
ム

予
測

技
術

に
つ

い
て

整
備

局
等

と
協

力
し

て
ケ

ー
ス

ス
タ

デ
ィ

を
行

い
、

利
用

方
法

を
明

ら
か

に
し

て
、

そ
れ

に
必

要
な

計
算

精
度

や
時

間
な

ど
の

条
件

条
件

な
ど

を
と

り
ま

と
め

、
技

術
の

改
良

を
行

う
。

・
陸

上
で

津
波

を
低

減
さ

せ
る

バ
リ

ヤ
ー

な
ど

新
た

な
低

コ
ス

ト
の

津
波

対
策

施
設

の
開

発
を

行
う

。
・
数

値
波

動
水

路
を

用
い

て
災

害
を

よ
り

市
民

に
分

か
り

易
い

数
値

避
難

シ
ミ

ュ
レ

ー
タ

ー
を

開
発

す
る

。
・
船

舶
の

避
難

実
態

を
調

査
す

る
と

と
も

に
、

よ
り

安
全

性
の

高
い

避
難

方
法

に
つ

い
て

検
討

す
る

。

 ・
数

値
計

算
結

果
を

住
民

に
理

解
し

や
す

い
形

で
ビ

ジ
ュ

ア
ル

に
示

す
こ

と
の

で
き

る
動

的
ハ

ザ
ー

ド
マ

ッ
プ

作
成

技
術

の
作

成
。

・
沖

で
の

津
波

デ
ー

タ
に

基
づ

く
津

波
の

リ
ア

ル
タ

イ
ム

予
測

数
値

プ
ロ

グ
ラ

ム
と

そ
の

来
襲

津
波

に
よ

る
浸

水
被

害
の

リ
ア

ル
タ

イ
ム

予
測

数
値

計
算

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

開
発

。
・
防

波
堤

開
口

部
か

ら
の

大
規

模
な

津
波

の
侵

入
を

低
減

す
る

新
形

式
津

波
防

御
施

設
の

設
計

技
術

の
開

発
・
マ

ン
グ

ロ
ー

ブ
な

ど
の

海
岸

地
域

の
植

栽
を

利
用

し
た

グ
リ

ー
ン

ベ
ル

ト
の

設
計

技
術

の
開

発
。

・
リ

ア
ル

タ
イ

ム
予

測
の

ケ
ー

ス
ス

タ
デ

ィ
を

行
い

、
港

湾
や

地
域

の
行

政
担

当
者

と
技

術
の

問
題

点
を

検
討

す
る

・
数

値
波

動
水

槽
と

避
難

シ
ュ

ミ
レ

ー
タ

ー
の

連
携

計
算

手
法

に
つ

い
て

検
討

す
る

。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

大
規

模
波

動
地

盤
水

路
･数

値
波

動
水

路
・
S
T
O

C
･現

地
調

査
②

外
部

機
関

と
の

連
携

　
国

総
研

・東
京

大
学

･名
古

屋
大

学
・
東

北
大

学
・山

口
大

学
・
J
A

M
S
T
E
C

、
地

方
整

備
局

等
③

外
部

競
争

的
資

金
の

活
用

　
　

科
研

費

・
遠

心
載

荷
装

置
を

用
い

た
本

格
的

な
実

験
と

し
て

、
地

震
後

に
津

波
が

来
襲

し
た

場
合

の
災

害
を

再
現

す
る

実
験

の
技

術
を

確
立

す
る

。
・
数

値
波

動
水

槽
で

構
造

物
の

変
形

量
を

的
確

に
あ

ら
わ

せ
る

よ
う

に
拡

張
を

行
う

。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

大
規

模
地

震
津

波
実

験
施

設
・大

規
模

波
動

地
盤

水
路

･数
値

波
動

水
路

・
S
T
O

C
・現

地
津

波
災

害
調

査
②

外
部

機
関

と
の

連
携

　
東

京
工

業
大

学
･東

北
大

学
・山

口
大

学
・
J
A

M
S
T
E
C

･オ
レ

ゴ
ン

州
立

大
学

･オ
タ

ワ
大

学
等

③
外

部
競

争
的

資
金

の
活

用
　

　
科

研
費

・１
B

-1
0
01

（
菅

野
）遠

心
力

場
に

お
け

る
水

・地
盤

・
構

造
物

の
相

互
作

用
実

験
技

術
の

構
築

・1
B

-
13

0
1(

菅
野

）
津

波
防

災
施

設
の

地
震

･津
波

に
よ

る
複

合
被

害
の

予
測

技
術

の
開

発
・１

B
-1

2
01

(下
迫

）津
波

防
災

施
設

の
性

能
設

計
法

の
開

発
（
下

迫
健

一
郎

）

２
０

１
１

年
度

（
平

成
２

３
年

度
）
　

研
究

テ
ー

マ
別

研
究

計
画

（事
前

評
価

）
　

総
括

シ
ー

ト

１
　

安
全

・安
心

な
社

会
を

形
成

す
る

た
め

の
研

究
１

Ｂ
　

津
波

災
害

の
防

止
、

軽
減

に
関

す
る

研
究

研
　

　
究

　
　

計
　

　
画

研
　

究
　

体
　

制
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【研

究
分

野
名

】
　

【研
究

テ
ー

マ
名

】

そ
の

他
研

究
目

標
研

究
内

容
（
五

箇
年

全
体

）
過

年
度

ま
で

の
研

究
実

施
内

容
2
01

1
年

度
の

研
究

実
施

内
容

研
究

実
施

体
制

研
究

実
施

項
目

・研
究

代
表

者

全
体

計
画

近
年

、
想

定
を

上
回

る
波

高
や

周
期

を
持

っ
た

波
に

よ
る

被
害

が
数

多
く
発

生
し

て
い

る
。

こ
れ

ら
の

被
害

は
、

地
球

温
暖

化
に

よ
っ

て
平

均
水

位
が

上
昇

し
た

り
台

風
や

低
気

圧
の

規
模

が
増

大
し

た
り

す
る

と
に

よ
り

、
さ

ら
に

悪
化

す
る

こ
と

が
懸

念
さ

れ
る

。
本

研
究

テ
ー

マ
で

は
、

構
造

物
の

変
状

を
考

慮
し

た
港

湾
・

海
岸

構
造

物
の

性
能

設
計

の
実

施
に

向
け

て
、

沖
合

か
ら

沿
岸

域
、

さ
ら

に
陸

上
部

に
か

け
て

の
波

浪
特

性
お

よ
び

そ
れ

に
よ

る
浸

水
や

構
造

物
等

の
被

害
の

実
態

、
メ

カ
ニ

ズ
ム

を
現

地
観

測
や

水
理

模
型

実
験

に
よ

っ
て

明
ら

か
に

す
る

と
と

も
に

、
そ

れ
ら

を
推

定
す

る
数

値
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
モ

デ
ル

の
高

度
化

を
図

る
。

さ
ら

に
、

地
球

温
暖

化
に

備
え

た
施

設
整

備
計

画
を

立
案

に
向

け
て

、
地

球
温

暖
化

が
高

潮
・高

波
被

害
に

与
え

る
影

響
を

数
値

計
算

に
よ

っ
て

検
討

す
る

。

全
国

で
観

測
さ

れ
た

波
浪

・潮
位

・風
情

報
の

高
度

化
の

検
討

を
行

う
と

と
も

に
、

浅
海

域
波

浪
変

形
計

算
の

効
率

化
・高

精
度

化
の

た
め

の
ブ

シ
ネ

ス
ク

モ
デ

ル
の

高
度

化
を

図
る

。
ま

た
、

偶
発

波
浪

に
対

す
る

設
計

外
力

の
算

定
と

そ
の

低
減

策
の

検
討

を
行

う
。

さ
ら

に
、

確
率

台
風

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

に
適

し
た

高
潮

・潮
汐

・
波

浪
結

合
モ

デ
ル

を
構

築
し

、
そ

の
モ

デ
ル

を
用

い
て

地
久

温
暖

化
に

よ
る

港
湾

・
海

岸
施

設
の

破
壊

や
後

背
地

の
浸

水
の

確
率

・規
模

の
変

化
を

試
算

す
る

。

富
山

湾
の

長
周

期
う

ね
り

の
原

因
を

解
明

す
る

と
と

も
に

、
短

時
間

の
越

波
流

量
を

対
象

と
し

た
断

面
２

次
元

モ
デ

ル
を

開
発

し
、

波
浪

作
用

下
の

基
礎

地
盤

の
応

力
状

態
に

対
し

て
の

土
要

素
の

挙
動

を
再

現
す

る
有

限
要

素
モ

デ
ル

の
開

発
も

進
め

た
。

さ
ら

に
、

数
値

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

に
よ

っ
て

日
本

沿
岸

の
海

上
風

速
、

高
潮

、
潮

位
の

極
値

分
布

の
地

球
温

暖
化

に
よ

る
変

化
を

調
べ

た
。

沖
波

波
浪

に
関

し
て

は
、

日
本

海
の

G
P

S
波

浪
計

と
沿

岸
波

浪
計

の
相

関
解

析
や

常
時

波
浪

の
推

算
を

実
施

す
る

。
高

潮
・高

波
に

関
し

て
は

、
平

面
２

次
元

ブ
シ

ネ
ス

ク
モ

デ
ル

と
構

造
物

周
辺

の
波

浪
場

を
解

析
す

る
３

次
元

流
体

直
接

解
析

モ
デ

ル
と

の
接

続
方

法
を

検
討

す
る

と
と

も
に

、
構

造
物

の
大

変
形

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

手
法

の
構

築
と

現
地

へ
の

適
用

を
行

う
。

さ
ら

に
、

波
浪

災
害

に
及

ぼ
す

地
球

温
暖

化
の

影
響

検
討

の
た

め
に

、
モ

ン
テ

カ
ル

ロ
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
に

利
用

可
能

な
高

潮
・潮

汐
・波

浪
結

合
モ

デ
ル

を
構

築
す

る
。

テ
ー

マ
リ

ー
ダ

ー
海

洋
・
水

工
部

長
　

栗
山

善
昭

　
サ

ブ
テ

ー
マ

１
　

①
研

究
目

標

☆ 沖
合

波
浪

観
測

網
と

高
精

度
気

象
・波

浪
推

算
モ

デ
ル

を
活

用
し

た
沿

岸
海

象
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

沿
岸

域
の

調
査

・
設

計
を

効
率

的
か

つ
正

確
に

行
う

た
め

に
、

そ
の

基
礎

情
報

と
な

る
沖

波
特

性
を

G
P

S
波

浪
計

な
ど

か
ら

取
得

さ
れ

る
情

報
を

解
析

し
て

明
ら

か
に

す
る

と
と

も
に

、
波

浪
推

算
値

を
も

組
み

込
ん

だ
沖

波
波

浪
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
を

構
築

す
る

。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

２
①

研
究

目
標

☆ 高
波

・
高

潮
に

よ
る

沿
岸

部
の

被
災

防
止

の
た

め
の

外
郭

施
設

の
設

計
技

術
の

高
度

化

長
周

期
う

ね
り

を
含

め
た

偶
発

波
浪

に
よ

る
構

造
物

の
変

形
を

考
慮

し
た

港
湾

・
海

岸
構

造
物

の
性

能
設

計
を

実
施

す
る

た
め

に
、

流
体

、
地

盤
、

構
造

物
の

相
互

作
用

を
考

慮
し

、
か

つ
、

沖
の

境
界

条
件

か
ら

の
計

算
が

可
能

で
あ

る
波

浪
・地

盤
・
構

造
物

の
変

形
推

定
数

値
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
モ

デ
ル

を
開

発
す

る
。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

３
①

研
究

目
標

☆ 地
球

温
暖

化
が

沿
岸

部
に

も
た

ら
す

リ
ス

ク
予

測
と

対
策

地
球

温
暖

化
に

備
え

た
施

設
整

備
計

画
を

立
案

に
向

け
て

、
地

球
温

暖
化

に
伴

う
海

面
上

昇
、

台
風

な
ど

の
巨

大
化

に
よ

っ
て

生
ず

る
高

潮
・高

波
の

発
生

確
率

の
変

化
を

数
値

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

モ
デ

ル
を

基
に

検
討

す
る

。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

４
①

研
究

目
標

プ
ロ

グ
ラ

ム
や

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

の
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
や

シ
ス

テ
ム

改
良

沿
岸

域
に

お
け

る
構

造
物

の
設

計
等

に
役

立
つ

プ
ロ

グ
ラ

ム
や

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

を
整

備
す

る
。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

☆
印

は
、

重
点

研
究

課
題

「気
候

変
動

が
高

波
・
高

潮
・地

形
変

化
に

及
ぼ

す
影

響
の

評
価

と
対

策
に

関
す

る
研

究
」
に

指
定

さ
れ

て
い

る
研

究
サ

ブ
テ

ー
マ

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

現
地

観
測

、
模

型
実

験
、

数
値

計
算

手
法 ②

外
部

機
関

と
の

連
携

　
京

都
大

学
③

外
部

競
争

的
資

金
の

活
用

　
科

研
費

モ
ン

テ
カ

ル
ロ

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

に
利

用
可

能
な

高
潮

・潮
汐

・
波

浪
結

合
モ

デ
ル

を
構

築
す

る
と

と
も

に
、

現
在

・将
来

気
候

の
台

風
に

対
す

る
瀬

戸
内

海
の

潮
位

・波
浪

の
極

値
を

推
定

す
る

。
ま

た
、

ア
シ

カ
島

な
ど

東
京

湾
口

を
中

心
と

し
た

気
象

・海
象

デ
ー

タ
を

解
析

す
る

。

・1
C

-0
70

1（
宮

井
）プ

ロ
グ

ラ
ム

ラ
イ

ブ
ラ

リ
お

よ
び

関
連

す
る

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

の
構

築
・改

良
お

よ
び

運
用

(海
洋

・水
工

関
係

)

・1
C

-1
10

1（
河

合
）海

象
観

測
デ

ー
タ

の
集

中
処

理
・解

析
と

推
算

値
を

結
合

さ
せ

た
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

構
築

リ
ア

ル
タ

イ
ム

・オ
ン

ラ
イ

ン
情

報
の

項
目

の
再

検
討

を
行

う
と

と
も

に
、

日
本

海
の

G
P

S
波

浪
計

と
沿

岸
波

浪
計

の
相

関
解

析
、

多
層

流
速

を
用

い
た

波
向

推
定

法
の

高
精

度
化

を
行

う
。

ま
た

、
常

時
波

浪
推

算
の

計
算

条
件

お
よ

び
気

象
庁

の
風

デ
ー

タ
に

よ
る

波
浪

の
常

時
計

算
を

実
施

す
る

。

研
　

究
　

体
　

制

各
地

方
整

備
局

の
実

務
担

当
者

が
有

効
活

用
で

き
る

共
同

利
用

プ
ロ

グ
ラ

ム
ラ

イ
ブ

ラ
リ

と
関

連
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

構
築

・改
良

と
普

及
を

行
う

。

・１
C

-0
90

1
（平

山
)リ

ア
ル

タ
イ

ム
海

象
情

報
を

活
用

し
た

マ
ル

チ
ス

ケ
ー

ル
浅

海
域

波
浪

計
算

シ
ス

テ
ム

の
開

発
・１

C
-0

90
2
（山

崎
)既

存
防

波
堤

の
高

波
に

対
す

る
地

盤
補

強
法

の
検

討
・1

C
-1

00
1（

有
川

）数
値

波
動

水
槽

を
用

い
た

港
湾

外
郭

施
設

の
性

能
照

査
手

法
の

構
築

・1
C

-1
10

2（
平

山
）偶

発
波

浪
を

対
象

と
し

た
実

験
・計

算
手

法
の

高
度

化
・1

C
-1

20
1（

平
山

）マ
ル

チ
ス

ケ
ー

ル
浅

海
域

波
浪

計
算

シ
ス

テ
ム

を
活

用
し

た
高

潮
・高

波
災

害
リ

ス
ク

評
価

・1
C

-1
30

1（
有

川
）数

値
波

動
水

槽
を

用
い

た
港

湾
外

郭
施

設
の

性
能

照
査

手
法

の
高

度
化

・1
C

-1
40

1（
平

山
）偶

発
波

浪
の

特
性

を
考

慮
し

た
設

計
外

力
評

価
と

そ
の

低
減

策
の

提
案

確
率

台
風

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

に
適

し
た

高
潮

・潮
汐

・
波

浪
結

合
モ

デ
ル

を
構

築
す

る
と

と
も

に
、

そ
の

モ
デ

ル
を

用
い

て
内

湾
の

波
浪

・高
潮

を
計

算
し

、
平

均
海

面
上

昇
、

台
風

強
大

化
に

よ
る

、
港

湾
・海

岸
施

設
の

破
壊

や
後

背
地

の
浸

水
の

確
率

・規
模

の
変

化
を

試
算

す
る

。
さ

ら
に

、
IP

C
C

-
A

R
5を

踏
ま

え
つ

つ
、

港
湾

･海
岸

を
中

心
と

し
た

沿
岸

域
の

気
候

変
動

適
応

策
の

留
意

点
や

今
後

行
う

べ
き

技
術

開
発

を
整

理
す

る
。

・1
C

-0
90

3（
河

合
)気

候
変

動
適

応
策

の
検

討
を

目
的

と
し

た
波

浪
・潮

位
の

極
値

解
析

・1
C

-1
20

2（
河

合
）気

候
変

動
に

よ
る

沿
岸

災
害

の
変

化
の

予
測

・1
C

-1
40

2（
河

合
）沿

岸
域

の
気

候
変

動
適

応
策

の
提

案

①
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
改

良
と

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

バ
グ

修
正

（
Ｏ

Ｓ
対

応
を

含
む

）
②

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

の
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
（水

深
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
（地

形
・港

形
・水

深
）の

更
新

③
所

内
お

よ
び

各
地

方
整

備
局

等
へ

の
情

報
サ

ー
ビ

ス
④

各
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
ド

キ
ュ

メ
ン

ト
フ

ァ
イ

ル
の

整
備

・
維

持
管

理
⑤

地
方

整
備

局
の

現
場

に
お

け
る

調
査

設
計

担
当

者
か

ら
の

問
題

や
課

題
の

整
備

と
プ

ロ
グ

ラ
ム

・
デ

ー
タ

の
検

証
・
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
検

証
。

関
東

か
ら

九
州

地
方

ま
で

を
対

象
に

、
現

状
と

将
来

の
両

方
の

気
象

環
境

で
高

潮
を

推
算

し
、

各
地

の
海

上
風

速
、

高
潮

、
潮

位
の

極
値

分
布

の
地

球
温

暖
化

に
よ

る
変

化
を

調
べ

た
。

さ
ら

に
、

こ
れ

ま
で

に
検

討
を

進
め

て
き

た
数

値
計

算
結

果
を

も
と

に
し

て
、

高
潮

と
高

波
の

同
時

生
起

性
を

考
慮

し
た

地
球

温
暖

化
を

考
慮

し
た

高
潮

対
策

施
設

の
性

能
設

計
へ

の
活

用
に

つ
い

て
と

り
ま

と
め

を
行

っ
た

。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

数
値

計
算

手
法

②
外

部
機

関
と

の
連

携
　

な
し

③
外

部
競

争
的

資
金

の
活

用
　

な
し

リ
ア

ル
タ

イ
ム

海
象

情
報

を
活

用
し

て
高

波
に

よ
る

沿
岸

構
造

物
の

被
害

評
価

を
行

う
ツ

ー
ル

を
整

備
す

る
。

こ
の

実
現

の
た

め
、

平
面

２
次

元
ブ

シ
ネ

ス
ク

モ
デ

ル
と

構
造

物
周

辺
の

波
浪

場
を

解
析

す
る

３
次

元
流

体
直

接
解

析
モ

デ
ル

と
の

接
続

方
法

、
な

ら
び

に
計

算
時

間
を

短
縮

す
る

た
め

の
並

列
処

理
化

に
つ

い
て

引
き

続
き

検
討

す
る

。
さ

ら
に

、
構

造
物

の
大

変
形

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

手
法

の
構

築
と

現
地

へ
の

適
用

を
行

う
と

と
も

に
、

計
算

時
間

の
高

速
化

を
図

る
。

対
象

海
域

の
広

域
化

・
多

様
化

に
対

応
し

た
浅

海
域

波
浪

変
形

計
算

の
効

率
化

・高
精

度
化

の
た

め
の

ブ
シ

ネ
ス

ク
モ

デ
ル

の
高

度
化

を
図

る
と

と
も

に
、

対
象

海
域

の
詳

細
地

形
と

海
象

情
報

か
ら

沿
岸

域
の

出
現

波
浪

を
算

定
す

る
技

術
を

活
用

し
た

波
浪

災
害

の
発

生
危

険
度

の
評

価
手

法
を

提
案

す
る

。
さ

ら
に

、
偶

発
波

浪
の

特
性

を
踏

ま
え

た
造

波
・計

測
手

法
及

び
計

算
モ

デ
ル

の
改

良
を

行
う

。
さ

ら
に

、
偶

発
波

浪
に

対
す

る
設

計
外

力
の

算
定

と
そ

の
低

減
策

の
検

討
を

行
う

。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

数
値

計
算

手
法

②
外

部
機

関
と

の
連

携
　

韓
国

海
洋

研
究

院
（北

東
ア

ジ
ア

港
湾

局
長

会
議

W
G

3）
、

京
都

大
学

防
災

研
究

所
（
科

研
費

）
、

九
州

大
学

（
科

研
費

）と
共

同
研

究
、

東
京

大
学

と
連

携
。

③
外

部
競

争
的

資
金

の
活

用
　

科
研

費

越
波

に
関

し
て

は
、

臨
海

都
市

部
に

お
け

る
モ

デ
ル

地
形

を
対

象
と

し
て

浸
水

予
測

を
行

い
、

対
策

工
の

提
案

等
を

行
っ

た
。

さ
ら

に
、

実
務

で
用

い
ら

れ
て

い
る

平
均

越
波

流
量

で
は

な
く
、

短
時

間
の

越
波

流
量

を
対

象
と

し
た

ブ
シ

ネ
ス

ク
モ

デ
ル

に
適

用
可

能
な

新
た

な
越

波
モ

デ
ル

の
基

本
設

計
を

行
い

、
そ

れ
を

も
と

に
断

面
２

次
元

モ
デ

ル
を

開
発

し
た

。
さ

ら
に

、
実

験
手

法
の

高
度

化
を

目
指

し
て

、
数

値
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
に

お
け

る
、

沖
合

で
得

ら
れ

た
複

数
の

方
向

ス
ペ

ク
ト

ル
の

時
間

・空
間

分
布

を
考

慮
し

た
、

う
ね

り
波

形
の

造
波

手
法

を
開

発
し

た
。

２
０

１
１

年
度

（
平

成
２

３
年

度
）
　

研
究

テ
ー

マ
別

研
究

計
画

（事
前

評
価

）
　

総
括

シ
ー

ト

１
Ｃ

　
高

波
・高

潮
災

害
の

防
止

、
軽

減
に

関
す

る
研

究
１

　
安

全
・安

心
な

社
会

を
形

成
す

る
た

め
の

研
究

全
国

で
観

測
さ

れ
た

波
浪

・潮
位

・風
デ

ー
タ

を
集

中
処

理
・解

析
し

、
観

測
年

報
を

作
成

す
る

と
と

も
に

、
観

測
情

報
の

高
度

化
の

検
討

を
行

う
。

さ
ら

に
、

日
本

沿
岸

を
対

象
に

、
N

O
W

P
H

A
S
波

浪
観

測
値

と
波

浪
推

算
結

果
を

組
み

合
わ

せ
た

波
浪

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

を
構

築
す

る
。

高
精

度
波

浪
推

算
法

を
用

い
て

顕
著

な
高

波
の

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

を
構

築
し

、
そ

の
出

現
特

性
を

検
討

す
る

と
と

も
に

、
波

浪
推

算
の

さ
ら

な
る

高
度

化
を

目
指

し
て

波
浪

観
測

デ
ー

タ
に

基
づ

く
デ

ー
タ

同
化

を
考

慮
し

た
日

本
沿

岸
の

波
浪

推
算

を
行

い
、

そ
の

精
度

検
証

を
行

う
と

と
も

に
、

台
風

周
辺

の
風

場
を

様
々

な
方

法
で

推
算

し
、

そ
れ

ぞ
れ

の
推

算
精

度
を

検
証

し
た

。
ま

た
、

富
山

湾
の

長
周

期
う

ね
り

が
、

日
本

海
全

域
で

長
時

間
強

風
が

続
く
こ

と
に

よ
り

形
成

さ
れ

る
こ

と
を

解
明

し
、

寄
り

回
り

波
予

測
シ

ス
テ

ム
を

開
発

し
た

。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

現
地

観
測

、
数

値
計

算
手

法
②

外
部

機
関

と
の

連
携

　
国

総
研

、
九

州
大

学
、

京
都

大
学

③
外

部
競

争
的

資
金

の
活

用
　

科
研

費

研
　

　
究

　
　

計
　

　
画
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【研

究
分

野
名

】
　

【研
究

テ
ー

マ
名

】

そ
の

他
研

究
目

標
研

究
内

容
（
五

箇
年

全
体

）
過

年
度

ま
で

の
研

究
実

施
内

容
2
01

1
年

度
の

研
究

実
施

内
容

研
究

実
施

体
制

研
究

実
施

項
目

・研
究

代
表

者

全
体

計
画

干
潟

・藻
場

等
の

生
態

学
的

・地
盤

工
学

的
知

見
を

総
合

化
し

て
生

物
生

息
場

を
修

復
す

る
技

術
を

と
り

ま
と

め
る

。
ま

た
、

閉
鎖

性
海

域
の

水
質

基
準

の
改

定
や

化
学

物
質

管
理

が
強

化
さ

れ
る

状
況

に
対

応
し

た
、

水
質

・底
質

の
改

善
策

の
提

案
に

向
け

た
研

究
を

行
う

。
こ

れ
ら

の
成

果
を

通
し

て
、

豊
か

で
多

様
な

生
物

生
息

を
可

能
と

し
、

地
球

温
暖

化
の

緩
和

に
も

貢
献

す
る

沿
岸

海
域

の
再

生
を

実
現

さ
せ

る
と

と
も

に
、

生
物

生
息

場
つ

く
り

へ
の

浚
渫

土
砂

の
有

効
利

用
促

進
や

、
グ

リ
ー

ン
ポ

ー
ト

化
の

推
進

に
役

立
て

る
。

沿
岸

域
生

態
系

の
構

造
に

関
し

て
、

高
次

栄
養

段
階

生
物

の
食

性
や

環
境

地
盤

学
の

展
開

が
図

ら
れ

る
と

と
も

に
、

地
球

温
暖

化
緩

和
機

能
に

関
す

る
調

査
・

研
究

を
実

施
し

、
多

様
な

生
物

の
生

息
を

可
能

と
す

る
沿

岸
海

域
の

修
復

に
関

す
る

研
究

を
行

う
。

ま
た

、
港

湾
堆

積
物

の
底

質
や

境
界

層
に

お
け

る
物

理
的

輸
送

過
程

の
研

究
を

進
め

、
沿

岸
域

の
環

境
修

復
に

役
立

て
る

。

高
次

栄
養

段
階

に
あ

る
鳥

類
の

食
性

や
、

底
生

生
成

物
の

生
息

に
対

す
る

地
盤

工
学

的
な

尺
度

の
重

要
性

に
関

し
て

飛
躍

的
な

研
究

成
果

が
得

ら
れ

、
生

物
生

息
場

の
観

点
か

ら
干

潟
修

復
や

窪
地

埋
戻

し
技

術
へ

革
新

的
な

貢
献

が
見

ら
れ

た
。

ま
た

、
閉

鎖
性

海
域

の
底

質
に

関
し

て
、

再
懸

濁
や

酸
素

消
費

過
程

・化
学

物
質

の
動

態
等

に
関

す
る

基
礎

的
理

解
が

進
ん

だ
。

沿
岸

域
生

態
系

の
高

次
栄

養
段

階
生

物
の

食
性

や
、

底
生

生
物

の
生

息
に

関
し

て
環

境
地

盤
学

の
展

開
に

基
づ

く
チ

ャ
ー

ト
作

成
の

た
め

の
研

究
が

実
施

さ
れ

る
と

と
も

に
、

地
球

温
暖

化
緩

和
機

能
に

関
す

る
調

査
を

引
き

続
き

行
う

。
ま

た
、

港
湾

堆
積

物
の

底
質

や
境

界
層

に
お

け
る

物
理

的
輸

送
過

程
の

研
究

を
進

め
、

沿
岸

域
の

環
境

修
復

に
役

立
て

る
。

テ
ー

マ
リ

ー
ダ

ー
研

究
主

監
　

中
村

由

　
サ

ブ
テ

ー
マ

１
　

①
研

究
目

標

☆ 沿
岸

域
が

有
す

る
地

球
温

暖
化

緩
和

機
能

の
評

価
に

関
す

る
研

究

干
潟

や
海

草
藻

場
等

が
有

す
る

Ｃ
Ｏ

2
吸

収
・固

定
能

力
に

着
目

し
、

調
査

・
実

験
・数

値
解

析
に

よ
り

、
沿

岸
生

態
系

が
有

す
る

Ｃ
Ｏ

2吸
収

量
を

定
量

化
し

、
吸

収
量

を
変

動
さ

せ
て

い
る

環
境

条
件

を
解

明
す

る
。

そ
れ

ら
の

成
果

を
、

港
湾

域
全

体
で

の
地

球
温

暖
化

対
策

に
位

置
づ

け
、

グ
リ

ー
ン

ポ
ー

ト
化

に
貢

献
さ

せ
る

。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

２
①

研
究

目
標

☆ 生
物

多
様

性
を

実
現

す
る

干
潟

・
浅

場
の

修
復

技
術

に
関

す
る

研
究

鳥
類

や
魚

類
な

ど
の

高
次

の
生

物
生

息
が

安
定

に
保

た
れ

る
た

め
に

は
、

餌
生

物
が

多
様

に
生

息
し

て
い

る
こ

と
が

前
提

と
な

る
。

本
サ

ブ
テ

ー
マ

で
は

、
ま

ず
鳥

類
や

魚
類

等
、

生
態

系
の

高
次

生
物

の
食

性
を

明
ら

か
に

す
る

こ
と

を
基

に
、

生
物

多
様

性
を

実
現

す
る

た
め

の
技

術
を

考
察

す
る

。
ま

た
、

主
要

な
餌

と
考

え
ら

れ
る

底
生

生
物

の
住

環
境

を
生

態
地

盤
学

の
視

点
か

ら
評

価
す

る
こ

と
に

よ
り

、
底

生
生

態
系

と
地

盤
環

境
場

を
統

合
的

に
管

理
す

る
手

法
を

開
発

す
る

。
こ

れ
ら

の
成

果
を

基
に

、
有

効
な

生
物

生
息

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

３
①

研
究

目
標

☆ 閉
鎖

性
海

域
の

水
環

境
改

善
技

術
に

関
す

る
研

究

閉
鎖

性
海

域
の

水
質

基
準

が
底

層
D

O
等

を
加

え
る

方
向

で
検

討
作

業
中

で
あ

る
状

況
を

受
け

、
フ

ェ
リ

ー
等

に
設

置
し

た
観

測
装

置
に

よ
り

沿
岸

の
常

時
連

続
観

測
を

継
続

実
施

し
て

、
閉

鎖
性

海
域

の
水

質
悪

化
現

象
の

理
解

を
進

め
る

と
と

も
に

、
内

湾
水

質
複

合
生

態
系

モ
デ

ル
を

汎
用

化
し

て
、

浚
渫

土
砂

を
有

効
利

用
し

た
各

種
環

境
修

復
事

業
の

効
果

予
測

手
法

を
提

案
し

、
そ

の
効

果
を

定
量

的
に

比
較

す
る

ツ
ー

ル
を

完
成

さ
せ

る
。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

４
①

研
究

目
標

沿
岸

域
の

化
学

物
質

管
理

に
関

す
る

研
究

生
物

・生
態

系
影

響
を

含
め

た
環

境
中

の
化

学
物

質
管

理
や

浚
渫

土
砂

を
利

用
し

た
埋

立
地

に
お

け
る

規
制

が
強

化
さ

れ
る

社
会

的
な

背
景

の
中

で
、

基
礎

と
な

る
沿

岸
の

底
質

や
底

生
生

態
系

の
情

報
を

整
理

す
る

と
と

も
に

、
今

後
沿

岸
域

で
管

理
が

必
要

と
な

る
可

能
性

の
あ

る
物

質
を

含
め

た
管

理
手

法
を

提
案

す
る

。
さ

ら
に

、
沿

岸
域

の
一

般
的

な
化

学
物

質
動

態
・生

態
影

響
を

予
測

す
る

手
法

を
提

案
し

、
合

理
的

な
化

学
物

質
管

理
や

浚
渫

土
砂

有
効

利
用

の
促

進
に

役
立

て
る

。
②

研
究

実
施

期
間

（西
暦

）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

５
①

研
究

目
標

☆ 海
底

境
界

層
に

お
け

る
物

理
・化

学
過

程
の

解
明

と
堆

積
物

管
理

に
関

す
る

研
究

河
口

内
湾

域
で

の
高

含
水

比
泥

(F
lu

id
 m

u
d)

輸
送

を
取

り
込

ん
だ

底
泥

輸
送

モ
デ

ル
の

開
発

し
、

台
風

・
洪

水
イ

ベ
ン

ト
時

に
お

け
る

内
湾

底
泥

の
堆

積
環

境
の

時
空

間
的

な
変

動
を

予
測

す
る

。
ま

た
、

水
・堆

積
物

境
界

面
に

お
け

る
酸

素
や

リ
ン

の
輸

送
過

程
に

関
す

る
検

討
を

行
い

、
富

栄
養

化
し

た
内

湾
の

底
質

改
善

技
術

や
浚

渫
土

砂
の

有
効

利
用

法
を

提
案

す
る

。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

☆
印

は
、

重
点

研
究

課
題

「沿
岸

生
態

系
の

保
全

・回
復

と
Ｃ

Ｏ
2吸

収
、

お
よ

び
閉

鎖
性

海
域

の
環

境
改

善
に

関
す

る
研

究
」に

指
定

さ
れ

て
い

る
研

究
サ

ブ
テ

ー
マ

・2
A

-0
6
01

（
鈴

木
）閉

鎖
性

内
湾

に
お

け
る

環
境

の
常

時
連

続
観

測
と

そ
の

統
計

解
析

・2
A

-1
1
01

（
鈴

木
）非

静
水

圧
3次

元
沿

岸
水

理
モ

デ
ル

の
多

機
能

化
・2

A
-1

1
02

（
井

上
）内

湾
複

合
生

態
系

モ
デ

ル
に

よ
る

閉
鎖

性
内

湾
の

環
境

修
復

事
業

効
果

の
把

握
・2

A
-0

9
02

（
中

村
由

）
浚

渫
土

砂
を

利
用

し
た

環
境

修
復

効
果

の
予

測
手

法
の

提
案 ・2

A
-1

0
02

（
中

川
）内

湾
域

に
お

け
る

高
含

水
比

底
泥

挙
動

の
モ

デ
ル

化
に

関
す

る
研

究
・2

A
-1

3
03

（
中

川
）底

泥
の

巻
き

上
げ

に
よ

る
濁

り
の

拡
散

と
水

質
へ

の
影

響
評

価
に

関
す

る
研

究
・2

A
-1

1
03

（
井

上
・中

村
由

）海
底

境
界

面
に

お
け

る
物

質
交

換
過

程
に

関
す

る
解

析
・2

A
-1

3
04

（
井

上
）底

質
の

修
復

と
有

効
利

用
に

関
す

る
調

査
及

び
解

析

河
口

内
湾

域
で

の
高

含
水

比
泥

(F
lu

id
 m

ud
)輸

送
を

取
り

込
ん

だ
底

泥
輸

送
モ

デ
ル

の
開

発
し

、
台

風
・

洪
水

イ
ベ

ン
ト

時
に

お
け

る
内

湾
底

泥
の

堆
積

環
境

の
時

空
間

的
な

変
動

を
予

測
す

る
。

ま
た

、
水

・堆
積

物
境

界
面

に
お

け
る

酸
素

や
リ

ン
の

輸
送

過
程

に
関

す
る

検
討

を
行

い
、

富
栄

養
化

し
た

内
湾

の
底

質
改

善
技

術
・
底

質
有

効
利

用
法

を
提

案
す

る
。

未
攪

乱
底

泥
を

設
置

で
き

る
海

底
流

動
水

槽
を

用
い

て
、

基
礎

的
な

海
底

境
界

層
の

観
測

手
法

を
確

立
し

た
。

そ
の

手
法

を
東

京
湾

海
底

観
測

に
適

用
し

、
台

風
及

び
洪

水
イ

ベ
ン

ト
時

に
お

け
る

内
湾

底
泥

の
再

懸
濁

・堆
積

過
程

を
連

続
的

に
捉

え
る

こ
と

に
成

功
し

た
。

ま
た

、
水

・堆
積

物
界

面
の

形
状

が
粗

面
の

場
合

に
、

溶
存

酸
素

の
輸

送
を

表
現

で
き

る
数

理
モ

デ
ル

を
開

発
し

、
渦

の
交

換
頻

度
と

酸
素

フ
ラ

ッ
ク

ス
の

関
係

を
調

べ
、

酸
素

フ
ラ

ッ
ク

ス
測

定
値

の
系

統
的

な
誤

差
の

要
因

を
指

摘
し

た
。

海
底

流
動

水
槽

を
用

い
て

侵
食

・堆
積

機
構

を
実

験
的

に
調

べ
る

と
と

も
に

、
3
次

元
流

動
モ

デ
ル

を
実

海
域

に
適

用
す

る
手

法
を

検
討

す
る

。
ま

た
、

海
底

境
界

層
に

お
け

る
水

の
動

き
が

水
・堆

積
物

界
面

に
お

け
る

酸
素

輸
送

に
及

ぼ
す

影
響

を
解

析
す

る
。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
実

験
施

設
：海

底
流

動
水

槽
、

現
地

観
測

：
東

京
湾

沿
岸

で
の

現
地

観
測

②
外

部
機

関
と

の
連

携
羽

田
研

究
調

査
委

員
会

（
事

務
局

：
横

浜
技

調
）を

通
じ

た
東

京
海

洋
大

・
東

工
大

・
水

産
試

験
セ

ン
タ

ー
等

と
の

連
携

③
外

部
競

争
的

資
金

の
活

用
関

東
測

試

・2
A

-0
9
03

（
中

村
由

）
内

湾
に

集
積

す
る

新
規

残
留

性
化

学
物

質
の

管
理

手
法

に
関

す
る

提
案

・2
A

-1
2
02

（
中

村
由

）
沿

岸
域

に
お

け
る

化
学

物
質

の
予

防
的

管
理

手
法

に
関

す
る

調
査

及
び

解
析

フ
ェ

リ
ー

等
に

設
置

し
た

観
測

装
置

に
よ

り
、

沿
岸

の
常

時
連

続
観

測
を

実
施

し
、

沿
岸

の
流

動
の

動
態

や
貧

酸
素

水
塊

の
発

生
状

況
等

を
捉

え
る

。
平

成
22

年
度

ま
で

に
構

築
し

た
内

湾
水

質
複

合
生

態
系

モ
デ

ル
の

う
ち

、
流

動
モ

デ
ル

部
分

を
汎

用
化

し
、

複
雑

な
海

岸
線

や
海

底
地

形
に

も
対

応
で

き
、

風
な

ど
の

外
力

の
応

答
や

外
海

の
影

響
を

適
切

に
表

現
で

き
る

流
動

モ
デ

ル
を

完
成

さ
せ

る
。

さ
ら

に
、

各
種

環
境

修
復

事
業

の
定

量
的

な
効

果
の

把
握

を
行

う
。

東
京

湾
及

び
伊

勢
湾

口
に

お
い

て
、

フ
ェ

リ
ー

を
活

用
し

た
連

続
観

測
シ

ス
テ

ム
を

構
築

し
、

連
続

観
測

を
継

続
的

に
実

施
し

て
い

る
。

二
つ

の
湾

口
デ

ー
タ

と
そ

れ
ぞ

れ
の

流
動

や
そ

れ
ぞ

れ
の

貧
酸

素
水

塊
形

成
過

程
を

比
較

し
、

湾
口

で
の

混
合

条
件

の
重

要
性

を
見

い
だ

し
た

。
生

態
系

モ
デ

ル
の

ベ
ー

ス
と

な
る

流
動

モ
デ

ル
に

つ
い

て
は

、
沿

岸
の

流
動

を
適

切
に

表
現

す
る

非
静

水
圧

3次
元

流
動

モ
デ

ル
を

開
発

す
る

こ
と

が
で

き
た

。
ま

た
、

貧
酸

素
水

塊
の

発
生

を
的

確
に

表
現

し
、

干
潟

造
成

な
ど

の
環

境
修

復
事

業
を

評
価

で
き

る
複

合
生

態
系

モ
デ

ル
の

構
築

を
ほ

ぼ
終

え
る

こ
と

が
で

き
た

。

沿
岸

域
に

お
い

て
今

後
管

理
を

行
う

べ
き

物
質

を
探

索
す

る
た

め
、

沿
岸

域
に

お
け

る
候

補
物

質
の

汚
染

実
態

を
把

握
し

た
上

で
、

今
後

管
理

が
特

に
必

要
な

物
質

を
選

定
す

る
手

法
を

提
案

す
る

。
さ

ら
に

、
浚

渫
土

砂
を

用
い

た
土

地
造

成
箇

所
へ

の
法

規
制

の
適

用
を

考
慮

し
、

含
有

量
を

ベ
ー

ス
に

し
た

沿
岸

域
底

泥
中

の
化

学
物

質
管

理
手

法
を

提
案

す
る

。

沿
岸

域
に

お
い

て
今

後
管

理
を

行
う

べ
き

物
質

を
探

索
す

る
た

め
の

簡
易

な
手

法
を

構
築

し
、

プ
レ

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
を

行
っ

て
複

数
の

候
補

物
質

を
提

案
し

た
。

東
京

湾
沿

岸
部

に
お

い
て

、
そ

れ
ら

の
候

補
物

質
の

汚
染

実
態

を
把

握
し

た
。

ま
た

、
土

地
造

成
箇

所
へ

の
改

正
土

壌
汚

染
対

策
法

の
適

用
に

関
す

る
情

報
収

集
を

実
施

し
、

浚
渫

土
砂

の
管

理
に

及
ぼ

す
影

響
を

整
理

し
た

。

プ
レ

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
に

基
づ

く
候

補
物

質
の

汚
染

実
態

を
把

握
し

た
現

地
デ

ー
タ

を
解

析
し

、
今

後
、

沿
岸

域
に

お
い

て
今

後
管

理
を

行
う

べ
き

物
質

を
探

索
す

る
た

め
の

手
法

を
提

案
す

る
。

ま
た

、
重

金
属

類
等

に
つ

い
て

、
堆

積
物

に
含

有
さ

れ
る

化
学

物
質

濃
度

と
底

生
生

物
へ

の
蓄

積
量

を
整

理
し

、
底

生
生

物
へ

の
直

接
影

響
や

食
物

連
鎖

に
よ

る
高

次
生

物
へ

の
濃

縮
過

程
を

文
献

整
理

す
る

。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
現

地
観

測
：東

京
湾

沿
岸

で
の

現
地

観
測 ②

外
部

機
関

と
の

連
携

当
面

、
港

空
研

独
自

の
研

究
開

発
③

外
部

競
争

的
資

金
の

活
用

特
に

な
し

フ
ェ

リ
ー

観
測

デ
ー

タ
に

つ
い

て
、

短
期

変
動

と
数

年
以

上
の

長
期

変
動

に
分

け
て

統
計

解
析

を
実

施
し

、
時

間
ス

ケ
ー

ル
毎

に
閉

鎖
性

内
湾

の
環

境
変

化
の

特
性

を
整

理
す

る
。

沿
岸

水
理

モ
デ

ル
に

つ
い

て
は

、
水

平
方

向
に

不
等

間
隔

格
子

、
鉛

直
方

向
に

σ
・γ

座
標

系
を

導
入

し
て

詳
細

地
形

が
流

動
に

及
ぼ

す
影

響
を

解
析

す
る

。
生

態
系

モ
デ

ル
に

つ
い

て
は

、
各

種
環

境
改

善
事

業
の

効
果

予
測

を
詳

細
な

メ
ッ

シ
ュ

サ
イ

ズ
で

実
施

す
る

。
さ

ら
に

、
窪

地
の

修
復

効
果

を
定

量
的

に
評

価
す

る
一

連
の

評
価

手
法

を
提

案
す

る
。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
現

地
観

測
：東

京
湾

及
び

伊
勢

湾
口

の
二

つ
の

フ
ェ

リ
ー

に
よ

る
観

測
、

複
合

生
態

系
モ

デ
ル

に
よ

る
大

規
模

な
数

値
解

析 ②
外

部
機

関
と

の
連

携
当

面
、

港
空

研
独

自
の

研
究

開
発

③
外

部
競

争
的

資
金

の
活

用
中

部
地

整
・関

東
地

整
か

ら
の

測
試

な
ど

現
地

調
査

、
室

内
実

験
に

着
手

す
る

と
と

も
に

、
解

析
手

法
に

つ
い

て
も

検
討

を
開

始
し

て
い

る
。

・
風

蓮
湖

及
び

盤
洲

干
潟

に
お

い
て

季
節

毎
に

現
地

観
測

を
実

施
し

、
炭

素
や

酸
素

の
動

態
を

様
々

な
手

法
に

よ
っ

て
実

測
し

た
。

ま
た

、
久

里
浜

湾
の

ア
マ

モ
場

に
お

い
て

、
ア

マ
モ

の
草

体
・
種

子
の

分
布

な
ら

び
に

現
存

量
に

関
す

る
基

礎
調

査
を

年
6回

実
施

し
た

。
・
干

潟
水

槽
・メ

ソ
コ

ス
ム

水
槽

・海
底

流
動

水
槽

に
お

い
て

、
炭

素
及

び
酸

素
の

動
態

に
関

す
る

実
験

を
行

っ
た

。
・
Ｇ

ＩＳ
を

用
い

た
画

像
解

析
に

よ
る

藻
場

分
布

調
査

や
、

環
境

条
件

と
炭

素
固

定
速

度
の

関
係

性
に

関
す

る
メ

タ
解

析
に

着
手

し
た

。

引
き

続
き

現
地

調
査

、
室

内
実

験
を

実
施

す
る

と
と

も
に

、
環

境
条

件
と

炭
素

固
定

速
度

と
の

関
係

性
に

つ
い

て
解

析
を

行
う

。
・
季

節
毎

に
現

地
観

測
を

実
施

し
、

炭
素

や
酸

素
の

動
態

を
渦

相
関

法
・チ

ャ
ン

バ
ー

法
・バ

ル
ク

法
な

ど
様

々
な

手
法

に
よ

っ
て

実
測

す
る

。
ま

た
、

ア
マ

モ
の

草
体

・
種

子
の

分
布

な
ら

び
に

現
存

量
デ

ー
タ

を
解

析
す

る
。

・
干

潟
水

槽
・メ

ソ
コ

ス
ム

水
槽

等
に

お
い

て
、

炭
素

及
び

酸
素

の
フ

ラ
ッ

ク
ス

に
関

す
る

実
験

を
行

う
。

・
Ｇ

ＩＳ
を

用
い

た
画

像
解

析
に

よ
る

藻
場

分
布

調
査

や
、

環
境

条
件

と
炭

素
固

定
速

度
の

関
係

性
に

関
す

る
メ

タ
解

析
を

行
う

。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
実

験
施

設
：干

潟
水

槽
・C

O
2
実

験
水

槽
（現

有
の

メ
ソ

コ
ス

ム
水

槽
を

改
良

予
定

)・
海

底
流

動
水

槽
、

現
地

観
測

：
久

里
浜

湾
・盤

洲
干

潟
・風

蓮
湖

②
外

部
機

関
と

の
連

携
共

同
研

究
：北

海
道

大
学

・東
京

大
学

、
ほ

か
多

く
の

機
関

と
連

携
③

外
部

競
争

的
資

金
の

活
用

特
別

研
究

・関
東

測
試

受
託

な
ど

・2
A

-0
9
01

（
桑

江
）沿

岸
生

態
系

に
よ

る
Ｃ

Ｏ
2吸

収
量

の
定

量
化

と
そ

の
強

化
に

関
す

る
調

査
及

び
実

験
・2

A
-1

3
01

（
桑

江
）沿

岸
生

態
系

に
よ

る
Ｃ

Ｏ
2吸

収
に

関
す

る
不

確
実

性
の

検
証

・2
A

-0
8
01

（
桑

江
）沿

岸
生

態
系

に
お

け
る

高
次

栄
養

段
階

生
物

の
食

性
に

関
す

る
調

査
及

び
実

験
・2

A
-1

2
01

（
桑

江
）高

次
生

物
の

食
性

を
考

慮
し

た
食

物
網

モ
デ

ル
構

築
・2

A
-1

0
01

（
佐

々
）干

潟
生

態
地

盤
学

の
展

開
に

よ
る

生
物

住
環

境
診

断
チ

ャ
ー

ト
の

作
成

・2
A

-1
3
02

（
佐

々
）干

潟
・
砂

浜
海

岸
に

お
け

る
底

生
生

態
系

及
び

地
盤

環
境

の
統

合
評

価
・管

理
手

法
の

開
発

２
０

１
１

年
度

（
平

成
２

３
年

度
）
　

研
究

テ
ー

マ
別

研
究

計
画

（事
前

評
価

）
　

総
括

シ
ー

ト

２
　

沿
岸

域
の

良
好

な
環

境
を

保
全

、
形

成
す

る
た

め
の

研
究

２
Ａ

　
海

域
環

境
の

保
全

、
回

復
に

関
す

る
研

究

研
　

　
究

　
　

計
　

　
画

研
　

究
　

体
　

制

鳥
類

や
魚

類
等

、
生

態
系

の
高

次
生

物
の

食
性

を
解

明
す

る
と

と
も

に
、

こ
れ

ら
の

高
次

生
物

生
産

機
能

を
表

現
す

る
モ

デ
ル

を
開

発
す

る
。

ま
た

、
多

様
な

生
物

住
環

境
と

土
砂

物
理

環
境

の
関

わ
り

を
、

生
態

地
盤

学
手

法
の

展
開

に
よ

っ
て

系
統

的
に

明
ら

か
に

す
る

。
さ

ら
に

作
成

し
た

生
物

住
環

境
診

断
チ

ャ
ー

ト
を

、
地

形
動

態
の

安
定

評
価

や
将

来
予

測
を

含
め

て
拡

張
す

る
。

以
上

の
成

果
を

も
と

に
、

生
物

多
様

性
を

実
現

す
る

た
め

の
干

潟
・
浅

場
の

修
復

技
術

を
と

り
ま

と
め

る
。

干
潟

に
飛

来
す

る
鳥

類
に

つ
い

て
、

代
表

的
な

シ
ギ

・チ
ド

リ
類

に
つ

い
て

様
々

な
手

法
を

用
い

て
現

地
調

査
を

実
施

し
、

い
つ

ど
こ

で
ど

の
よ

う
に

餌
を

捕
食

し
て

い
る

か
を

明
ら

か
に

し
た

。
ま

た
、

魚
類

に
つ

い
て

は
捕

獲
し

た
魚

類
に

標
識

を
つ

け
再

捕
獲

す
る

実
験

を
行

う
と

と
も

に
、

同
位

体
分

析
に

よ
る

餌
生

物
の

同
定

作
業

を
実

施
し

た
。

サ
ク

シ
ョ

ン
動

態
な

ど
地

盤
工

学
の

指
標

と
底

生
生

物
の

営
巣

活
動

な
ど

の
住

環
境

に
密

接
な

関
連

性
が

あ
る

こ
と

を
明

ら
か

に
し

、
「
生

態
地

盤
学

」と
い

う
新

た
な

学
問

分
野

を
提

唱
し

た
。

高
次

生
物

の
食

性
に

関
し

て
は

、
鳥

類
の

餌
選

択
に

関
す

る
実

験
を

現
地

干
潟

で
実

施
す

る
と

と
も

に
、

こ
れ

ま
で

得
ら

れ
た

生
物

デ
ー

タ
を

解
析

し
、

鳥
類

及
び

魚
類

に
つ

い
て

餌
生

物
を

同
定

す
る

。
ま

た
、

砂
質

干
潟

お
よ

び
砂

浜
の

底
生

生
物

を
対

象
と

し
た

生
態

地
盤

実
験

と
現

地
土

砂
環

境
／

生
物

分
布

の
一

体
調

査
を

引
き

続
き

実
施

し
、

土
砂

環
境

の
選

択
行

動
や

生
息

分
布

形
成

に
関

す
る

知
見

を
得

る
。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
現

地
観

測
：国

内
3カ

所
国

外
1カ

所
の

干
潟

（
盤

洲
干

潟
・コ

ム
ケ

湖
・
風

蓮
湖

、
サ

ン
フ

ラ
ン

シ
ス

コ
湾

泥
干

潟
）

②
外

部
機

関
と

の
連

携
日

本
大

学
・香

川
大

学
・北

海
道

大
学

ほ
か

の
国

内
研

究
機

関
、

Ｃ
Ｗ

Ｓ
、

Ｓ
Ｆ

Ｕ
な

ど
の

海
外

研
究

機
関

と
連

携
③

外
部

競
争

的
資

金
の

活
用

科
研

費
・鉄

鋼
環

境
基

金
な

ど

干
潟

・海
草

藻
場

を
対

象
と

し
、

以
下

の
3
点

を
具

体
的

に
検

討
す

る
。

（
１

）
Ｃ

Ｏ
2
の

吸
収

速
度

や
分

解
に

伴
う

回
帰

速
度

を
計

測
し

、
他

の
森

林
生

態
系

等
と

比
較

す
る

。
（２

）Ｃ
Ｏ

2の
吸

収
速

度
が

、
海

面
上

昇
な

ど
の

環
境

条
件

の
変

化
に

よ
っ

て
ど

の
よ

う
に

変
化

を
受

け
る

か
を

推
定

す
る

。
（
３

）Ｃ
Ｏ

2
の

吸
収

・
固

定
量

を
増

加
さ

せ
る

方
策

を
検

討
す

る
。

こ
れ

ら
の

成
果

を
も

と
に

、
沿

岸
生

態
系

の
Ｃ

Ｏ
2
吸

収
量

原
単

位
を

統
計

的
な

確
実

性
と

と
も

に
提

示
す

る
。

ﾌ
ﾞﾙ

ｰ
ｶ
ｰ

ﾎ
ﾞﾝ

の
国

際
的

認
証

方
法

や
、

地
球

温
暖

化
対

策
と

し
て

沿
岸

域
の

再
生

事
業

を
促

進
す

る
方

策
な

ど
、

政
策

的
な

課
題

に
つ

い
て

も
検

討
す

る
。
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【研

究
分
野

名
】

　
【研

究
テ
ー
マ
名
】

そ
の

他
研

究
目

標
研

究
内
容

（五
箇

年
全

体
）

過
年
度

ま
で
の

研
究

実
施

内
容

20
11
年

度
の
研

究
実
施

内
容

研
究

実
施
体

制
研

究
実
施

項
目
・
研
究

代
表
者

全
体

計
画

四
面

環
海

の
我
が

国
に
お
い
て
、
良

好
な
海
洋

環
境

を
維
持

す
る
た
め
、
国

土
交

通
省
所

属
の
環

境
整
備

船
に
搭

載
可

能
な
浮

遊
油

・ゴ
ミ
回

収
シ
ス
テ
ム
の

高
機

能
化

に
関

す
る
研
究

開
発
を
実
施

す
る
と
と
も

に
、
海
上

を
浮

遊
す
る
流

出
油

や
ゴ
ミ
等
の

海
岸

部
へ

の
漂
着

に
よ
る
被
害

の
軽
減

手
法
を
構

築
す
る
。

ま
た
、
浮
遊

油
・ゴ

ミ
の

追
跡

シ
ス
テ
ム
の

精
度
向

上
に
必

要
な
研

究
及

び
海
上

コ
ン
テ
ナ
等
大

型
の
漂

流
物

対
策
に
関

す
る
研

究
を
実
施

す
る
。

国
土

交
通

省
が
保

有
す
る
海
洋

環
境
整

備
船

の
ゴ

ミ
・油

の
回

収
効
率

の
改
善

、
高

度
化
に
関

す
る
研

究
及

び
リ
ア
ル
タ
イ
ム
海

象
情
報

を
活

用
し
た
漂

流
予

測
技
術

の
高
度

化
に
関

す
る
研
究

を
実

施
す
る
。

ま
た
、
海
底

に
沈

ん
だ
ゴ
ミ
及
び
離

島
等
の

海
岸
に

漂
着

し
た
ゴ
ミ
の
効

率
的
な
回
収

方
法
に
関

す
る
研

究
を
行

う
。

さ
ら
に
、
海

上
コ
ン
テ
ナ
等

、
海

洋
環

境
整
備

船
で
直

接
回

収
す
る
こ
と
が

困
難

な
大

型
の
漂

流
物
の

回
収

に
関

す
る
研

究
を
行
う
。

地
方

整
備
局

が
保
有

す
る
油

回
収

船
の
作

業
効
率

改
善

に
繋

が
る
油
回

収
機
に
関

す
る
研

究
及

び
漂

流
予

測
の
高

精
度
化

を
図

る
た
め
の

予
測

シ
ミ
ュ

レ
ー
シ
ョ
ン
技

術
に
関
す
る
研

究
を
実

施
し
た
。

ま
た
、
海
中

の
消
波

ブ
ロ
ッ
ク
を
撤

去
可
能

な
網

チ
ェ
ー
ン
回
収

装
置
に
関

す
る
研

究
を
実
施

し
た
。

国
土

交
通
省

が
保
有

す
る
環

境
整

備
船
を
対
象

に
、

新
規

に
開

発
あ
る
い
は
更

新
す
る
装
置

等
に
関

し
て

技
術

的
支
援

を
行

う
と
と
も
に
、
ゴ
ミ
・油

回
収
装

置
等
の

現
状
分

析
と
将

来
展
望

か
ら
搭

載
す
べ
き
最

適
な
資

機
材

の
設

計
・実

装
の

あ
り
か

た
を
提

示
す

る
。

テ
ー
マ
リ
ー
ダ
ー

施
工

・制
御

技
術

部
長
　
白

石
哲
也

　
サ

ブ
テ
ー
マ
１
　

①
研

究
目

標

☆ 海
上

流
出

油
対
策

に
関

す
る
研

究

人
為

的
な
災

害
の
一

つ
で
あ
る
油

流
出
事

故
は
，
一

旦
発

生
す
る
と
そ
の
被

害
は
広

範
囲
に
及

ぶ
た
め
、

事
故

後
の

迅
速
な
対

応
が
強

く
求

め
ら
れ
て
い
る
。

こ
の

た
め
、
本

サ
ブ
テ
ー
マ
で
は

、
流

出
油
を
効
率

的
に
回

収
す
る
油

回
収
技

術
及
び
広

範
囲
に
漂

流
す
る
油

を
迅

速
に
回
収

す
る
た
め
の
回

収
資
機

材
を

効
果

的
に
配

備
す
る
た
め
の
油

漂
流
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ
ン
等
の

油
回
収

支
援
技

術
の
開

発
を
行

う
。

②
研

究
実

施
期
間

（西
暦

）：
2
01
1
～
1
5

　
サ

ブ
テ
ー
マ
２

①
研

究
目

標

漂
流

物
対

策
に
関
す
る

研
究

海
底

の
沈

木
・ゴ

ミ
等
が

港
湾
に
お
け
る
様
々

な
活

動
に
支

障
を
生
じ
さ
せ
て
い
る
こ
と
か

ら
、
国

土
交

通
省

が
保
有

す
る
環

境
整

備
船
等

に
搭

載
可

能
な
ゴ
ミ

回
収

装
置

の
開
発

を
行

う
。

ま
た
、
離
島

等
に
お
け
る
海

岸
漂

着
ゴ
ミ
を
効

率
的

に
回

収
可
能

な
シ
ス
テ
ム
の

開
発

を
行

う
と
と
も
に
、

海
上

コ
ン
テ
ナ
等

大
型
の

漂
流
物

対
策
に
関

す
る
研

究
を
実

施
す
る
。

②
研

究
実

施
期
間

（西
暦

）：
2
01
1
～
1
5

☆
印

は
、
重

点
研
究

課
題
「
沿
岸

域
の
流

出
油
対

策
技

術
に
関

す
る
研

究
」
に
指
定

さ
れ
て
い
る
研

究
サ

ブ
テ
ー
マ

・2
B
-1

10
1
（吉

江
）
海
底

ゴ
ミ
回
収

技
術

の
開

発
・2
B
-1

30
1
（吉

江
）
浮
遊

ゴ
ミ
対
策

に
関

す
る
研
究

国
土

交
通

省
が
保

有
す
る
油
回

収
船
の

回
収

効
率

の
改

善
、
高
度

化
に
関
す
る
研

究
を
実

施
す
る
。
ま

た
、
漂

流
予
測

技
術
高

度
化
の

た
め
の
リ
ア
ル
タ
イ

ム
海
象

情
報
の

取
得
技

術
、
油

・ゴ
ミ
等
の

漂
流
メ
カ

ニ
ズ
ム
の

解
明

、
漂

流
予
測

に
適

し
た
デ
ー
タ
同

化
手

法
に
関
す
る
研

究
を
実

施
す
る
。

地
方

整
備
局

が
保
有

す
る
大

型
油

回
収
船

を
対

象
と
し
た
高
粘

度
回
収

油
の
舷

外
排
送

シ
ス
テ
ム
や

漂
流
油

自
動
追

跡
ブ
イ
の

開
発
及

び
漂
流

予
測
の

高
精
度

化
を
図
る
た
め
の
予

測
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
の

リ
ア
ル
タ
イ
ム
デ
ー
タ
を
活

用
す
る
ア
ル

ゴ
リ
ズ
ム
の

検
討
や

浮
遊
油

の
風
に
よ
る
動
き
を
把

握
す
る
た
め
の

水
槽

試
験
を
実

施
し
た
。

過
年

度
よ
り
研
究

開
発
を
行
っ
て
き
た
網

チ
ェ
ー
ン

回
収

装
置

を
ベ
ー
ス
に
沈

木
へ
の

対
応
策

を
検

討
し
、
実

験
に
よ
り
確

認
を
行
う
。
ま
た
，
底
引

き
方
式

や
自

走
方

式
な
ど
、
対

象
や

運
用
条

件
に
適
し
た
機

構
に
つ
い
て
も
検
討

を
行

う
。

ま
た
，
海
岸

漂
着
ゴ
ミ
に
関

し
て
は
地

形
や
水

深
な

ど
が

不
定

で
あ
る
た
め
、
陸
上

か
ら
の

機
材
搬

入
は

不
可

能
か

つ
岩

場
付

近
に
お
け
る
回

収
を
条
件

と
し
，
回

収
シ
ス
テ
ム
全
体

の
考
察

提
案
を
行
う
。

消
波

ブ
ロ
ッ
ク
を
安

全
か

つ
効
率

的
に
移

設
可

能
な

網
チ
ェ
ー
ン
回

収
装
置

の
開
発

を
行

い
、
実

際
の
工

事
に
お
い
て
そ
の

有
効

性
を
確

認
し
た
。

ゴ
ミ
位

置
形
状

の
認
識

機
構
と
姿

勢
の

遠
隔
制

御
機

構
を
有
す
る
回

収
機
に
つ
い
て
提

案
し
、
水
中

作
業

再
現

水
槽
に
お
い
て
そ
の

有
効
性

を
確

認
す
る
。

海
岸

漂
着
ゴ
ミ
回

収
に
つ
い
て
は

、
回

収
装
置

に
か

か
る
す
べ

て
の

機
材
を
海

上
か
ら
で
も
陸

揚
げ
可

能
な
ハ
ン
ド
リ
ン
グ
の

良
い
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
検
討

を
行
う
。

①
主

要
研
究

施
設
・手

法
　
水
中

作
業
環

境
再
現

水
槽

②
外

部
機
関

と
の
連

携
　
四
国

地
方
整

備
局
、
国
土

技
術
政

策
総

合
言
及

所
と
の
連

携
③

外
部

競
争

的
資
金

の
活
用

　
未
定

油
回

収
作
業

時
に
油
回

収
機
及

び
タ
ン
ク
に
付
着

し
た
油

の
処
理

費
削
減

及
び
海

洋
環
境

整
備
船

の
維

持
管

理
技
術

確
立
の

た
め
、
油

回
収

機
へ
の

付
着

油
の

処
理
手

法
等
に
関

す
る
情

報
収

集
及
び
汚

染
特
性

の
把
握

等
を
行

う
。

ま
た
、
油

流
出

に
よ
る
定

量
的
な
被
害

リ
ス
ク
を
予

測
・
評
価

す
る
た
め
、
水

槽
実

験
に
よ
る
漂

流
モ
デ

ル
の

検
証
及

び
油
事

故
発
生

リ
ス
ク
の

評
価

モ
デ
ル

の
検

討
等
を
行
う
。

①
主

要
研
究

施
設
・手

法
　
油
回

収
実
海

域
再
現

水
槽

②
外

部
機
関

と
の
連

携
　
大
阪

大
学
と
の

共
同

研
究
、
国
土

交
通

本
省

と
の
連

携
③

外
部

競
争

的
資
金

の
活
用

　
未
定

・2
B
-0

80
2
（藤

田
）
直
轄

船
等
に
よ
る
油

濁
防

除
技
術

に
関

す
る
研
究

開
発

・2
B
-1

20
1
（藤

田
）
油
回

収
船
の

高
性
能

化
に
関

す
る
研

究
・2
B
-0

90
4
（藤

田
）
リ
ア
ル
タ
イ
ム
海
象

情
報

を
用

い
た
流

出
油
の

高
精

度
漂

流
予
測

に
関

す
る
研
究

・2
B
-1

20
2
（藤

田
)油

回
収

船
の

高
効
率

運
用

に
関

す
る
研
究

２
０
１
１
年

度
（
平

成
２
３
年

度
）
　
研
究

テ
ー
マ
別

研
究
計

画
（
事

前
評

価
）
　
総

括
シ
ー
ト

２
　
沿

岸
域
の

良
好
な
環

境
を
保

全
、
形

成
す
る
た
め
の
研

究
２
Ｂ
　
海

上
流

出
油
・
漂
流

物
対
策

に
関

す
る
研
究

研
　
　
究
　
　
計
　
　
画

研
　
究
　
体

　
制
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【研

究
分

野
名

】
　

【研
究

テ
ー

マ
名

】

そ
の

他
研

究
目

標
研

究
内

容
（
五

箇
年

全
体

）
過

年
度

ま
で

の
研

究
実

施
内

容
2
01

1
年

度
の

研
究

実
施

内
容

研
究

実
施

体
制

研
究

実
施

項
目

・研
究

代
表

者

全
体

計
画

　
砂

浜
や

干
潟

は
、

近
年

、
海

岸
侵

食
お

よ
び

航
路

埋
没

の
問

題
を

抱
え

て
お

り
、

こ
れ

ら
の

問
題

は
、

地
球

温
暖

化
に

よ
っ

て
さ

ら
に

深
刻

に
な

る
可

能
性

が
あ

る
。

し
か

し
な

が
ら

、
砂

浜
・干

潟
の

変
形

を
引

き
起

こ
す

土
砂

移
動

の
実

態
に

は
不

明
な

点
が

多
く

残
っ

て
お

り
、

数
値

モ
デ

ル
に

よ
る

予
測

精
度

も
十

分
と

は
言

え
な

い
。

そ
こ

で
、

本
研

究
で

は
、

現
地

観
測

に
よ

り
、

長
期

、
短

期
の

土
砂

移
動

、
地

形
変

化
の

実
態

を
明

ら
か

に
す

る
と

と
も

に
、

そ
の

知
見

を
取

り
込

ん
だ

数
値

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

モ
デ

ル
の

開
発

を
行

う
。

さ
ら

に
、

美
し

い
砂

浜
を

地
球

温
暖

化
の

影
響

を
受

け
る

長
期

に
わ

た
っ

て
保

全
す

る
た

め
の

効
果

的
な

海
浜

維
持

管
理

手
法

を
提

案
す

る
。

波
崎

海
洋

研
究

施
設

(H
O

R
S
)に

お
い

て
波

、
流

れ
、

断
面

地
形

な
ど

を
長

期
的

に
観

測
し

、
そ

の
長

期
変

動
特

性
（
15

か
年

、
25

か
年

）
を

明
ら

か
に

す
る

と
と

も
に

、
海

浜
流

の
観

測
を

重
点

的
に

行
い

、
地

形
変

化
に

お
よ

ぼ
す

流
れ

の
効

果
を

明
ら

か
に

す
る

。
ま

た
、

そ
の

成
果

に
基

づ
い

て
、

波
・流

れ
・
地

形
変

化
予

測
モ

デ
ル

の
精

度
向

上
を

行
う

と
と

も
に

、
3次

元
流

動
ベ

ー
ス

の
砂

泥
混

合
対

象
モ

デ
ル

を
改

良
し

実
海

域
へ

の
適

用
性

の
評

価
を

行
う

。
さ

ら
に

、
波

崎
海

洋
研

究
施

設
で

取
得

さ
れ

た
断

面
デ

ー
タ

を
基

に
、

汀
線

変
動

の
長

期
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
モ

デ
ル

を
構

築
し

、
砂

浜
の

確
率

的
設

計
手

法
を

開
発

す
る

。

現
地

デ
ー

タ
を

基
に

、
構

造
物

の
な

い
太

平
洋

に
面

す
る

開
放

的
海

岸
に

お
け

る
長

期
の

断
面

変
形

や
沿

岸
流

特
性

、
お

よ
び

大
規

模
潜

堤
背

後
の

地
形

変
化

特
性

を
明

ら
か

に
し

た
。

ま
た

、
前

浜
の

変
形

や
、

そ
れ

よ
り

沖
の

砂
州

移
動

を
再

現
す

る
断

面
変

化
モ

デ
ル

を
構

築
す

る
と

と
も

に
、

浜
名

湖
の

よ
う

な
感

潮
湖

周
辺

や
緩

勾
配

の
干

潟
な

ど
に

お
け

る
平

面
地

形
変

化
を

予
測

再
現

す
る

こ
と

が
で

き
る

潮
流

と
海

浜
流

と
を

同
時

に
外

力
と

し
て

考
慮

す
る

数
値

モ
デ

ル
の

開
発

も
行

っ
た

。
さ

ら
に

、
サ

ン
ド

バ
イ

パ
ス

工
法

に
関

す
る

知
見

も
得

た
。

波
、

流
れ

、
断

面
地

形
な

ど
の

観
測

を
継

続
す

る
と

と
も

に
、

断
面

測
量

デ
ー

タ
、

沿
岸

流
デ

ー
タ

の
2
5か

年
（1

9
86

年
～

20
1
1年

）
の

変
動

特
性

を
検

討
す

る
。

ま
た

、
数

値
計

算
ス

キ
ー

ム
の

改
良

を
行

っ
た

モ
デ

ル
の

現
地

に
お

け
る

沿
岸

漂
砂

量
の

岸
沖

分
布

の
推

定
精

度
を

検
証

す
る

。
波

崎
海

岸
を

対
象

と
し

た
長

期
汀

線
変

動
モ

デ
ル

の
精

度
を

高
め

る
た

め
に

、
バ

ー
の

影
響

を
取

り
込

む
な

ど
モ

デ
ル

の
改

良
を

行
い

、
そ

の
検

証
を

行
う

。

テ
ー

マ
リ

ー
ダ

ー
海

洋
・
水

工
部

長
　

栗
山

善
昭

　
サ

ブ
テ

ー
マ

１
①

研
究

目
標

現
地

観
測

を
主

体
と

し
た

地
形

変
化

機
構

の
解

明

　
海

浜
変

形
数

値
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
の

予
測

精
度

向
上

を
図

る
た

め
に

、
構

造
物

の
配

置
や

地
形

の
沿

岸
方

向
の

分
布

な
ど

が
海

浜
流

及
び

地
形

変
化

に
及

ぼ
す

影
響

を
現

地
デ

ー
タ

に
基

づ
い

て
検

討
す

る
。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

２
①

研
究

目
標

☆ 沿
岸

の
地

形
変

形
に

関
す

る
数

理
モ

デ
ル

解
析

　
海

岸
侵

食
対

策
や

航
路

・
泊

地
埋

没
対

策
の

効
果

を
よ

り
高

精
度

で
推

定
し

、
効

率
的

な
侵

食
対

策
、

埋
没

対
策

を
提

案
す

る
た

め
に

、
サ

ブ
テ

ー
マ

１
の

検
討

結
果

を
取

り
込

ん
だ

海
浜

変
形

数
値

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

モ
デ

ル
を

構
築

し
、

海
浜

変
形

の
予

測
精

度
の

向
上

を
図

る
。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

３
①

研
究

目
標

☆ 地
球

温
暖

化
を

考
慮

し
た

効
果

的
な

海
浜

維
持

管
理

手
法

の
開

発

現
地

観
測

の
知

見
や

数
値

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

モ
デ

ル
を

活
用

し
、

地
球

温
暖

化
の

影
響

を
も

考
慮

し
つ

つ
、

海
岸

侵
食

及
び

航
路

埋
没

の
双

方
に

有
効

な
海

浜
維

持
管

理
手

法
を

提
案

す
る

。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

☆
印

は
、

重
点

研
究

課
題

「気
候

変
動

が
高

潮
・
高

波
・地

形
変

化
に

及
ぼ

す
影

響
の

評
価

と
対

策
に

関
す

る
研

究
」
に

指
定

さ
れ

て
い

る
研

究
サ

ブ
テ

ー
マ

風
に

よ
る

吹
送

流
と

波
浪

に
よ

る
海

浜
流

、
潮

汐
流

と
が

混
在

す
る

場
に

お
け

る
沿

岸
漂

砂
量

の
推

定
方

法
を

検
討

す
る

。
ま

た
、

波
崎

海
洋

研
究

施
設

で
取

得
さ

れ
た

波
と

流
れ

、
地

形
デ

ー
タ

を
用

い
て

、
波

・
流

れ
・地

形
変

化
予

測
モ

デ
ル

の
精

度
向

上
を

図
る

と
と

も
に

、
3次

元
流

動
ベ

ー
ス

の
砂

泥
混

合
対

象
モ

デ
ル

(中
川

有
明

モ
デ

ル
や

鵜
崎

モ
デ

ル
な

ど
)を

改
良

し
、

実
海

域
へ

の
適

用
性

の
評

価
を

行
う

。

・2
C

-0
10

1（
中

村
）波

崎
海

洋
研

究
施

設
（H

O
R

S
）等

に
お

け
る

沿
岸

域
の

地
形

変
動

や
土

砂
輸

送
に

関
す

る
観

測
と

解
析

・2
C

-1
20

1（
中

村
）海

浜
流

の
常

時
観

測
に

よ
る

沿
岸

域
地

形
変

化
に

及
ぼ

す
波

と
流

れ
の

影
響

把
握

・2
C

-1
50

1（
中

村
）沿

岸
構

造
物

に
よ

る
地

形
変

化
影

響
把

握

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

波
崎

海
洋

研
究

施
設

、
現

地
観

測
、

地
方

整
備

局
所

有
の

現
地

デ
ー

タ
②

外
部

機
関

と
の

連
携

　
水

産
工

学
研

究
所

、
茨

城
水

試
③

外
部

競
争

的
資

金
の

活
用

　
な

し

数
値

計
算

ス
キ

ー
ム

の
改

良
を

行
っ

た
モ

デ
ル

の
現

地
に

お
け

る
沿

岸
漂

砂
量

の
岸

沖
分

布
の

推
定

精
度

を
検

証
す

る
。

波
、

流
れ

、
断

面
地

形
な

ど
の

観
測

を
継

続
す

る
と

と
も

に
、

断
面

測
量

デ
ー

タ
、

沿
岸

流
デ

ー
タ

の
2
5か

年
（1

9
86

年
～

20
1
1年

）
の

変
動

特
性

を
検

討
す

る
。

波
崎

海
岸

に
お

け
る

前
浜

の
バ

ー
ム

の
発

達
・消

滅
を

再
現

す
る

モ
デ

ル
と

、
そ

れ
よ

り
沖

の
砂

州
移

動
を

再
現

す
る

断
面

変
化

モ
デ

ル
を

構
築

し
た

。
さ

ら
に

、
感

潮
湖

周
辺

や
緩

勾
配

の
干

潟
な

ど
に

お
け

る
平

面
地

形
変

化
を

予
測

再
現

す
る

こ
と

が
で

き
る

潮
流

と
海

浜
流

と
を

同
時

に
外

力
と

し
て

考
慮

す
る

数
値

モ
デ

ル
の

開
発

も
行

っ
た

。

・2
C

-0
90

1（
中

村
）沿

岸
漂

砂
に

よ
る

長
期

的
海

浜
変

形
の

予
測

手
法

の
検

討
・2

C
-1

20
2（

中
村

）海
浜

流
の

変
動

を
精

緻
に

組
み

込
ん

だ
 海

浜
地

形
変

化
予

測
手

法
の

開
発

・2
C

-1
30

1（
中

川
）内

湾
・
内

海
の

底
質

移
動

の
変

動
予

測
 に

関
す

る
研

究

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

数
値

計
算

②
外

部
機

関
と

の
連

携
　

特
に

な
し

③
外

部
競

争
的

資
金

の
活

用
　

な
し

２
０

１
１

年
度

（
平

成
２

３
年

度
）
　

研
究

テ
ー

マ
別

研
究

計
画

（事
前

評
価

）
　

総
括

シ
ー

ト

２
Ｃ

　
安

定
的

で
美

し
い

海
岸

の
保

全
、

形
成

に
関

す
る

研
究

２
　

沿
岸

域
の

良
好

な
環

境
を

保
全

、
形

成
す

る
た

め
の

研
究

波
崎

海
洋

研
究

施
設

(H
O

R
S
)に

お
い

て
波

、
流

れ
、

断
面

地
形

な
ど

を
長

期
的

に
観

測
し

、
そ

の
長

期
変

動
特

性
（
15

か
年

、
25

か
年

）
を

明
ら

か
に

す
る

と
と

も
に

、
海

浜
流

の
観

測
を

密
に

行
い

、
断

面
地

形
変

化
に

お
よ

ぼ
す

波
の

効
果

、
流

れ
の

効
果

を
明

ら
か

に
す

る
。

波
崎

海
洋

研
究

施
設

で
収

集
さ

れ
た

断
面

地
形

お
よ

び
沿

岸
流

の
長

期
デ

ー
タ

の
解

析
に

よ
り

、
構

造
物

の
な

い
太

平
洋

に
面

す
る

開
放

的
海

岸
に

お
け

る
長

期
の

断
面

変
形

や
沿

岸
流

特
性

が
明

ら
か

と
な

っ
た

。
一

方
、

新
潟

西
海

岸
の

地
形

デ
ー

タ
解

析
か

ら
は

、
大

規
模

潜
堤

背
後

の
地

形
変

化
特

性
を

明
ら

か
に

す
る

こ
と

が
で

き
た

。

研
　

　
究

　
　

計
　

　
画

研
　

究
　

体
　

制

・2
C

-1
00

1（
中

村
）長

期
変

動
特

性
を

考
慮

し
た

砂
浜

の
維

持
管

理
設

計
法

の
開

発 ・2
C

-1
30

2（
中

村
）海

岸
侵

食
及

び
航

路
埋

没
に

有
効

な
海

浜
維

持
管

理
手

法
の

開
発

波
崎

海
洋

研
究

施
設

で
取

得
さ

れ
た

断
面

デ
ー

タ
を

基
に

、
長

期
の

汀
線

変
動

を
推

定
す

る
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
モ

デ
ル

を
構

築
す

る
と

と
も

に
、

そ
の

モ
デ

ル
に

よ
る

計
算

結
果

を
用

い
て

地
球

温
暖

化
の

影
響

を
も

考
慮

し
た

長
期

の
海

浜
維

持
手

法
を

提
案

す
る

。
ま

た
、

波
・流

れ
・地

形
変

化
予

測
モ

デ
ル

を
用

い
て

、
海

岸
侵

食
及

び
航

路
埋

没
の

双
方

に
有

効
な

対
策

案
を

検
討

、
提

案
す

る
。

サ
ン

ド
バ

イ
パ

ス
工

法
に

関
す

る
研

究
と

し
て

、
沈

設
有

孔
管

に
よ

る
土

砂
除

去
・輸

送
工

法
の

実
証

試
験

を
実

施
し

、
水

ジ
ェ

ッ
ト

掘
削

効
果

及
び

適
用

範
囲

等
に

関
す

る
知

見
を

得
た

。

波
崎

海
岸

を
対

象
と

し
た

長
期

汀
線

変
動

モ
デ

ル
の

精
度

を
高

め
る

た
め

に
、

バ
ー

の
影

響
を

取
り

込
む

な
ど

モ
デ

ル
の

改
良

を
行

い
、

そ
の

検
証

を
行

う
。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

数
値

計
算

②
外

部
機

関
と

の
連

携
　

特
に

な
し

③
外

部
競

争
的

資
金

の
活

用
　

な
し
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【研

究
分

野
名

】
　

【研
究

テ
ー

マ
名

】

そ
の

他
研

究
目

標
研

究
内

容
（
五

箇
年

全
体

）
過

年
度

ま
で

の
研

究
実

施
内

容
2
01

1
年

度
の

研
究

実
施

内
容

研
究

実
施

体
制

研
究

実
施

項
目

・研
究

代
表

者

全
体

計
画

物
流

拠
点

や
災

害
時

の
拠

点
と

し
て

、
今

後
ま

す
ま

す
港

湾
・空

港
施

設
な

ど
の

社
会

資
本

整
備

を
進

め
て

い
く
必

要
性

が
高

い
。

そ
の

一
方

で
、

社
会

資
本

整
備

を
取

り
巻

く
情

勢
は

厳
し

く
、

財
政

的
制

約
は

ま
す

ま
す

大
き

く
な

る
も

の
と

考
え

ら
れ

る
。

そ
こ

で
、

社
会

資
本

整
備

を
合

理
的

・経
済

的
に

適
切

に
行

う
た

め
に

、
新

し
い

設
計

・
施

工
法

を
取

り
入

れ
た

施
設

建
設

の
ほ

か
に

、
既

存
施

設
の

機
能

向
上

の
た

め
の

技
術

開
発

を
進

め
る

こ
と

が
不

可
欠

で
あ

る
。

ま
た

、
社

会
の

要
請

に
対

応
し

た
副

産
物

の
リ

サ
イ

ク
ル

技
術

の
開

発
を

推
進

す
る

こ
と

が
必

要
で

あ
る

。
さ

ら
に

、
構

造
物

の
設

計
法

の
開

発
・改

良
に

対
応

し
た

構
造

物
設

計
プ

ロ
グ

ラ
ム

及
び

各
種

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

の
改

良
が

必
要

で
あ

る
。

①
港

湾
・
空

港
・海

岸
施

設
の

性
能

照
査

技
術

の
開

発
及

び
改

良
主

と
し

て
地

盤
設

計
に

つ
い

て
、

軟
弱

地
盤

の
変

形
予

測
手

法
、

試
験

方
法

に
つ

い
て

検
討

す
る

ほ
か

、
地

盤
改

良
技

術
の

改
良

と
設

計
法

の
改

良
・
開

発
を

行
う

。
ま

た
、

特
殊

地
盤

上
の

基
礎

構
造

物
の

設
計

法
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

②
港

湾
・
空

港
・海

岸
施

設
の

機
能

向
上

に
関

す
る

技
術

開
発

既
設

岸
壁

の
増

深
技

術
の

開
発

、
既

設
構

造
物

近
傍

の
地

盤
対

策
技

術
の

開
発

、
廃

棄
物

処
分

場
の

管
理

手
法

等
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

ス
ー

パ
ー

高
規

格
コ

ン
テ

ナ
タ

ー
ミ

ナ
ル

の
実

現
に

向
け

た
検

討
を

行
う

。
③

リ
サ

イ
ク

ル
技

術
の

推
進

に
関

す
る

技
術

開
発

リ
サ

イ
ク

ル
材

料
の

地
盤

材
料

と
し

て
の

利
用

の
促

進
に

資
す

る
研

究
を

実
施

す
る

。
④

地
盤

及
び

構
造

物
の

設
計

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

開
発

地
盤

・構
造

関
係

の
設

計
支

援
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
開

発
・改

良
と

地
盤

関
係

の
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

改
良

を
行

う
。

港
湾

・空
港

・海
岸

施
設

の
性

能
照

査
技

術
の

開
発

及
び

改
良

に
つ

い
て

は
、

地
盤

材
料

の
材

料
特

性
の

把
握

、
構

造
物

の
変

形
・破

壊
挙

動
の

解
明

、
設

計
法

の
開

発
と

検
証

の
各

項
目

に
つ

い
て

検
討

し
、

課
題

を
解

決
し

た
。

港
湾

・空
港

・海
岸

施
設

の
機

能
向

上
に

関
す

る
技

術
開

発
で

は
、

埋
立

地
盤

の
不

同
沈

下
に

つ
い

て
検

討
し

た
。

ス
ー

パ
ー

高
規

格
タ

ー
ミ

ナ
ル

レ
イ

ア
ウ

ト
の

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

モ
デ

ル
化

を
行

い
、

コ
ン

テ
ナ

ク
レ

ー
ン

荷
役

作
業

の
効

率
化

の
た

め
の

現
実

的
な

改
造

範
囲

（セ
ン

サ
や

制
御

機
器

の
設

置
コ

ス
ト

等
）を

設
定

し
た

。
廃

棄
物

処
分

場
の

維
持

管
理

技
術

を
開

発
す

る
と

と
も

に
、

遮
水

工
の

管
理

手
法

を
提

案
し

た
。

ま
た

、
路

盤
・路

床
と

舗
装

の
維

持
管

理
に

か
か

わ
る

検
討

を
進

め
た

。
リ

サ
イ

ク
ル

技
術

の
推

進
に

つ
い

て
は

、
リ

サ
イ

ク
ル

材
料

の
透

水
性

の
検

討
を

し
た

ほ
か

、
リ

サ
イ

ク
ル

材
料

の
長

期
安

定
性

の
検

討
を

実
施

し
た

。
そ

の
他

で
は

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

ラ
イ

ブ
ラ

リ
ー

お
よ

び
関

連
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
と

し
て

整
備

・活
用

す
る

た
め

の
技

術
サ

ー
ビ

ス
活

動
を

実
施

し
た

。

・
埋

立
地

盤
の

維
持

管
理

の
た

め
の

不
同

沈
下

予
測

手
法

を
検

討
し

、
取

り
ま

と
め

る
。

ま
た

、
固

化
す

る
地

盤
材

料
を

用
い

た
杭

式
改

良
地

盤
の

安
定

性
評

価
の

た
め

の
実

験
を

す
る

。
さ

ら
に

、
固

結
地

盤
に

お
け

る
港

湾
の

基
礎

構
造

物
の

設
計

に
関

す
る

検
討

と
し

て
、

人
工

的
に

固
化

さ
せ

た
地

盤
の

内
部

構
造

と
マ

ク
ロ

な
力

学
特

性
の

関
係

を
検

討
す

る
。

・
重

力
式

岸
壁

の
増

深
工

法
の

検
討

と
し

て
、

施
工

性
に

関
す

る
調

査
を

行
う

と
と

も
に

、
廃

棄
物

海
面

処
分

場
の

遮
水

工
の

品
質

管
理

手
法

に
つ

い
て

検
討

し
、

取
り

ま
と

め
る

。
高

規
格

コ
ン

テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル
の

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

と
評

価
を

実
施

し
、

環
境

負
荷

量
の

推
定

を
行

う
。

ま
た

、
コ

ン
テ

ナ
ク

レ
ー

ン
の

遠
隔

操
作

の
た

め
の

オ
ペ

レ
ー

タ
へ

の
情

報
呈

示
手

法
を

検
討

す
る

。
・
浚

渫
土

を
活

用
し

た
リ

サ
イ

ク
ル

地
盤

材
料

の
再

生
利

用
時

の
課

題
を

整
理

し
、

合
理

的
な

再
生

利
用

方
法

に
つ

い
て

提
案

す
る

。
・
設

計
業

務
支

援
の

た
め

の
地

盤
及

び
構

造
物

つ
設

計
に

か
か

わ
る

プ
ロ

グ
ラ

ム
ラ

イ
ブ

ラ
リ

ー
を

整
備

す
る

と
と

も
に

、
地

盤
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
を

構
築

・改
良

す
る

。

テ
ー

マ
リ

ー
ダ

ー
地

盤
・
構

造
部

長
　

菊
池

喜
昭

　
サ

ブ
テ

ー
マ

１
　

①
研

究
目

標

☆ 港
湾

・
空

港
施

設
等

の
性

能
照

査
技

術
の

開
発

及
び

改
良

港
湾

・空
港

・
海

岸
施

設
の

設
計

に
関

し
て

主
と

し
て

地
盤

に
関

す
る

課
題

を
検

討
す

る
こ

と
に

よ
り

、
性

能
照

査
技

術
を

検
討

し
、

よ
り

合
理

的
な

地
盤

設
計

手
法

が
適

用
で

き
る

よ
う

に
、

既
存

技
術

の
改

良
と

新
規

技
術

を
開

発
す

る
。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

２
①

研
究

目
標

☆ 港
湾

・
空

港
施

設
等

の
機

能
向

上
に

関
す

る
技

術
開

発

主
と

し
て

地
盤

対
策

技
術

の
観

点
か

ら
、

港
湾

・空
港

・海
岸

施
設

の
機

能
向

上
に

関
す

る
技

術
開

発
を

推
進

す
る

。
特

に
、

既
設

施
設

の
機

能
向

上
、

廃
棄

物
処

分
場

の
遮

水
工

の
品

質
管

理
手

法
の

検
討

、
環

境
対

応
型

地
形

の
構

築
手

法
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

３
①

研
究

目
標

☆ 物
流

改
革

の
推

進
に

関
す

る
研

究

国
際

コ
ン

テ
ナ

戦
略

港
湾

に
お

け
る

ス
ー

パ
ー

高
規

格
コ

ン
テ

ナ
タ

ー
ミ

ナ
ル

の
タ

ー
ミ

ナ
ル

内
の

オ
ペ

レ
ー

シ
ョ

ン
及

び
荷

役
機

器
の

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

及
び

評
価

に
関

す
る

研
究

を
す

る
。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

４
①

研
究

目
標

リ
サ

イ
ク

ル
技

術
の

推
進

に
関

す
る

技
術

開
発

建
設

・産
業

副
産

物
・浚

渫
土

を
主

と
し

て
地

盤
材

料
と

し
て

再
生

利
用

す
る

た
め

の
技

術
開

発
を

行
い

、
リ

サ
イ

ク
ル

お
よ

び
リ

ユ
ー

ス
を

促
進

す
る

。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

５
①

研
究

目
標

プ
ロ

グ
ラ

ム
や

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

の
メ

ン
テ

ナ
ン

ス
や

シ
ス

テ
ム

改
良

地
盤

及
び

構
造

物
の

実
務

設
計

の
た

め
の

プ
ロ

グ
ラ

ム
整

備
を

行
う

。
ま

た
、

土
質

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

の
構

築
と

改
良

を
行

う
。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

☆
印

は
、

重
点

研
究

課
題

「国
際

競
争

力
強

化
の

た
め

の
港

湾
・空

港
施

設
の

機
能

向
上

に
関

す
る

研
究

」に
指

定
さ

れ
て

い
る

研
究

サ
ブ

テ
ー

マ

既
存

施
設

の
機

能
向

上
と

し
て

、
増

深
、

耐
震

性
の

向
上

に
つ

い
て

検
討

す
る

。
廃

棄
物

海
面

処
分

場
の

遮
水

工
の

品
質

管
理

手
法

を
提

案
す

る
。

環
境

創
造

型
海

底
地

形
構

築
の

た
め

の
技

術
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

・
埋

立
地

の
維

持
管

理
の

た
め

の
不

同
沈

下
予

測
手

法
に

つ
い

て
検

討
し

た
。

・
重

力
式

岸
壁

の
増

深
工

法
の

検
討

と
し

て
、

基
礎

的
な

実
験

を
実

施
し

た
。

・
海

面
処

分
場

の
維

持
管

理
技

術
、

遮
水

工
の

品
質

管
理

法
に

つ
い

て
検

討
し

た
。

・
空

港
の

路
盤

・路
床

の
変

形
予

測
を

す
る

と
と

も
に

、
滑

走
路

、
エ

プ
ロ

ン
舗

装
の

耐
久

性
と

維
持

管
理

技
術

に
つ

い
て

検
討

し
た

。

地
盤

と
基

礎
に

か
か

わ
る

性
能

照
査

技
術

と
し

て
、

以
下

の
項

目
に

つ
い

て
検

討
し

た
。

・
地

盤
の

堆
積

環
境

に
基

づ
く
地

盤
物

性
の

評
価

手
法

に
つ

い
て

検
討

し
た

。
・
粘

土
地

盤
の

変
形

予
測

手
法

に
つ

い
て

検
討

し
た

。
・
杭

基
礎

の
支

持
力

推
定

手
法

の
標

準
化

に
関

す
る

研
究

を
行

っ
た

。
・
改

良
地

盤
の

破
壊

挙
動

予
測

に
つ

い
て

検
討

し
た

。

・
埋

立
地

盤
の

維
持

管
理

の
た

め
の

不
同

沈
下

予
測

手
法

に
つ

い
て

検
討

し
、

取
り

ま
と

め
る

。
・
固

化
す

る
地

盤
材

料
を

用
い

た
杭

式
改

良
地

盤
の

安
定

性
評

価
の

た
め

に
、

改
良

材
料

の
種

類
や

改
良

率
を

変
え

た
実

験
を

実
施

す
る

。
・
固

結
地

盤
に

お
け

る
港

湾
の

基
礎

構
造

物
の

設
計

に
関

す
る

検
討

と
し

て
、

人
工

的
に

固
化

さ
せ

た
地

盤
の

内
部

構
造

の
観

察
と

内
部

構
造

と
マ

ク
ロ

な
力

学
特

性
の

関
係

に
つ

い
て

検
討

す
る

。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

遠
心

模
型

載
荷

装
置

  
X
線

C
T
ス

キ
ャ

ナ
  
数

値
解

析
②

外
部

機
関

と
の

連
携

　
関

西
空

港
株

式
会

社
、

広
島

大
学

、
九

州
大

学
、

民
間

③
外

部
競

争
的

資
金

の
活

用
  
 科

研
費

、
受

託
（関

東
）
、

運
営

費
交

付
金

・3
A

-0
9
03

（
渡

部
） 

 埋
立

地
盤

維
持

管
理

の
た

め
の

不
同

沈
下

予
測

手
法

の
提

案 ・3
A

-1
2
01

（
渡

部
） 

 港
湾

施
設

の
設

計
に

適
し

た
土

質
試

験
方

法
の

提
案

・3
A

-1
5
01

（
渡

部
） 

 長
期

挙
動

予
測

に
基

づ
い

た
地

盤
性

能
の

検
証

手
法

の
開

発 ・3
A

-1
0
01

（
森

川
） 

 鉄
鋼

ス
ラ

グ
等

を
杭

材
と

し
た

杭
式

改
良

地
盤

の
安

定
性

の
評

価
・3

A
-1

2
02

（
森

川
） 

 改
良

地
盤

の
性

能
評

価
に

関
す

る
簡

易
的

手
法

の
開

発
・3

A
-1

1
01

（
水

谷
） 

 固
結

性
地

盤
に

お
け

る
杭

の
軸

方
向

抵
抗

力
の

評
価

手
法

に
関

す
る

研
究

・3
A

-1
3
01

（
水

谷
） 

 施
工

履
歴

等
を

考
慮

し
た

地
盤

特
性

の
評

価
手

法
の

研
究

長
期

的
な

地
盤

挙
動

の
観

測
、

推
定

手
法

の
検

討
を

通
じ

て
長

期
挙

動
の

予
測

手
法

の
検

証
を

行
う

。
ま

た
、

港
湾

施
設

の
設

計
に

適
し

た
地

盤
調

査
手

法
の

在
り

方
を

検
討

す
る

。
硬

化
す

る
地

盤
材

料
を

用
い

た
場

合
の

杭
式

地
盤

改
良

時
の

改
良

地
盤

の
特

性
を

把
握

す
る

。
L
2地

震
を

想
定

し
た

簡
易

な
地

盤
改

良
設

計
手

法
の

可
能

性
を

検
討

す
る

。
基

礎
構

造
物

の
設

計
の

た
め

の
地

盤
の

評
価

手
法

の
検

討
を

行
う

。
近

接
施

工
を

想
定

し
た

場
合

の
地

盤
の

評
価

方
法

を
検

討
す

る
。

・
重

力
式

岸
壁

の
増

深
工

法
の

検
討

と
し

て
、

施
工

性
に

関
す

る
調

査
を

行
う

。
・
廃

棄
物

海
面

処
分

場
の

遮
水

工
の

品
質

管
理

手
法

に
つ

い
て

検
討

し
、

取
り

ま
と

め
る

。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

三
軸

試
験

装
置

、
圧

密
試

験
装

置
、

S
E
M

、
遠

心
模

型
載

荷
装

置
、

X
線

C
T
ス

キ
ャ

ナ
、

数
値

解
析

②
外

部
機

関
と

の
連

携
　

民
間

③
外

部
競

争
的

資
金

の
活

用
  
 受

託
（関

東
）
、

運
営

費
交

付
金

・
3
A

-1
0
02

（水
谷

）
重

力
式

岸
壁

の
増

深
工

法
に

関
す

る
研

究
・
3
A

-1
4
01

（森
川

）
既

存
施

設
近

傍
の

地
盤

改
良

技
術

に
関

す
る

研
究

・
3
A

-0
9
01

（渡
部

）
廃

棄
物

海
面

処
分

場
の

遮
水

工
の

品
質

管
理

手
法

の
提

案
・
3
A

-
1
3
0
2
（
佐

々
）
水

理
エ

ネ
ル

ギ
ー

を
効

果
的

に
減

衰
さ

せ
る

自
律

安
定

地
形

・
地

層
デ

ザ
イ

ン
に

関
す

る
研

究

２
０

１
１

年
度

（
平

成
２

３
年

度
）
　

研
究

テ
ー

マ
別

　
研

究
計

画
（事

前
評

価
）
　

総
括

シ
ー

ト

３
　

活
力

あ
る

経
済

社
会

を
形

成
す

る
た

め
の

研
究

３
Ａ

　
港

湾
・
空

港
施

設
等

の
高

度
化

に
関

す
る

研
究

研
　

　
究

　
　

計
　

　
画

研
　

究
　

体
　

制

既
活

用
リ

サ
イ

ク
ル

材
料

の
再

生
利

用
技

術
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

リ
サ

イ
ク

ル
材

料
を

海
域

で
利

用
し

た
場

合
の

長
期

的
な

安
定

性
を

検
討

し
、

対
策

を
検

討
す

る
。

固
化

処
理

土
の

理
想

的
な

養
生

環
境

を
提

案
す

る
。

廃
棄

物
海

面
処

分
場

の
跡

地
利

用
ま

で
を

に
ら

ん
だ

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
を

考
慮

し
た

維
持

管
理

手
法

に
つ

い
て

検
討

す
る

。

・
リ

サ
イ

ク
ル

材
料

の
透

水
性

に
つ

い
て

検
討

し
た

。
・
浚

渫
土

を
利

用
し

た
リ

サ
イ

ク
ル

地
盤

材
料

の
長

期
安

定
性

と
再

生
利

用
技

術
に

つ
い

て
検

討
し

た
。

設
計

業
務

支
援

の
た

め
の

地
盤

及
び

構
造

物
つ

設
計

に
か

か
わ

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

ラ
イ

ブ
ラ

リ
ー

を
整

備
す

る
と

と
も

に
、

地
盤

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

を
構

築
・
改

良
す

る
。

港
湾

局
関

係
機

関
に

お
い

て
長

年
に

わ
た

っ
て

蓄
積

さ
れ

て
き

た
技

術
情

報
を

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

ラ
イ

ブ
ラ

リ
ー

お
よ

び
関

連
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
と

し
て

整
備

・
活

用
す

る
た

め
の

技
術

サ
ー

ビ
ス

活
動

を
実

施
し

、
港

湾
に

か
か

わ
る

合
理

的
な

調
査

・設
計

が
、

各
地

方
整

備
局

等
で

行
わ

れ
る

こ
と

に
貢

献
し

た
。

ス
ー

パ
ー

高
規

格
コ

ン
テ

ナ
タ

ー
ミ

ナ
ル

の
実

現
に

向
け

て
、

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

開
発

し
、

タ
ー

ミ
ナ

ル
レ

イ
ア

ウ
ト

及
び

オ
ペ

レ
ー

シ
ョ

ン
の

評
価

を
す

る
。

ま
た

、
環

境
に

や
さ

し
く
安

全
に

作
業

を
行

え
る

荷
役

機
械

の
評

価
に

関
す

る
研

究
を

実
施

す
る

。

・
ス

ー
パ

ー
高

規
格

タ
ー

ミ
ナ

ル
の

タ
ー

ミ
ナ

ル
レ

イ
ア

ウ
ト

の
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
モ

デ
ル

化
を

行
っ

た
。

・
施

設
の

高
規

格
化

に
伴

う
環

境
負

荷
量

の
変

化
の

数
値

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

を
実

施
し

た
。

設
計

業
務

支
援

の
た

め
の

地
盤

及
び

構
造

物
つ

設
計

に
か

か
わ

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

ラ
イ

ブ
ラ

リ
ー

を
整

備
す

る
と

と
も

に
、

地
盤

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

を
構

築
・改

良
す

る
。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

数
値

計
算

手
法

②
外

部
機

関
と

の
連

携

③
外

部
競

争
的

資
金

の
活

用

・
取

扱
量

や
荷

役
機

械
の

想
定

を
変

え
た

タ
ー

ミ
ナ

ル
の

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

と
評

価
を

実
施

す
る

と
と

も
に

、
環

境
負

荷
量

の
推

定
及

び
安

全
性

の
検

討
を

行
う

。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

A
ut

o
M

o
d（

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

プ
ロ

グ
ラ

ム
）

②
外

部
機

関
と

の
連

携
　

国
土

交
通

本
省

、
神

戸
大

学
③

外
部

競
争

的
資

金
の

活
用

　
科

研
費

・
浚

渫
土

を
活

用
し

た
リ

サ
イ

ク
ル

地
盤

材
料

の
再

生
利

用
時

の
課

題
を

整
理

し
、

合
理

的
な

再
生

利
用

方
法

に
つ

い
て

提
案

す
る

。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

三
軸

試
験

機
、

X
線

C
T
ス

キ
ャ

ナ
、

S
E
M

②
外

部
機

関
と

の
連

携
　

民
間

③
外

部
競

争
的

資
金

の
活

用
  
 運

営
費

交
付

金

・3
A

-0
7
02

(宮
井

) 
 プ

ロ
グ

ラ
ム

ラ
イ

ブ
ラ

リ
お

よ
び

関
連

す
る

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

の
構

築
・改

良
お

よ
び

運
用

（
地

盤
・構

造
関

係
）

・
3
A

-
1
0
0
3
（
吉

江
）
ス

ー
パ

ー
高

規
格

コ
ン

テ
ナ

タ
ー

ミ
ナ

ル
の

評
価

に
関

す
る

研
究

・
3
A

-
1
3
0
3
（
吉

江
）
シ

ー
ム

レ
ス

な
外

内
貿

タ
ー

ミ
ナ

ル
に

よ
る

物
流

展
開

に
関

す
る

研
究

・
3
A

-1
3
04

（吉
江

）
荷

役
シ

ス
テ

ム
の

安
全

性
等

の
評

価
に

関
す

る
研

究

・3
A

-0
9
02

（
渡

部
）浚

渫
土

を
利

用
し

た
リ

サ
イ

ク
ル

地
盤

材
料

の
再

利
用

に
関

す
る

研
究

・3
A

-1
2
03

（
渡

部
）リ

サ
イ

ク
ル

材
料

に
対

す
る

海
域

利
用

環
境

の
影

響
に

関
す

る
研

究
・3

A
-1

5
02

（
渡

部
）地

盤
材

料
と

し
て

利
用

さ
れ

た
固

化
処

理
土

の
機

能
向

上
に

関
す

る
研

究
・3

A
-1

2
04

（
渡

部
）廃

棄
物

地
盤

の
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

を
考

慮
し

た
維

持
管

理
手

法
に

関
す

る
研

究
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【研

究
分

野
名

】
　

【研
究

テ
ー

マ
名

】

そ
の

他
研

究
目

標
研

究
内

容
（
五

箇
年

全
体

）
過

年
度

ま
で

の
研

究
実

施
内

容
2
01

1
年

度
の

研
究

実
施

内
容

研
究

実
施

体
制

研
究

実
施

項
目

・研
究

代
表

者

全
体

計
画

構
造

物
の

性
能

を
的

確
に

評
価

、
予

測
、

照
査

で
き

る
技

術
の

開
発

・改
良

が
強

く
望

ま
れ

る
。

本
研

究
テ

ー
マ

で
は

、
設

計
段

階
で

の
性

能
照

査
技

術
の

開
発

・改
良

に
関

す
る

研
究

、
維

持
管

理
段

階
に

お
け

る
保

有
性

能
に

不
可

欠
な

点
検

・
診

断
手

法
の

高
性

能
化

に
関

す
る

研
究

、
な

ら
び

に
保

有
性

能
評

価
や

対
策

の
選

定
・実

施
に

必
要

な
構

造
物

・
舗

装
の

挙
動

及
び

性
能

低
下

予
測

に
関

す
る

研
究

を
実

施
し

、
点

検
・診

断
、

評
価

、
将

来
予

測
、

対
策

に
関

る
技

術
を

高
度

化
す

る
。

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

シ
ス

テ
ム

の
構

築
の

た
め

に
、

材
料

の
耐

久
性

の
調

査
技

術
や

耐
久

性
向

上
、

構
造

性
能

低
下

の
予

測
、

供
用

中
の

性
能

評
価

に
関

す
る

研
究

を
進

め
る

と
と

も
に

、
こ

れ
ら

の
成

果
を

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

シ
ス

テ
ム

に
ま

と
め

上
げ

る
た

め
、

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
を

構
成

す
る

重
点

技
術

を
そ

の
ま

ま
サ

ブ
テ

ー
マ

と
し

て
設

定
し

て
、

研
究

を
進

め
る

。

構
造

物
を

構
成

す
る

部
材

の
点

検
・診

断
技

術
の

高
度

化
を

図
り

、
材

料
の

劣
化

メ
カ

ニ
ズ

ム
の

解
明

と
劣

化
進

行
の

予
測

技
術

、
構

造
物

の
性

能
低

下
の

予
測

と
補

修
効

果
の

定
量

化
の

検
討

を
行

っ
た

。
そ

れ
ら

を
基

に
、

確
率

的
手

法
を

ベ
ー

ス
と

す
る

桟
橋

上
部

工
お

よ
び

下
部

工
を

対
象

と
し

た
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

シ
ス

テ
ム

を
提

案
し

た
。

各
種

建
設

材
料

の
長

期
耐

久
性

や
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
舗

装
の

走
行

安
全

性
能

の
評

価
し

、
設

計
で

用
い

ら
れ

る
パ

ラ
メ

タ
ー

の
検

討
す

る
。

矢
板

式
お

よ
び

重
力

式
係

船
岸

に
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

を
適

用
す

る
た

め
、

維
持

管
理

計
画

の
策

定
を

支
援

す
る

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

開
発

す
る

。
さ

ら
に

、
港

湾
構

造
物

の
点

検
診

断
お

よ
び

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

に
非

破
壊

試
験

技
術

を
導

入
し

て
、

定
量

的
で

信
頼

性
の

高
い

デ
ー

タ
の

取
得

手
法

に
つ

い
て

検
討

を
行

う
。

テ
ー

マ
リ

ー
ダ

ー
研

究
主

監
　

北
詰

昌
樹

　
サ

ブ
テ

ー
マ

１
　

①
研

究
目

標

☆ 材
料

の
劣

化
お

よ
び

性
能

低
下

予
測

に
関

す
る

研
究

構
造

物
・
舗

装
の

挙
動

、
保

有
性

能
の

評
価

や
性

能
低

下
予

測
に

関
す

る
研

究
を

実
施

し
、

構
造

物
の

設
計

段
階

で
の

性
能

照
査

技
術

の
開

発
・改

良
を

目
標

と
す

る
。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

 1
5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

２
①

研
究

目
標

☆ 構
造

物
の

性
能

照
査

技
術

の
開

発
お

よ
び

改
良

に
関

す
る

研
究

サ
ブ

テ
ー

マ
①

の
研

究
成

果
を

踏
ま

え
て

、
構

造
物

の
設

計
段

階
で

の
性

能
照

査
技

術
の

開
発

・改
良

技
術

お
よ

び
構

造
物

の
維

持
管

理
段

階
に

お
け

る
保

有
性

能
評

価
技

術
の

開
発

を
目

標
と

す
る

。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
：2

0
11

 ～
 1

5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

３
①

研
究

目
標

☆ 構
造

物
の

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

た
め

の
点

検
診

断
手

法
に

関
す

る
研

究

材
料

の
劣

化
お

よ
び

構
造

物
の

性
能

低
下

の
モ

デ
ル

化
の

妥
当

性
の

検
証

、
ま

た
鋼

構
造

物
非

接
触

式
肉

厚
計

測
装

置
の

運
用

方
法

と
デ

ー
タ

解
析

ア
プ

リ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
充

実
を

図
る

と
と

も
に

、
構

造
物

を
取

り
巻

く
地

理
的

・環
境

的
条

件
も

検
討

し
て

、
構

造
物

の
維

持
管

理
段

階
に

お
け

る
保

有
性

能
に

不
可

欠
な

点
検

・診
断

手
法

の
高

性
能

化
を

図
る

こ
と

を
目

標
と

す
る

。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
：2

0
11

 ～
 1

5

☆
印

は
、

重
点

研
究

課
題

「港
湾

・
空

港
施

設
等

の
戦

略
的

維
持

管
理

に
関

す
る

研
究

」
に

指
定

さ
れ

て
い

る
研

究
サ

ブ
テ

ー
マ

・３
Ｂ

-0
90

1
(山

路
)港

湾
鋼

構
造

物
の

防
食

方
法

・防
食

設
計

の
合

理
化

に
関

す
る

検
討

・３
Ｂ

-1
10

1
(山

路
)暴

露
試

験
に

よ
る

コ
ン

ク
リ

ー
ト

、
鋼

材
及

び
各

種
材

料
の

長
期

耐
久

性
の

評
価

・３
Ｂ

-1
10

2
(前

川
)滑

走
路

舗
装

の
走

行
安

全
性

能
に

関
す

る
性

能
低

下
予

測
手

法
の

構
築

・３
Ｂ

-1
20

1
(山

路
)海

洋
鋼

構
造

物
の

各
種

防
食

方
法

に
お

け
る

性
能

照
査

型
設

計
手

法
お

よ
び

維
持

管
理

手
法

の
高

度
化

２
０

１
１

年
度

（
平

成
２

３
年

度
）
　

研
究

テ
ー

マ
別

研
究

計
画

（事
前

評
価

）
　

総
括

シ
ー

ト

３
　

活
力

あ
る

経
済

社
会

を
形

成
す

る
た

め
の

研
究

３
Ｂ

　
港

湾
・空

港
施

設
等

の
戦

略
的

維
持

管
理

に
関

す
る

研
究

研
　

　
究

　
　

計
　

　
画

研
　

究
　

体
　

制

・３
Ｂ

-1
10

3
(山

路
)海

洋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
構

造
物

に
お

け
る

鉄
筋

腐
食

照
査

手
法

の
高

度
化

・３
Ｂ

-0
90

2
(岩

波
)港

湾
構

造
物

の
部

材
設

計
に

対
す

る
信

頼
性

設
計

法
の

導
入

の
た

め
の

解
析

・３
Ｂ

-1
20

2
(岩

波
)維

持
管

理
の

高
度

化
・省

力
化

を
考

慮
し

た
構

造
設

計
手

法
の

開
発

・３
Ｂ

-0
90

3
(岩

波
)ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

エ
コ

ノ
ミ

ー
を

導
入

し
た

Ｌ
Ｃ

Ｍ
シ

ナ
リ

オ
の

評
価 ・３

Ｂ
-1

20
3
(加

藤
)港

湾
構

造
物

等
の

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
コ

ス
ト

算
定

手
法

の
高

度
化

に
関

す
る

検
討

・３
Ｂ

-0
90

4
(岩

波
)矢

板
式

お
よ

び
重

力
式

係
船

岸
等

へ
の

Ｌ
Ｃ

Ｍ
の

展
開

・３
Ｂ

-1
40

1
(岩

波
)港

湾
構

造
物

の
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

モ
デ

ル
の

開
発

・３
Ｂ

-1
30

1
(前

川
)空

港
舗

装
の

ラ
イ

フ
サ

イ
ク

ル
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン

海
洋

環
境

下
に

お
け

る
各

種
建

設
材

料
の

長
期

耐
久

性
を

評
価

す
る

。
海

底
土

中
部

の
電

気
防

食
の

設
計

手
法

の
高

度
化

お
よ

び
被

覆
防

食
の

設
計

・維
持

管
理

手
法

に
つ

い
て

検
討

を
行

う
。

海
洋

鋼
構

造
物

の
被

覆
防

食
の

劣
化

特
性

を
長

期
暴

露
試

験
な

ど
に

よ
り

検
討

す
る

。
空

港
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
舗

装
の

塑
性

変
形

を
対

象
と

し
た

変
形

抵
抗

性
の

評
価

手
法

を
開

発
す

る
。

海
水

循
環

水
槽

な
ど

を
用

い
た

コ
ン

ク
リ

ー
ト

、
鋼

材
及

び
各

種
材

料
の

長
期

暴
露

試
験

を
行

い
、

劣
化

・
腐

食
の

進
展

状
況

の
評

価
を

行
っ

た
。

コ
ン

ク
リ

ー
ト

構
造

物
中

の
鉄

筋
の

腐
食

に
関

し
て

、
目

視
調

査
に

よ
る

劣
化

度
判

定
結

果
の

ば
ら

つ
き

の
特

性
を

検
討

し
た

。
さ

ら
に

、
点

検
診

断
実

施
の

頻
度

・箇
所

・
数

量
の

最
適

化
お

よ
び

点
検

デ
ー

タ
の

不
確

定
性

を
含

め
た

性
能

評
価

に
つ

い
て

、
極

値
統

計
理

論
に

よ
る

新
た

な
手

法
を

提
案

し
た

。
非

接
触

型
板

厚
測

定
技

術
と

し
て

、
広

帯
域

送
受

波
器

の
試

作
装

置
を

改
良

し
、

そ
の

精
度

を
検

証
し

た
。

ま
た

、
桟

橋
床

版
下

部
検

査
用

ビ
ー

ク
ル

の
操

作
性

を
向

上
さ

せ
、

遠
隔

操
作

支
援

シ
ス

テ
ム

を
構

築
し

た
。

さ
ら

に
、

点
検

診
断

に
非

破
壊

試
験

技
術

を
導

入
し

て
、

調
査

結
果

の
高

精
度

化
や

作
業

の
省

力
化

を
図

っ
た

。
鉄

筋
腐

食
の

常
時

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

技
術

の
開

発
に

着
手

し
た

。
暴

露
試

験
に

よ
る

コ
ン

ク
リ

ー
ト

、
鋼

材
お

よ
び

各
種

材
料

の
長

期
耐

久
性

を
実

環
境

下
に

お
け

る
暴

露
試

験
に

よ
り

評
価

す
る

。

耐
久

性
お

よ
び

偶
発

荷
重

に
対

す
る

照
査

で
の

部
分

係
数

の
妥

当
性

を
信

頼
性

設
計

の
観

点
か

ら
検

討
を

行
う

。
海

洋
R

C
構

造
物

に
お

け
る

鉄
筋

腐
食

照
査

に
必

要
な

パ
ラ

メ
ー

タ
に

関
す

る
デ

ー
タ

を
長

期
暴

露
試

験
等

に
よ

り
多

数
蓄

積
し

、
鉄

筋
腐

食
照

査
手

法
の

精
度

向
上

を
図

る
。

矢
板

式
お

よ
び

重
力

式
係

船
岸

に
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

を
適

用
す

る
た

め
の

検
討

を
行

い
、

維
持

管
理

計
画

の
策

定
を

支
援

す
る

た
め

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
開

発
す

る
。

港
湾

構
造

物
部

材
に

つ
い

て
、

劣
化

促
進

実
験

、
実

暴
露

実
験

や
現

地
調

査
等

を
行

っ
て

、
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

を
通

じ
た

性
能

低
下

モ
デ

ル
の

妥
当

性
を

検
証

す
る

。
構

造
物

の
設

計
段

階
で

の
維

持
管

理
に

配
慮

し
た

設
計

手
法

な
ら

び
に

既
存

構
造

物
の

補
強

等
を

行
う

際
の

構
造

物
の

性
能

評
価

手
法

と
補

修
・補

強
設

計
手

法
を

提
案

す
る

。
空

港
舗

装
構

造
に

求
め

ら
れ

る
性

能
を

複
数

提
示

し
、

性
能

ご
と

の
低

下
傾

向
に

つ
い

て
、

実
験

に
基

づ
く
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
を

実
施

す
る

。

実
構

造
物

に
お

け
る

劣
化

・
変

状
の

進
行

速
度

の
詳

細
な

調
査

と
定

量
的

な
分

析
・評

価
の

実
施

、
な

ら
び

に
こ

れ
ま

で
の

維
持

管
理

に
関

す
る

要
素

技
術

に
関

す
る

研
究

を
総

合
的

に
と

り
ま

と
め

、
桟

橋
の

L
C

M
シ

ス
テ

ム
を

構
築

し
、

公
開

し
た

。
F
R

P
シ

ー
ト

接
着

界
面

の
耐

久
性

を
評

価
す

る
と

と
も

に
、

コ
ン

ク
リ

ー
ト

表
面

の
浸

透
性

改
質

剤
に

よ
る

補
修

効
果

を
定

量
的

に
評

価
し

、
塩

化
物

イ
オ

ン
浸

透
抑

制
に

対
す

る
効

果
を

明
ら

か
に

す
る

こ
と

で
、

港
湾

R
C

構
造

物
の

補
修

効
果

を
定

量
評

価
す

る
こ

と
が

で
き

た
。

Ｌ
Ｃ

Ｍ
シ

ナ
リ

オ
に

つ
い

て
は

、
港

湾
施

設
の

投
資

に
関

す
る

費
用

負
担

ス
キ

ー
ム

の
国

際
比

較
に

関
す

る
共

同
研

究
の

と
り

ま
と

め
を

行
っ

た
。

さ
ら

に
、

L
C

M
シ

ナ
リ

オ
と

し
て

想
定

さ
れ

る
シ

ナ
リ

オ
を

設
定

し
、

純
現

在
価

値
N

P
V

（
N

e
t 

P
re

se
n
t 

V
al

ue
）
な

ど
に

よ
る

評
価

手
法

を
提

示
し

た
。

港
湾

構
造

物
の

部
材

設
計

時
に

用
い

ら
れ

る
部

分
係

数
の

妥
当

性
に

つ
い

て
、

特
に

、
耐

久
性

に
関

す
る

照
査

お
よ

び
衝

撃
荷

重
な

ど
の

偶
発

荷
重

に
対

す
る

照
査

を
対

象
と

し
て

、
信

頼
性

設
計

の
観

点
か

ら
提

案
を

行
う

。
海

洋
R

C
構

造
物

に
お

け
る

鉄
筋

腐
食

照
査

に
必

要
な

パ
ラ

メ
ー

タ
に

関
す

る
デ

ー
タ

を
長

期
暴

露
試

験
等

に
よ

り
取

得
す

る
。

矢
板

式
お

よ
び

重
力

式
係

船
岸

に
ラ

イ
フ

サ
イ

ク
ル

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

を
適

用
す

る
た

め
の

検
討

を
行

い
、

維
持

管
理

計
画

の
策

定
を

支
援

す
る

た
め

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
開

発
す

る
。

ま
た

、
施

設
の

性
能

低
下

だ
け

で
な

く
、

機
能

低
下

の
観

点
か

ら
も

検
討

を
行

う
。

シ
ナ

リ
オ

毎
の

N
P

V
（
N

e
t 

P
re

se
n
t 

V
al

ue
）
を

大
規

模
補

修
工

事
中

に
お

け
る

港
湾

施
設

の
運

用
実

態
に

即
し

た
も

の
に

す
る

な
ど

精
度

の
更

な
る

向
上

を
図

る
。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

大
型

構
造

実
験

施
設

、
海

水
循

環
水

槽
等

を
用

い
た

暴
露

試
験

②
外

部
機

関
と

の
連

携
　

一
部

を
民

間
等

と
の

共
同

研
究

に
よ

り
実

施
す

る
予

定
③

外
部

競
争

的
資

金
の

活
用

　
日

本
鉄

鋼
連

盟
か

ら
の

寄
付

金
　

今
後

獲
得

を
目

指
す

暴
露

試
験

に
よ

る
コ

ン
ク

リ
ー

ト
、

鋼
材

お
よ

び
各

種
材

料
の

長
期

耐
久

性
を

実
環

境
下

に
お

け
る

暴
露

試
験

に
よ

り
評

価
す

る
。

滑
走

路
に

お
け

る
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
舗

装
の

走
行

安
全

性
能

に
つ

い
て

す
べ

り
抵

抗
性

に
着

目
し

、
載

荷
実

験
を

通
じ

て
性

能
低

下
予

測
手

法
の

検
討

を
行

う
。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

海
水

循
環

水
槽

、
波

崎
観

測
桟

橋
等

を
用

い
た

暴
露

試
験

②
外

部
機

関
と

の
連

携
　

沿
岸

セ
ン

タ
ー

・鋼
管

杭
協

会
・民

間
7

社
と

の
共

同
研

究
（港

空
研

は
全

体
総

括
お

よ
び

耐
久

性
評

価
）、

関
西

国
際

空
港

用
地

造
成

（株
）と

の
共

同
研

究
、

九
州

大
学

と
の

共
同

研
究

に
よ

り
実

施
。

）
③

外
部

競
争

的
資

金
の

活
用

　
20

11
年

度
は

農
林

水
産

省
競

争
的

資
金

（
木

質
材

料
）を

活
用

・３
Ｂ

-1
00

1
(岩

波
)非

破
壊

試
験

技
術

の
活

用
に

よ
る

港
湾

構
造

物
の

点
検

診
断

・
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
の

高
精

度
化

に
関

す
る

検
討 ・３

Ｂ
-1

10
4
(吉

江
)港

湾
・空

港
施

設
の

点
検

技
術

の
高

度
化

に
関

す
る

技
術

開
発 ・３

Ｂ
-1

30
2
(岩

波
)構

造
物

の
ヘ

ル
ス

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

に
よ

る
性

能
評

価
シ

ス
テ

ム
の

開
発

点
検

診
断

お
よ

び
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
に

非
破

壊
試

験
技

術
を

導
入

し
、

定
量

的
で

信
頼

性
の

高
い

デ
ー

タ
を

取
得

技
術

の
検

討
を

行
う

。
ま

た
、

コ
ン

ク
リ

ー
ト

部
材

や
鋼

部
材

の
健

全
性

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

へ
の

非
破

壊
試

験
技

術
の

活
用

に
つ

い
て

検
討

を
行

い
、

ヘ
ル

ス
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
シ

ス
テ

ム
を

構
築

す
る

こ
と

を
検

討
す

る
。

構
造

物
の

健
全

性
を

適
切

に
評

価
で

き
る

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

手
法

を
提

案
す

る
。

鋼
構

造
物

の
肉

厚
測

定
の

運
用

シ
ス

テ
ム

な
ど

に
つ

い
て

、
対

象
構

造
物

の
状

況
に

合
わ

せ
た

運
用

方
法

・ア
プ

リ
ケ

ー
シ

ョ
ン

を
開

発
し

、
実

用
化

を
計

る
。

コ
ン

ク
リ

ー
ト

構
造

物
中

の
鉄

筋
の

腐
食

に
関

し
て

目
視

調
査

に
よ

る
劣

化
度

判
定

結
果

の
ば

ら
つ

き
の

特
性

を
検

討
し

た
。

鋼
構

造
物

の
肉

厚
を

非
接

触
で

連
続

的
に

計
測

す
る

超
音

波
を

用
い

た
装

置
を

開
発

し
、

一
定

の
計

測
精

度
が

得
ら

れ
る

こ
と

を
現

地
実

証
試

験
で

確
認

し
た

。
さ

ら
に

、
こ

れ
ま

で
目

視
調

査
に

依
存

し
て

き
た

港
湾

構
造

物
の

点
検

診
断

に
非

破
壊

試
験

技
術

を
導

入
す

る
こ

と
で

、
結

果
の

高
精

度
化

や
作

業
の

省
力

化
を

図
る

と
と

も
に

、
鉄

筋
腐

食
の

常
時

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

技
術

の
開

発
に

着
手

し
た

。

港
湾

構
造

物
の

点
検

診
断

お
よ

び
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
に

非
破

壊
試

験
技

術
を

導
入

し
て

、
定

量
的

で
信

頼
性

の
高

い
デ

ー
タ

の
取

得
手

法
に

つ
い

て
検

討
を

行
う

。
ま

た
、

コ
ン

ク
リ

ー
ト

部
材

や
鋼

部
材

の
健

全
性

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

へ
の

非
破

壊
試

験
技

術
の

活
用

に
つ

い
て

検
討

を
行

う
。

鋼
構

造
物

の
肉

厚
測

定
装

置
に

つ
い

て
、

矢
板

断
面

等
の

ジ
グ

の
試

作
と

計
測

お
よ

び
解

析
用

ア
プ

リ
ケ

ー
シ

ョ
ン

の
取

得
デ

ー
タ

の
波

形
の

傾
向

と
オ

ペ
レ

ー
タ

の
錬

度
を

想
定

し
て

仕
様

の
詳

細
を

決
め

、
試

作
し

評
価

す
る

。
空

港
舗

装
の

空
洞

や
ひ

び
割

れ
、

港
湾

・海
岸

構
造

物
内

部
の

ひ
び

割
れ

、
水

中
構

造
物

の
変

状
そ

の
他

に
つ

い
て

必
要

と
な

る
計

測
値

の
仕

様
を

検
討

し
、

こ
れ

に
対

応
す

る
計

測
装

置
を

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

す
る

。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
　

大
型

構
造

実
験

施
設

、
酒

田
港

・鹿
児

島
港

等
の

現
地

曝
露

施
設

②
外

部
機

関
と

の
連

携
　

民
間

企
業

と
の

共
同

研
究

が
2件

進
行

中
。

ま
た

、
適

宜
大

学
等

と
の

連
携

及
び

共
同

研
究

を
行

う
。

計
測

・
制

御
チ

ー
ム

の
ほ

か
片

倉
客

員
研

究
官

が
補

佐
す

る
。

③
外

部
競

争
的

資
金

の
活

用
　

科
学

研
究

費
補

助
金
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【研

究
分

野
名

】
　

【研
究

テ
ー

マ
名

】

そ
の

他
研

究
目

標
研

究
内

容
（
五

箇
年

全
体

）
過

年
度

ま
で

の
研

究
実

施
内

容
2
01

1
年

度
の

研
究

実
施

内
容

研
究

実
施

体
制

研
究

実
施

項
目

・研
究

代
表

者

全
体

計
画

　
未

来
に

向
け

た
我

が
国

経
済

の
活

性
化

の
た

め
、

海
洋

立
国

日
本

の
確

立
と

海
洋

再
生

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

有
効

活
用

に
資

す
る

た
め

、
遠

隔
離

島
活

動
拠

点
整

備
を

支
援

す
る

技
術

開
発

を
め

ざ
し

、
技

術
情

報
整

備
と

技
術

開
発

を
行

う
。

本
研

究
テ

ー
マ

は
、

以
下

の
3項

目
の

サ
ブ

テ
ー

マ
か

ら
構

成
さ

れ
る

。
サ

ブ
テ

ー
マ

１
（海

洋
空

間
有

効
利

用
に

関
す

る
研

究
）

サ
ブ

テ
ー

マ
２

（海
洋

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

有
効

利
用

に
関

す
る

研
究

）
サ

ブ
テ

ー
マ

３
（海

洋
に

お
け

る
調

査
・
施

工
の

た
め

の
新

技
術

開
発

）
　

こ
れ

ら
の

研
究

サ
ブ

テ
ー

マ
に

効
率

的
に

取
り

組
む

た
め

、
ナ

ウ
フ

ァ
ス

等
の

現
地

情
報

の
収

集
と

解
析

、
模

型
実

験
や

実
証

試
験

、
数

値
解

析
を

統
合

し
て

、
遠

隔
離

島
活

動
拠

点
整

備
等

へ
の

貢
献

を
視

野
に

入
れ

て
研

究
を

実
施

す
る

。
　

ま
た

、
当

所
だ

け
の

知
見

で
完

結
し

な
い

研
究

要
素

も
多

い
た

め
、

大
学

や
民

間
企

業
と

の
共

同
研

究
を

積
極

的
に

進
め

る
と

と
も

に
、

N
E
D

O
等

か
ら

の
外

部
競

争
的

資
金

研
究

を
得

て
、

研
究

を
実

施
す

る
。

第
2期

中
期

に
お

け
る

研
究

テ
ー

マ
3エ

お
よ

び
３

ウ
を

発
展

さ
せ

、
本

研
究

テ
ー

マ
を

実
施

す
る

。
　

す
な

わ
ち

、
サ

ブ
テ

ー
マ

1に
つ

い
て

は
、

こ
れ

ま
で

3
エ

で
取

り
組

ん
で

き
た

F
re

ak
W

av
eの

出
現

特
性

な
ど

の
波

浪
に

関
す

る
研

究
成

果
を

挙
げ

て
い

る
。

ま
た

、
サ

ブ
テ

ー
マ

2
に

つ
い

て
は

ナ
ウ

フ
ァ

ス
等

の
現

地
観

測
情

報
に

基
づ

く
風

力
や

波
力

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

ポ
テ

ン
シ

ャ
ル

に
関

す
る

研
究

を
進

め
る

と
と

も
に

、
3
00

kW
級

の
中

型
風

車
の

開
発

と
実

証
試

験
を

共
同

研
究

に
よ

っ
て

進
め

て
き

た
。

サ
ブ

テ
ー

マ
3に

つ
い

て
は

、
こ

れ
ま

で
培

っ
て

き
た

海
中

超
音

波
に

関
す

る
研

究
成

果
と

し
て

、
非

接
触

肉
厚

測
定

シ
ス

テ
ム

の
開

発
（H

2
2d

国
土

技
術

開
発

賞
優

秀
賞

）
や

、
水

中
音

響
レ

ン
ズ

の
開

発
実

用
化

の
た

め
の

研
究

が
行

わ
れ

て
き

た
。

サ
ブ

テ
ー

マ
1で

は
３

エ
-0

9
03

を
3
C

-0
9
03

と
し

て
継

続
実

施
す

る
と

と
も

に
、

3C
-1

10
1を

新
規

に
開

始
す

る
。

サ
ブ

テ
ー

マ
2で

は
3C

-1
10

2を
新

規
に

開
始

す
る

。
サ

ブ
テ

ー
マ

3で
は

、
３

ウ
-0

8
02

と
３

ウ
-0

9
01

を
そ

れ
ぞ

れ
3C

-0
80

2
お

よ
び

3C
-0

90
1
と

し
て

継
続

す
る

と
と

も
に

、
3C

-1
10

3
を

新
規

に
開

始
す

る
。

テ
ー

マ
リ

ー
ダ

ー
研

究
主

監
　

　
永

井
紀

彦

本
テ

ー
マ

は
、

前
中

期
の

３
ウ

お
よ

び
３

エ
の

両
テ

ー
マ

を
発

展
さ

せ
た

も
の

で
あ

る
。

た
だ

し
、

３
ウ

の
う

ち
港

湾
海

洋
構

造
物

の
維

持
管

理
に

関
す

る
技

術
開

発
は

3B
に

、
３

エ
の

う
ち

環
境

対
応

型
技

術
に

関
す

る
研

究
は

3A
に

発
展

的
に

振
り

分
け

、
か

つ
、

海
洋

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

利
活

用
に

関
す

る
研

究
を

新
た

に
加

え
た

、
新

し
い

研
究

テ
ー

マ
と

し
て

研
究

に
取

り
組

む
こ

と
と

す
る

。

　
サ

ブ
テ

ー
マ

１
　

①
研

究
目

標

☆ 海
洋

空
間

の
有

効
利

用
に

関
す

る
研

究

海
洋

空
間

の
有

効
利

活
用

の
た

め
に

必
要

な
要

素
技

術
開

発
を

め
ざ

す
。

特
に

、
遠

隔
離

島
周

辺
海

域
の

利
活

用
は

、
我

が
国

の
海

洋
権

益
保

持
と

し
て

極
め

て
高

い
社

会
的

注
目

が
集

ま
っ

て
い

る
。

本
サ

ブ
テ

ー
マ

で
は

、
リ

ー
フ

周
辺

な
ど

の
海

底
地

形
が

複
雑

な
海

域
に

お
け

る
面

的
波

浪
分

布
特

性
を

的
確

に
把

握
・予

測
で

き
る

要
素

技
術

の
開

発
に

注
力

す
る

。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

2
01

5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

２
①

研
究

目
標

☆ 海
洋

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

有
効

利
用

に
関

す
る

研
究

二
酸

化
炭

素
排

出
総

量
を

減
ら

し
、

低
炭

素
化

社
会

を
実

現
す

る
た

め
に

は
、

我
が

国
の

よ
う

に
広

大
な

排
他

的
経

済
水

域
を

有
す

る
海

洋
国

家
に

と
っ

て
、

波
浪

や
洋

上
風

な
ど

の
海

洋
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
利

活
用

は
、

避
け

て
通

る
こ

と
が

で
き

な
い

、
重

要
な

技
術

開
発

テ
ー

マ
と

な
っ

て
い

る
。

次
期

5か
年

で
は

、
多

種
多

様
な

海
洋

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

中
で

、
実

用
化

が
有

望
視

さ
れ

て
お

り
、

か
つ

こ
れ

ま
で

当
所

に
お

け
る

研
究

実
績

が
あ

る
、

風
力

と
波

力
に

タ
ー

ゲ
ッ

ト
を

絞
り

研
究

を
遂

行
す

る
。

研
究

活
動

は
、

遠
隔

離
島

活
動

拠
点

整
備

に
お

け
る

中
型

風
力

発
電

や
波

力
発

電
な

ど
の

エ
ネ

ル
ギ

ー
自

立
支

援
技

術
の

開
発

の
た

め
に

必
要

と
な

る
技

術
課

題
を

整
理

す
る

こ
と

か
ら

始
め

、
5か

年
中

に
は

、
波

力
・風

力
エ

ネ
ル

ギ
ー

を
港

湾
に

実
用

的
に

利
活

用
す

る
た

め
の

技
術

的
提

案
を

と
り

ま
と

め
る

こ
と

を
め

ざ
す

。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

2
01

5

　
サ

ブ
テ

ー
マ

３
①

研
究

目
標

☆ 海
洋

に
お

け
る

調
査

・
施

工
の

た
め

の
新

技
術

開
発

上
記

2項
目

の
サ

ブ
テ

ー
マ

研
究

成
果

を
、

適
切

か
つ

有
効

に
現

地
海

域
に

お
い

て
活

か
し

て
い

く
た

め
に

、
必

要
と

な
る

施
工

技
術

な
ど

の
新

技
術

開
発

を
行

う
。

具
体

的
に

は
、

こ
れ

ま
で

研
究

及
び

技
術

開
発

に
よ

り
蓄

積
し

て
い

る
A

R
（拡

張
現

実
感

）や
V

R
（仮

想
現

実
感

）を
活

用
し

た
遠

隔
操

作
シ

ス
テ

ム
、

R
O

V
（遠

隔
操

作
型

水
中

ロ
ボ

ッ
ト

）、
A

U
V

（自
律

制
御

型
水

中
ロ

ボ
ッ

ト
）に

よ
る

制
御

シ
ス

テ
ム

、
水

中
音

響
カ

メ
ラ

等
の

水
中

音
響

デ
バ

イ
ス

に
関

す
る

技
術

を
活

用
し

、
海

洋
の

観
測

機
器

類
・
各

種
施

設
設

備
等

に
か

か
る

調
査

や
作

業
、

海
底

資
源

探
査

や
海

洋
環

境
調

査
に

資
す

る
調

査
・作

業
シ

ス
テ

ム
等

に
つ

い
て

研
究

開
発

を
行

い
、

実
証

試
験

に
よ

っ
て

フ
ィ

ー
ジ

ビ
リ

テ
ィ

を
示

す
。

す
な

わ
ち

、
５

ヵ
年

に
お

け
る

研
究

成
果

の
目

標
と

し
て

、
海

洋
に

お
け

る
調

査
・施

工
の

信
頼

性
向

上
の

た
め

の
具

体
的

な
新

技
術

を
実

用
化

す
る

こ
と

を
示

す
こ

と
を

め
ざ

す
。

②
研

究
実

施
期

間
（西

暦
）
： 

2
01

1
 ～

2
01

5

☆
印

は
、

重
点

研
究

課
題

「海
洋

空
間

・海
洋

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

有
効

利
用

に
関

す
る

研
究

」
に

指
定

さ
れ

て
い

る
研

究
サ

ブ
テ

ー
マ

・3
C

-0
90

3（
鈴

木
）利

用
と

防
災

を
か

ね
た

人
工

サ
ー

フ
ィ

ン
リ

ー
フ

に
関

す
る

研
究 ・3

C
-1

10
1（

平
山

）リ
ー

フ
上

等
の

面
的

波
浪

場
の

解
明

と
そ

の
推

定
に

係
る

要
素

技
術

の
開

発
・3

C
-1

40
1（

平
山

）リ
ー

フ
上

の
面

的
波

浪
場

の
推

定
に

よ
る

海
洋

空
間

利
用

評
価

シ
ス

テ
ム

の
構

築

２
０

１
１

年
度

（
平

成
２

３
年

度
）
　

研
究

テ
ー

マ
別

　
研

究
計

画
（事

前
評

価
）
　

総
括

シ
ー

ト

３
　

活
力

あ
る

経
済

社
会

を
形

成
す

る
た

め
の

研
究

３
Ｃ

　
海

洋
空

間
・海

洋
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
有

効
利

用
に

関
す

る
研

究

研
　

　
究

　
　

計
　

　
画

研
　

究
　

体
　

制

・3
C

-1
10

2（
下

迫
）海

洋
エ

ネ
ル

ギ
ー

利
用

シ
ス

テ
ム

の
港

湾
へ

の
適

用
に

関
す

る
課

題
整

理
と

解
析

・3
C

-1
40

2（
下

迫
）海

洋
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
港

湾
へ

の
実

用
的

利
活

用
に

関
す

る
研

究 ・３
C

-X
1
C

X
（河

合
）海

象
観

測
デ

ー
タ

の
集

中
処

理
・解

析
と

推
算

値
を

結
合

さ
せ

た
デ

ー
タ

ベ
ー

ス
の

構
築

（1
C

で
評

価
）

大
型

平
面

水
槽

を
用

い
た

模
型

実
験

を
通

じ
て

リ
ー

フ
上

等
の

複
雑

な
波

・流
れ

場
を

面
的

に
把

握
す

る
と

と
も

に
、

さ
ま

ざ
ま

な
構

造
物

へ
の

作
用

外
力

や
周

辺
海

象
環

境
へ

の
影

響
等

を
含

め
、

こ
れ

ら
の

状
況

を
適

切
に

再
現

・推
定

で
き

る
数

値
計

算
モ

デ
ル

の
開

発
・改

良
を

行
い

、
イ

ン
フ

ラ
整

備
に

お
け

る
技

術
的

課
題

の
解

決
に

資
す

る
。

前
5か

年
（
20

0
6-

2
01

0
年

度
）で

は
、

大
水

深
沖

合
海

域
を

開
発

・利
用

す
る

た
め

に
不

可
欠

な
、

設
計

波
浪

条
件

の
検

討
と

し
て

一
発

大
波

（F
re

ak
W

av
e
）

の
出

現
特

性
を

、
外

部
競

争
的

資
金

を
得

て
理

論
的

・実
験

的
に

検
討

し
、

そ
の

成
果

を
と

り
ま

と
め

る
と

と
も

に
、

浮
体

式
構

造
物

の
波

浪
や

津
波

な
ど

に
対

す
る

応
答

特
性

に
つ

い
て

の
基

礎
的

知
見

を
得

た
。

波
力

発
電

シ
ス

テ
ム

の
実

用
化

に
お

け
る

さ
ま

ざ
ま

な
技

術
的

課
題

を
検

討
す

る
と

と
も

に
、

遠
隔

離
島

に
お

け
る

海
洋

再
生

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

導
入

を
通

じ
た

エ
ネ

ル
ギ

ー
自

立
支

援
を

念
頭

に
置

い
て

、
実

際
の

波
浪

条
件

や
電

力
の

利
用

形
態

等
も

考
慮

し
た

試
設

計
を

行
う

。
ま

た
、

現
地

観
測

デ
ー

タ
に

基
づ

き
洋

上
や

沿
岸

域
の

風
況

の
特

性
を

明
ら

か
に

す
る

と
と

も
に

、
船

舶
へ

の
電

力
供

給
な

ど
の

港
湾

域
に

お
け

る
風

力
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
望

ま
し

い
活

用
シ

ス
テ

ム
に

つ
い

て
検

討
を

行
う

。
な

お
、

こ
れ

ま
で

に
当

所
が

長
年

に
わ

た
っ

て
培

っ
て

き
た

、
沿

岸
や

海
洋

に
お

け
る

気
象

海
象

情
報

に
関

す
る

知
見

を
活

か
し

、
本

サ
ブ

テ
ー

マ
に

取
り

組
む

こ
と

と
す

る
。

前
5か

年
（
20

0
6-

2
01

0
年

度
）で

は
、

本
サ

ブ
テ

ー
マ

に
添

っ
た

独
自

の
研

究
実

施
項

目
は

設
定

さ
れ

て
い

な
か

っ
た

が
、

１
ウ

-6
05

実
施

項
目

”
ア

シ
カ

島
・
・・

”
の

中
で

、
外

部
競

争
的

資
金

や
共

同
研

究
を

通
じ

て
、

沿
岸

域
の

風
力

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

ポ
テ

ン
シ

ャ
ル

と
、

有
効

利
活

用
に

関
す

る
知

見
の

集
積

を
続

け
て

き
た

。

初
年

度
と

し
て

、
波

力
発

電
に

関
す

る
既

往
の

研
究

お
よ

び
実

施
例

か
ら

技
術

的
課

題
を

抽
出

す
る

と
と

も
に

、
遠

隔
離

島
に

お
け

る
波

力
発

電
シ

ス
テ

ム
の

所
要

条
件

の
検

討
を

行
う

。
ナ

ウ
フ

ァ
ス

等
に

よ
る

洋
上

風
観

測
デ

ー
タ

を
整

理
し

、
そ

の
出

現
特

性
を

と
り

ま
と

め
る

と
と

も
に

、
港

湾
に

お
け

る
海

洋
再

生
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
活

用
が

可
能

な
エ

ネ
ル

ギ
ー

需
要

に
つ

い
て

調
査

を
行

う
。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
ナ

ウ
フ

ァ
ス

海
象

観
測

情
報

を
活

用
し

、
不

規
則

波
水

理
模

型
実

験
と

数
値

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

を
組

み
合

わ
せ

、
研

究
に

取
り

組
む

。
N

E
D

O
か

ら
の

補
助

金
研

究
と

し
て

建
設

予
定

で
あ

る
北

九
州

沖
洋

上
風

観
測

塔
や

、
平

成
21

年
度

補
正

予
算

で
研

究
所

構
内

に
設

置
さ

れ
た

小
型

風
車

等
に

よ
る

実
測

デ
ー

タ
も

活
用

す
る

。
②

外
部

機
関

と
の

連
携

東
京

大
学

、
足

利
工

業
大

学
等

と
の

共
同

研
究

や
、

環
境

省
・N

E
D

O
・
J
E
M

A
等

の
関

係
機

関
と

の
連

携
に

も
尽

力
し

、
研

究
の

幅
を

広
げ

て
い

く
。

③
外

部
競

争
的

資
金

の
活

用
N

E
D

O
か

ら
の

外
部

資
金

を
予

定
（
20

1
1-

20
1
3年

度
）。

科
研

費
等

の
競

争
的

資
金

の
導

入
を

図
る

。

3
D

-0
90

1の
最

終
年

度
と

し
て

、
こ

れ
ま

で
の

人
工

サ
ー

フ
ィ

ン
リ

ー
フ

に
関

す
る

研
究

成
果

を
と

り
ま

と
め

る
と

と
も

に
、

3D
-
11

0
1の

初
年

度
と

し
て

、
波

浪
変

形
に

影
響

を
与

え
る

リ
ー

フ
等

の
地

形
特

性
を

整
理

す
る

と
と

も
に

、
モ

デ
ル

地
形

を
対

象
と

し
た

平
面

模
型

実
験

を
行

い
，

観
察

さ
れ

る
波

・流
れ

場
と

地
形

特
性

，
及

び
ブ

シ
ネ

ス
ク

モ
デ

ル
を

用
い

た
数

値
計

算
結

果
と

の
関

係
に

つ
い

て
考

察
を

加
え

る
．

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
ナ

ウ
フ

ァ
ス

海
象

観
測

情
報

を
活

用
し

、
不

規
則

波
水

理
模

型
実

験
と

数
値

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

を
組

み
合

わ
せ

、
研

究
に

取
り

組
む

。
②

外
部

機
関

と
の

連
携

東
京

大
学

等
と

の
共

同
研

究
に

も
、

積
極

的
に

取
り

組
み

、
研

究
の

幅
を

広
げ

て
い

く
。

③
外

部
競

争
的

資
金

の
活

用
科

研
費

等
の

競
争

的
資

金
の

導
入

を
図

る
。

・３
C

-0
80

2
（田

中
）
G

P
S
波

浪
計

の
係

留
装

置
点

検
シ

ス
テ

ム
の

開
発

・３
C

-0
90

1
（平

林
）
水

中
作

業
用

マ
ニ

ュ
ピ

ュ
レ

ー
タ

の
多

機
能

化
に

関
す

る
研

究
・3

C
-1

10
3（

吉
江

）海
洋

に
お

け
る

調
査

・施
工

の
信

頼
性

向
上

の
た

め
の

新
技

術
実

証
試

験
・3

C
-1

40
3（

吉
江

）海
洋

に
お

け
る

調
査

・施
工

の
信

頼
性

向
上

の
た

め
の

新
技

術
の

実
用

化

各
種

海
洋

開
発

技
術

の
う

ち
，

現
状

の
海

中
作

業
・

調
査

技
術

，
観

測
技

術
に

関
し

て
，

今
後

求
め

ら
れ

る
海

底
資

源
や

海
洋

環
境

調
査

・
作

業
等

に
適

用
で

き
る

も
の

，
困

難
な

も
の

な
ど

を
整

理
す

る
．

そ
の

上
で

，
代

表
的

な
各

種
調

査
・作

業
等

の
ミ

ッ
シ

ョ
ン

を
計

画
し

，
こ

れ
に

対
す

る
調

査
・作

業
手

法
を

構
築

し
，

基
礎

的
な

検
討

及
び

実
験

，
マ

ト
ラ

ボ
等

に
よ

る
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
，

水
槽

試
験

，
海

上
試

験
等

を
行

っ
て

，
そ

れ
ぞ

れ
の

フ
ィ

ー
ジ

ビ
リ

テ
ィ

を
示

し
，

フ
ィ

ー
ジ

ビ
リ

テ
ィ

の
高

い
も

の
に

つ
い

て
は

さ
ら

に
詳

細
な

検
討

を
加

え
，

実
用

化
の

た
め

の
技

術
的

な
課

題
と

条
件

を
整

理
し

，
実

証
試

験
に

よ
っ

て
新

技
術

の
実

用
化

を
行

う
．

前
中

期
テ

ー
マ

３
ウ

か
ら

の
研

究
を

発
展

さ
せ

る
．

具
体

的
に

は
，

水
中

音
響

映
像

装
置

は
既

に
2
01

0
年

度
ま

で
に

羽
田

空
港

D
滑

走
路

水
中

部
の

維
持

管
理

用
調

査
機

器
と

し
て

開
発

済
み

で
あ

る
．

ま
た

，
半

自
律

制
御

式
R

O
V

に
つ

い
て

，
実

施
項

目
は

別
で

あ
る

が
，

2
01

1
年

度
に

研
究

開
発

を
ほ

ぼ
終

了
す

る
．

さ
ら

に
，

A
R

を
用

い
た

遠
隔

操
作

式
水

中
バ

ッ
ク

ホ
ウ

マ
ニ

ピ
ュ

レ
ー

タ
に

関
し

て
は

，
20

1
1年

度
ま

で
に

効
率

の
良

い
マ

ン
・マ

シ
ン

イ
ン

タ
ー

フ
ェ

イ
ス

の
ひ

と
つ

を
提

案
す

る
状

況
で

あ
る

．

水
中

音
響

映
像

取
得

装
置

の
適

用
範

囲
の

拡
張

の
た

め
、

小
型

化
，

耐
圧

性
の

強
化

、
映

像
の

呈
示

手
法

の
高

度
化

に
つ

い
て

J
A

M
S
T
E
C

と
共

同
で

検
討

す
る

。
ま

た
、

作
業

ミ
ッ

シ
ョ

ン
を

詳
細

に
検

討
す

る
。

①
主

要
研

究
施

設
・手

法
現

地
実

証
試

験
、

水
中

環
境

作
業

実
験

お
よ

び
数

値
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
を

組
み

合
わ

せ
、

研
究

に
取

り
組

む
。

②
外

部
機

関
と

の
連

携
大

阪
大

学
，

神
奈

川
大

学
，

J
A

M
S
T
E
C

等
と

の
共

同
研

究
や

、
超

音
波

技
術

や
バ

ー
チ

ャ
ル

リ
ア

ル
テ

イ
ー

技
術

等
の

関
係

機
関

と
の

連
携

に
も

尽
力

し
、

研
究

の
幅

を
広

げ
て

い
く
。

③
外

部
競

争
的

資
金

の
活

用
科

研
費

等
の

競
争

的
資

金
の

導
入

を
図

る
。
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研 究 者 評 価 要 綱 

（目的） 
１．研究者評価は、評価を受ける研究者（以下、被評価者）が独創性と創造性を発揮出来るような環境を

つくり、被評価者の研究意欲を高め、研究活動を活性化し、もって優れた研究成果を効果的・効率的

に生み出すことを目的とする。 
（評価者、被評価者の心がまえ） 
２．研究者評価を行う者（以下、評価者）は、公正かつ厳正な評価を行うべきことを常に認識しなければ

ならない。 
ｂ．評価者は評価内容・評価結果についての秘密を保持しなければならない。 
ｃ．被評価者は、研究開発活動の一環として評価の重要性を十分に認識し、自発的かつ積極的に評価に協

力しなければならない。 
（被評価者になる者） 
３．被評価者は、研究職員のうち主として研究業務に従事する者で理事長が指名した者とする。 
（評価項目） 
４．研究者評価は、次の七つの評価項目について、項目毎に複数の評価細目を設定（別表－１）しておこ

なう。 
一、研究遂行の管理、 
二、研究の意欲、 
三、研究業績、 
四、行政支援、 
五、成果の普及、 
六、外部の評価、 
七、その他 

（評価対象期間） 
５．研究者評価の対象期間は、毎年度４月１日から翌年３月 31 日までの１年間とする。 
（評価の手順） 
６．被評価者は評価対象年度の自らの研究業務に関して、様式－１に従って該当する評価細目に関連する

事項を自ら記入し（自己申告書）、理事長が指定した期日までに次項に指定されたところに提出する。 
ｂ．被評価者が自己申告する際に適当な該当項目・該当細目がない場合には、「七、その他」の「その他細

目」を活用するほか、被評価者は必要に応じて評価項目を設定して申告することができる。 
ｃ．自己申告書の提出先は、研究官（任期付研究員を含む）・研究員は所属研究室長、主任研究官は理事長

が指定する研究室長、研究室長は所属研究部長、特別研究官・研究部長は統括研究官とする。 
（主任研究官、研究官（任期付研究員を含む）および研究員の一次・二次評価） 
７．主任研究官、研究官（任期付研究員を含む）および研究員から室長に提出されたそれぞれの自己申告

書に対して、室長はコメントを付して（室長コメント、様式－２）所属研究部長に提出する。室長コ

メントは、被評価者の独創性と創造性を伸ばす方向で行うことを心がける。 
ｂ．研究部長は、被評価者から提出された自己申告書とそれに付されている室長コメントを考慮に入れて、

各被評価者の評価を評価項目毎に行い（一次評価、様式－３）、自己申告書と室長コメントとともに統

括研究官に提出する。 
ｃ．統括研究官は、各被評価者の評価を評価項目毎に行い（二次評価、様式－４）、様式－１～３とともに

理事長に提出する。 
（室長の一次・二次評価） 
８．研究部長は、室長から提出された自己申告書に基づき、各室長の評価を評価項目毎に行い（一次評価、

様式－３）、自己申告書とともに統括研究官に提出する。 
ｂ．統括研究官は、各室長の評価を評価項目毎に行い（二次評価、様式－４）、様式－１、３とともに理事

資料－4.1 
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長に提出する。 
（特別研究官および研究部長の一次評価） 
９．統括研究官は、特別研究官および研究部長から提出された自己申告書に基づき、各特別研究官および

各研究部長の評価を評価項目毎に行い（一次評価、様式－４）、様式－１とともに理事長に提出する。 
（最終の研究者評価） 
10．理事長は、統括研究官から提出された研究者評価に関する書類と、その他関連する事項・資料を総合

的に組み合わせて被評価者毎に最終の研究者評価を行う。このとき、必要に応じて行う外部評価の結

果も考慮に入れる。 
（研究者評価方法の周知） 
11．研究者評価の方法は、被評価者に周知するものとする。 
（研究者評価の結果の通知および公表） 
12．被評価者本人に、それぞれの最終の研究者評価結果を伝える。 
ｂ．評価結果の通知は、部長級に対しては統括研究官を通じて、新技術研究官および室長級以下に対して

は、所属研究部長を通じて行う。 
ｃ．評価結果の通知を受けた際に、被評価者は本人の研究者評価の結果について、説明を受け、意見を述

べることができる。同様のことが、機会を改めて理事長に対してもできる。 
（評価結果の活用） 
13．評価の結果は、研究者の処遇に適切に反映させるとともに、評価が研究者の独創性と創造性を伸ばす

ことにつながるように活用する。 
（管理運用） 
14．この要綱の管理運用及び関連する情報の管理は、統括研究官が行う。 
（その他） 
15．この要綱は、必要に応じて随時見直すものとする。 
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別表－１ 研究者評価項目・細目 

 

評価項目 評価細目 部長 
特研 

新技術
研究官
・室長

主任 
研究官 

研究官・
任期付 
研究員 

研究員

研究遂行の管理 

研究上のリーダーシップ ○ ○ △ × × 
グループの研究管理 ○ ○ △ × × 
研究自己管理 △ ○ ○ ○ △ 
自己の達成内容 × × × × ○ 
自己評価 ○ ○ ○ ○ ○ 

研究の意欲 

競争的研究資金の獲得 △ ○ ○ ○ × 
共同研究 △ ○ ○ △ × 
他機関との研究交流 △ ○ ○ ○ × 
所内の部・室間の連携研究 ○ ○ △ △ × 
熱意・好奇心・工夫 × × × △ ○ 
自己評価 ○ ○ ○ ○ ○ 

研究業績 

港空研報告・資料 △ ○ ○ ○ △ 
論文 △ ○ ○ ○ △ 
知的財産 △ ○ ○ △ △ 
自己評価 ○ ○ ○ ○ △ 

行政支援 

受託研究 △ ○ △ △ △ 
技術力を持って支援 △ ○ △ △ △ 
研究成果の事業への具体的反映 △ ○ △ △ △ 
委員会委員 ○ ○ △ △ △ 
自己評価 ○ ○ ○ ○ △ 

成果の普及 

研修等講師 △ ○ ○ △ △ 
国際協力 △ ○ ○ △ △ 
広報的講演会等 △ ○ △ △ △ 
広報一般 ○ ○ ○ △ △ 
自己評価 ○ ○ ○ △ △ 

外部の評価 
受賞・学位取得 △ △ △ △ △ 
専門委員・招聘等 △ △ △ △ △ 
自己評価 ○ ○ ○ △ △ 

その他 

基礎的研究 △ △ △ △ × 
正確・信頼性 × × × × ○ 
その他細目 △ △ △ △ △ 
自己評価 △ △ △ △ ○ 

○：何らかの事項を申告（なければ「なし」と記入）。 
△：申告することがあれば、その内容を記載（なければ無記入）。 
×：無申告（無記入）。 
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様式―1 
研究者評価のための自己申告書 200*年**月**日

 
申告者     氏名： 印

１．研究遂行の管理 
細 目 内 容 

研究上のリーダーシップ  
グループの研究管理  
研究自己管理  
自己の達成内容  
自己評価  

２．研究の意欲 
細 目 内 容 

競争的研究資金の獲得  
共同研究  
他機関との研究交流  
所内の部・室間の連携研究  
熱意・好奇心・工夫  
自己評価  

３．研究業績 
細 目 内 容 

港空研報告・資料  
論文  
知的財産  
自己評価  

４．行政支援 
細 目 内 容 

受託研究  
技術力を持って支援  
研究成果の事業への具体的反映  
委員会委員  
自己評価  

５．成果の普及 
細 目 内 容 

研修等講師  
国際協力  
広報的講演会等  
広報一般  
自己評価  

６．外部の評価 
細 目 内 容 

受賞・学位取得  
専門委員・招聘等  
自己評価  

７．その他 
細 目 内 容 

基礎的研究  
正確・信頼性  
その他細目  
自己評価  
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様式－２ 

室 長 コ メ ン ト 書 200*年* 月** 日
 
記入者 部 研究室長 氏名： 印

 
申告者 室 役職： 氏名： 

 室 長 コ メ ン ト 
研究遂行の管理 
研究の意欲 
研究業績 

行政支援 

成果の普及 

外部の評価 

その他 
 
様式－３ 

研 究 部 長 評 価 書 200*年* 月** 日
 
評価者 部長 氏名： 印

 
申告者 室 役職： 氏名： 
 研 究 部 長 評 価 

研究遂行の管理  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

研究の意欲  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

研究業績  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

行政支援  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

成果の普及  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

外部の評価  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

その他  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

 
様式－４ 

統 括 研 究 官 評 価 書 200*年* 月** 日
 
評価者 統括研究官 氏名： 印

 
申告者 部 研究室 役職： 氏名： 

 統 括 研 究 官 評 価 

研究遂行の管理  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

研究の意欲  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

研究業績  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

行政支援  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

成果の普及  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

外部の評価  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 

その他  5. 4. 3. 2. 1. 0.評価しない 
 



93 
 

理事長表彰における表彰理由(平成２２年度) 

 
氏 名 業 績 内 容（表彰文） 

研究者Ａ 

あなたは国土技術開発賞に見られる高い外部評価を受け技術指導などの行政

支援を数多く行いさらに多くの査読付き論文を発表しコスタリカでの国際支

援や国内や国際支援のための研修で講義を実施するなど研究業務の遂行にき

わめて顕著な成果を上げられました 

よってここに表彰します 

研究者Ｂ 

あなたは国際会議における受賞に見られる高い外部評価を受け多くの査読付

き論文を発表し特許を出願しさらに競争的資金の獲得に貢献するなど研究業

務の遂行にきわめて顕著な成果を上げられました 

よってここに表彰します 

研究者Ｃ 

あなたは大規模な実験を含む複数の大型受託研究に携わり外注契約や予算管

理さらに実験管理などの業務を精力的かつ適切に行うとともに職場の研究環

境作りに大いに貢献し研究業務の遂行にきわめて顕著な成果を上げられまし

た 

よってここに表彰します 

研究者Ｄ 

あなたは卓抜なアイデアに基づく萌芽的研究の提案を行い海外から講演を依

頼されるなど高い外部評価を受け波崎海洋研究施設における研究をまとめた

書籍の発刊に貢献するなど研究業務の遂行にきわめて顕著な成果を上げられ

ました 

よってここに表彰します 

研究者Ｅ 

あなたは三年連続して土木学会から受賞するとともに萌芽的研究を積極的に

提案しさらに発展させた共同研究を実施するなど研究業務の遂行にきわめて

顕著な成果を上げられました 

よってここに表彰します 

研究者 F 

あなたはチームリーダーをよく補佐し研究成果を港湾空港技術研究所報告や

土木学会論文集に公表するにあたり多大な貢献をするとともに自ら様々な工

夫をして意欲的に実験に取り組むなど研究業務の遂行にきわめて顕著な成果

を上げられました 

よってここに表彰します 

研究者 G 

あなたはGPS波浪計の係留装置点検システムの開発などの研究成果を取りまと

め大阪大学より博士号を取得しNHKのドラマにおける歩行用脚関節に関して技

術指導を行うなど研究業務の遂行にきわめて顕著な成果を上げられました

よってここに表彰します 
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１．平成２２年度の重点研究課題と基礎研究に配分した研究費 

 

 研究費総額 
重点研究課題に
配分した金額 

（研究費総額に対
する配分比率）

基礎研究に
配分した金額 

（研究費総額に対
する配分比率）

備考 

運営費交付金 132,325 千円 
 

107,090 千円
(80.9%)

47,903 千円
(36.2%)  

特別研究 70,000 千円 
 

70,000 千円
(100.0%)

20,000 千円
(28.6%)  

特定萌芽的研究 12,000 千円 
 

0 千円
(0.0%)

12,000 千円
(100.0%)  

その他の研究 50,325 千円 
 

37,090 千円
(73.7%)

15,903 千円
(31.6%)

各研究者に均等に配算した人当
研究費総額千円を研究実施項目
の総数(57)に対して重点研究課題
に属する研究実施項目数(42)、基
礎研究と位置付けた研究実施項
目数(18)の比率で分けた。 

受託研究費等 1,448,556 千円 
 

1,119,444 千円
(77.3%)

356,106 千円
(24.6%)  

受託等 

 
1,399,712 千円 

 
 

1,075,455 千円
(76.8%)

349,154 千円
(24.9%)  

外部の競争的資金 48,844 千円 
 

43,989 千円
(90.1%)

6,952 千円
(14.2%)  

合 計 1,580,881 千円 
 

1,226,534 千円
(77.6%)

404,009 千円
(25.6%)  

 
 
 
 
 

２．平成２２年度の特別研究応募課題一覧 

  

 研究課題 研究期間 担当 評価結果 

1  遠心力場における流体・地盤・構造物の相互作

用に関する実験的研究 平成 22～24 年度 特別研究官 採択 

2  港湾の業務継続計画（BCP)における地震及び津

波複合被害想定技術の開発 平成 22～24 年度 アジア・太平洋沿岸防

災研究センター 採択 

   
 

資料－5.1 
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３．平成２２年度の特定萌芽的研究応募課題一覧 

 

 研究題目 研究期間 担当 評価結果

1 
海中における視認機能向上方法の開
発 平成 22 年度 施工・制御技術部 

新技術研究官 不採用 

2 
NIRS を用いた津波来襲時における
脳機能マッピングに関する研究 平成 22 年度 海洋・水工部 

主任研究官 不採用 

3 
港湾鋼構造物の劣化・変状検出のため
の接触型点検診断手法 平成 22 年度 地盤・構造部 

主任研究官 採用 

4 
犠牲陽極の新たな残存質量計測手法
の開発 平成 22 年度 地盤・構造部 

研究官 採用 

5 
塩性植物（アイスプラント）の砂浜安
定効果に関する研究 平成 22 年度 波崎分室 

研究官 不採用 

6 
極値データを用いない極値波浪統計
手法の開発 平成 22 年度 海洋・水工部 

研究官 不採用 

7 
脳活動を用いた避難行動メカニズム
に関する研究 平成 22 年度 海洋・水工部 

主任研究官 採用 

8 
浚渫粘土埋立処分時の減容化技術へ
の化学的アプローチ手法の検討 平成 22 年度 

地盤・構造部 
研究官 不採用 

9 
コンクリート構造物への表面“被覆”
工法の適用に関する研究 平成 22 年度 地盤・構造部 

チームリーダー 不採用 

10 
光学計測による港湾構造物のマルチ
タイムモニタリング 平成 22 年度 地盤・構造部 

研究官 採用 

11 
新形式把持装置（マニュピレータ）の
開発 平成 22 年度 施工・制御技術部 

新技術研究官 採用 

12 
水中物体識別用超音波センサに関す
る基礎的検討 平成 22 年度 施工・制御技術部 

特別研究員 採用 
 
※ 1 から４は、第１回募集分 ５から１２は、第２回募集分 

資料－5.3 
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４．平成２２年度の受託研究一覧 

予 算 プロジェクト名 
期 間 

自 至 

港湾特会 

1 新港湾基準に基づいた典型的地盤特性値分布に関する研究 

H22.4.1 H23.3.31

2 巨大地震に対する地盤情報の活用に関する研究 

3 全国港湾海洋波浪観測等のデータ収集処理に基づく沿岸海象の調査・研究 

4 大水深海象観測情報の有効活用に関する調査および開発 

5 統合波浪変形計算法を活用した波浪災害の削減に関する調査 

6 港湾における強震観測データ収集処理に基づく港湾における地震動の検討 

7 港湾コンクリート構造物におけるブリーディングの許容値に関する研究 

8 港湾コンクリート構造物の鉄筋腐食発生時期推定の高精度化 

9 巨大地震に対する地盤改良効果の評価手法の高度化 

10 液状化対策としての締固め工法の設計法に関する調査 

11 港湾施設の耐震照査手法に関するチェックシステムおよびデータベースの構築 

12 外郭施設の耐津波性能照査手法と対策工法検討手法の構築 

13 係留施設の保有性能評価・予測に関する検討 

14 
海底地盤の急変動が港湾の施設、施設整備に与える影響把握と対策のための検

討 

一般会計 

15 地球温暖化の影響を考慮したレベル２波浪外力の特性と対策 

H22.4.1 H23.3.3116 リアルタイム津波浸水予測技術の開発 

17 砂浜の確率的設計手法に関する調査 

空港特会 18 空港運用の安全性向上に資する舗装分野の新技術に関する研究調査 H22.11.30 H23.3.25

港湾特会 

19 海洋浮体構造物係留装置点検システムの機能向上に関する研究開発 H22.12.27 H23.3.25

20 液状化対策施設の更新に関する研究 

H22.4.9 H23.3.2521 ケーソン岸壁増深のための捨石マウンド改良工法の開発 

22 経済的な地盤改良工法による耐震強化岸壁の開発 

23 
消波工による反射波低減およびそれによる港内静穏度向上の評価に係る数値計

算手法の高度化に関する研究 
H22.4.9 H23.3.25

24 連続観測データによる東京湾の流況・水質の変化に関する調査 H22.4.9 H23.3.25

25 低炭素化に資するＣＯ２吸収源拡大に関する研究 

H22.4.9 H23.3.2526 スーパー高規格コンテナターミナルの評価に関する研究 

27 コンテナクレーン荷役作業の高効率化に向けた操作・情報呈示技術の検討業務 

空港特会 

28 耐震設計に関する調査 

H22.4.9 H23.3.25

29 液状化対策における施工時既設舗装変位抑制方法の検討 

30 東京国際空港で使用するアスファルト舗装材料の性能照査に関する研究 

31 空港土木施設の耐震設計に関する調査 

32 空港基本施設の被災時利用判断基準の設定に関する研究 

33 羽田周辺底泥の堆積および移動特性の把握調査 H22.4.9 H23.3.25

  

資料－5.4 
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予 算 プロジェクト名 
期 間 

自 至 

空港特会 

34 葛西沖浅場造成地における土砂の物理環境動態調査と安定性評価に関する研究 H22.4.9 H23.3.25

35 
新滑走路動態観測データ解析に基づく施工中の挙動評価及び健全度評価システ

ムの構築 

H22.4.1 H23.3.25
36 新滑走路及び国際線エプロンにおける舗装の耐久性向上技術の構築 

37 Ｄ滑走路の不同沈下を考慮した長期維持管理システムの構築 

38 桟橋構造の長期防食に関する基礎検討 

39 水中音響レンズを利用した構造物等の自動検査システムの開発 

港湾特会 

40 コンテナクレーンの制震・免震装置の研究開発 H22.8.27 H23.3.25

41 環境施策効果検証業務 H22.4.1 H23.3.31

42 下田港防波堤開口部安定検討業務 H22.6.2 H23.3.25

43 港湾における波浪・高潮防災対策に関する検討業務 H22.8.10 H23.3.25

44 可動式防波堤の漂流物衝突に関する調査研究 H22.6.1 H23.3.23

45 多機能型油回収装置の開発 H22.7.23 H23.3.15

46 製鋼スラグ混合土の混合条件による内部構造の差異と力学特性に関する検討 H22.9.15 H23.3.15

47 高精度数値計算ﾓﾃﾞﾙによる瀬戸内海の波浪・高潮・波力特性解析業務 H22.8.5 H23.3.25

48 室津港室津地区環境影響検討業務 H22.6.15 H23.3.15

49 撫養港海岸における地震時動的挙動に関する遠心模型実験 H22.4.28 H23.3.4 

50 須崎港津波漂流物対策検討業務 H22.5.31 H23.3.15

51 護岸の耐津波性能検討業務 H22.6.30 H23.3.15

52 下関港海岸をモデルとした海岸護岸性能高度化検討調査委託 H22.5.17 H23.3.25

空港特会 53 リーフ周辺護岸に作用する波の高精度算定研究業務 H22.10.8 H22.3.25

その他 54 静岡県内の港湾・漁港海岸の現地指導 H22.9.27 H22.12.24
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５．平成２２年度の外部の競争的資金による研究一覧 

 

 費 目 研究題目 研究期間 担 当 備考

1  
科学研究費補助金 

基盤研究（S） 

ＧＰＳ海洋ブイを用いた革新的海洋・海底

総合防災観測システムの開発 
H21-H23 研究主監 

共同

研究

2  
科学研究費補助金 

基盤研究（A) 

全国主要都市の予測強震動データベース

作成とそれによる被害リスク評価 
H21-H24 地震動研究チーム 

共同

研究

3  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

干潟生態地盤学の展開による生物適合場

の解明と生物住環境診断チャートの作成 
H20-H22 土質研究チーム  

4  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

堆積盆地構造の地盤特性が地震動に及ぼ

す影響と災害リスクの軽減に関する研究 
H20-H22 土質研究チーム 

共同

研究

5  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

塩害を受けるコンクリート構造物の寿命

予測の信頼性に関する研究 
H20-H22 構造研究チ－ム 

共同

研究

6  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

大気・海洋間の運動量輸送過程の帰納的推

定と沿岸防災技術の高度化に関する研究 
H20-H22 海象情報研究チーム

共同

研究

7  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

地球温暖化に伴う極端化気象による高

波・高潮災害予測と工学的評価 
H20-H22 海象情報研究チーム

共同

研究

8  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

最近の被害地震の観測記録に基づく強震

動予測レシピの検証とその改良 
H20-H22 地震動研究チーム 

共同

研究

9  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

レーダネットワークによる漂砂系内土砂

フラックスの高分解能推定 
H21-H23 海洋・水工部 

共同

研究

10  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

開端杭の支持力メカニズムの解明と支持

力推定手法の高度化 
H22-H24 地盤・構造部  

11  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

実海域を対象とした異常波浪予測モデル

の確立 
H22-H24

海象情報研究チーム

波浪研究チーム 

共同

研究

12  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

エコ物流内包型の国内幹線物流予測モデ

ルに基づくＧＨＧ削減施策評価手法の提

案 

H22-H24 特別研究官 
共同

研究

13  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

国際統一規格のためのセメント固化処理

技術の調査・設計法の研究 
H22-H25 研究主監  

14  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

波・流れ・透水性地形相互作用の直接数値

解析手法の構築と海浜変形予測への適用 
H22-H24

海洋環境情報研究チ

ーム 

共同

研究

15  
科学研究費補助金 

基盤研究（B） 

線状地下構造物に対する縦断方向の耐震

性能評価手法の開発とその設計への適用 
H22-H24 地震動研究チーム 

共同

研究

16  
科学研究費補助金 

基盤研究（C） 

利用と防災を兼ねた人工サーフィンリー

フに関する研究 
H20-H22

海洋環境情報研究チ

ーム 
 

17  
科学研究費補助金 

基盤研究（C） 

高含水性粘土/中間土地盤への真空圧密の

適用性についての研究 
H20-H23

土質研究チーム 

動土質研究チーム 

共同

研究

18  
科学研究費補助金 

基盤研究（C） 

任意の形状の重量物を把持できる網チェ

ーンを用いた把持装置の開発 
H22 新技術研究官  

資料－5.5 
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 費 目 研究題目 研究期間 担 当 備考

19  
科学研究費補助金 

基盤研究（C） 

漁業被害対策としてのカワウ駆除の有効

性：多角的アプローチによる効果検証 
H22-H24 沿岸環境研究チーム

共同

研究

20  
科学研究費補助金 

挑戦的萌芽 

潮間帯土砂物理／砕波水理の融合による

バリア地形学の創成に関する研究 
H22-H24 土質研究チーム 

共同

研究

21  
科学研究費補助金 

若手研究（A） 

鳥類の新たな餌資源としてのバイオフィ

ルムを考慮した干潟・湿地生態系の保全 
H20-H23 沿岸環境研究チーム  

22  
科学研究費補助金 

若手研究（B） 

水中作業機械用高度遠隔操作インターフ

ェースに関する研究 
H21-H22

計測・制御研究チー

ム 
 

23  
科学研究費補助金 

若手研究（B） 

鉄筋コンクリートの劣化進行過程のマル

チスケールモニタリング 
H22-H23 構造研究チーム  

24  
科学研究費補助金 

特別研究員奨励費（国内） 

浅海堆積物中の生痕化石の古生態・古環境

情報の解明 
H22-H24

沿岸土砂管理研究チ

ーム 
 

25  
運輸分野における基礎的研

究推進制度 

透水性コラムを用いた港湾施設の波浪に

対する安定化工法の開発 
H20-H22 動土質研究チーム 

共同

研究

26  
運輸分野における基礎的研

究推進制度 

長周期巨大波浪の発達・変形機構と減災対

策 
H20-H22 波浪研究チーム 

共同

研究

27  
新エネルギー技術開発/ 

洋上風力発電等技術開発 
洋上風況観測システム技術の確立 H21-H25 研究主監 

共同

研究

28  建設技術研究開発助成制度 
土木事業での木材活動による温暖化防止

対策への貢献 
H21-H22 沿岸環境研究チーム

共同

研究

29  
新たな農林水産政策を推進

する実用技術開発事業 

フロンティア環境における間伐材利用技

術の開発 
H21-H23 沿岸環境研究チーム

共同

研究

30  
神奈川大学共同研究奨励助

成金 

高速信号処理デバイスの開発・モデリン

グ・回路設計に関する研究－音波・電磁

波・光波の統一数値解析手法の確立と実際

－ 

H20-H22
計測・制御研究チー

ム 

共同

研究

31  
日本鉄鋼連盟研究助成 

(寄付金) 

鋼材の全塑性後の性能を活かした設計手

法の確立 
H22 構造研究チ－ム  

32  
日本鉄鋼連盟研究助成 

(寄付金) 

打撃施工された鋼管杭の先端閉塞及びセ

ットアップのメカニズムに関する実験的

研究 

H22 基礎工研究チーム  

33  
日本鉄鋼連盟研究助成 

(寄付金) 

桟橋のレベル２地震に対する断面決定手

法の確立 
H22 耐震構造研究チーム  
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６．平成２２年度の共同研究協定に基づく共同研究一覧 

 

番号 件名 相手機関 
担当 

研究チーム 
全体工程計画

1 
コンクリートの耐海水性に関する研

究 

（社）セメント協会 材料研究チーム S49.7-H23.3 

2 

鋼管杭の防食法に関する研究 (財)沿岸技術研究センター、一

般社団法人鋼管杭・鋼矢板技術

協会、新日本製鐵(株)、JFEスチ

ール(株)、(株)クボタ、住友金

属工業(株)、関西ペイント(株)、

(株)ナカボーテック、日鉄防食

(株)、日本防蝕工業(株)、

(株)YAKIN 川崎、吉川海事興業

(株)、（株）金杉商工、 

材料研究チーム S59.7-H23.3 

3 

ＦＬＩＰ（液状化による構造物被害予

測プログラム）の改良・機能拡張およ

び高度な利用技術に関する研究 

（財）沿岸技術研究センター、

京都大学防災研究所地盤災害研

究部門 

耐震構造研究チー

ム 

H16.7-H22.6 

4 
ハット形鋼管矢板の重防食被覆の耐

久性評価に関する研究 

新日本製鐵(株)、ＪＦＥスチー

ル（株）、住友金属工業（株） 

材料研究チーム H19.4-H22.9 

5 
砕波帯環境と水産生物動態に関する

研究 

（独）水産総合研究センター 

茨城県水産試験場 

沿岸土砂管理研究

チーム 

H19.4-H23.3 

6 

干潟回復・創造のための地盤設計技術

および施工技術の開発に関する共同

研究（第Ⅱ期） 

五洋建設（株） 土質研究チーム H19.4-H23.3 

7 

格子式深層混合処理工法の液状化対

策への適用技術に関する研究 

五洋建設(株)、清水建設(株)、

(株)竹中土木、東亜建設工業

(株)、東洋建設(株)、(株)不動

テトラ 

地盤改良研究チー

ム 

H19.7-H24.3 

8 

静的圧入締固め工法の隆起抑制効果

に関する研究 

みらい建設工業（株）、三信建設

工業（株）、復建調査設計（株）、

みらいジオテック（株） 

動土質研究チーム H20.2-H23.3 

9 
陸起源化学物質が海域に与える環境

インパクトに関する研究 

横浜国立大学 沿岸環境領域 H20.4-H23.3 

10 

電気防食を適用した港湾構造物の海

底土中部へ流入する防食電流密度に

関する研究 

日本防蝕工業(株)、(株)ナカボ

ーテック、日鉄防食(株) 

材料研究チーム H20.8-H23.3 

11 
流出油のリアルタイム追跡・漂流予測

システムの開発に関する共同研究 

大阪大学 油濁対策、計測・制

御研究チーム 

H20.6-H23.3 

12 
高性能な水中映像取得のための音響

レンズの検討 

神奈川大学 計測・制御研究チー

ム 

H20.7-H23.3 
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番号 件名 相手機関 
担当 

研究チーム 
全体工程計画

13 

直立浮上式防波堤に関する検討調査

（２） 

（株）大林組、新日鐵エンジニ

アリング（株）、東亜建設工業

（株）、三菱重工鉄構エンジニア

リング（株） 

耐波、波浪、沿岸土

砂管理、基礎工、耐

震構造、構造研究チ

ーム 

H21.2-H23.3 

14 

港湾・沿岸域での中小型風力発電シス

テムの具体的利用についての研究 

足利工業大学、北海道工業大学、

駒井鉄工（株） 

理事、海象情報研究

チーム、新技術研究

官 

H21.3-H23.3 

15 

鉄鋼スラグを用いたサンドコンパク

ションパイルによる地盤改良設計に

関する共同研究 

広島大学、新日本製鐵（株）、（株）

不動テトラ 

地盤改良研究チー

ム 

H21.3-H23.3 

16 

大規模埋立地の地盤挙動の解明なら

びに維持管理に関する研究 

関西国際空港用地造成（株） 土質・地盤改良・基

礎工・構造・材料研

究チーム 

H21.4-H24.3 

17 

廃棄物海面処分場の遮水工施工時の

品質管理・評価手法に関する研究 

電源開発（株）、五洋建設（株）、

ＪＦＥスチール（株）、東亜建設

工業（株）、みらい建設工業（株）、

若築建設（株） 

土質研究チーム H21.5-H24.3 

18 
セメント固化処理土の長期安定性に

関する研究 

（社）セメント協会 地盤改良研究チー

ム 

H21.4-H26.3 

19 
浸透固化処理工法の設計施工法の改

良に関する研究 

五洋建設（株） 動土質研究チーム H21.4-H24.3 

20 

応力発光体による港湾コンクリート

構造物のひび割れ検出・予知技術の開

発に関する共同研究 

（独）産業技術総合研究所 構造研究チーム H21.8-H24.3 

21 

地球温暖化による海象変化を予測す

るための東京湾口波浪観測ネットワ

ーク構築とその活用に関する研究 

東京大学 理事、海洋・水工部

長、施工・制御技術

部長、海象情報、海

洋環境情報、波浪、

計測・制御、混相流

体研究チーム 

H21.10-H24.3

22 
重力式係船岸増深のための基礎構造

に関する研究 

（社）日本埋立浚渫協会 基礎工、土質、地盤

改良研究チーム 

H21.12-H24.11

23 
空港コンクリート舗装におけるグラ

ウト材の耐久性向上に関する研究 

（株）ピーエス三菱、三菱マテ

リアル（株） 

空港研究センター H21.12-H23.3

24 
港湾用グラウンドアンカー用鋼材の

海洋環境下での耐久性に関する研究 

早稲田大学創造理工学部、（社）

日本アンカー協会 

構造研究チーム H22.1-H24.3 

25 

カルシア系改質材により改質した浚

渫土の有効活用法に関する共同研究 

新日本製鐵（株）、ＪＦＥスチー

ル（株）、五洋建設（株）、東亜

建設工業（株）、東洋建設（株）、

若築建設（株） 

土質、基礎工、地盤

改良研究チーム 

H22.4-H25.3 

26 
新形式岸壁構造の研究 五洋建設（株） 耐震構造研究チー

ム 

H22.7-H24.3 
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番号 件名 相手機関 
担当 

研究チーム 
全体工程計画

27 
沿岸域におけるＣＯ２動態に関する

研究 

東京大学大学院 理学系研究科 沿岸環境研究チー

ム 

H22.7-H25.3 

28 
RTK-GPSを用いた地震発生直後の港湾

施設の変状測定技術開発 

ジオサーフ（株） 耐震構造研究チー

ム 

H22.8-H24.3 

29 
非接触肉厚測定装置の有効活用に関

する共同研究 

日鉄防蝕（株） 計測・制御研究チー

ム 

H22.8-H23.3 

30 

海面廃棄物処分場に打設する基礎杭

が底面遮水基盤に与える影響に関す

る研究 

呉工業高等専門学校、京都大学

大学院、（株）日本触媒、 

五洋建設（株）、中電技術コンサ

ルタント（株） 

土質、基礎工研究チ

ーム 

H22.7-H24.3 

31 
ケーソンを用いた既設港湾構造物の

補強方法の確立に関する共同研究 

前田建設工業（株）、東洋建設

（株） 

構造研究チーム H22.9-H24.3 

32 
高度計測技術の適用による硬化した

複合材料の微細構造に関する研究 

九州大学大学院工学研究院 基礎工、材料研究チ

ーム 

H22.10 – 
H25.3 

33 
沿岸域における海草藻場の動態に関

する研究 

北海道大学北方生物圏フィール

ド科学センター 

沿岸環境研究チー

ム 

H22.10-H25.3

34 
沿岸域における炭素・窒素動態に関す

る研究 

北海道大学大学院水産科学院 沿岸環境研究チー

ム 

H22.10-H25.3

35 
超高強度高靭性モルタルを用いた港

湾鋼構造物の防食・補強工法の開発 

名古屋大学、東亜建設工業（株）構造、材料研究チー

ム 

H22.10-H25.3

36 
非接触肉厚測定装置の港湾施設維持

管理への活用に関する共同研究 

いであ（株） 計測・制御研究チー

ム 

H23.3-H25.3 
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７．平成２２年度の国際会議の主催・共催一覧 

 

 会議の名称 開催日 開催場所 主催者・共催者 

1 第 6 回日韓干潟ワークショップ 平成 22 年 9 月 15 日 韓国（ソウル） 港空研、韓国海洋研究院

（KORDI） 

2 沿岸域の開発プロジェクトと新し

い技術の発展に関する国際シンポ

ジウム 

平成22年12月14～
16 日 

横浜市 港空研、国土交通省関東地方整

備局 

3 第 7 回国際沿岸防災ワークショッ

プ 

平成 23 年 1 月 26～
27 日 

品川区 港空研、国土交通省、（財）沿

岸技術研究センター 

4 港湾施設の戦略的維持管理セミナ

ー 

平成 23 年 2 月 22 日 マレーシア（クア

ラルンプール） 

港空研、国土交通省、海洋政策

研究財団、マレーシア運輸省 
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８．平成２２年度の国際会議等への参加・発表一覧 

 

 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

1 
第 30回 ICHCA国際会議及び理

事会 

港湾荷役機械システ

ム協会（ICHCA）
H22.4.25 - H22.4.29 

モロッコ

王国 

カサブラ

ンカ 
1 -

2 PIANC Congress 
国際航路協会

（PIANC） 
H22.5.11 - H22.5.16 英国 Liverpool 3 3

3 
第 9 回国際ジオシンセティック

ス会議 

国際ジオシンセティ

ックス学会 
H22.5.24 - H22.5.27 ブラジル 

グアルジ

ャ 
1 1

4 

5th International Conference 

on Recent Advances in 

Geotechnical Earthquake 

Engineering and Soil 

Dynamics 

カリフォルニア大学

サンディエゴ校 
H22.5.24 - H22.5.27 米国 San Diego 1 1

5 GeoShanghai2010 

中国土木学会、中国

地盤工学会、同済大

学 

H22.6.3 - H22.6.5 中国 上海 1 1

6 Consec10 

UNIVERSIDAD 

AUT'ONOMA de 

YUCATAN 

H22.6.7 - H22.6.9 メキシコ メリダ 1 1

7 IAPH理事会 
国際港湾協会

（IAPH） 
H22.6.7 - H22.6.9 米国 サバンナ 1 1

8 
The 7th International 

Conference on Physical 

Modeling in Geo-technics 

国際地盤工学会、ス

イス連邦工科大学 
H22.6.28 - H22.7.2 スイス Zurich 4 4

9 国際海岸工学会 ICCE2010 米国土木学会（ASCE）H22.6.30 - H22.7.5 中国 上海 7 6

10 ECUA2010 ヨーロッパ音響学会 H22.7.5 - H22.7.9 トルコ 
イスタン

ブール 
1 1

11 KORDIセミナー 
韓国海洋研究院

（KORDI） 
H22.7.14 - H22.7.16 韓国 安山市 2 2

12 韓国仁川湾干潟再生講演会 2010 
韓国国立水産科学院

（NFRDI） 
H22.7.21 - H22.7.23 韓国 ソウル 1 1

13 
The 9th US National/10th 

Canadian Conference on 

Earthquake Engineering 

Earthquake 

Engineering 

Research Institute, 

and Canadian 

Association for 

Earthquake 

Engineering 

H22.7.26 - H22.7.28 カナダ トロント 1 1
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

14 

The 5th Civil Engineering 

Conference in the Asian Region 

and Australasian Structural 

Engineering Conference 2010 

アジア土木学会協会

連合協議会（ACECC）
H22.8.8 - H22.8.15 

オースト

ラリア 
シドニー 2 2

15 
第１１回北東アジア港湾局長会

議課長級会合 

国土交通省、中国運

輸交通部、韓国国土

交通海洋省 

H22.8.30 - H22.9.3 中国 北京 2 1

16 
The 3rd Korea-Japan Joint 

Workshop 

地盤工学会、韓国地

盤工学会 
H22.9.9 - H22.9.10 韓国 安山市 1 1

17 
8th International Symposium 

on Eco-hydraulics 2010 

国際水工学会

（IAHR） 
H22.9.12 - H22.9.16 韓国 ソウル 3 3

18 Storm Surge Congress 2010 GKSS、LOICZ H22.9.12 - H22.9.19 
オースト

リア 

ハンブル

グ 
1 1

19 
ベトナム交通科学技術研究所 

研究連携推進専門家会合 

ベトナム交通科学技

術研究所 
H22.9.14 - H22.9.17 ベトナム ハノイ 1 -

20 第6回日韓干潟ワークショップ ISE 2010 H22.9.15 - H22.9.15 韓国 ソウル 4 3

21 OCEANS2010 MTS、IEEE H22.9.20 - H22.9.23 米国 シアトル 2 2

22 PIANC環境委員会EnviCom 
国際航路協会

（PIANC） 
H22.9.21 - H22.9.22 フランス 

ルアーブ

ル 
1 -

23 The 34th IABSE Symposium 
国際構造工学会

（IABSE） 
H22.9.21 - H22.9.29 イタリア ベニス 1 1

24 2010 IWSG conference 

International 

Wader Study 

Group 

H22.9.30 - H22.10.6 
ポルトガ

ル 
リスボン 1 1

25 
2nd International Symposium 

on Service Life Design for 

Infrastructure 2010 

デルフト工科大学 H22.10.3 - H22.10.8 オランダ デルフト 1 1

26 
The 3rd IPA International 

Workshop 

国際圧入学会 

(IPA)  
H22.10.13 - H22.10.16 中国 上海 1 1

27 韓国コンクリート・セミナー 
韓国コンクリート学

会 
H22.11.3 - H22.11.7 韓国 ソウル 1 1

28 
The 5th International 

Conference on Scour and 

Erosion 

ジオ学会-米国土木

学会（GI-ASCE）
H22.11.7 - H22.11.10 米国 

サンフラ

ンシスコ 
2 1

29 PIANC MarCom WG54 
国際航路協会

（PIANC） 
H22.11.7 - H22.11.11 ベルギー 

アントワ

ープ 
1 -
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

30 
大規模造波水路における直立式

防波堤の水理模型実験に関する

ワークショップ 

メキシコ運輸研究所 H22.11.14 - H22.11.20 メキシコ ケレタロ 1 1

31 
第11回北東アジア港湾局会議、

第11回北東アジア港湾シンポジ

ウム 

国土交通省、中国運

輸交通部、韓国国土

交通海洋省 

H22.11.18 - H22.11.21 韓国 済州 2 -

32 PIANC EnviCom 
国際航路協会

（PIANC） 
H23.1.31 - H23.2.4 ベルギー 

ブリュッ

セル 
1 -

33 PIANC InCom WG151 
国際航路協会

（PIANC） 
H23.2.1 - H23.2.5 ベルギー 

ブリュッ

セル 
1 1

34 
UJNR 耐風・耐震構造専門部会

コアメンバー会議 

米国国立標準技術研

究所（NIST）、土木

研究所 

H23.2.2 - H23.2.6 アメリカ 
サンフラ

ンシスコ 
1 -

35 
2011 年国際港湾協会（IAPH）

アジア・オセアニア地域会議 

国際港湾協会

（IAPH） 
H23.2.10 - H23.2.11 

ニュージ

ーランド 

オークラ

ンド港 
1 1

36 
2011 ASLO Aquatic Sciences 

Meeting 
ASLO H23.2.13 - H23.2.18 

プエルト

リコ 

サンファ

ン 
1 1

37 
港湾施設の戦略的維持管理セミ

ナー 

港空研、国土交通省、

マレーシア運輸省 
H23.2.20 - H23.2.24 

マレーシ

ア 

クアラル

ンプール 
4 4

海 外 開 催 計 62 50

1 第４回日中地盤工学会議沖縄 
地盤工学会，中国地

盤工学会 
H22.4.12 - H22.4.14 日本 沖縄県 4 2

2 構造工学シンポジウム 

日本学術会議土木学

会・建築学委員会、

日本建築学会、土木

学会 

H22.4.24 - H22.4.25 日本 東京都 1 1

3 6th GTWS GTWS H22.5.17 - H22.5.21 日本 京都府 1 -

4 
RENEWEABLE  ENERGY 

2010 

RENEWEABLE 

ENERGY 2010会

議事務局 

H22.6.27 - H22.7.2 日本 横浜市 2 1

5 日露合同油防除訓練 

第一管区海上保安本

部、北海道、稚内市、

NOWPAP 

H22.9.3 - H22.9.6 日本 稚内市 2 -

6 
PIANC 125th Anniversary 

Celebration in Asia 

国際航路協会

（PIANC） 
H22.9.12 - H22.9.13 日本 名古屋市 2 1
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 会議名 主催・共催 会議期間 開催地 
参
加
者 

発
表
者 

7 
International Symposium on 

New Technologies for Urban 

Safety of Mega Cities in Asia 

東京大学 H22.10.13 - H22.10.15 日本 神戸市 2 1

8 TECHNO-OCEAN2010 
TECHNO-OCEAN 

NETWORK 
H22.10.14 - H22.10.16 日本 神戸市 2 2

9 
生物多様性条約第10回締結国会

議における港湾局主催サイドイ

ベント 

国土交通省 H22.10.20 - H22.10.20 日本 名古屋市 1 1

10 
日本材料学会第９回地盤改良シ

ンポジウム 
日本材料学会 H22.11.18 - H22.11.19 日本 福井県 1 1

11 
International workshop on 

X-ray CT Visualization 
熊本大学 H22.11.18 - H22.11.18 日本 熊本県 1 1

12 
2nd International Conference 

on Durability of Concrete 

Structures (ICDCS2010) 

北海道大学、浙江大

学、クイーンズ大学
H22.11.24 - H22.11.26 日本 北海道 4 4

13 
構造物の衝撃問題に関するシン

ポジウム 

土木学会、日本建築

学会 
H22.12.9 - H22.12.10 日本 福岡市 2 1

14 
沿岸域の開発プロジェクトと新

しい技術の発展に関する国際シ

ンポジウム 

港空研、国土交通省

関東地方整備局 
H22.12.14 - H22.12.16 日本 横浜市 20 9

15 
第 7 回国際沿岸防災ワークショ

ップ 

港空研、（財）沿岸技

術研究センター 
H23.1.26 - H23.1.27 日本 品川区 18 2

国 内 開 催 計 63 27

【 総 計 】 125 77
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９．平成２２年度の任期付研究員及び特別研究員一覧 

 
（1）任期付研究員一覧 

 制度名 研究者数 所  属 期  間 

1 任期付研究員 1 名 海洋・水工部 海洋環境情報研究チーム H20.7.1～H24.3.31 
2 任期付研究員 1 名 海洋・水工部 海洋情報研究チーム H22.4.1～H26.3.31 
3 任期付研究員 1 名 地盤・構造部 地盤改良研究チーム H19.9.1～H22.9.30 
4 任期付研究員 1 名 地盤・構造部 地盤改良研究チーム H23.1.1～H27.3.31 
5 任期付研究員 1 名 地盤・構造部 耐震構造研究チーム H22.5.17～H26.3.31 
6 任期付研究員 1 名 地盤・構造部 材料研究チーム H19.4.1～H23.3.31 
7 任期付研究員 1 名 地盤・構造部 構造研究チーム H20.4.1～H24.3.31 
8 任期付研究員 1 名 施工・制御技術部 計測・制御研究チーム H18.4.1～H23.3.31 
9 任期付研究員 1 名 津波防災研究センター H21.10.15～H25.3.31

 
（2）特別研究員一覧 

 制度名 研究者数 所  属 期  間 

1 特別研究員 2 名 沿岸環境研究チーム H22.4.1～H23.3.31 
2 特別研究員 1 名 土質研究チーム H22.4.1～H23.3.31 
3 特別研究員 2 名 耐震構造研究チーム H22.4.1～H23.3.31 
4 特別研究員 1 名 地震動研究チーム H22.4.1～H23.3.31 
5 特別研究員 1 名 計測・制御研究チーム H22.4.1～H22.12. 1 
6 特別研究員 1 名 空港研究センター H22.4.1～H23.3.31 
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１０．平成２２年度の外部研究者の受入一覧 

 

 種別 氏名 任期 所属 

1 客員フェロー 小林 信久 H17.4.1～H27.3.31 デラウェア大学 
2  Robert Mair H18.4.1～H23.3.31 ケンブリッジ大学 
3  安 熙道 H21.4.1～H26.3.31 韓国海洋研究院責任研究員 

4  招聘 片倉 景義 
H19.10.30～

H23.3.31 
海洋音響学会（副会長） 

5   橋本 秀明 H21.4.1～H23.3.31
九州大学大学院工学研究員環境都市

部門沿岸域環境学講座教授 
6   浅野 敏之 H21.4.1～H23.3.31 鹿児島大学工学部海洋土木学科教授

7   横田 弘 H21.4.1～H23.3.31
北海道大学大学院工学研究科環境創

生工学専攻教授 

8   白石 悟 H21.4.1～H23.3.31
北海道工業大学空間創造学部都市環

境学科教授 
9   今井 昭夫 H21.9.1～H23.3.31 神戸大学大学院海事研究学科教授 

10   平石 哲也 H22.7.1～H24.3.31 京都大学防災研究所教授 

11 客員研究員 招聘 松林 卓 H22.5.1～H24.3.31
前田建設工業株式会社テクノロジー

センター 

12  申請 CheeMing Chan 
H22.1.14～
H23.12.28 

ツン フセイン オン マレーシア大

学環境土木工学科上級講師 
13   清家 弘治 H22.4.1～H24.3.31 （独）日本学術振興会の特別研究員

14   Enrico Leder 
H22.10.1～
H23.3.31 

ローマ・ラ・サピエンツァ大学 博

士課程１年 
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１１．平成２２年度の査読付論文数一覧 

 
 

書名 和文 英文 計 

土木学会論文集 20 0 20 

海岸工学論文集 18 0 18 

海洋開発論文集 14 0 14 

コンクリート工学年次論文集 3 0 3 

その他日本語の論文集 14 0 14 

ASCE （米国土木学会） 0 3 4 

ICCE2010（第３２回国際海岸工学会議） 0 5 5 

JGS（地盤工学会） 0 6 6 

ISSMGE（国際地盤工学会） 0 7 7 

TECNO-OCEAN2010 0 5 5 

その他英語の論文等 0 39 39 

合 計 69 66 135 
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１２．平成２２年度の港湾空港技術研究所報告一覧 

 

番 号 表 題 著 者 和／英 刊 行 

４９－２① 固結特性を有する粒状材を用いた SCP 改良地盤

の安定性に関する実験的検討 高橋英紀・森川嘉之 日本語 平成 22 年 6 月

４９－２② 高炉水砕スラグ硬化促進工法の現場適用性の検

討 
菊池喜昭・岡祥司 
水谷崇亮 日本語 平成 22 年 6 月

４９－２③ One-Dimensional Model for Undertow and 
Longshore Current Velocities in the Surf Zone 

Yoshiaki 
KURIYAMA 英語 平成 22 年 6 月

４９－２④ Numerical Simulation of Cyclic Seaward Bar 
Migration 

Yoshiaki 
KURIYAMA 英語 平成 22 年 6 月

４９－２⑤ 
Prediction of Cross-Shore Distribution of 
Longshore Sediment Transport Rate in and 
outside the Surf Zone 

Yoshiaki 
KURIYAMA 英語 平成 22 年 6 月

４９－２⑥ 台風来襲時の東京湾羽田沖における底泥移動現

象 中川康之・有路隆一 日本語 平成 22 年 6 月

４９－２⑦ 

Hysteresis loop model for the estimation of the 
coastal water temperatures  
- by using the buoy monitoring data in Mikawa 
Bay, JAPAN - 

Hong Yeon CHO・ 
Kojiro SUZUKI・ 
Yoshiyuki 
NAKAMURA 

英語 平成 22 年 6 月

４９－３① 微小溶存酸素分布を比較対象とした摩擦速度推

定手法の評価 

井上徹教・ 
Ronnie N. GLUD・ 
Henrik STAHL・ 
Andrew HUME 

日本語 平成 22 年 9 月

４９－３② アマモ分布域の拡大とそれを支える種子散布 細川真也・仲岡雅裕 
三好英一・桑江朝比呂

日本語 平成 22 年 9 月

４９－３③ 網チェーン把持装置によるブロック撤去及びそ

の把持モデルの開発 野口仁志 日本語 平成 22 年 9 月

４９－３④ 地震動波形の影響を考慮した液状化の予測・判定

に関する提案 山﨑浩之・江本翔一 日本語 平成 22 年 9 月

４９－３⑤ 波形インバージョンにより推定された最近のわ

が国における内陸地殻内地震の震源過程 野津厚 日本語 平成 22 年 9 月

４９－３⑥ 多チャンネル型表面波探査に基づいた干潟土砂

堆積構造の評価 

渡部要一・佐々真志 
桑江朝比呂・梁順普 
田中政典 

日本語 平成 22 年 9 月

４９－４① 
GPS 波浪計ネットワークを用いた平成 22 年

(2010 年)チリ地震津波の日本沿岸における変形

特性の解析 

河合弘泰・佐藤真 
永井紀彦・川口浩二 日本語 平成 22 年 12 月

５０－１① 

Effect of Surface Improvement Layer on 
Internal Stability of Group Column Type Deep 
Mixing Improved Ground under Embankment 
Loading 

Masaki KITAZUME 英語 平成 23 年 3 月
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１３．平成２２年度の港湾空港技術研究所資料一覧 

 

番 号 表 題 著 者 和／英 刊 行 

No.１２１３ 津波が係留船舶に及ぼす影響に関する模型実

験と数値解析 

米山治男・大垣圭一 
津田宗男・栗原明夫 
平石哲也・青野利夫 

日本語 平成 22 年 6 月

No.１２１４ スペクトルインバージョンに基づく道北の強

震観測地点におけるサイト増幅特性 野津厚・菅野高弘 日本語 平成 22 年 6 月

No.１２１５ 
港湾開発プロジェクトの最適なライフサイク

ルマネジメントに向けた資金調達制度の国際

比較 
古市正彦 日本語 平成 22 年 6 月

No.１２１６ 繰返し衝撃荷重を受ける鉄筋コンクリート版

の破壊性状 
岩波光保・松林卓 
川端雄一郎 日本語 平成 22 年 6 月

No.１２１７ 炭素繊維強化複合材を用いた港湾鋼構造物の

補修・補強工法に関する検討 

加藤絵万・立石晶洋 
岩波光保・横田弘・ 
小林朗 

日本語 平成 22 年 6 月

No.１２１８ 長周期うねりの護岸越波量および作用波圧特

性に関する実験的検討 加島寛章・平山克也 日本語 平成 22 年 9 月

No.１２１９ 港湾域における堆積物中の有害化学物質管理 内藤了二 日本語 平成 22 年 12 月

No.１２２０ 液状化対策としての締固め工法の設計法に関

する研究 山﨑浩之 日本語 平成 22 年 12 月

No.１２２１ 網チェーン把持装置による海中物体回収とそ

のモデリングに関する研究 野口仁志 日本語 平成 22 年 12 月

No.１２２２ 水中建設機械の遠隔作業支援システムに関す

る研究 平林丈嗣 日本語 平成 22 年 12 月

No.１２２３ 港湾地域強震観測年報（2009） 野津厚・若井淳 日本語 平成 22 年 12 月

No.１２２４ 2010 チリ地震・津波による港湾・海岸の被害

に関する調査報告書 

高橋重雄・菅野高弘 
富田孝史・有川太郎 
辰巳大介・加島寛章 
村田進・松岡義博 
中村友昭 

日本語 平成 22 年 12 月

No.１２２５ 港湾 RC 構造物の確率論に基づく保有性能評

価 
加藤絵万・川端雄一郎

岩波光保 日本語 平成 22 年 12 月

No.１２２６ 全国港湾海洋波浪観測年報 
（NOWPHAS2009） 

河合弘泰・佐藤真 
川口浩二・関克己 日本語 平成 22 年 3 月 

No.１２２７ 防波堤基礎地盤の地震時変形特性に関する

1g 場模型振動実験と有効応力解析 
大矢陽介・竹信正寛 
菅野高弘・小濱英司 日本語 平成 22 年 3 月 

No.１２２８ 2010 年チリ地震津波の波源推定と数値計算 辰巳大介・富田孝史 日本語 平成 22 年 3 月 

No.１２２９ 捨石傾斜堤におけるエネルギー損失量に関す

る実験的研究 
関克己・有川太郎 
水谷雅裕・平山克也 日本語 平成 22 年 3 月 

No.１２３０ 重防食被覆を適用したハット形鋼矢板の耐久

性に関する基礎的研究 

審良善和・山路徹 
岩波光保・原田典佳 
吉崎伸樹・村瀬正次 
斎藤勲・上村隆之 
北村卓也 

日本語 平成 22 年 3 月 
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１４．平成２２年度の研修生及び実習生の受入一覧 

 
研究部 

研修生 
実習生 

合計 
 研究チーム 工業高専 大学学部 大学院 外国 計 

海洋・水工部 1 7 10 4 0 21 22 

 沿岸環境研究チーム   2 1  3 3 

 沿岸土砂管理研究チーム   1   1 1 

 海象情報研究チーム  1    1 1 

 海洋環境情報研究チーム  2 2   ４ ４ 

 混相流体研究チーム      0 0 

 海洋研究チーム      0 0 

 波浪研究チーム １ 1 2 3  6 7 

 耐波研究チーム  3 3   6 6 

地盤・構造部 4 1 13 11 0 25 29 

 土質研究チーム 1 1 1 1  3 4 

 地盤改良研究チーム 1  1 2  3 4 

 基礎工研究チーム   2 2  4 4 

 耐震構造研究チーム 1  4 1  5 6 

 動土質研究チーム   1 1  2 2 

 構造研究チーム   2 3  5 5 

 材料研究チーム 1  2 1  3 4 

施工・制御技術部 0 0 0 0 0 0 0 

 計測・制御研究チーム      0 0 

 油濁対策研究チーム      0 0 

空港研究センター 0 1 2 0 0 3 3 

アジア・太平洋沿岸防災 

研究センター 
0 0 0 1 0 1 1 

ＬＣＭ研究センター 0 0 0 0 0 0 0 

波崎分室 0 0 0 0 0 0 0 

研究所合計 5 9 25 16 0 50 55 
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１５．平成２２年度の国土技術政策総合研究所が実施する研修への講師派遣一覧 

 

研修名 

理事長・ 

理事・ 

研究主監 

企画 

管理部 

海洋・

水工部

地盤・

構造部

施工・

制御 

技術部

空港 

研究 

センター

アジア・太

平洋 

沿岸防災 

研究 

センター 

LCM 

研究 

センター 

研究所

合計

研修参加

人数 

（国総研

調べ） 

港湾施設維持管理コース   1 1    4 6 28 

港湾施設設計実務コース   4 7    2 13 23 

静穏度解析担当者実務コース   3      3 21 

港湾技術情報の共有化並びに 

技術基準の運用に関する実務者

コース 

1  3 3    1 8 22 

港湾計画コース   1      1 15 

海洋環境コース 1  2      3 13 

沿岸防災コース   2 1   1  4 12 

港湾･空港技術政策基礎コース

（第 1 回） 
   1   1  2 15 

空港調査・設計コース      1   1 20 

空港施設管理コース      1   1 10 

港湾計画担当者実務コース    1     1 23 

防災・危機管理コース（自然災

害） 
1        1 20 

平成 22 年度合計 

（延べ人数） 
3  16 14  2 2 7 44 222 
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１６．平成２２年度の技術委員会等への委員派遣一覧 

 委 員 数 派 遣 

うち、

委員長

数 

研究部 
政府、地

方自治

体等 

大学・ 

特殊法

人・特別

認可法

人 

財団法

人 

社団法

人・学会

社団 

法人 

協会 

国際機関

国際会議

等 

その他 合計 
 研究領域等 

役員 4 0 1 1 0 0 3 12
研究主監・統括研究

官・特別研究官 
25 1 41 16 5 1 17 102 3

企画管理部 2 0 0 0 0 0 0 2
 部長   
 研究計画官 2   2
 総務課   
 企画課   
 業務課   
海洋・水工部 10 2 34 15 3 0 5 72 2
 部長 6 2 7 2 2 20
 沿岸環境領域 1  11 3 1 2 19
 海洋情報研究領域 2  7 7 1  18
 海洋研究領域 1  9 3 1 1 15
地盤・構造部 5 0 60 76 24 1 10 173 2
 部長 1  13 12 1 4 30
 地盤研究領域  14 37 1 1 1 51
 地震防災研究領域 4  14 8 1 28
 構造研究領域  19 19 22 4 64
施工・制御技術部 3 0 7 8 4 0 1 24
 部長 3  4 1 2 1 13
 新技術研究官  2  2
 計測・制御研究ﾁｰﾑ  1 6 1  7
 油濁対策研究ﾁｰﾑ  1 1  2
空港研究センター 1 0 0 2 0 0 0 3
ｱｼﾞｱ・太平洋沿岸 

防災研究ｾﾝﾀｰ 
1 0 3 2 0 0 1 9

ＬＭＣ研究センター 0 0 0 0 0 0 0 0
波崎分室 2 0 1 1 0 0 0 1

合計 53 3 147 121 36 2 37 399 7
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１７．平成２２年度のＪＩＣＡが実施する研修への講師派遣一覧 

 

研修コース 
理事長・
理事・研
究主監 

企画 
管理部

海洋・
水工部

地盤・
構造部

施工・
制御 
技術部

アジア・
太平洋沿
岸防災研

究 
センター 

ＬＣＭ 
研究 

センター 

研究所
合計 

集団研修「港湾開発・計

画」 
  6 8 1 1  16 

港湾戦略運営    1    1 

イラク国別研修「浚渫技

術」 
  1 1 1   3 

地域別研修「港湾物流・

港湾環境保全セミナー

（アフリカ圏）」 
   1    1 

セネガル海岸侵食対策研

修 
  5   1  6 

チリ国「対地震・津波対

応能力向上プロジェク

ト」 
  2   2  4 

合  計 0 0 14 11 2 4 0 31 
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１８．平成２２年度の大学等への講師派遣一覧  

  氏名 所属 役職 派遣先 派遣役職 任期 

1 高橋 重雄   研究主監 鹿児島大学 客員教員 H22.4.1～H23.3.31 

2 岩波 光保 地盤・構造部 
構造研究チームリ

ーダー 
鹿児島大学 客員教員 H22.4.1～H23.3.31 

3 永井 紀彦   研究主監 横浜国立大学 
非常勤講師 

（客員教授） 
H22.4.1～H23.3.31 

4 菊池 喜昭 地盤・構造部 部長 横浜国立大学 
非常勤講師 

（客員教授） 
H22.4.1～H23.3.31 

5 有川 太郎 海洋・水工部 主任研究官 横浜国立大学 
非常勤講師 

（客員教授） 
H22.4.1～H23.3.31 

6 平山 克也 海洋・水工部 
波浪研究チームリ

ーダー 

京都大学防災研究

所 
非常勤講師 H22.4.1～H23.3.31 

7 高橋 重雄   研究主監 長岡技術科学大学 
非常勤講師 

（客員教授） 
H22.4.1～H23.3.31 

8 富田 孝史 
アジア・太平洋沿岸

防災研究センター 
上席研究官 名古屋大学 招へい教員 H22.4.1～H22.9.30 

9 桑江 朝比呂 海洋・水工部 
沿岸環境研究チー

ムリーダー 
熊本大学 非常勤講師 H22.4.1～H23.3.31 

10 中川 康之 海洋・水工部 
沿岸土砂管理研究

チームリーダー 
熊本大学 非常勤講師 H22.4.1～H23.3.31 

11 北詰 昌樹   研究主監 東京工業大学 連携教授 H22.4.1～H23.3.31 

12 桑江 朝比呂 海洋・水工部 
沿岸環境研究チー

ムリーダー 
東京都市大学 非常勤講師 H22.9.21～H23.3.31

13 鈴木 高二朗 海洋・水工部 
海洋環境情報研究

チームリーダー 
横浜国立大学 非常勤講師 H22.4.7～H22.9.30 

14 田中 陽二 海洋・水工部 研究官 横浜国立大学 非常勤講師 H22.4.7～H22.9.30 

15 菊池 喜昭 地盤・構造部 部長 熊本大学 
非常勤講師 

（客員教授） 
H22.5.1～H23.3.31 

16 菅野 高弘   特別研究官 関東学院大学 非常勤講師 H22.9.21～H23.3.31

17 前川 亮太 空港研究センター 主任研究官 中央大学 兼任講師 H22.4.1～H22.9.30 

18 菅野 高弘 
 

特別研究官 豊橋技術科学大学 非常勤講師 H22.10.1～H23.3.31

19 高橋 重雄   研究主監 東京工業大学 連携教授 H22.11.1～H23.3.31

20 菊池 喜昭 地盤・構造部 部長 名古屋工業大学 非常勤講師 H22.12.1～H23.3.20

21 菊池 喜昭 地盤・構造部 部長 東京大学 非常勤講師 H22.11.2 
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１９．平成２２年度の特許出願一覧 

 

番号 発明の名称 出願人（持分） 出願日 出願番号 

1 液状化対策構造 

港湾空港技術研究所   16％ 
清水建設（株）     14％ 
五洋建設（株）     14％ 
（株）竹中土木     14％ 
東亜建設工業（株）   14％ 
東洋建設（株）     14％ 
（株）不動テトラ    14％ 

H22.7.14 2010-160138 

2 港口遮断構造 

港湾空港技術研究所          1/5 
（株）大林組             1/5 
新日鉄エンジニアリング（株）      1/5 
東亜建設工業（株）          1/5 
三菱重工橋梁エンジニアリング（株）  1/5 

H22.10.29 2010-244203 

3 
コンクリート舗装版裏込めグラウ

ト材 

港湾空港技術研究所  34％ 
（株）ピーエス三菱  33％ 
三菱マテリアル（株） 33％ 

H22.12.14 2010-277821 

4 
水平締固め工法および地盤改良構

造 

港湾空港技術研究所  4/24 
三信建設工業（株）  6/24 
みらい建設工業（株） 3/24 
（株）東興ジオテック  3/24 
復建調査設計（株）  4/24 
善功企（九州大学）  4/24 

H23.1.21 2011-010738 

5 地盤改良工法および地盤改良構造 

港湾空港技術研究所  4/24 
三信建設工業（株）  6/24 
みらい建設工業（株） 3/24 
（株）東興ジオテック  3/24 
復建調査設計（株）  4/24 
善功企（九州大学）  4/24 

H23.1.21 2011-010796 

6 クレーン 
港湾空港技術研究所    1/2 
三井造船（株）    1/2 H23.1.24 2011-011767 

7 
超音波を用いた波浪計測方法およ

び波浪計測システム 

港湾空港技術研究所  1/5 
東京大学地震研究所  1/5 
高知工業高等専門学校 1/5 
日立造船（株）    2/5 

H23.3.2 2011-044567 
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２０．平成２２年度の国等と連携して開催した研究成果報告会一覧 

 
  講演 

年月日 
講演タイトル・講演会名 

講師

数 
講師 聴講者 

  

1 H22.4.7 
沿岸生物を利用した低炭素

社会の構築－「ブルーカー

ボン」による炭素固定－ 

2 海洋・水工部 桑江沿岸環境研究チームリーダー 

海洋・水工部 細川主任研究官 
関東地方整備局 

2 H22.6.16 

「内湾域における海底泥の

移動に関する研究」・「油濁

流予測シミュレーション技術

に関する現状と今後」 

2 
海洋・水工部 中川沿岸土砂管理研究チームリー

ダー 

海洋・水工部 松崎研究官 

国土交通省港湾局技

術企画課技術監理室

3 H22.7.26 超音波による海底探査とクロ

スファンビームソナー 
4 

施工・制御技術部 吉江計測・制御研究チームリ

ーダー 

施工・制御技術部 松本研究官 

施工・制御技術部 吉住特別研究員 

施工・制御技術部 片倉客員研究官 

小松島港湾・空港整

備事務所 

4 H22.9.16 
広島技調受託業務につい

て／高潮予測システムと確

率台風 

2 海洋・水工部 川口主任研究官 

海洋・水工部 関研究官 

広島港湾空港技術調

査事務所 

5 H22.10.27 超音波関連技術の紹介 2 

施工・制御技術部 吉江計測・制御研究チームリ

ーダー 

施工・制御技術部 松本計測・制御研究チーム研

究 

国土交通省港湾局技

術企画課技術監理室

6 H22.12.7 

港湾 RC 構造物の点検診断

とその評価方法／電気防食

による港湾施設の防食／防

錆剤の効果について 

3 
地盤・構造部 山路材料研究チームリーダー 

地盤・構造部 審良研究官 

地盤・構造部 小林依頼研修員 

九州地方整備局 

7 H22.12.14 波浪観測・波浪推算につい

て 
1 海洋・水工部 川口主任研究官 

鹿児島港湾・空港整

備事務所 

8 H22.12.16 

ブシネスクモデルとは ～波

浪変形の実務計算における

位置付け～／長周期うねり

の波群特性と護岸越波量・

作用波圧への影響・対策／

平面越波実験によるうねり性

波浪の変形・越波メカニズム

の推定 

2 海洋・水工部 平山波浪研究チームリーダー 

海洋・水工部 加島研究官 
伏木富山港湾事務所

9 H23.2.22 羽田空港 D 滑走路の最新

技術 
1 地盤・構造部 渡部土質研究チームリーダー 

下関港湾空港技術調

査事務所 

10 H23.3.8 港湾施設の劣化実態と維持

管理計画 
1 地盤・構造部 岩波構造研究チームリーダー 平良港湾事務所 

11 H23.3.22 羽田空港 D 滑走路の最新

技術 
1 地盤・構造部 渡部土質研究チームリーダー 

高松港湾空港技術調

査事務所 
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２１．平成２２年度の学会・財団法人・社団法人等が実施する講演会・講習会等への 

講師派遣一覧 

講演・講義年月日 講演会名・講義名など
講師

数 
講師（講演者） 依頼元など 

H22.4.14   
平成 21 年度地震津波・

防災研究プロジェクト

の業務実績について 

1 高橋研究主監 
(独)海洋研究開発

機構 

H22.4.19   東京築地ロータリー 

クラブにおける講演 
1 海洋・水工部 有川主任研究官 

東京築地ロータ 

リークラブ 

H22.5.17   国際地震工学研修

（2009-2010） 
1 菅野特別研究官 (独)建築研究所 

H22.5.21   地盤材料試験の方法と

解説 
1 地盤・構造部 渡部土質研究チームリーダー 

公益社団法人地盤

工学会 

H22.5.22   

「2010 年 2 月 27 日チ

リ中部沿岸で発生した

地震・津波による被害に

ついて」講演会 

1 菅野特別研究官 
公益社団法人地盤

工学会 東北支部 

H22.5.25 ～ 5.26 平成22年度 高潮予測

システム説明会 
1 海洋・水工部 河合海洋情報研究領域長 

国土交通省九州地

方整備局下関港湾

空港技術調査事務

所 

H22.6.15   
特定非営利活動法人 

海洋音響学会 2010 年

度 第 1 回談話会 

1 施工・制御技術部 松本研究官 
特定非営利活動法

人海洋音響学会 

H22.6.16   「第 5 回ものづくり講

演会・発表会」 
2 

古市特別研究官 

高橋研究主監 

松江工業高等専門

学校 

H22.6.17   第 5 回（平成 22 年度）

通常総会 技術講演会 
1 海洋・水工部 河合海洋情報研究領域長 

特定非営利活動法

人海上GPS利用推

進機構 

H22.6.25   

羽田空港再拡張事業（D
滑走路、エプロン PFI）
の設計・施工等に係る技

術のついての指導（第 9
回 技術報告会） 

1 菅野特別研究官 
(財)沿岸技術研究

センター 

H22.7.7 ～ 7.9 沿岸海象調査研修 2 

海洋・水工部 平山波浪研究チームリーダー 

海洋・水工部 中川沿岸土砂管理研究チームリ

ーダー 

(財)日本水路協会 

H22.7.15   平成 22 年度（第 25 回）

国際港湾研修 1 地盤・構造部 岩波構造研究チームリーダー 国土交通省港湾局 

H22.7.16   港湾空港技術振興会 

平成22年度定例講演会
3 

海洋・水工部 鈴木海洋環境情報研究チームリ

ーダー 

地盤・構造部 山崎地震防災研究領域長 

施工・制御技術部 田中研究官 

港湾空港技術振興

会 

H22.7.28   

平成22年度技術部会全

体会議 「港湾構造物の

維持管理計画の策定に

関して留意すべきこと」

1 地盤・構造部 岩波構造研究チームリーダー 
防食・補修工法 

研究会 

H22.7.29   
第 23 回 ICHCA 日本国

内部会理事会・通常総会

講演会 
1 白石施工・制御技術部長 

(社)港湾荷役機械

システム協会 国

際荷役調整協会日

本国内部会 

H22.8.1   津波防災シンポジウム 1 高橋研究主監 
国土交通省東北地

方整備局 
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講演・講義年月日 講演会名・講義名など
講師

数 
講師（講演者） 依頼元など 

H22.8.4 ～ 8.6 
平成 22 年度 海洋・ 
港湾構造物維持管理 
講習会 

3 

海洋・水工部 下迫海洋研究領域長 

海洋・水工部 中川沿岸土砂管理研究チームリ

ーダー 

地盤・構造部 岩波構造研究チームリーダー 

(財)沿岸技術研究

センター 

H22.8.12   
2010 年度（第 46 回）

水工学に関する夏期 
研修会 

2 海洋・水工部 河合海洋情報研究領域長 

栗山海洋・水工部長 

公益社団法人土木

学会 

H22.8.23 ～ 8.25 
平成 22 年度 海洋・ 
港湾構造物維持管理 
講習会 

4 

地盤・構造部 岩波構造研究チームリーダー 

地盤・構造部 加藤主任研究官 

地盤・構造部 山路材料研究チームリーダー 

海洋・水工部 中川沿岸土砂管理研究チームリ

ーダー 

(財)沿岸技術研究

センター 

H22.9.6 ～ 9.7 平成22年度 港湾関係

調査設計研修 2 菅野特別研究官 

海洋・水工部 平山波浪研究チームリーダー 

国土交通省東北地

方整備局 

H22.9.7   内製化ＰＴキックオフ

セミナー 3 

海洋・水工部 平山波浪研究チームリーダー 

海洋・水工部 中川沿岸土砂管理研究チームリ

ーダー 

海洋・水工部 有川主任研究官 

（財）沿岸技術研究

センター 

H22.9.28   
平成22年度東備地区広

域漁場整備事業アマモ

場造成技術検討会 
1 中村研究主監 岡山県 

H22.9.28   
平成22年度 土質設計

計算研修 「土質定数の

考え方」 
1 地盤・構造部 渡部土質研究チームリーダー 

(財)全国建設研修

センター 

H22.9.29   
第９回海環境と生物お

よび沿岸環境修復技術

に関するシンポジウム 
1 地盤・構造部 佐々主任研究官 

第９回海環境と生

物および沿岸環境

修復技術に関する

シンポジウム実行

委員会 

H22.9.30   

羽田空港新滑走路建設

工事に関するコスト縮

減検討及び技術検討の

方策 

1 金澤理事長 
(財)沿岸技術研究

センター 

H22.10.6   平成22年度 土木構造

物耐震技術研修 1 地盤・構造部 野津地震動研究チームリーダー 
（財）全国建設研修

センター 

H22.10.12   

平成22年度ＪＩＣＡ研

修「沿岸域・内湾および

その集水域における統

合的水環境管理研修」コ

ース 

1 中村研究主監 
(財)国際エメック

スセンター 

H22.10.13 ～ 10.15 

「第 9 回アジア地域の

巨大都市における安全

向上のための新技術に

関する国際シンポジウ

ム（USMCA2010） 

1 北詰研究主監 

東京大学生産技術

研究所 都市基盤安

全工学国際研究セ

ンター 

H22.10.14 ～ 10.15 

羽田空港拡張事業とそ

れに関わる地盤工学的

問題に関する講演及び

打合せ 

1 地盤・構造部 渡部土質研究チームリーダー 
国立大学法人室蘭

工業大学 

H22.10.18   
第二回 実務者のため

の土と基礎の設計計算

演習 講習会 
1 地盤・構造部 渡部土質研究チームリーダー 

一般社団法人日本

鉄鋼連盟 

H22.10.31   津波防災発表会 in 宮古 1 高橋研究主監 
国土交通省東北地

方整備局 
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講演・講義年月日 講演会名・講義名など
講師

数 
講師（講演者） 依頼元など 

H22.11.8   港湾空港技術振興会 

平成22年度特別講演会
1 石井統括研究官 

港湾空港技術振興

会 

H22.11.9   土木の日特別行事  
防災シンポジウム 1 高橋研究主監 

公益社団法人土木

学会東北支部 

H22.11.13   津波と暮らしと安全を

考えるセミナー 1 高橋研究主監 四国地方整備局 

H22.11.17   
第 2 回 日韓沿岸防災

技術研究ワークショッ

プ 
2 

海洋・水工部 栗山海洋・水工部長 

アジア・太平洋沿岸防災研究センター 廉研究

官 

(財)沿岸技術研究

センター 

H22.11.25   第14回海岸シンポジウ

ム 1 海洋・水工部 有川主任研究官 
全国海岸事業促進

連合協議会 

H22.11.26   海洋エネルギーに関す

る勉強会 1 高橋研究主監 

国土交通省東北地

方整備局酒田港湾

事務所 

H22.11.27   津波防災講演会 in 酒田 1 高橋研究主監 

国土交通省東北地

方整備局酒田港湾

事務所 

H22.12.8   建設・副産物の地盤工学

的有効利用 講習会 1 地盤・構造部 菊池地盤・構造部長 
公益社団法人地盤

工学会 

H23.1.18   物流講座 1 古市特別研究官 
(社)日本港湾協会 

港湾政策研究所 

H23.1.20   「基礎構造物の信頼性

設計 講習会」 1 地盤・構造部 菊池地盤・構造部長 
公益社団法人地盤

工学会 

H23.2.4   
平成22年度第二回日本

シリカフューム技術 
研究会研究発表会 

1 地盤・構造部 渡部土質研究チームリーダー 
日本シリカフュー

ム技術研究会 

H23.2.9   

今後の港湾基準・同解説

をより良いものとする

ために、そのあり方につ

いて学識経験者の意見

を取り入れるため 

2 高橋研究主監 

菅野特別研究官 

(財)沿岸技術研究

センター 

H23.2.10   
第10回 横須賀市危機

管理研究会における 
講演 

1 藤田理事 横須賀市 

H23.2.12   みなとと防災を考える

セミナーin 高松 1 菅野特別研究官 

国土交通省四国地

方整備局高松空

湾・空港整備事務所

H23.2.14   「特殊土の基本的 
性質」講習会 1 地盤・構造部 渡部土質研究チームリーダー 

公益社団法人地盤

工学会 

H23.2.20 ～ 2.24 
ASEAN 諸国における

RC 構造物の耐久性と

維持管理技術移転 
2 古市特別研究官 

地盤・構造部 岩波構造研究チームリーダー 

(財)シップ・アン

ド・オーシャン財団

H23.2.25   
第 4回 CIT音響フォー

ラム「超音波の応用―映
像化技術」 

1 施工・制御技術部 松本研究官 千葉工業大学 

H23.3.4   

「底泥に含まれる重金

属のアマモ場生態系に

おける生物濃縮過程」講

演 

1 海洋・水工部 細川主任研究官 
(財)鉄鋼業環境保

全技術開発基金 
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講演・講義年月日 講演会名・講義名など
講師

数 
講師（講演者） 依頼元など 

H23.3.8   

第15回土木鋼構造研究

シンポジウム「－空港・

道路・河川整備に向けた

鋼構造の新しい取り組

み－」 

1 高橋研究主監 
一般社団法人日本

鉄鋼連盟 

H23.3.10   津波防災シンポジウム 1 高橋研究主監 気象庁地震火山部 

H23.3.11   
コンクリート構造物の

維持管理技術に関する

講習会・講演会 
1 地盤・構造部 岩波構造研究チームリーダー 

公益社団法人日本

コンクリート工学

協会九州支部 

H23.3.11   津波予測技術に関する

勉強会 1 海洋・水工部 河合海洋情報研究領域長 気象庁地震火山部 

H23.3.15   

平成 22年度 第 2回東

備地区広域漁場整備事

業アマモ場造成技術検

討会 

1 中村研究主監 岡山県 

    70   
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２２．平成２２年度のテレビ放送実績一覧 

  研究チーム 放送メディア 番組名 放送日 放送内容 

1 － NHK 総合 NHK ニュース７ H22.4.3(土）
チリ地震・津波合同調査団による現地

調査の様子を放映。 

2 － NHK 総合 ニュースウォッチ９ H22.4.14(水）
チリ地震・津波合同調査団による現地

調査の様子を放映。 

3 耐波研究チーム NHK 教育 
日曜美術館 夢の北

斎 傑作 10 選 
H22.4.25(日）

葛飾北斎の生誕 250 年を記念し、葛飾

北斎の「富嶽三十六景 神奈川沖浪裏」

がどのように描かれたかを読み解くた

め、人工的に起こした波の波頭の姿を

捉える様子を放映。 

4 耐波研究チーム TBS 夢の扉～NEXT DOOR～ H22.5.2（日）

海構型地震の原因・防災・災害シュミ

レートなど、広く地震の予測と対策、

その周知をテーマにしたドキュメンタ

リー。 

5 耐波研究チーム NHK 総合 
NHK ニュース おは

よう日本 
H22.5.13(木）

「津波の力徹底調査」の特集において、

「大規模波動地盤総合水路」での人工

津波による実験映像により、津波の力

の解説。 

6 耐波研究チーム 
NHK BS ハイ

ビジョン 

アインシュタインの

眼 
H22.6.6（日）

「津波のメカニズムに迫る」様々な角

度から津波のメカニズムに迫り、低頻

度巨大災害・津波の真実に迫る。 

7 耐波研究チーム NHK 総合 NHK ニュース７ H22.7.16(金） 岐阜県可児市の水害のニュース。 

8 － フジテレビ スーパーニュース H22.8.3（火） 「夏の一般公開」の模様。 

9 耐波研究チーム 日本テレビ news every. H22.8.17（火） 離岸流の実験映像。 

10 
沿岸土砂管理研

究チーム 

NHK BS ハイ

ビジョン 

アインシュタインの

眼 
H22.8.22（日）

渓流ならではの水流環境で生み出され

る現象。 

海底流動水槽にて水深急変背後で生じ

る過流の映像。 

11 耐波研究チーム 日本テレビ 不可思議探偵団 H22.8.30（月）
「異常気象を調査せよ」 

津波体験施設で威力を体験。 

12 － 中京テレビ news every. H22.9.19（日）
「巨大地震からの教訓！近所の絆が命

をつなぐ」 

13 耐波研究チーム テレビ東京 Brand New Japan H22.10.29（金）
津波による人体流下実験・実験に関す

るインタビュー。 

14 
アジア・太平洋防

災研究センター 
NHK 総合 NHK ニュース H22.11.14（日）

インドネシア ムンタワイ諸島 現地調

査。 

15 － NHK 高知 
NHK こうち情報い

ちばん 
H22.11.17（水）

須崎港での津波バリア実験の取材。合

わせて当研究所で実施した漂流物実験

映像の放映。 

16 耐波研究チーム 日本テレビ 不可思議探偵団 H22.11.29（月）

超巨大メガ津波が襲来する！？ 

人体流下実験・危険性についてのコメ

ント。 

17 特別研究官 
NHK 香川 

他 
NHK ニュース H23.2.12（土）

港の防災を考えるセミナー（ニュース

特番） 

18 特別研究官 NHK 総合 首都圏ネットワーク H23.3.4（金）
「揺れと津波同時に 世界初の実験施

設」 

19 耐波研究チーム テレビ朝日 
スーパーＪチャンネ

ル 
H23.3.9（水）

「大規模波動地盤総合水路」での実験

映像。 

20 耐波研究チーム NHK 総合 
ニュース ウオッチ

９ 
H23.3.9（水）

「大規模波動地盤総合水路」での実験

映像。 

資料－5.22 
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  研究チーム 放送メディア 番組名 放送日 放送内容 

21 耐波研究チーム 東海テレビ ぴーかんテレビ H23.3.10（木）
「大規模波動地盤総合水路」での実験

映像。 

22 耐波研究チーム NHK 総合 
NHK ニュース おは

よう日本 
H23.3.10（木） 津波に関する解説。 

23 耐波研究チーム テレビ朝日 
スーパーＪチャンネ

ル 
H23.3.10（木）

「大規模波動地盤総合水路」での実験

映像。 

24 研究主監 フジテレビ FNN 報道特別番組 H23.3.12（土）
東北・関東で大地震。津波被災状況の

解説。 

25 研究主監 フジテレビ FNN 報道特別番組 H23.3.13（日）
東日本大震災における津波被災状況の

解説。 

26 耐波研究チーム NHK 総合 NHK ニュース H23.3.27（日）
宮城県の石巻、女川、南三陸の被災状

況調査の様子。 

27 
海象情報研究チ

ーム 
NHK 総合 

NHK ニュース お

はよう日本 
H23.3.29（火） ＧＰＳ波浪計に関する報道。 

28 － NHK 総合 
NHK ニュース お

はよう日本 
H23.3.30（水） 宮城県気仙沼の被災状況調査の様子。

29 研究主監 TBS 
みのもんたの朝ズバ

ッ！ 
H23.3.30（水） 釜石市を襲った秒速8m"斜流"とは 

30 耐波研究チーム フジテレビ スーパーニュース H23.3.31（木）
東日本大震災における各地での津波高

さを解説。 
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２３．平成２２年度のプレス掲載実績一覧 

  日 付 新聞名 内  容 備 考 

1 4 月 27 日 港湾新聞 第一講演「波のエネルギーの有効活用」 

2 4 月 28 日 毎日新聞 津波対策② 巨大な水の塊 圧倒的破壊力 

3 5 月 17 日 港湾空港タイムス 
独法港空研沿岸センター チリ地震・津波調査団報告 

今月 21 日に報告会  

4 5 月 17 日 港湾空港タイムス 土木学会 出版文化賞「TUNAMI]」 

5 5 月 17 日 港湾空港タイムス 
海洋構造物の防食技術 出版記念講演会（5/31）港空

研ら  

6 5 月 18 日 港湾新聞 
港空研「海洋鋼溝造物の防食技術」出版記念講演会開

催 5/31  

7 5 月 18 日 港湾新聞 
海ロマン 21 定例会で 2 講演 3/12 チリ沖縄地震によ

る津波調査も話題  

8 5 月 19 日 建設工業新聞 
ブルーカーボンって？海洋生物による CO2 吸収 枯

れて死んでも一部を固定  

9 5 月 31 日 港湾空港タイムス 
独法港空研沿岸センター チリ地震・津波調査報告 

情報の共有化で減災へ  

10 6 月 1 日 港湾新聞 22 年度港湾功労者等の表彰式 

11 6 月 21 日 港湾空港タイムス 
GPS 機構 22 年度総会開催 

海上工事発展に貢献  

12 6 月 28 日 港湾空港タイムス PIANC 活動報告会開催 4 分野の論文を紹介 

13 6 月 29 日 港湾新聞 
港空研＆CDIT チリ地震・津波による現地被害に関す

る合同調査団報告会 5/21  

14 7 月 5 日 港湾空港タイムス 港空研業務実績で意見募集 独法評価委 

15 7 月 6 日 港湾新聞 
港湾空港技術研究所の業務実績評価に際しての意見

募集を開始  

16 7 月 6 日 港湾新聞 
海洋調査協会第 26 回総会・懇親会が盛大に開催 

5/21  

17 7 月 13 日 港湾新聞 
土木学会総会で学会賞表彰 港湾関係者が各賞を受

賞  

18 7 月 19 日 港湾空港タイムス 
40 周年記念論文募集－海産研－海洋エネ・産業等テ

ーマ  

19 7 月 19 日 港湾空港タイムス 港空研 米 NESS と研究協力 地震、津波工学対象 

20 7 月 19 日 港湾空港タイムス 
港空研 熊大院と連携協定 自然科学沿岸域環境等

分野  

21 7 月 19 日 港湾空港タイムス 
港空研 国総研 夏の一般公開（7/31） 施設見学や

体験コーナー  

22 7 月 20 日 港湾新聞 
第 12 回国土技術開発賞発表 港湾関係者が優秀賞・

入賞受賞  

資料－5.23 
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  日 付 新聞名 内  容 備 考 

23 7 月 20 日 港湾新聞 7/31 国総研・港空研 夏の一般公開を開催 

24 7 月 28 日 神奈川新聞 海・空・港の研究所夏の一般公開 

25 8 月 1 日 神奈川新聞 津波の威力実感 横須賀研究施設を一般公開  

26 8 月 3 日 港湾新聞 
東北地整が津波防災シンポ開催 

～チリ地震津波から 50 年～  

27 8 月 10 日 港湾新聞 
海上ＧＰＳ利用推進機構 

第 5 回通常総会を開催（6/17）  

28 8 月 10 日 港湾新聞 
国総研・港空研「海・空・港の研究所夏の一般公開」

津波の実験施設が人気  

29 9 月 7 日 港湾新聞 
8/4CDIT が「TSUNAMI]の土木学会出版文化賞受賞

記念講演会開催  

30 9 月 7 日 港湾新聞 NPO港湾保安対策機構が第7回通常総会を開催7/27 

31 9 月 13 日 港湾空港タイムス 
独法港空研 チリ駐日大使が視察 防災対策で協力

要請  

32 9 月 20 日 港湾空港タイムス 

環境、エネルギー、技術開発等 PIANC 東アジア

活動強化 日本の役割に期待 「浚渫と環境」等で論

文発表 
 

33 9 月 20 日 港湾空港タイムス 
国総研、港空研 港湾空港技術講演会（10/8）特別講

演 海洋政策の現状と課題  

34 9 月 20 日 港湾空港タイムス 四国のみなと 特別講演会を開催 

35 9 月 21 日 港湾新聞 
トレース駐日チリ共和国特命全権大使が港空研視察

9 月 8 日  

36 9 月 21 日 港湾新聞 東北地区港湾空港技術特別講演会開催 9/15 

37 9 月 21 日 港湾新聞 
今秋の港湾空港技術特別講演会 9 月から全国各地で

順次開催  

38 9 月 27 日 港湾空港タイムス 
国総研・港空研 港湾空港特別講演会 全国主要都市

で開催  

39 10 月 4 日 港湾空港タイムス 第 8 回環境研シンポ「生活と環境」テーマ 

40 10 月 12 日 建設工業新聞 
国交省 ＣＯＰ10 でサイドイベント 沿岸域など 4

分野で意見交換 経験、技術を途上国に発信  

41 10 月 18 日 港湾空港タイムス 
国総研 港空研 22 年度港空技術講演会 海洋政策

本部 小野事務局長 海洋政策課題等  

42 10 月 19 日 港湾新聞 
PIANC アジア地区 125 周年記念事業が盛大に開催 

9 月 12 日～14 日  

43 10 月 19 日 港湾新聞 11 月 18 日「港湾空港技術特別講演会 in 九州」開催 

44 10 月 25 日 港湾空港タイムス 
テクノオーシャン「アワード」高橋港空研主監を表彰 

沿岸防災の取組を評価  
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  日 付 新聞名 内  容 備 考 

45 11 月 1 日 港湾空港タイムス 国総研 港空研 秋の施設一般公開 見学者募集中 

46 11 月 15 日 港湾空港タイムス スマトラ南部地震・津波－港空研ら－調査団緊急報告 

47 11 月 16 日 港湾新聞 
国総研・港空研がインドネシア南部地震津波被害の現

地調査 11/3～11  

48 11 月 16 日 港湾新聞 
国総研と港空研が合同開催 港湾空港技術特別講演

会 10/8  

49 11 月 30 日 港湾新聞 港空研が地盤・構造研究領域で一般契約職員を募集 

50 12 月 6 日 港湾空港タイムス 沿岸域の開発シンポ 港空研と関東地整主催 

51 12 月 7 日 港湾新聞 
11/4 港空技振特別講演会開催「洋上風力発電の最前

線」等  

52 12 月 21 日 港湾新聞 

港空研と関東地整が国際シンポ開催 

沿岸域の開発プロと新しい技術の発展 

羽田Ｄ滑走路事業開発技術を世界に発信 
 

53 12 月 21 日 港湾新聞 
港湾関係叙勲受章者お祝いの会を日本港湾協会談話

室が開催 12 月 16 日  

54 12 月 21 日 港湾新聞 
第 7 回国際沿岸防災ＷＳ開催 1/26・27 

「津波災害からの復旧・復興と対策」  

55 12 月 28 日 港湾新聞 
第 14 回海岸シンポジウム「津波に備える～命を守る

知識と意識」11/25  

56 1 月 24 日 港湾空港タイムス 国総研 港空研 港湾空港研究シンポ 

57 1 月 24 日 港湾空港タイムス 
港空研 川端研究官が報告 

港湾構造物維持管理と点検  

58 1 月 31 日 港湾空港タイムス 
沿岸防災ワークショップ 各国が津波対策取組報告 

被害軽減へ情報共有図る  

59 2 月 13 日 四国新聞 朝刊 
震災時は避難場所、救援拠点 港湾の役割学ぶ 高松

でセミナー  

60 3 月 1 日 建設工業新聞 
港湾施設 維持管理技術の輸出促進 国交省 東南

アジア向けに指針  

61 3 月 5 日 神奈川新聞 地震と津波、影響検証へ大規模実験施設 

62 3 月 5 日 神奈川新聞 世界初、地震と津波複合被災を観測へ 

63 3 月 14 日 港湾空港タイムス 
独法港空研 地震津波被災メカニズムを解明 世界

初の実験施設所内に完成、公開へ  

64 3 月 21 日 港湾空港タイムス 
大地震の救難に局の力終結 想定を超えた地震・津波 

港空研 高橋主監 根本的な見直し必要  

65 3 月 21 日 港湾空港タイムス 
現地に調査団派遣 港空研 国総研 津波・地震の専

門家  

66 3 月 22 日 港湾新聞 救援へ、陸海空で輸送路 驚異の津波遡上高 

67 3 月 22 日 港湾新聞 
「大規模地震津波実験施設」披露式開催 港空研が世

界初 3/4  
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  日 付 新聞名 内  容 備 考 

68 3 月 24 日 読売新聞（夕刊） 
津波8メートル超相次ぐ 宮古8.5メートル検潮所で

過去最高 高台 24 メートル駆け上がった例も  

69 3 月 24 日 
河北新報 

（コルネット Webサイト） 
大船渡の津波、23.6 メートル 

 

70 3 月 28 日 港湾空港タイムス 
港空研 国総研 湾口防波堤の効果確認 被災地調

査速報 GPS 波浪計も作動  

71 3 月 29 日 読売新聞（夕刊） 津波 6 時間で 7 回 11 日 
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２４．平成２２年度の国際会議等以外の海外出張一覧 

 

用 務 用務分類 出張期間 用務先 

出

張

者

1 チリ地震・津波四学会合同調査 現地調査 H22.3.27 - H22.4.17 チリ サンチャゴ等 2

2 特定国派遣事業（JSPS） 研究交流 H22.4.18 - H22.5.14 
ニュージー

ランド 
オークランド 1

3 チリ地震・津波被害調査 現地調査 H22.4.23 - H22.4.30 チリ サンチャゴ等 6

4 メキシコ湾油流出調査 現地調査 H22.7.11 - H22.7.18 米国 ニューオーリンズ 2

5 
セメント改良土に関する国際共

同研究打合せ 
研究打合 H22.7.25 - H22.7.30 イタリア ローマ 1

6 
セネガル海岸浸食対策研修策定

調査（JICA） 
技術協力 H22.8.16 - H22.8.27 セネガル ダカール 1

7 
背後圏輸送の効率的な運用方策

についての調査 
情報収集 H22.9.25 - H22.10.2 ドイツ ハンブルグ 1

8 

南カリフォルニア大学（カリフ

ォルニア州における高速鉄道建

設に関する研究プロジェクト） 

研究交流 H22.10.4 - H22.11.5 米国 カリフォルニア 1

9 
チリ国対地震・津波対処能力向

上プロジェクト 
技術協力 H22.10.17 - H22.10.24 チリ サンチャゴ等 1

10 KORDI研究交流打合せ 研究交流 H22.10.29 - H22.10.29 韓国 安山市 1

11 
デラウエア大学との研究交流打

合せ等 
研究交流 H22.10.31 - H22.11.6 米国 

ニューアーク、ニ

ューオリンズ 
3

12 

インドネシア・スマトラ南部の

地震による津波被害に関する現

地調査 

現地調査 H22.11.3 - H22.11.11 
インドネシ

ア 
スマトラ 2

13 海外コンテナターミナル調査 情報収集 H22.11.12 - H22.11.26 
中国、韓国、

シンガポー

ル 

上海、釜山、シン

ガポール 
2

14 
港湾域における堆積物中の有害

化学物質管理に関する共同研究 
研究交流 H22.11.30 - H23.2.26 ノルウェー オスロ 1

15 
JICA 短期専門家として津波解析

に関する意見交換と指導 
技術協力 H22.12.11 - H22.12.19 チリ サンチャゴ等 1

16 
シギ類のバイオフィルム採餌に

関する現地調査、指導等 
現地調査 H22.12.12 - H22.12.17 米国 サンフランシスコ 1

17 
セメント改良土に関する国際共

同研究打合せ 
研究打合 H23.1.15 - H23.1.20 ポルトガル コインブラ 1

18 
空港埋立値の長期沈下予測に関

する情報収集 
情報収集 H23.3.2 - H23.3.10 カナダ ケベック 1

19 
港湾施設の維持管理に関する海

外動向の情報収集 
情報収集 H23.3.6 - H23.3.16 

ベルギー、

フランス等 

ゲント、フォンテ

ンブロー等 
2

【 総  計 】 31

資料－5.24 



 
 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ その他 
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平成２２年度の論文賞等の受賞実績 

 氏 名 所 属 表 彰 名  表彰機関名 日 付 備 考 

1 
 

桑江朝比呂 
海洋・水工部 
 沿岸環境研究

チームリーダー 

文部科学大臣表

彰若手科学者賞
文部科学省 H22.4.13 干潟生態系の構造・機能とその保全の研

究 

2 高橋 重雄 研究主監 土木学会研究業

績賞 
公益社団法人

土木学会 H22.5.28 沿岸防災施設への性能設計の適用 

3 川端雄一郎 地盤・構造部 
 研究官 

土木学会吉田研

究奨励賞 
公益社団法人

土木学会 H22.5.28 
材料劣化に伴うコンクリートの変状過程

解明への光学的全視野計測の展開 
合田（九州工業大学）と共同受賞 

4 富田 孝史 

アジア・太平洋沿

岸防災研究セン

ター 
 上席研究官 

土木学会国際活

動奨励賞 
公益社団法人

土木学会 H22.5.28  

5 

 
岩波 光保 

 
加藤 絵万 
横田 弘 

地盤・構造部 
 構造研究チー

ムリーダー 
 主任研究官 
前研究主監 

日本港湾協会論

文賞 
(社)日本港湾

協会 H22.5.25 桟橋のライフサイクルマネジメントシス

テムの構築 

6  
 

松林 卓 地盤・構造部 
 前依頼研修生 

日本ｺﾝｸﾘｰﾄ工学

協会奨励賞 

公益社団法人

日本コンクリ

ート工学協会

H22.5.25 繰返し衝撃荷重を受ける鉄筋コンクリー

ト部材の耐衝撃性能評価に関する研究 

7  
 

審良 善和 地盤・構造部 
 研究官 

日本ｺﾝｸﾘｰﾄ工学

協会奨励賞 

公益社団法人

日本コンクリ

ート工学協会

H22.5.25 コンクリートの塩化物イオンの浸透予測

の高精度化に関する研究 

8  

 
白石 哲也 

 
松本さゆり 
吉住 夏輝 
片倉 景義 

施工・制御技術部 
 部長 

 
研究官 
特別研究員 
客員研究官 

海洋音響学会業

績賞 

特定非営利活

動法人海洋音

響学会 
H22.5.27 四次元広角映像及び測量用ソーナーシス

テムの開発 

9  

 
白石 哲也 

 
吉住 夏輝 

施工・制御技術部 

部長 
 
 特別研究員 

第 12 回国土技術

開発賞 優秀賞

(財)国土技術

研究センター

(財)沿岸技術

研究センター

H22.7.7 非接触肉厚測定装置 

10 
 

平林 丈嗣 施工・制御技術部 
研究官 

日本ﾊﾞｰﾁｬﾙﾘｱﾘﾃｨ

学会論文賞 

日本バーチャ

ルリアリティ

学会 
H22.9.16 

水中工事の無人化を目的とした水中建設

機械遠隔操作インターフェースに関する

研究 

11 高橋 重雄 研究主監 TECHNO-OCE
AN AWARD 

ﾃｸﾉｵｰｼｬﾝ・ﾈｯﾄ

ﾜｰｸ H22.10.15  

12 平林 丈嗣 施工・制御技術部 
 研究官 

国土交通省国土

技術研究会 
ポスターセッシ

ョン部門優秀賞

国土交通省 H22.10.29
網チェーン式回収装置の開発～消波ブロ

ック撤去工事及び海底落下物回収作業へ

の活用～ 

13 永井 紀彦 研究主監 韓国海洋研究院

感謝牌 
韓国海洋研究

院 H22.10.29  

14 川端雄一郎 地盤・構造部 
 研究官 

土木学会全国大

会第 65 回年次学

術講演会 優秀講

演者賞 

公益社団法人

土木学会 H22.11.10 暗視野下におけるコンクリートのひび割

れ検出への応力発光センサの適用 

資料－6.1 
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 氏 名 所 属 表 彰 名  表彰機関名 日 付 備 考 

15 審良 善和 地盤・構造部 
 研究官 

土木学会全国大

会第 65 回年次学

術講演会 優秀講

演者賞 

公益社団法人

土木学会 H22.11.10 干満帯に10年間暴露されたRC供試体の

鉄筋腐食とその腐食診断結果との関係 

16 水谷 崇亮 
地盤・構造部 
 基礎工研究チ

ームリーダー 

土木学会全国大

会第 65 回年次学

術講演会 優秀講

演者賞 

公益社団法人

土木学会 H22.11.10 改良済粗粒材の内部構造と力学特性に関

する基礎的実験 

17 平井 壮 地盤・構造部 
 研究員 

第 7 回地盤工学

会関東支部発表

会 優秀発表者賞

公益社団法人

地盤工学会 H22.11.16 製鋼スラグ混合土の混合条件が一軸圧縮

強さに及ぼす影響 

18 

 
岩波 光保 

 
加藤 絵万 
川端雄一郎 

地盤・構造部 
 構造研究チー

ムリーダー 
 主任研究官 
 研究官 

BEST PAPER 
AWARD 

2nd 
International 
Conference 
on Durability 
of Concrete 
Structures 

H22.11.26

STRUCTURAL PERFORMACE OF 
HEAVY DETERIORATED RC 
MEMBERS SERVICED IN MARINE 
ENVIROMENT FOR 44 YEARS 

19 
 

松本さゆり 
吉住 夏輝 

施工・制御技術部 
 研究官 
 特別研究員 

水路技術奨励賞 日本水路協会 H23.2.25 
広視野な三次元空間の水中映像をリアル

タイムで取得し、同時に測量を可能とす

るシステムの開発 
 
※本表は、平成 22 年 4 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日までに受賞した実績とする。 
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平成２２年度 港湾空港技術講演会 プログラム 

 
開催日時：平成２２年１０月８日（金）１３：００～１７：４０ 
開催場所：発明会館ホール（東京都港区虎ノ門） 
講演題目：「ＮＯＷＰＨＡＳの波浪・潮位観測の現状と課題」 

独立行政法人 港湾空港技術研究所 海洋・水工部 海象情報研究チームリーダー 
 河合 弘泰 

「アジアと世界のマルチモード国際物流シミュレーション」 
国土交通省国土技術政策総合研究所 港湾研究部 主任研究官       柴崎 隆一 
   

 特別講演 「海洋政策の現状と課題」 
       内閣官房 総合海洋政策本部 事務局長                 小野 芳清 
 
 「超音波による港湾鋼構造物の非接触肉厚測定」 

独立行政法人 港湾空港技術研究所 施工・制御技術部  
計測・制御研究チーム 特別研究員                   吉住 夏輝 
 

 「光ファイバを用いた空港アスファルト舗装のひずみ計測手法の検討」 
 国土交通省国土技術政策総合研究所 空港研究部 主任研究官       坪川 将

丈 
 
 「空港アスファルト舗装における層間剥離現象の探査手法」 

独立行政法人 港湾空港技術研究所 空港研究センター 主任研究官 
                                   前川 亮太 
  

 
 

平成２２年度 港湾空港研究シンポジウム プログラム 

 
開催日時：平成２３年１月１４日（金） １５：００～１７：１５ 
開催場所：国土技術政策総合研究所研修センター（神奈川県横須賀市神明町） 
講演題目：特別講演 「研究者としての心構え －５０年足らずを振返って－」 
 いであ株式会社 国土環境研究所 技術顧問               入江 功 
 
 研究報告 「ブシネスクモデルの高度化と波浪研究・実務への活用」 

独立行政法人 港湾空港技術研究所 海洋・水工部 波浪研究チームリーダー 
                                         平山 克也 

 研究報告 「港湾構造物の維持管理と点検診断技術の高度化」 
 独立行政法人 港湾空港技術研究所 地盤・構造部 構造研究チーム研究官 

川端 雄一郎 
  

資料－6.2 

資料－6.3 
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平成２２年度 港湾空港技術特別講演会プログラム 

 
  講演題目 

地方整

備局 
研究所の概要説明 

港湾空港技術研究所 

その他 
（国土交通省等） 

海洋･水工部 地盤・構造部 
施工・制御技術部 

ｱｼﾞｱ・太平洋沿岸防

災研究ｾﾝﾀｰ 
空港研究ｾﾝﾀｰ 

 
北 
海 
道 

10/14 
 

一 般

公 開 
(124 名) 

戸田特別研究官 
 

海洋研究領域 
下迫領域長 
「新形式防波堤の開発

と可動式防波堤」 

 計測・制御研究チーム 
平林研究官 
「水中建設機械の遠

隔操作支援システム」 
 

（特別講演） 
北海道大学大学院 
田中教授 
「浚渫粘性土の有効利用」 
 
（国土技術政策総合研究所）

港湾研究部 鈴木部長 
「港湾における CO2 排出量

の削減」 

富田上席研究官 
「2010年チリ地震津波

災害について」 

 
東 
北 

9/15 
 
 
 
 

一 般

公 開 
(120 名) 

栗山海洋・水工部長 
 

  
 
 

計測・制御研究チーム 
吉江チームリーダー 
「計測・制御技術の海

洋土木分野への適用」 

（東北地方整備局） 
仙台港湾空港技術調査事務所 
佐藤所長 
「東北港湾技術の最近の取り

組みの動向」、 
 
（国土技術政策総合研究所） 
沿岸域システム研究室 日向

室長 
「漂流・漂着ゴミ問題－現状と

課題－」 

菅野特別研究官 
「原点からの耐震性能

設計」 
 
富田上席研究官 
「どこまでできる津波

被害推定」 

 
北 
陸 

10/6 
 
 
 
 
 
 

一 般

公 開 
(153 名) 

古市特別研究官 
 
 
 
 

中村研究主監 
「浚渫土砂の管理と利

用に関する最近の研究

について」 
 

耐震構造研究チーム 
小濱チームリーダー 
「空港の地震対策」 
 
 

計測・制御研究チーム 
松本研究官 
「四次元広角映像及び

測量用ソーナーシステ

ム」 

（北陸地方整備局） 
新潟港湾・空港整備事務所 
竹村所長 
「新潟空港の液状化対策」 
新潟港湾空港技術調査事務所 
中川所長 
「生物共生型護岸の設計」 
 
（国土技術政策総合研究所） 
空港計画研究室 丹生室長 
「最近の研究トピックから～

空港環境・国際旅客流動・国内

航空運賃～」 

 
中 
部 

11/4 
 
 

一 般

公 開 
(113 名) 

企画管理部 宮井研究

計画官 
沿岸環境研究チーム 
内藤研究官 
「港湾域における堆積

物中の有害化学物質管

理」 
 

基礎工研究チーム 
水谷チームリーダー 
「杭の載荷試験と支持

力」 
 
地震防災研究領域 
山崎研究領域長 
「液状化に関する話題」

  (中部地方整備局) 
四日市港湾事務所 船橋係長 
「海域環境再生への取り組み 
～四日市港でもコンブは育ち

ます～」 
 
（国土技術政策総合研究所） 
沿岸海洋研究部 岡田主任研

究官 
「運河域の水環境」 

資料－6.4 
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  講演題目 

地方整

備局 
研究所の概要説明 

港湾空港技術研究所 

その他 
（国土交通省等） 

海洋･水工部 地盤・構造部 
施工・制御技術部 

ｱｼﾞｱ・太平洋沿岸防

災研究ｾﾝﾀｰ 
空港研究ｾﾝﾀｰ 

 
近 
畿 

10/15 
 
 

一 般

公 開 
(125 名) 

永井研究主監 
 
 
 
 

沿岸環境研究チーム 
井上主任研究官 
「水質・底質改善に関

する研究事例」 
 

菅野特別研究官 
「港湾の荷役機械・係留

施設の耐震性能設計と

適合性確認」 
 
 

施工・制御技術部 白

石部長 
「我が国のコンテナタ

ーミナルの課題等につ

いて」 

(近畿地方整備局) 
神戸港湾空港技術調査事務所 
中島所長 
 
（国土技術政策総合研究所) 
港湾研究部 港湾施設研究室

長尾室長 
「港湾の設計地震動の合理化

について」 

 
中 
国 

11/17 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一 般

公 開 
(87 名) 

戸田特別研究官 
 
 

沿岸環境研究チーム

山田主任研究官 
「港湾施設の材料とし

ての木材」 

構造研究チーム 
加藤主任研究官 
「港湾施設の維持管理

に関する取り組み」 

計測・制御研究チーム 
吉住特別研究員 
「非接触肉厚測定装置

の開発」 

(中国地方整備局) 
境港湾・空港整備事務所 上野

港湾施設分析評価官 
「境港外港地区防波堤(2)-1 に

おける海水循環技術について

(中間報告)」 
 
広島港湾空港技術調査事務所 
北浦技術開発係長 
「空港舗装への再生材の利用

促進並びに舗装耐久性に関す

る研究」 
 
（国土技術政策総合研究所） 
港湾研究部 小泉港湾新技術

研究官 
「海外の大型コンテナターミ

ナルの整備状況について」 

 
四 
国 

9/29 
 
 
 
 

一 般

公 開 
(119 名) 

菊池地盤・構造部長 
 

耐波研究チーム 有川

主任研究官 
「近年の巨大地震津波

による被害と日本への

教訓」 
 
 

地盤・構造部 菊池部長

「高炉水砕スラグの硬

化促進工法について」

 
構造研究チーム 岩波

チームリーダー 
「港湾施設の戦略的維

持管理のための最近の

取組み」 
 

計測・制御研究チーム 
田中研究官 
「遠隔操作支援機能を

持った海洋浮体構造物

の係留装置点検システ

ム」 

（国土技術政策総合研究所） 
沿岸海洋研究部 熊谷主任研

究官 
「浸水による沿岸域の地域被

害の推定手法について」 
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  講演題目 

地方整

備局 
研究所の概要説明 

港湾空港技術研究所 

その他 
（国土交通省等） 

海洋･水工部 地盤・構造部 
施工・制御技術部 

ｱｼﾞｱ・太平洋沿岸防

災研究ｾﾝﾀｰ 
空港研究ｾﾝﾀｰ 

 
九 
州 

11/18 
 
 
 
 
 
 

一 般

公 開 
(194 名) 

海洋・水工部 栗山部長 沿岸土砂管理研究チー

ム 中川チームリーダ

ー 
「内湾の底質輸送と航

路埋没」 

材料研究チーム 山路

チームリーダー 
「海洋コンクリート構

造物の長寿命化」 

油濁対策研究チーム 
藤田チームリーダー 
「メキシコ湾油流出事

故と油濁対策研究」 

（九州地方整備局） 
下関港湾空港技術調査事務所

秤谷技術開発課長 
「有明海および周防灘におけ

る航路・泊地の埋没対策につい

て」 
 
（国土技術政策総合研究所） 
港湾研究部港湾システム研究

室 渡部室長 
「港湾物流に関する最近の研

究動向」 

前川主任研究官 
「空港舗装材料に関す

る最近の研究」 

 
沖 
縄 

10/6 
 
 
 

一 般

公 開 
(120 名) 

企画管理部 坂井企画

課長 
 

波浪研究チーム 平山

チームリーダー 
「ブシネスクモデルに

よるリーフ上波浪変形

計算とその活用につい

て」 
 
 

 
 

野口新技術研究官 
「網チェーン回収装置

による既設ブロック撤

去工事について」 

(沖縄総合事務所) 
開発建設部 土田計画調査係

長 
「美ら海の創造 港湾整備に

おけるサンゴの保全・再生」 
 
（国土技術政策総合研究所） 
空港研究部 坪川主任研究官 
｢空港舗装の技術基礎に関する

最近の話題」 

前川主任研究官 
「空港舗装材料に関す

る最近の研究」 
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港湾空港技術特別講演会in関東 

沿岸域の開発プロジェクトと新しい技術の発展に関する国際シンポジウム 

 

開催日時：平成２２年１２月１４日(火)～１６日(木) 

開催場所：パシフィコ横浜(神奈川県横浜市西区みなとみらい) 

参加人数：３５４名 

１日目(１２月１４日 火曜日) 

時 間 講  演  題  目 

９：００  オープニングセレモニー 

 北詰昌樹(港湾空港技術研究所 研究主監) 

９：４０ 

 

 基調講演「羽田空港再拡張プロジェクト１」 

 座長：石井一郎(港湾空港技術研究所 統括研究官) 

 石原研而(中央大学 研究開発機構 教授) 

 「New technologies and their large-scale  implementation for completion of Tokyo International 
Airport at Haneda」 

１１：００  基調講演「羽田空港再拡張プロジェクト２」 

 座長：戸田和彦(港湾空港技術研究所 特別研究官) 

 鈴木弘之（関東地方整備局 東京空港整備事務所長） 

 「東京国際空港（羽田）の展開と沿岸域の利用調整の経緯」 

１１：３０  一般講演「羽田空港再拡張プロジェクトＡ：計画と調査」 

 座長：古市正彦（港湾空港技術研究所 特別研究官） 

 野口孝俊（関東地方整備局） 

 「東京国際空港（羽田）Ｄ滑走路の計画」 

 渡部要一（港湾空港技術研究所 地盤構造部 土質研究チームリーダー） 

 「羽田空港Ｄ滑走路建設における地盤調査と埋立部の設計」 

 平山克也（港湾空港技術研究所 海洋・水工部 波浪研究チームリーダー） 

 「羽田空港Ｄ滑走路周辺海域の海象条件に関する実験的検討」 

１４：００  一般講演「羽田空港再拡張プロジェクトＢ：設計・維持管理」 

 座長：佐々真志（港湾空港技術研究所 地盤・構造部 土質研究チーム 主任研究官） 

 坪川将丈（国土交通省 国土技術政策総合研究所） 

 「空港コンクリート舗装に発生する温度応力に対する版厚と版内非線形温度分布の影響」 

 前川亮太（港湾空港技術研究所 空港研究センター 主任研究官） 

 「羽田空港の舗装における遮熱性技術を用いた耐久性向上策の検討」 

 松本さゆり（港湾空港技術研究所 施工・制御技術部 計測・制御研究チーム 研究官） 

 「四次元広角映像及び測量用ソーナーシステムの開発」 

 岩波光保（港湾空港技術研究所 地盤・構造部 構造研究チームリーダー） 

 「羽田空港D滑走路の維持管理計画の策定にあたっての基本的な考え方」 

１５：５０  基調講演「海外大規模プロジェクト」 

 座長：白石哲也（港湾空港技術研究所 施工・制御技術部長） 

 Dr. Sung-Min Cho 
 (Principal Research Engineer, Korea Expressway Corporation, Korea) 
 「Incheon Bridge Project beyond the limitation of coastal constructions」 

 Dr. David S. Yang (Vice President, Raito Inc., USA) 
 「Applications of multi-shaft deep mixing in coastal areas overseas」 

１７：３０  終了 
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２日目(１２月１５日 水曜日) 

時 間 講  演  題  目 

９：００  基調講演「沿岸開発プロジェクト」 

 座長：菊池喜昭（港湾空港技術研究所 地盤・構造部長） 

 北詰昌樹（港湾空港技術研究所 研究主監） 

 「沿岸域の埋立に関わる地盤改良工事の設計、施工、施工管理」 

９：４０  基調講演「羽田再拡張プロジェクト３」 

 座長：菊池喜昭（港湾空港技術研究所 地盤・構造部長） 

 峯尾隆二（鹿島建設株式会社 専務執行役員） 

 「大量急速施工を可能とした羽田Ｄ滑走路工事のプロジェクトマネジメント」 

１０：４０  一般講演「沿岸開発プロジェクト」 

 座長：山路 徹（港湾空港技術研究所 地盤・構造部 材料研究チームリーダー） 

 鈴木愼也（関西国際空港株式会社） 

 「軟弱地盤上の関西国際空港の建設」 

 横田 弘（北海道大学） 

 「沿岸域の社会基盤施設に対する戦略的維持管理」 

１１：２０  一般講演「羽田再拡張プロジェクトＣ：施工」 

 座長：山路 徹（港湾空港技術研究所 地盤・構造部 材料研究チームリーダー） 

 奥 信幸（東亜建設工業株式会社） 

 「東京国際空港（羽田）再拡張事業Ｄ滑走路埋立部の設計・施工概要」 

 加藤一志（大成建設株式会社） 

 「東京国際空港（羽田）再拡張事業Ｄ滑走路桟橋部の設計・施工概要」 

１３：１５  現場見学会(Ａコース：羽田空港と横浜港の船上見学・Ｂコース：羽田空港他の見学(バス・徒歩)) 

１６：００  終了 
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３日目(１２月１６日 木曜日) 

時 間 講  演  題  目 

９：００  基調講演「将来プロジェクトと技術開発」 

 座長：菊池喜昭（港湾空港技術研究所 地盤・構造部長） 

 Dr. Noel Boylan  
 (The University of Western Australia, Research Assistant Professor) 
 「Geotechnical frontiers in offshore engineering」 

 Prof. Thiam Soon Tan 
 (National University of Singapore, Vice Provost) 
 「Use of clay for land reclamation –Some recent experiences in Singapore」 

１１：１０  一般講演「将来プロジェクトと技術開発Ａ」 

 座長：小濱英司（港湾空港技術研究所 地盤・構造部 耐震構造研究チームリーダー） 

 谷 和夫（横浜国立大学） 

 「Design consideration of surface ground deformation due to fault displacement in foundation 
engineering」 

 三村 衛（京都大学） 

 「海上空港建設による大阪湾更新統海底地盤の時間依存性挙動の数値解析」 

 水谷崇亮（港湾空港技術研究所 地盤・構造部 基礎工研究チームリーダー） 

 「土丹層で支持された杭の杭軸方向抵抗力のセットアップに関する検討」 

 森川嘉之（港湾空港技術研究所 地盤・構造部 地盤改良研究チームリーダー） 

 「裏埋めに固化処理土を用いた矢板式岸壁の動的遠心模型実験」 

１４：００  一般講演「将来プロジェクトと技術開発Ｂ」 

 座長：山崎浩之（港湾空港技術研究所 地盤・構造部 地震防災研究領域長） 

 東畑郁生（東京大学） 

 「柱状地盤改良による液状化地盤流動の抑制―１G 振動台実験による検討―」 

 清宮 理（早稲田大学） 

 「New Technologies on Design and Construction of Tokyo Port Bayside Bridge」 

 野津 厚（港湾空港技術研究所 地盤・構造部 地震動研究チームリーダー） 

 「社会基盤施設の設計における地震観測とサイト特性評価の重要性について」 

１５：２０  基調講演「将来プロジェクトと技術開発」 

 座長：菅野高弘（港湾空港技術研究所 特別研究官） 

 金澤 寛（港湾空港技術研究所 理事長） 

 「港湾空港技術研究所における研究開発の中期展望」 

 日下部治（東京工業大学 理工学研究科 教授） 

 「Development of Japanese construction technologies and its contribution to infrastructure 
development」 

１７：１０  終了 
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特別研究 実施要領 

 
１．定義 
特別研究は、港湾空港技術研究所（以下「港空研」という。）が重点的に行う必要性が高い研究であり、

人員および資金の集中的な投入を図るとともに、必要に応じて港空研の基本的な組織の枠を超えた横断的

な研究体制を整備して、迅速な研究の推進を図るものである。 
 
２．研究の要件 
以下の条件を満たす研究を特別研究とする。 
（１）社会的なニーズが特に大きいもの。 

総合科学技術会議等で示される政府の科学技術政策も踏まえた研究テーマ、国土交通省の技術

開発の方針を踏まえた研究テーマであること。ただし、現在のニーズを尊重するだけでなく、将

来的に重要となる研究テーマも取り上げる必要がある。 
（２）港空研が一定の知見を有しており、集中的な研究により学術上あるいは実用上の大きな成果が見

込めるもの。 
（３）港空研の重点研究課題であるか、将来的に重点研究課題となる可能性が高いものであること。 

 
３．研究体制 
個人または有志によるグループ（以下「研究主体」という。）が研究を実施するものとする。グループの

場合は、研究責任者を決め、研究責任者が研究の実施に責任を持つものとする。 
 
４．研究期間 
特別研究の研究期間は原則として３～５年間とする。 

 
５．研究計画 
特別研究は、港湾空港技術研究所研究計画において一つの研究実施項目からなる。 

 
６．研究計画書と研究終了報告書 
研究責任者は、年度末までに翌年度の研究計画書を、研究計画書作成要領にもとづき港空研理事長に提

出しなければならない。また、研究を終了した 1 ヶ月後までに研究終了報告書を研究終了報告書作成要領

にもとづき港空研理事長に提出しなければならない。 
 
７．予算額 
予算額は、研究期間の平均として年間一課題当 1000 万円程度とする。なお、港空研の財政事情等を勘

案の上、予算の調整を行うこととする。 
 
８．課題の採択 
特別研究課題の採択は、内部評価委員会が研究責任者の説明を受け、外部評価委員会の評価を踏まえて

決定する。 

資料－6.5 
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特定萌芽的研究 実施要領 

１．目的 
独創的な発想、先進的な発想に基づく芽生え期の研究であって、かつ将来の港湾空港技術研究所（以下

「港空研」という。）の新たな研究分野を切り開く可能性を有する研究に、先行的に取り組みその推進を図

る。 
 
２．研究の要件 
以下の条件を満たす研究を特定萌芽的研究とする。 
（１）アイデアの段階、予備的な机上の検討段階、あるいは試行的な調査や実験・計算、試作の段階な

ど芽生え期の研究であって、将来の港空研の新たな研究分野を切り開く可能性を有する研究であ

ること。 
（２）将来、港空研が他の研究機関との競争において十分な競争力を有する可能性が有る研究分野であ

ること。 
（３）独創的・先進的な研究テーマであるか、研究手法が独創的・先進的であること。 

 
３．研究体制 
個人または有志によるグループが研究を実施するものとする。グループの場合は、研究責任者を決め、

研究責任者が研究の実施に責任を持つものとする。 
 
４．特定萌芽的研究の種別 
特許につながる可能性が高いなど、研究内容の秘密を保持する必要があるものについては特定萌芽的研

究 B とし、研究責任者からの申し出によって設定する。特定萌芽的研究 B の具体的な内容については、研

究終了から原則として 1 年間は対外的に秘密を保持する。 
 
５．研究期間 
本特定萌芽的研究の予算充当期間は１年間とする。 

 
６．研究計画 
本特定萌芽的研究に採択された研究は、原則として研究実施項目として研究計画に記載する必要はない。

ただし、当該年度で一定の成果を得る見通しが得られた場合は、その時点で、港湾空港技術研究所研究計

画に実施項目として新規に追加することができる。 
 
７．研究計画書･研究終了報告書 
研究責任者は、研究計画書を研究計画書作成要領にもとづき港空研理事長に提出しなければならない。

また、研究を終了した 1 ヶ月後までに研究終了報告書を研究終了報告書作成要領にもとづき港空研理事長

に提出しなければならない。 
 
８．予算額 
特定萌芽的研究の予算額は、一課題当３００万円程度を限度とする。 
なお必要と認められる場合には、港空研の財政事情等を勘案の上、予算・採択件数の積み増しを検討す

る。 
 
９．課題の採択 
特定萌芽的研究課題の採択は、主に内部評価委員会が研究責任者より説明を受け、外部評価委員会の評

価を踏まえて決定する。なお、若手研究者を育成する観点から、採択にあたっては若手研究者枠（主任研

究官以下による研究課題）を５割以上確保するものとする。 

資料－6.6 


